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1. 事業全体概要 

プロジェクト名 

産業ＤＸのためのデジタルインフラ整備事業 

（経済産業省予算要求名称：産業 DX のためのデ

ジタルインフラ整備事業:R4-6、自動運転等の先

行実装のためのデジタルライフライン整備事

業:R5 補正） 

プロジェクト番号 P22006 

担当推進部/ 

プロジェクトマ

ネージャー（ＰＭ

ｇｒ）または担当

者 

及び経済産業省担

当課 

半導体・情報インフラ部 栗原廣昭 研究開発項目①,③,⑤,⑥-1,⑥-2 2025 年 11 月
現在 
半導体・情報インフラ部 坂間則幸 研究開発項目②,④,⑥-3  2025 年 11 月現在 
2024 年 7 月に部署名変更 IoT 推進部 → 半導体・情報インフラ部 
IoT 推進部 千田和也(2024年 6 月～2025 年 1 月) 
IoT 推進部 間瀬智志(2022年 5 月～2024 年 5 月) 
IoT 推進部 工藤祥裕(2022年 4 月～2022 年 4 月) 

０．事業の概要 

新型コロナウィルス感染症対応により欧米諸国は急速にデジタル化が進展しました

が、我が国はシステムの相互連携が進まず、デジタルトランスフォーメーション

（DX）の遅れが顕在化。 

5 年後 10 年後の社会を見据え、企業や業種をまたいだデータ連携を円滑に行うこと

ができるデジタル基盤の構築や、複数のシステムが連携した際のシステム全体の安

全性や信頼性の向上は重要な課題。 

本事業では、そのようなデジタルインフラ整備の対象として、（1）3 次元空間情報

基盤、（2）次世代取引基盤、（3）システム全体の安全性確保、（4）サプライ

チェーンマネジメント基盤、（5）スマートビル基盤、（6）デジタルライフライン

の先行実装基盤、(7)技術動向調査 に係る取組を実施。 

経済産業省を中心に、デジタル庁等関係省庁や IPA デジタル・アーキテクチャ・デ

ザインセンター（DADC）と連携して推進。 

 

1.1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

1.1.1 本事業の

位置付け・意

義 

我が国は Society5.0の実現に向けて、産業競争力を高め、自由で開かれた安全・安心

なデータ流通の実現を目指し、デジタルトランスフォーメーションの推進を目指して

いる。しかし、新型コロナウイルス感染症の対応において、我が国の構造的課題に帰

因するデジタルトランスフォーメーションの遅れが露呈した。諸外国ではコロナ渦に

おいて急激にデジタル基盤の構築が進み、新しいデジタルビジネスが生まれやすい環

境を一気に構築しているのに対し、日本国内においては、省庁や業界・企業の縦割り

により、それぞれの目的別に、似たようなシステムにバラバラで投資が行われ、か

つ、相互にデータやシステムを連携するためのルールや標準が存在しないため、横串

でのデジタル市場のインフラ整備が遅れ、新しいデジタル活用やサービスの開発が困

難な状況に陥っている。今後、Society5.0 の実現に向けて、横串でのデジタル市場の

インフラ整備、企業のデジタルトランスフォーメーションを進めていく必要がある。

こうした 取組の必要性については、デジタル社会の実現に向けた重点計画（2021 年 

6 月 18 日閣議決定）や科学技術・イノベーション基本計画（2021 年 3 月 26 日 閣

議決定）等でも示されている。こうした状況を踏まえて、経済産業省において

「Society5.0 に向けたデジタル市場基盤整備会議」が設置され、今後のデジタル市

場の基盤整備の方針について議論されるとともに、デジタル庁や関係省庁と連携して

いく方針を示している。また、社会課題解決や産業発展のデジタルによる恩恵を全国

津々浦々に 行き渡らせるための 10 年計画（デジタルライフライン全国総合整備計

画）が検討され、その先行的な取組として「アーリーハーベストプロジェクト」の推 

進が位置づけられている。 
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Society 5.0 を実現するための我が国の産業が目指すべき姿として、経済産業省は

「Connected Industries」を提唱し（2017 年 3 月）、NEDO においては 2019 年度よ

り「Connected Industries 推進のための協調領域データ共有・AI システム開発促進

事業」を開始し、既存産業とデジタル技術の「つながり」をはじめとして、機械、

データ、技術、ヒト、組織など様々なものの繋がりによって新たな付加価値の創出や

社会課題の解決に貢献するデータ共有/活用プラットフォームの先行事例構築に取り

組んだ。当初は企業の自前主義や囲い込み体質により企業内にデータが留まる「デー

タの死蔵」が課題であったが、プラットフォームと連携するインセンティブの構築

や、オープンな設計等が功を奏し、多くの企業等と連携するプラットフォームの優れ

た事例が複数構築された。このように、ある業種又は限定された業種横断の領域にお

いてデータやシステムの連携は進展している。しかし、商習慣や EDI（Electronic 

Data Interchange）の仕組みが大きく異なるケースや、規制によるガバナンスが省庁

ごとに縦割りとなっているケース、法的論点もセットで議論が必要であるケース、複

数の関係者の利害調整が必要なケース等、民間企業主導の取組ではなかなか進展しな

い領域も存在する。そこで本事業では、「Society5.0 に向けたデジタル市場基盤整

備会議」で示されている方針のもと、様々なステークホルダーが利用するインフラや

ルール形成に寄与し、生活者の利便性や経済成長に寄与する、国が関与するべき重点

テーマとして「3 次元空間情報基盤の構築」、「受発注・請求・決済に係る次世代取

引基盤の構築」、「安全性や信頼性を担保する総合的な仕組みの設計」、「サプライ

チェーンマネジメント基盤の構築」、「スマートビル基盤の構築」とし、企業や業種

をまたがるデータ連携を円滑に行うことができるデジタル基盤の構築及びその標 準

案の検討や、イノベーションを促しながら、システム全体の安全性や信頼性を 向上

させるガバナンスを実現するために必要な技術仕様の検討を行う。また、それらの成

果も一部活用しながら、「デジタルライフライン全国総合整備計画」の「アーリー

ハーベストプロジェクト」の一環で「デジタルライフラインの先行実装に資する基盤

の構築」を行う。 

1.1.2 アウトカ

ム達成まで

の道筋 

各研究開発項目のアウトプットとして「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行

うための標準化又は制度化」に資するデジタルインフラの整備を、研究開発項目毎

（研究開発項目⑥についてはサブ項目毎）に 1 件以上構築する。 

アウトカム目標として、2027 年度までにそれらの標準化又は制度化を進め、企業・業

種間データ連携に係る標準化または制度化を 8 件以上達成する。2030 年度までに事業

全体で 1,890 億円以上の市場獲得（研究開発項目①,③,⑤）および国内業務コスト

2,000 億円の削減（研究開発項目②,④）を目指す。 

各研究開発項目にて整備したデジタルインフラをふまえて標準化または制度化を進め

る際には、各事業の実施者のみでなく、独立行政法人情報処理推進機構デジタルアー

キテクチャ・デザインセンターの活動とあわせて行い、官として継続的な後押しを行

う。 

1.1.3 知的財

産・標準化

戦略 

・知的財産権の帰属 

研究開発成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構 新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25 条の規定等に基づ

き、原則として、全て委託先に帰属させることとする。 

項目 委託事業 補助事業 

事業の主体 NEDO 事業者 

事業の実施者 委託先 事業者 

取得資産の帰属 NEDO 事業終了時に残存する資産は

原則委託先にて買取 

事業者 

事業成果(知的財産権)の

帰属 

NEDO ただし、バイ・ドール調査へ

の回答を条件として委託先へ帰属 

事業者 

収益納付 なし あり 

 

・知財マネジメント基本方針（「NEDO 知財方針」）およびデータマネジメントに係る

基本方針（NEDO データ方針）関する事項 

複数の実施者による共同研究またはコンソーシアムにて研究開発を行う際は、事業開

始の当初から NEDO 知財方針に記載された「全実施機関で構成する知財委員会（又は
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同機能）」を整備し、「知財の取扱いに関する合意書」および「データの取扱いに関

する合意書」を作成する。 

なお、通常は委託事業者内で知財戦略を策定するが、本件は補助事業者も含め知財戦

略を策定する。また、研究開発成果を元にオープンプラットフォームを構築し、知財

の取得と並行して、社会実装を見据えた産学官の連携体制を構築し、実用化・事業化

に見据えた動きを後押しする。 

 

得られた研究開発成果については、標準化等との連携を図ることとし、評価手法の提

案、データの提供、標準化活動等を積極的に行う。 

協調領域に係る成果物については、原則としてオープン化または成果（データ連携シ

ステム等）の運用者に移管し、広く活用されるよう推進。 

補助事業に係る成果も含め、現時点で想定している大雑把な方針は下表の通り。 

標準化については標準化対象含め今後の検討事項となるが、主に基本機能・ルール

（データ規格、標準 API 等）については、デファクト標準を見据えて推進する。 

カテゴリ 技術の例 方針 

リファレンスアーキテク

チャガイドライン 
－ 

公開（DADC にて策定、

更新） 

基本機能・ルール：基盤の

根幹となる機能・ルール 

空間 ID 紐付け機能、デー

タ統合機能等 

公開（OSS 等、国際標

準化） 

協調領域となる機能を共有

する仕組み 
SDK／ライブラリ等 公開（OSS 等） 

ベース技術：多くのユース

ケースで共通に使われうる

技術 

高速インデックス検索、

分散管理台帳技術等 

公開（OSS or ライセン

ス） 

各社のユースケース固有の

技術 

ドローン運行システム技

術、現場位置・重機・工

程管理システム等 

各社の戦略による 

 

 

1.2. 目標及び達成状況 

1.2.1 アウトカ

ム目標及び達

成見込み 

アウトカム目標 

2027 年度まで：企業・業種間データ連携に係る標準化または制度化を 8 件以上達成 

2030 年度まで：1,890 億円の市場獲得と国内業務コスト 2,000 億円の削減 

達成見込み 課題 

状況：〇 

以下の取り組みにより目標達成が見込まれる。 

 

2027 年まで： 

研究開発項目①各ユースケースにおける 3 次元空間 ID の

活用をガイドブックとしてまとめ公開し普及を図る。ま

た、空間 ID の国際標準化に向けた取組を DADC とともに進

めていく。NEDO講座として空間 ID・3次元空間情報基盤を

実践的に活用できる技術者の養成を図る。 

研究開発項目②今後の法規制・業界ルール等に対応した維

持メンテナンスを継続、利用者への訴求と市場形成を進め

る。 

研 究 開 発 項 目 ③ ASIL(Automotive Safety Integrity 

Level)のような安全規格、複数の移動体システム間の情報

授受の基準や標準が必要であり、それらの検討や管理でき

る公益な団体の設立もしくは参加を進めていく。 

研究開発項目④DADCにて国際標準化を進める ODS-RAMとの

整合性を保ちながら、海外プラットフォーム等との相互接

続や他事業ユースケースへの横展開を行いデータスペース

の標準化活動を推進する。 

研究開発項目②デジタル

決済の中小企業や零細企

業への普及には導入企業

経営者および担当者の

IT リテラシーや運用保

守体制を含めて検討が必

要であり、継続的な普及

の後押しを行う必要があ

る。 

研究開発項目②商取引

データを基にしたファイ

ナンスサービス与信評価

のデータ活用にはポジ

ティブな声を得るも金融

機関側のリスク選好の変

化は中長期的な取り組み

が必要。 
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研究開発項目⑤新たに設立した「スマートビルディング共

創機構」を通した活動のなかでスマートビルの普及促進に

努める。今後のサービスの拡大に向けてビル OS 間のイン

タフェースの標準化を DADC データモデル分科会にて推進

していく。 

研究開発項目⑥DADC とともに標準化・制度化を進め、デ

ジタルライフラインとして普及を図る。 

 

2030 年まで： 

研究開発項目①3 次元空間情報基盤等を日本において早期

に整備することで、海外に先んじて日本における早期市場

拡大に貢献し、日本企業が優位な状態で海外市場へ参入す

ることを目指す。 

研究開発項目②取引作業に要する時間の削減を見込み、事

業化・市場形成を進める。企業信用リスク評価モデル構築

により承諾率の改善を図り、ファイナンス実行金額増加を

目指す。ソフトウェア商取引を基に SBOM を形成し、効率

的な脆弱性配信による保守部門の工数削減を目指す。 

研究開発項目③事業化に向けて参画企業による SOS 関連

サービス製品のサービ設計を実施。SoS ガイドラインに基

づくアジャイルガバナンス実施体制の運用による SoS の社

会実装とユースケースの拡大を進める。 

研究開発項目④協調領域として広く利用できるデータ連携

基盤として普及させ、個々の事業毎での都度開発を控え

る。 

研究開発項目⑤大学発ベンチャー企業（大阪公大）を設立

し、DADC 発行のスマートビルガイドラインに準拠したビ

ル OS、インターフェース、API を提供することを目指す。 

研究開発項目⑥デジタル全総として後続プロジェクトを進

めていく。 

1.2.2 アウト

プット目標及

び達成状況 

「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化又は制度化」に資する

デジタルインフラの整備を、研究開発項目毎（研究開発項目⑥についてはサブ項目

毎）に 1 件以上構築する。  

 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な

目標としてテーマ毎に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance 

Indicator）を設定し、実証を行う。その際、UX/UIに優れたシステムとするべく、開

発の途中段階で潜在的な利用者や提供者等の社会・産業の幅広いステークホルダーに

よる試験的な利用・議論を通じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の

具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施すること（アジャイル開発）を原則と

し、目標を適宜最適化する。 

 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

 

研究開発項目①：3 次元空間情報基盤に関する研究開発（委託事業） 

実空間における位置情報を統一的な基準で表現するための共通の技術仕様（3 次元空

間をグリッド状に分割しアドレスを付与した 3 次元空間 ID（以下「空間 ID」とい

う。））を策定する。また、空間 ID を通じて利用者が活用しやすい形であらゆる空

間情報を簡単に取得できる仕組み（3 次元空間情報基盤）の実証及びその有効性の検

証を行う。 

 

研究開発項目②：受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世代取

引基盤の構築（委託事業） 

即時・多頻度の契約とそれを支える決済をワンストップ化するために、受発注・請

求・決済の各取引に必要なデータ連携アーキテクチャデータの策定、データの標準化
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などの情報連携のルールや機能を整備し、本ルールや機能を踏まえた次世代取引基盤

の構築を行う。また、本次世代取引基盤の実証のため、次世代取引基盤を活用した周

辺システムの開発や改修を行い、そのシステムと連携させるためのインターフェース

標準、データ利活用ガバナンス等を整理し、本次世代取引基盤を用いて商習慣や EDI 

の利用状況が異なる複数の企業間取引が可能であることを実証する。 

 

研究開発項目③：複雑なシステム連携時に安全性及び信頼性を確保する仕組みに関す

る研究開発（委託事業） 

AI を含む異なるシステムが複雑に相互接続して短期間で更新されるシステム全体の

安全性及び信頼性を確保する仕組みとして必要な機能設計を完了する。また、ドロー

ン等の自律移動モビリティによる事故が発生した場合に、システム間の相互作用も含

めて事後的に検証可能であることや事故の抑制が可能であることについて、実証及び

その有効性の検証を行う。 

 

研究開発項目④：サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発（委託事業） 

サプライチェーンマネジメントに係るデジタル基盤について、企業・業種横断的な基

盤となるよう拡張性に留意しながら、喫緊のニーズの高い自動車（車載用蓄電池）に

対する適用を念頭に具体化する。具体的には、事業者・事業所・商材の識別子や関連

データのデータモデルの標準化、そうしたデータを連携するためのインターフェース

／検索機能の開発、データを共有する範囲・粒度に関するルール整備、データトラス

ト・データガバナンスに係る検討及びそれらの有効性検証を行う。なお、構築するデ

ジタル基盤は、汎用的で広く活用されうるものとして構築し、製品品質の確保や向

上、不具合発生時の対応負荷軽減等に加え、環境対策等の新たな社会的要請に対応で

きるよう、特定分野の工業製品に限らずバリューチェーン全体で製品・サービスのト

レーサビリティを管理するような取組を目指す。 

 

研究開発項目⑤：人・ロボット・システムを有機的に結合するスマートビル基盤に関

する研究開発（補助事業） 

スマートビルに係るデジタル基盤について、業界横断で多数のシステムが繋がるシス

テム全体のアーキテクチャを設計しながら、データモデルの標準化や、そうしたデー

タを連携するためのインターフェース／検索機能の開発、そして、データを共有する

範囲・粒度に関するルール整備、データトラスト・データガバナンスに係る検討及び

それらの有効性検証を行う。なお、構築するデジタル基盤は、汎用的で広く活用され

うるものとして構築し、街中に点在しているビルが都市リソース（ヒト・モノ・エネ

ルギー・情報等）を流通させるバランサーとなり、データ活用により地域全体を調

整・最適化するような取組となることを目指す。 

 

研究開発項目⑥：デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発

（委託事業、補助事業） 

研究開発項目①の成果を一部取り込みながら、人口減少が進む中でも生活必需サービ

スを維持し、国民生活を支えることを目的としたデジタル時代の社会インフラである

「デジタルライフライン」の全国整備に資する基盤の構築を行う。 

具体的には、 

⑥-1. ドローン航路 

⑥-2. インフラ管理 DX 

⑥-3. 自動運転支援道 

という 3 つの先行実装領域を定め、それぞれで複数の主体（企業・業種等）を横断し

て必要なデータ連携が可能となるデジタル基盤を開発する。また、上記基盤を活用

し、特定のユースケース及び先行実装地域において、従来と比較して効率性、安全性

等に優位性のあるサービス等の提供が可能な仕組みの実証及びその有効性検証を行

う。なお、構築するデジタル基盤は、先行実装地域以外への拡張性にも留意し、汎用

的で広く活用されうるものとする。 

 

実施項目⑦ 複雑かつ機微な情報を扱うデータ連携システムに関する調査（委託事

業） 
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より複雑かつ機微情報の慎重な取扱が求められるデータ連携に必要な要素を検討し、

「ウラノス・エコシステム」の高度化に向けて今後優先的に実施すべき技術開発内容

及び技術開発がもたらす効果等の整理を行う。 

成果(実績)(2024 年 3 月) 達成度 

(見込み) 

達成の根拠 

/解決方針 

研究開発項目① 

〇 

※LocationMind 株式会社にて第 10 回 JEITA

ベンチャー賞を受賞 

研究開発項目② 

〇 

研究開発項目③ 

〇 

研究開発項目④ 

〇 

※株式会社 NTT データグループにて第 54 回

日本産業技術大賞 内閣総理大臣賞を受賞 

研究開発項目⑤ 

〇 

研究開発項目⑥-1 

〇 

※世界発となるドローン航路の開通を実施 

研究開発項目⑥-2 

〇 

研究開発項目⑥-3 

〇 

実施項目⑦ 

〇 

総合判定 

〇＋ 

すべての事業について

「企業や業種をまたがる

データ連携を円滑に行う

ための標準化又は制度

化」に資するデジタルイ

ンフラを開発し、それら

の実証結果や効果を確認

のうえ検収できている。

また、経済産業省や他の

府庁省、独立行政法人情

報処理推進機構デジタル

アーキテクチャ・デザイ

ンセンターなど関係者を

含めて実施内容を確認検

収済み。 

 

1.3. マネジメント 

1.3.1 実施体制 

プロジェクトリーダー 

プロジェクトリーダーは置いていない。経済産業省を中心にデジタル庁等関係

省庁や、事業終了後のアウトカム達成に向けて標準化・制度化を後押しする IPA

デジタル・アーキテクチャ・デザインセンターと事業期間中から密に連携し、

事業進捗や状況を踏まえて事業内容をアジャイルに見直しつつ、関係するス

テークホルダーの合意を取りながら事業を推進する。 
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研究開発項目① 3 次元空間情報基盤に関する研究開発 （2022～2024 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

NEDO プロジェクトマネージャー 

半導体・情報インフラ部 栗原廣昭 

株式会社日立製作所 

損害保険ジャパン株式会社 

３次元空間情報基盤活用による自律移動ロボット普及に向けた実証実験 

株式会社トラジェクトリー 

株式会社竹中工務店 

宇宙サービスイノベーションラボ事業協同組合 

株式会社ゼンリン 

LocationMind 株式会社 

Intelligent Style 株式会社 

スウィフト・エックスアイ株式会社 

PwC コンサルティング合同会社 

スマートシティに向けた空間 ID/３次元空間情報基盤の研究・開発 

効率的なボクセル化を通じた空間情報管理手法及びドローン等自律型移動モビリティにおける 

ボクセルの利活用に係る研究開発 

情報容量が可変するセマンティックデータ連携空間 ID からなる３次元空間情報基盤構築と 

基盤を通じた二拠点でのドローン自律移動の安全・効率的な運行の実現 

空間 ID を活用した３次元空間情報基盤に関する調査 

委託 

株式会社 Geolonia 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

 国立大学法人東京大学  

株式会社 Geolonia 

再委託 

再委託 
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研究開発項目② 受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世代取引基盤の構築 

（2022～2023 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 ※途中契約解除 

 

 

研究開発項目③ 複雑なシステム連携時に安全性及び信頼性を確保する仕組みに関する研究開発 

（2022～2024 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発項目④ サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発 （2023～2024 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

  

NEDO プロジェクトマネージャー 

半導体・情報インフラ部 坂間則幸 

株式会社 NTT データグループ 

データ連携基盤の構築と業界横断的なデータ流通の実用性検証並びに国際連携に関する研究開発 
委託 

NEDO プロジェクトマネージャー 

半導体・情報インフラ部 栗原廣昭 

学校法人立命館 

SoS 時代のシステムの安全性・信頼性とイノベーションの両立に向けたデジタルインフラ整備 

及びガバナンスのあり方に係わる研究開発 

委託 

ソフトバンク株式会社 

株式会社ネクスティエレクトロニクス 
再委託 

NEDO プロジェクトマネージャー 

半導体・情報インフラ部 坂間則幸 

株式会社ネクスティエレクトロニクス 

仮想的な次世代取引基盤における総合的なシステムの開発と有効性の実証 

EY ストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社 

次世代取引基盤の構築並びに取引データの商流ファイナンスへの利活用 

委託 

ラトナ株式会社 

コンテナオーケストレーション技術を活用した受発注・請求・決済等における次世代取引基盤 

の構築と活用 
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研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に結合するスマートビル基盤に関する研究開発 

（2023～2024 年度） 

 

 

 

  

NEDO プロジェクトマネージャー 

半導体・情報インフラ部 栗原廣昭 

清水建設株式会社 

scheme verge 株式会社 

人の行動履歴等、人流データ活用によるスマートビルを中心としたにぎわい創出および地域の活動意欲活性化検証事業 

株式会社アンドパッド 

ビル OS によるビル内サービスロボットの有効活用と外部システム連携の実証 

既築中小規模ビル向けビル OS に関する研究開発プロジェクト 

協調領域の開放により多様なサービスを創出可能なスマートビル OS の開発 

補助 

Solid Surface 株式会社 

アジアクエスト株式会社 

株式会社アクシス  

委託 

鹿島建設株式会社 

ダイキン工業株式会社 

株式会社竹中工務店 
委託 

公立大学法人大阪 

株式会社竹中工務店 

ソフトバンク株式会社 
委託 

学校法人立命館 

新サービス創出に向けたデータ連携基盤 
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研究開発項目⑥-1 デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発  （2024 年度） 

ドローン航路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

NEDO 
プロジェクトマネージャー 

半導体・情報インフラ部 栗原廣昭 

日本電気株式会社 

ドローン航路：ドローンサービス等に係る開発・実証（委託） 

補助 

委託 

KDDI スマートドローン株式会社 

Intent Exchange 株式会社 

宇宙サービスイノベーションラボ事業協同組合 

日本電気株式会社 

ドローン航路：ドローンサービス等に係る開発・実証（助成） 

KDDI スマートドローン株式会社 

Intent Exchange 株式会社 

グリッドスカイウェイ有限責任事業組合 

ドローン航路：ドローン運航管理等に係る開発・実証（委託） 

補助 

委託 

株式会社トラジェクトリー 

国立大学法人東京大学 

株式会社トラジェクトリー 

ドローン航路：ドローン運航管理等に係る開発・実証（助成） 

株式会社フジヤマ 

ブルーイノベーション株式会社 

東京海上日動火災保険株式会社 

株式会社 Geolonia 

再委託 

株式会社日立製作所 

株式会社 NTTＴデータ 再委託 
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研究開発項目⑥-2 デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発  （2024 年度） 

インフラ管理ＤＸ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

NEDO 
プロジェクトマネージャー 

半導体・情報インフラ部 栗原廣昭 

株式会社 NTT データ 

インフラ管理ＤＸ：デジタルライフラインにおける地下インフラ情報の流通（委託） 

補助 

委託 

インフラ管理ＤＸ：デジタルライフラインにおける地下インフラ情報の流通（助成） 

東京電力パワーグリッド株式会社 

東京ガスネットワーク株式会社 

ソフトバンク株式会社 

株式会社 NTT データ 

エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社 

株式会社 EARTHBRAIN 

エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社 

東日本電信電話株式会社 
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研究開発項目⑥-3 デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発  （2024 年度） 

自動運転サービス支援道 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施項目⑦ 複雑かつ機微な情報を扱うデータ連携システムに関する調査  （2024 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

1.3.2 受益者負担の考え方 

1.3.2 受益者

負担の考え方 

受益者負担の考え方 

 

複数ステークホルダの利害調整が必要で、民間のみで開発困難な複雑な「協調領域」基

盤の調査・開発については委託事業として行う。 

 

特定のユースケース及び先行実装地域に資する有効性検証「競争領域」については補助

事業として行う。補助率は事業により都度設定することとし、中小企業は 2/3、大企業

は 1/2 もしくは 1/3 とする。 

 

主な実施事項 2022FY 2023FY 2024FY 

研究開発項目① 

3 次元空間情報基盤に関する研究開発 
委託 100% 委託 100% 委託 100% 

NEDO 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

複雑かつ機微な情報を扱うデータ連携システムに関する調査（委託） 
委託 

NEDO 
プロジェクトマネージャー 

半導体・情報インフラ部 坂間則幸 

株式会社ティアフォー 

自動運転支援道：路側カメラ、ＬｉＤＡＲ等データ連携システムの開発（委託） 
委託 

ダイナミックマッププラットフォーム株式会社 

BIPROGY 株式会社 

NEXT Logistics Japan 株式会社 

ヤマト運輸株式会社 

補助 

ダイナミックマッププラットフォーム株式会社 

自動運転支援道：自動運転運行に係るデータ連携システムおよび高速道路におけるユースケース 

の開発・実証（助成） 

スマートモビリティインフラ技術研究組合 

再委託 

株式会社 NTT データ 

学校法人幾徳学園 神奈川工科大学 

Intent Exchange 株式会社 

自動運転支援道：自動運転運行に係るデータ連携システムおよび高速道路におけるユースケース 

の開発・実証（委託） 

委託 

再委託 

再委託 

再委託 
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研究開発項目② 

受発注・請求・決済の各システムの情報

連携を可能とする次世代取引基盤の構築 

委託 100% 委託 100% - 

研究開発項目③ 

複雑なシステム連携時に安全性及び信頼

性を確保する仕組みに関する研究開発 

委託 100% 委託 100% 委託 100% 

研究開発項目④ 

サプライチェーンマネジメント基盤に関

する研究開発 

- 委託 100% 委託 100% 

研究開発項目⑤ 

人・ロボット・システムを有機的に結合

するスマートビル基盤に関する研究開発 

委託 100% 

補助率 2/3 

(中小企業) 

補助率 1/2 

(大企業) 

補助率 2/3 

(中小企業) 

補助率 1/2 

(大企業) 

研究開発項目⑥ 

デジタルライフラインの先行実装に資す

る基盤に関する研究開発-1. ドローン航

路 

- - 

委託 100% 

補助率 2/3 

(中小企業) 

補助率 1/3 

(大企業) 

研究開発項目⑥ 

デジタルライフラインの先行実装に資す

る基盤に関する研究開発-2. インフラ管

理 DX 

- - 

委託 100% 

補助率 1/3 

(大企業) 

研究開発項目⑥ 

デジタルライフラインの先行実装に資す

る基盤に関する研究開発-3. 自動運転

サービス支援道 

- - 

委託 100% 

補助率 2/3 

(中小企業) 

 

実施項目⑦ 

複雑かつ機微な情報を扱うデータ連携シ

ステムに関する調査 

- - 委託 100% 

 

1.3.3 研究開発計画 

事業費推移 

[単位:百万円] 

 

主な実施事項 2022FY 2023FY 2024FY 総額 

研究開発項目① 

3 次元空間情報基盤に関する研究開発 
994  1,124  1,111  3,230  

研究開発項目② 

受発注・請求・決済の各システムの情報

連携を可能とする次世代取引基盤の構築 

520  387  0  907  

研究開発項目③ 

複雑なシステム連携時に安全性及び信頼

性を確保する仕組みに関する研究開発 

140  219  225  584  

研究開発項目④ 

サプライチェーンマネジメント基盤に関

する研究開発 

0  326  319  646  

研究開発項目⑤ 

人・ロボット・システムを有機的に結合

するスマートビル基盤に関する研究開発 

20 147 220 387 

研究開発項目⑥ 

デジタルライフラインの先行実装に資す

る基盤に関する研究開発-1. ドローン航

路 

0 0 2,613 2,613 

研究開発項目⑥ 0 0 2,193 2,193 
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デジタルライフラインの先行実装に資す

る基盤に関する研究開発-2. インフラ管

理 DX 

研究開発項目⑥ 

デジタルライフラインの先行実装に資す

る基盤に関する研究開発-3. 自動運転

サービス支援道 

0 0 4,328 4,328 

実施項目⑦ 

複雑かつ機微な情報を扱うデータ連携シ

ステムに関する調査 

0 0 18 18 

事業費 2022FY 2023FY 2024FY 総額 

会計（一般、特別） 1,675 2,203 11,010 14,887 

追加予算 0 0 0 0 

総 NEDO 負担額 1,675 2,203 11,010 14,887 

情勢変化への

対応 

・欧州電池規則（EU バッテリー規則）によるカーボンフットプリント（CFP）の表示義

務導入などは、研究開発項目④を開始した際の当初想定よりも導入スケジュールが遅れ

たが、経済産業省および独立行政法人情報処理推進機構デジタルアーキテクチャ・デザ

インセンターの担当者を交えた定例会を各事業の進捗にあわせて週次等の適切な頻度で

行い、関係者間で密に連携を取りながら進めることにより、手戻りなく最大の事業成果

が得られるよう進めた。技術的手法や内容をアジャイルに見直すことも含め、結果とし

て最大の成果がえられるよう関係者間で合意を取りながら事業を進めた。デューデリ

ジェンスの義務への対応なども導入想定時期を見据えながら技術的対応時期を検討する

こととした。 

・急速な進歩を遂げた AIによる議事録作成や会議文字起こしなどが実用できるレベルに

達したことをふまえ、これらを活用することを推奨し、会議体の運営にかかる実施者の

負担を削減、本来の研究開発に専念いただけるように努めた。 

事前評価結果

への対応 

事前評価結果への対応 研究開発項目①～③ 

 

事前評価結果への対応 研究開発項目④～⑤ 

 問題点・改善点・今後への提言 対応 

 問題点・改善点・今後への提言 対応 

1 

Society 5.0 で掲げるデジタル社会

の実現に向けた技術開発は重要であ

り、3 次元空間 ID を中心としたデジ

タルインフラの構築は今後の急速な

経済成長が見込まれることから国と

して取り組む意義は大きく、アウト

カムに対する期待感も高まる。一

方、国際的な開発競争の中でこの分

野の市場動向の変化のスピードは速

くなっており、海外との兼ね合いも

視野に入れる必要がある。部分的な

技術開発だけでなく、社会実装を意

識してセキュリティなども含めた大

局的な観点での技術開発が重要であ

り、技術的な観点以外からも国際標

準化、ビジネス、法整備までを統合

的にカバーして頂きたい。産業 DXと

の関係も含めて取り組み内容を明確

化し、関係省庁・機関そして民間事

業者との連携を密にして推進してい

くことが求められる。 

Society5.0 で掲げるデジタル社会の実現

に向けたデジタルインフラの構築にあ

たっては、社会実装を意識して大局的な

観点で取り組む必要があるため、海外と

の兼ね合いも念頭に、技術開発だけでは

なく、セキュリティ、国際標準化、ビジ

ネス、法整備までを統合的に考慮のうえ

事業を運営することとした。産業 DXとの

関係性を含めた取組内容の明確化を行

い、基本計画に反映させるとともに、事

前の検討並びに事業実施の段階において

は、関係省庁・機関や民間事業者と連携

を密にして推進した。 
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1 

本事業は「経済発展と社会的課題の

解決を両立する人間中心社会」を目

指していることから、経済発展の側

面、特にグローバルの取り組みと比

較して、我が国の産業競争力の維

持・強化へどのように寄与するのか

踏み込んで分析し、事業を推進して

ほしい。また、社会システム・エコ

システム構築を目指すためにも、事

業推進プロセスにおける従来の事業

評価に加え、社会・産業の幅広いス

テークホルダーとの議論の場をつく

るようなマネジメント体制を追加さ

れることを望む。 

サプライチェーンマネジメント基盤につ

いては、Catena-X、mobi 等の同種の動き

や欧州電池規則等の規制関係の動きな

ど、スマートビル基盤については海外の

ビル OS関連の標準化動向などについて、

必要に応じて調査事業も活用して状況調

査・分析を行い、公募要領等やその後の

事業内容に反映した。 

「社会・産業の幅広いステークホルダー

との議論の場」については、基本計画に

以下の文言を記載するとともに、事業を

遂行した。 

「UX/UI に優れたシステムとするべく、

開発の途中段階で潜在的な利用者や提供

者等の社会・産業の幅広いステークホル

ダーによる試験的な利用・議論を通じ

て、同者からのフィードバックを踏ま

え、開発内容の具体化や修正等を行うサ

イクルを複数回実施すること（アジャイ

ル開発）を原則とし、目標を適宜最適化

するものとする。」 

2 

アウトプット目標に書かれている

「構築する」だけでは研究開発成果

の質が担保できないので、客観的に

判断可能な基準を追記するのが望ま

しい。(研究開発項目① 3次元空間情

報基盤はそのような記述になってい

るので参考にしていただきたい) 

構築するデジタル基盤は汎用性を有し、

広く活用されうることが重要であり、そ

の観点を満たすことが読めるように基本

計画を修正すると共に、3 次元空間情報

基盤の記述に倣って記述を見直した。ま

た、さらに具体的な成果の基準について

は、実施するテーマの単位で設定・管理

するべく、基本計画に以下の文言を記載

した。構築だけではなくユースケースに

そった実証を行うことを事業内容に含め

た。 

「各研究開発項目で実施するテーマの中

で、社会価値及び経済価値に関わる検証

可能な目標としてテーマ毎に KGI（Key 

Goal Indicator ） 及 び KPI （ Key 

Performance Indicator）を設定し、実

証を行う。」 

3 

本研究開発を通じて整備されていく

デジタルインフラは、マルチステー

クホルダーの合意形成や場づくりも

含めて重要になる。本研究開発の実

施・マネジメント体制として掲げて

いる IPA（DADC）やデジタル庁、他

の関係省庁との具体的な協議・国際

標準化・成果展開の場づくりについ

ても期待したい。 

「場づくり」については、DADC が実施す

る有識者検討会（オブザーバに関係省庁

が参加）の場を活用するほか、コメント

NO1 の「反映状況」に記載したアジャイ

ル開発の中で、経済産業省や DADC、その

他マルチステークホルダーとの協議、合

意形成等を実施し必要に応じて開発方法

や範囲を調整しながら事業を進めた。 

 

事前評価結果への対応 研究開発項目⑥ 

 問題点・改善点・今後への提言 対応 

1 

ドローンにおける配送ロボットなど

異種ロボットとの連携、MCS-AI 動的

連携モデル等の独自 AI 技術の導入な

ど、グローバルの技術トレンド等を

踏まえ、ユースケースの見直しがな

実施体制に、関連するグローバル動向の

調査・分析を行う機能を持たせ、その分

析結果を本事業あるいは後継となる事業

の方針に反映するよう努めた。現時点で

は提言いただいたような高度なユース
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されると良い。 ケース実装より、デジタルライフライン

としてベースとなる協調領域を先ず事業

内容とした。 

2 

人口減少が著しい地域を含め、社会

実装に向けて「点の実証」から

「線・面の実装」を実現するための

継続的で具体的な支援策が示されて

いれば尚良い。規制改革や国際標準

化などを伴う面も多く、関係府省と

連携し、社会実装を加速できる体制

づくりが不可欠。 

デジタルライフライン全国総合整備計画

において、 制度面を含めて社会実装を

加速するための体制確保を明記するとと

もに、 引き続き関係府省との連携体制

を維持することで、本計画のフォロー

アップに努める。次年度以降の事業につ

いては後続プロジェクトであるデジタル

ライフライン整備事業にて継続とする。 

3 

「オープンでグローバルにも連携可

能」という観点でのデータプラット

フォームの具体的な目標があれば尚

良い。また、今回のサブ項目に入っ

ていない領域、人材、広く社会や産

業への影響も含め、本事業の意義、

波及効果を説明できるとより良い。 

データプラットフォームの具体的な目標

については事業全体の目標ではなく、 

実施者が設定する KGI KPI の中で具体化

し数値目標を設定した。 研究開発項目

⑥で共通利用している空間 IDやデータ連

携基盤の概念・技術については DADCを通

じてガイドラインとして広く公開すると

ともに、後続プロジェクトにて国際標準

化を目指していく。 

4 

本事業は制度的な調整などを伴うも

のであり、必ずしも会計処理上の期

間で成果がまとめられるとは限らな

い。その点（複数年度で支援するな

ど）を考慮した取組を期待する。 

デジタルライフライン全国総合整備計画

に基づき、次年度以降の事業については

後続プロジェクトであるデジタルライフ

ライン整備事業にて継続とし、また、必

要に応じて複数年契約を検討することと

した。 

5 

ガイドライン整備は過去の成果を活

かし、二度手間な作成・整備になら

ない事を期待する。 

DADCを中心として、DADC内外にある類似

のガイドライン等を参照しながら、合理

的な策定を進めた。 

6 

本事業の協調領域の成果物は OSS 等

で公開されることとなっているが、

グローバルに広く普及させるための

体制や仕組みも必要である。 

協調領域の成果物を OSS 等として公開し

た。後続プロジェクトであるウラノス・

エコシステムの実現のためのデータ連携

システム構築・実証事業では公開 OSS を

もとにデータスペース入門用 SDK 作成や

ハッカソン形式での体験会を催し、成果

普及を図っていく活動を継続している。 

7 

サブ項目に関連するグローバル動向

の調査・分析ができる機能を体制の

中に入れ、その分析結果をもとに

アーキテクチャを構築されるとよ

い。 

実施体制に、関連するグローバル動向の

調査・分析を行う機能を持たせ、その分

析結果を本事業あるいは後継となる事業

の方針に反映するよう努めた。 

8 

委託事業者・補助事業者が NEDO への

資料提出やエビデンス提出などの事

務負荷を軽減することを実施して頂

きたい。 

2024 年度は原契約書を除く全ての文書で

押印を不要にするなど、事務手続きの簡

素化・効率化を実施した。 また、 事業

者等の意見も踏まえて継続的に事務負荷

軽減を検討する。 
 

評価に関する 

事項 

事前評価 

2021 年度実施  担当部 IoT 推進部 研究開発項目①～③ 

2022 年度実施  担当部 IoT 推進部 研究開発項目④～⑤ 

2023 年度実施  担当部 IoT 推進部 研究開発項目⑥ 

※2024 年度に 旧)IoT 推進部→現)半導体・情報インフラ部へ名称変更 

中間評価 - 

終了時評価 2025 年度 終了時評価実施 
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1.4. その他 

投稿論文 「査読付き」6 件、「その他」2 件 

特 許 「出願済」4 件（うち PCT 出願 1 件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
「学会発表・イベント講演」86 件 

基本計画に関する

事項 

作成時期 2022 年 1 月 制定 

変更履歴 

2022 年 5 月 研究開発項目②の事業形態変更及び PMgr 交代による改定 

2023 年 2 月 研究開発項目④、⑤の追加等による改定 

2024 年 1 月 研究開発項目⑥の追加等による改定 

2024 年 7 月 部署名変更、PMgr 交代による改定 

2025 年 2 月 PMgr 交代による改定 
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2. 事業全体説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 



プロジェクトの説明（公開版）

半導体・情報インフラ部

2025年11月12日

「産業ＤＸのためのデジタルインフラ整備事業」
（終了時評価）

2022年度～2024年度 3年間

資料3

19



産業DXのためのデジタルインフラ整備事業
半導体・情報インフラ部
PMgr： 栗原廣昭(専門調査員)①,③,⑤,⑥-1,⑥-2

坂間則幸(主査)         ②,④,⑥-3

産業DX

アウトプット
目標 「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジタルインフラの整備を、

研究開発項目毎（研究開発項目⑥についてはサブ項目毎）に1件以上構築する。

ア ウ ト カ ム
目標

短期目標 2027年度まで：企業・業種間データ連携に係る標準化または制度化を8件以上達成
長期目標 2030年度まで：事業全体で1,890億円以上の市場獲得（研究開発項目①,③,⑤）

 国内業務コスト2,000億円の削減（研究開発項目②,④）

出口戦略
（ 実 用 化
見込み）

成果の社会実装に向けたフィージビリティの検証が行われる事業計画を作成し、国内外の標準化等の動向を踏ま
え、必要な軌道修正を図りつつ事業を進める。国際標準化活動とも連携して事業を推進。一連の取組により、実
効性の高い取組とする。

・国際標準化活動予定：有
・委託者指定データ：無

グローバル
ポジション

プロジェクト開始時：RA → プロジェクト終了時：DH

海外では、複数ステークホルダーが相互連携するためのシステム全体のアーキテクチャを策定の上で、連携のための
I/Fや標準等が体系的に整備されたデジタルインフラが構築されている。これまで日本ではこうした取組を主導する
機関がなかったが、NEDOとIPA（DADC）の双方の得意分野を活かして協力し、デジタルインフラの整備を行う。

想定する出口イメージ等

Connected Industries推進のための協調領域データ共有・ＡＩシステム
開発促進事業（2019～2021年度）

データのつながりから新たな付加価値創出や社会課題の解決に貢献するデータ共有/活
用プラットフォームの先行事例構築を民間企業主導で実施（ボトムアップの事例創出）。
一方本事業は、商習慣やEDIの仕組みが大きく異なるケース、規制によるガバナンスが省
庁ごとに異なるケース等、民間企業主導ではなかなか進展しない領域を対象にトップダウン
にデジタル基盤を整備。

既存プロジェクトとの関係

プロジェクトの概要 関連する技術戦略：産業構造転換を促すデジタ
ル市場基盤整備の取組の方向性（情報経済課
作成）、無人航空機システム分野の技術戦略、
デジタルライフライン全国総合整備計画

プロジェクト類型：
標準的研究開発

DID地区（グランドリスクとして利用）

電波カバレッジ外エリア（エアリスク評価に利用）

飛行時には、静的な情報に加え、突発リスクに対応する為の
リアルタイムな情報連携が求められる

複数情報の空間への紐づけ

突発的な事象

3次元空間情報基盤のイメージ

我が国はシステム相互連携が進まず、DXの遅れが顕在化。

5年後10年後の社会を見据え、企業や業種をまたいだデータ連携を円
滑に行うことができるデジタル基盤の構築や、複数のシステムが連携した
際のシステム全体の安全性や信頼性の向上は重要な課題。

本事業では、そのようなデジタルインフラ整備の対象として、①3次元空
間情報基盤、②次世代取引基盤、③システム全体の安全性確保、
④サプライチェーンマネジメント基盤、⑤スマートビル基盤、の5つのテーマ
に加え、⑥デジタルライフラインの先行実装に係る取組、⑦技術動向調
査を実施。

経済産業省を中心に、デジタル庁等関係省庁やIPAデジタル・アーキテ
クチャ・デザイン・センター（DADC）と連携。
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期間：2022～2024年度（3年間） 一般会計
本予算 総事業費（NEDO負担分）：62.3億円（60.3億円）
（研究開発項目①～④：委託、 研究開発項目⑤：1/2、2/3補助
実施項目⑦：委託）

補正予算 総事業費（NEDO負担分）117.4億円（94.3億円）
（研究開発項目⑥：委託、2/3、1/3補助）

事業計画

＜研究開発スケジュール・評価時期・想定する予算規模＞
2025202420232022研究開発項目

①3次元空間
情報基盤

②次世代
取引基盤

③システム
安全

④SCM基盤

⑤スマート
ビル基盤

⑥先行実装
基盤

（本予算）19.8

（補正予算）94.323.517予算（億円）

要件定義、プロトタイプ開発等 システム実証等

要件定義、プロトタ
イプ開発等

システム実
証等

要件定義、プロトタイプ
開発等

システム実証

システ
ム実証

要件定義、プロ
トタイプ開発等

要件定義、プロトタ
イプ開発等

システム実
証等

システ
ム実証

要件定義、プロ
トタイプ開発等

終
了

時

評

価

システ
ム実証
等

要件定義、プロ
トタイプ開発等

要件定義、プロトタイプ開発等 システム実証等要件定義、プロトタイプ
開発等

システム実証

要件定義、プロトタ
イプ開発等

システム実
証等

システ
ム実証

要件定義、プロ
トタイプ開発等

⑦技術動向調
査

要件定義、調査

事前調査



報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

•  事業の背景・目的・将来像
•  政策・施策における位置づけ
•  技術戦略上の位置づけ
•  外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）

•  他事業との関係
•  アウトカム達成までの道筋
•  知的財産・標準化：オープン・クローズ戦略
•  知的財産管理

•  実用化・事業化の考え方と
 アウトカム目標の設定及び根拠

•  アウトカム目標の達成見込み
※費用対効果
•  前身事業との関連性
•  本事業における研究開発項目の位置づけ
•  アウトプット目標の設定及び根拠
•  アウトプット目標の達成状況
•  特許出願及び論文発表

• NEDOが実施する意義
•  実施体制
• マネジメント方針
•  個別事業の採択プロセス
•  研究データの管理・利活用
※予算及び受益者負担
•  目標達成に必要な要素技術
•  研究開発のスケジュール
•  進捗管理
•  進捗管理：事前/中間評価結果への対応
•  進捗管理：動向・情勢変化への対応
•  進捗管理：成果普及への取り組み
• モティベーションを高める仕組み

ページ構成
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※本事業の位置づけ・意義 
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況

(1)実施体制
※受益者負担の考え方 

(2)研究開発計画



＜評価項目１＞意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

 ※  本事業の位置づけ・意義

（１）アウトカム達成までの道筋

（２）知的財産・標準化戦略
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報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

ページ構成
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※本事業の位置づけ・意義 
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)実施体制
※受益者負担の考え方 

(2)研究開発計画

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況

•  事業の背景・目的・将来像
•  政策・施策における位置づけ
•  技術戦略上の位置づけ
•  外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）

•  他事業との関係
•  アウトカム達成までの道筋
•  知的財産・標準化：オープン・クローズ戦略
•  知的財産管理



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

事業の背景・目的・将来像

24

• 新型コロナウィルス感染症対応により欧米諸国は急速にデジタル化が進展したが、我が国は省庁や業界・企業の縦割りにより、それぞれの目
的別に、似たようなシステムにバラバラで投資が行われ、かつ、相互にデータやシステムを連携するためのルールや標準が存在しないため、横串
でのデジタル市場のインフラ整備が遅れ、新しいデジタル活用やサービスの開発が行われにくい状況。

• 5年後10年後の社会を見据え、企業や業種をまたいだデータ連携を円滑に行うことができるデジタル基盤の構築や、複数のシステムが連携
した際のシステム全体の安全性や信頼性の向上は重要な課題。

• 本事業では、今後成長が期待される領域や生産性を高めることが特に重要な領域を対象として、デジタル時代の「インフラ」となりうるデジタル
インフラ基盤を社会実装するために必要な技術開発を実施。

従来
（放置シナリオ）

今後
（理想シナリオ）

バラバラに各々でシステムを構築。互いにつながらず、

ビジネスも「サイロ化」。結果、採算がとれずどの社も断念。

アーキテクチャに基づき、産学官で役割分担して横串で「つながる」

協調領域としての事業横断デジタルインフラ基盤を整備。

例えば、空間IDなど、サイバー／
フィジカルを結びつける基盤を、

自律移動ロボット等を通じて実現

各研究開発項目毎の事業背景・目的は
Appendix 64-72ページに記載



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

政策・施策における位置づけ

25

■デジタル田園都市国家構想基本方針（2022年6月7日閣議決定）

• CO2排出量の表示、模倣品排除など、グローバル・サプライチェーンにおいて新たに対応が必要となっているデータ共有・利活用基盤を構

築する。

• モビリティや取引（受発注、請求、決済）、スマートビルの分野を中心に、相互連携に必要となるシステム全体のアーキテクチャの設計・検

証や実装に向けた技術開発を行い、世界をリードする新たな産業・サービスを創出することを目指す。

■科学技術・イノベーション基本計画（2021年3月26日閣議決定）

• Society5.0の実現に向けたサイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値創出に向けた取組の必要性が示されている。

• 横串でのデジタル市場のインフラ整備、企業のデジタルトランスフォーメーションを進めていく必要が示されている。

経済産業省において、「Society5.0に向けたデジタル市場基盤整備会議」を設置し、産業構造転換を促すデジタル市場基盤整備の取

組の方向性を提示。

実施にあたっては、経済産業省を中心にデジタル庁をはじめとした各省庁との連携に加え、社会システム全体及び産業構造全体を俯瞰し、

全体最適化を目的としたアーキテクチャ設計を行う独立行政法人情報処理推進機構のデジタルアーキテクチャ・デザインセンター（以下

「DADC」という。）と密に連携。

→研究開発項目①～⑥および実施項目⑦の全てが該当

→研究開発項目①～⑥および実施項目⑦の全てが該当



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

政策・施策における位置づけ
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■デジタル全総計画（2024年6月18日閣議決定）

• 人口減少が進む中でも、デジタル技術を活用することにより、生活必需サービスを維持し、国民の生活を支える。

• バラバラになりがちな各省庁や企業の取組に横串を刺す

• ハード・ソフト・ルールのインフラを三位一体で整備する

• 「点の実証」から「線・面での実装」へ

■デジタル社会の実現に向けた重点計画（2022年6月7日閣議決定）

• 契約から決済にわたる取引全体をデジタル化しアーキテクチャに沿ったデータ連携を可能とすることで、グローバルにサプライチェーン全体を

強靱化・最適化してカーボンニュートラルや経済安全保障、廃棄ロス削減、トレーサビリティ確保等の社会課題の解決を進めながら、同

時に中小企業やベンチャー企業を含めた様々なステークホルダーが活躍して産業が発展する社会を実現するために、データ連携に向けた

ガバナンスフレームワークやマーケットプレイス等を通じたデータ利活用の取組を推進していく。

• 国際的な商流・物流に係るプラットフォーム・ビジネスに関連する取組やエネルギー、モビリティ、エンターテイメント、生活関連サービス、不

動産等の様々な分野と連携するスマートビルに関連する取組について、他の分野との関係を整理しつつ指定を検討する。

■ウラノス・エコシステム提唱（2023年4月）

• G7高崎サミットにて、ウラノス・エコシステムの立ち上げを宣言

→主に研究開発項目④および⑥はウラノス・エコシステムの取組に相当

→研究開発項目⑥はデジタル全総計画アーリーハーベストプロジェクトに相当

→研究開発項目①～⑥および実施項目⑦の全てが該当



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

政策・施策における位置づけ
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（出所）デジタル田園都市国家構想実現会議（第１５回） 経済産業省提出資料

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai15/siryou6.pdf

【                  】 ３つの分野で先行的な取組を開始し、変革の第一歩を目に見える形で示す

【デジタルライフライン全国総合整備計画※】 デジタルの力で、10年後の日本の社会を変革

自動運転支援道の設定 ドローン航路の整備 インフラ管理のDX

新東名高速道路 駿河湾沼津-浜松間

約100km 等

埼玉県秩父エリアの送電網

約150km 等

さいたま市、八王子市等の都市

約200㎢ 以上等

バラバラになりがちな
各省庁や企業の取組に横串を刺す

（※）デジタル時代の社会インフラである「デジタルライフライン」を整備する、約10か年の中長期的な実装計画。

ハード・ソフト・ルールのインフラを
三位一体で整備する

「点の実証」から
「線・面での実装」へ

✓ 道路・車の高度な連携で、自動運転トラック・
自動運転移動サービスを社会実装。

✓ 労働力不足で荷物が届かなくなる、移動手段
がなくなる、などの社会システムの崩壊を防ぐ。

✓ 人手不足に悩む点検や物流業務を、ドローン
の安全・高速な自動・自律飛行で解決。

✓ 道路が寸断されるなどの緊急災害時にも即座
に対応。

✓ 通信、電力、ガス、水道等、地下のインフラ設
備のデジタル地図を整備。

✓ 老朽インフラの迅速な更新に貢献。

✓ 点検・工事に関わる人員を省人化。

分野を横断して下支えする共通基盤の例：空間ID
✓ 異なる基準の空間情報を統合・単純化し、機械の高速処理を実現。
✓ 地理空間情報活用推進会議等において、関係省庁の取組と連携。

✓ DADCにおいてシステム全体の見取り図（アーキテクチャ）を設計し、それを踏
まえて民間事業者等がシステム開発を実施。

各省庁・企業・自治体の取組に横串を刺し、社会実装を強力に推進

DADC※で規格や仕様を定めることで、各省庁・企業・自治体が連携しやすい環境を整える。

人口減少が進む中でも、デジタル技術を活用することにより、生活必需サービスを維持し、国民生活を支える

共通基盤に基づいた航路情報提供システム等共通基盤に基づいた空間情報提供システム等 共通基盤に基づいたデジタル地図等

～人手不足でも人・物の移動を止めない～ ～省人化や効率化、迅速な災害復旧に～～点検や物流の変革、災害時の緊急対応に～

（※）DADC：独立行政法人 情報処理推進機構に設置されたデジタルアーキテクチャ・デザインセンター



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

技術戦略上の位置づけ
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「Society5.0の実現に向けたデジタル市場基盤整備会議」の方向性を踏まえて本事業を実施。

スマートビル

サプライチェーン
マネジメント

先行実装基盤

研究開発項目①

研究開発項目②

研究開発項目③

研究開発項目④

研究開発項目⑤

研究開発項目⑥



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

技術戦略上の位置づけ
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Society5.0及び既存の取組と、拡充する取組の関係性

サイバー空間とフィジカル空間が
一体化（CPS）

＜Society5.0の特徴＞

研究開発項目①：
3次元空間情報基盤に関する
研究開発

必要なモノ・サービスを、必要な人に、
必要な時に、必要なだけ提供

研究開発項目③：
複雑なシステム連携時に安全
性及び信頼性を確保する仕組
みに関する研究開発

研究開発項目⑤：
人・ロボット・システムを有機的
に結合するスマートビル基盤に
関する研究開発

システムが流動的に変化し、常に環境が変化

連携

①の基盤を適宜活用 ③の仕組みを適宜活用

3次元空間情報基盤
システム安全

スマートビル基盤

研究開発項目②：
受発注・請求・決済の各システ
ムの情報連携を可能とする次
世代取引基盤の構築

研究開発項目④：
サプライチェーンマネジメント基
盤に関する研究開発

派生
②で構築する基盤の一部を活用

次世代取引基盤

先行実装基盤

研究開発項目⑥：
デジタルライフラインの先行実
装基盤

サプライチェーン
マネジメント基盤
（SCM基盤）

連携

④で構築する基盤を活用

連携

研究開発項目⑦：
複雑かつ機微な情報を扱うデー
タ連携システムに関する調査

技術動向調査

連携

④で構築するデータ基盤の
将来のあり方を深堀

後継PJ デジタルライフライン整備事業

後継PJ ウラノス・エコシステムの実現のためのデータ連携システム構築・実証事業

FY22 FY23

FY24FY23 FY24

FY24

FY22 FY24FY23 FY22 FY24FY23

FY24FY23

FY25



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）

30

⚫ デジタル技術は目覚ましいスピードで進展。これらを用いてリアルデータを最大限利活用し、多様化・複雑化する
ニーズを満たす革新的なサービスや製品が登場（付加価値創出）。併せて、社会課題の解決にもアドレスすること
が可能に。

AI：人の頭脳を拡張（生成AIにより、一段と進化）
IoT：人の五感を代替（現実世界のデータをサイバー空間で処理が可能に）
ロボット：人の行動を支援

デジタル技術の進展

グローバル競争の激化

⚫ リアルデータの利活用が肝。このため、世界で「プラットフォーム」の構築が進む。特に、個別企業・産業の垣根
を超え、産業・社会にまたがるアーキテクチャを描き、プラットフォームの構築に成功すると、より多くの付加価
値を獲得。

米国：GAFAMの最強エコシステム（特に、BtoC領域で膨大なデータを収集、利活用し、付加価値を創出）
欧州：GDPR運用とデータ共有基盤構築で、メガPFに対抗
中国：BATHが巨大な自国ユーザーを背景にメガPFを構築

（出所）「第19回 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会 資料3デジタル社会の実現に向けて」を基にNEDO作成   
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/019_03_00.pdf



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）

31
（出所）第19回 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会 資料3デジタル社会の実現に向けて   

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/019_03_00.pdf



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

32
（出所）第19回 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会 資料3デジタル社会の実現に向けて   

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/019_03_00.pdf

外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）

33

⚫ ドイツでは、広範なユースケースを想定し、戦略的に個社・業種横断的にデータ連携網を構築しようという
動きも活発化（Catena-X）。米国でも同様のプラットフォーム形成の動きが存在（mobi）。

（出典）経済産業省 HP https://www.meti.go.jp/press/2022/07/20220701006/20220701006-a.pdf



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）

34

⚫ 欧州電池規則案では、電池指令のポータブル、自動車用、産業用といった3つの電池カテゴリーに加えて、
第4のカテゴリーとして電気自動車（EV）用電池が追加。また、カーボンフットプリント要件、電子記録
（電池パスポート）の添付要件等の各種要件が盛り込まれている。

⚫ 欧州では、ドイツの環境系コンサルティング会社を中心とするコンソーシアムが、材料調達から、リサイクル
にわたって、蓄電池のライフサイクル情報を記録する「バッテリーパスポート」の開発に乗り出している。

（出典）JETRO HP https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/05/328e20757912ea1c.html



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

他事業との関係

35
（出所）デジタル田園都市国家構想実現会議（第１５回） 経済産業省提出資料

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai15/siryou6.pdf

研究開発項目⑥
先行実装基盤

「ハード・ソフト・ルールのインフラを三位一体で
整備」という全体目標のうち、研究開発項目⑥
では、以下を対象
・データ連携基盤の整備
・デジタルプラットフォーム(DPF)の規約整理

「ハードのインフラ整備」は
関連する他事業



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (1)アウトカム達成までの道筋

アウトカム達成までの道筋

2024年度2022年度 2027年度 2030年度

研究開発項目①

Sciety5.0の早期実現

①および③にて、870億円
の市場獲得

②および④にて、2,000億
円以上の業務コストの削
減

契約・決済・税務の各
システムの情報連携に
よる次世代取引基盤

自律型モビリティが相互干渉する
全体システムの安全性確保の仕組み

3元空間IDと実空間情報の連携に
よる自律型モビリティ運行基盤
次

アウトプット目標

3次元空間ID策定、空間IDと
実空間データの連携確認、標
準化活動と連携

長期アウトカム目標
波及効果（インパクト）

短期アウトカム目標

データロガーのプロトタイプ完成、
機能設計の完了

契約・決済
データ標準の
策定完了

契約・決裁システム連携の
データ標準など情報連携の
ルールを整備、実証完了

研究開発項目②

プロジェクト終了

ナショナルプロジェクト類型 定義

標準的研究開発 プロジェクト終了後5年を目処に、事業化まで達することを目指す研究開発

対応システム
の普及支援
（IT導入補
助金等）

金融機関や業界団体等による
標準化活動

政府相互運用性フレームワーク（GIF）
金融分野実装データモデル策定

次期全銀システムの仕様検討

NEDO外の取組

ベースレジストリ
運用開始

3次元空間ID
正式リリース

ベースレジストリ
と空間ID連携検討

3次元空間ID全国整備、
国際標準化に向けた展開

2025～2026年度

3次元空間IDガイドライン策定
およびガイドラインの更新

法とシステムの融合
による安全性担保の
総合的な仕組みの
検討

具体的な
制度化

36

国際標準化に向けた取組

2023年度プロジェクト終了



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (1)アウトカム達成までの道筋

アウトカム達成までの道筋

2024年度2022年度 2027年度 2030年度

研究開発項目③

Sciety5.0の早期実現

①および③にて、870億円
の市場獲得

SoSの安全性・信頼性評価の省力化を
実現する横断的な「シミュレーションPF」の

構築 

SoS運用データの収集・管理・共有及び
社会受容性に配慮した横断的な「アジャ
イル・ガバナンスPF」の構築 

アウトプット目標

SoS運用時のデータ収集・管
理・解析・共有可能なシステム
の構築、SoSガイドライン作成
と運用体制の構築

長期アウトカム目標
波及効果（インパクト）

複数システムを連成したSoSシ
ミュレータによる安全性・信頼性
評価の実施 

プロジェクト終了

ナショナルプロジェクト類型 定義

標準的研究開発 プロジェクト終了後5年を目処に、事業化まで達することを目指す研究開発 NEDO外の取組

社会的受容
性の醸成によ
り、行政組織
の設置とルール
の制度化完了

2025～2026年度

テストベットの提供およびガイドラインの更新を推進し、
行政組織の設置の働きかけ、社会受容性の醸成

ガイドラインの外部公開・
普及活動

移動体システム間の情
報授受の基準や標準化
の働きかけ

リビングラボの場を提供・参加企業による営業活動を推進

安全性・信頼
性評価の省力
化にむけた標準
制定完了

 

短期アウトカム目標

37



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (1)アウトカム達成までの道筋

アウトカム達成までの道筋

研究開発項目④
SCM基盤

Sciety5.0の早期実現

②および④にて、2,000億円
以上の業務コストの削減

⑤にて、1020億円の市場獲
得

人・ロボット・システムを有機的に
結合するスマートビル基盤

サプライチェーンマネジメント基盤
（自動車蓄電池、半導体）

識別子、データモデルの標準化、イン
ターフェース/検索機能の開発、データ
を共有する範囲・粒度に関するルール
整備

ビルOSを中心にAPI、データモデルの
標準化等の協調領域の基盤構築

研究開発項目⑤
スマートビル基盤

ナショナルプロジェクト類型 定義

標準的研究開発 プロジェクト終了後5年を目処に、事業化まで達することを目指す研究開発

スマートビル基盤を
活用した各企業に
よるユースケース創
出

スマートビルに
係るデータ標準
等の策定完了

スマートビル ビジョン・アーキテクチャの策定・更新

スマートビル基盤に係るガイドライン化、標準化活動

サプライチェーン
マネジメント基盤を
各企業が実装・
実証

サプライチェーン
マネジメントに

係るデータ標準
等の策定完了

ODS-RAMの国際標準化活動、普及活動

データ連携基盤に係るデータ商取引や契約等のガイ
ドライン化、標準化活動

長期アウトカム目標
波及効果（インパクト）

NEDO外の取組

2024年度2022年度 2027年度 2030年度

アウトプット目標

プロジェクト終了

2025～2026年度

短期アウトカム目標
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1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (1)アウトカム達成までの道筋

アウトカム達成までの道筋

⑥-1 ドローン航路

※プロジェクト全体で

Sciety5.0の早期実現

870億円＋1,020億円の
市場獲得

2,000億円以上の業務コス
トの削減

データ連携システム

デジタルインフラの整備
ドローン航路基盤を
他地域に実装

ドローン航路基盤に係
るデータ標準等の策定

完了

レベル3.5飛行の許可・承認のDX化

ドローン航路基盤に係るガイドライン化、標準化活動

ユースケース実証

協調領域の運営主体特定

⑥-2 インフラ管理DX

データ連携システム

デジタルインフラの整備
インフラDX基盤を
他地域に実装

インフラDX基盤に係る
データ標準等の策定

完了ユースケース実証

インフラDX基盤に係るガイドライン化、標準化活動

協調領域の運営主体特定

データ連携システム

デジタルインフラの整備
自動運転支援道基
盤を他地域に実装

自動運転サービス支
援道基盤に係るデータ
標準等の策定完了

自動運転支援道基盤に係るガイドライン化、標準化活動

ユースケース実証

協調領域の運営主体特定

⑥-3 自動運転支援道

2024年度2024年度 2027年度 2030年度

アウトプット目標

プロジェクト終了
長期アウトカム目標

波及効果（インパクト）

NEDO外の取組
短期アウトカム目標
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1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (2) 知的財産・標準化戦略

知的財産管理
• 知的財産権の帰属

研究開発成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 新エネルギー・産業技術業務

方法書」第25条の規定等に基づき、原則として、全て委託先に帰属させることとする。

• 知財マネジメント基本方針（「NEDO知財方針」）およびデータマネジメントに係る基本方針（NEDOデータ方針）関する事項

複数の実施者による共同研究またはコンソーシアムにて研究開発を行う際は、事業開始の当初からNEDO知財方針に記載された「全実施機

関で構成する知財委員会（又は同機能）」を整備し、「知財の取扱いに関する合意書」および「データの取扱いに関する合意書」を作成する。

なお、通常は委託事業者内で知財戦略を策定するが、本件は補助事業者も含め知財戦略を策定する。また、研究開発成果を元にオープン

プラットフォームを構築し、知財の取得と並行して、社会実装を見据えた産学官の連携体制を構築し、実用化・事業化に見据えた動きを後押

しする。

項目 委託事業 補助事業

事業の主体 NEDO 事業者

事業の実施者 委託先 事業者

取得資産の帰属 NEDO 事業終了時に残存する資産は原則
委託先にて買取

事業者

事業成果(知的財産権)の帰属 NEDO ただし、バイ・ドール調査への回答を条
件として委託先へ帰属

事業者

収益納付 なし あり
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1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (2) 知的財産・標準化戦略

知的財産・標準化:オープン・クローズ戦略
• 得られた研究開発成果については、標準化等との連携を図ることとし、評価手法の提案、データの提供、標準化活動等を積極的に行う。
• 協調領域に係る成果物については、原則としてオープン化または成果（データ連携システム等）の運用者に移管し、広く活用されるよう

推進。
• 補助事業に係る成果も含め、現時点で想定している大雑把な方針は下表の通り。
• 標準化については標準化対象含め今後の検討事項となるが、主に基本機能・ルール（データ規格、標準API等）については、デファクト

標準を見据えて推進する。

カテゴリ 技術の例 方針

リファレンスアーキテクチャガイドライン － 公開（DADCにて策定、更新）

基本機能・ルール：
基盤の根幹となる機能・ルール

空間ID紐付け機能、データ統合機能等 公開（OSS等、国際標準化）

協調領域となる機能を共有する仕組み SDK／ライブラリ等 公開（OSS等）

ベース技術：
多くのユースケースで共通に使われうる技術

高速インデックス検索、分散管理台帳技術等 公開（OSS or ライセンス）

各社のユースケース固有の技術
ドローン運行システム技術、現場位置・重機・工程管理
システム等

各社の戦略による

※NEDOプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針 https://www.nedo.go.jp/content/100960993.pdf
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＜評価項目２＞目標及び達成状況

（１）アウトカム目標及び達成見込み

（２）アウトプット目標及び達成状況
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報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

•  実用化・事業化の考え方と
 アウトカム目標の設定及び根拠

•  アウトカム目標の達成見込み
※費用対効果
•  前身事業との関連性
•  本事業における研究開発項目の位置づけ
•  アウトプット目標の設定及び根拠
•  アウトプット目標の達成状況
•  特許出願及び論文発表

ページ構成

43

※本事業の位置づけ・意義 
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)実施体制
※受益者負担の考え方 

(2)研究開発計画

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

実用化・事業化の考え方とアウトカム目標の設定及び根拠

44

アウトカム指標 アウトカム目標

短期目標
2027年度

企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標
準化または制度化

事業全体で8件以上

長期目標
2030年度

市場獲得及び業務コスト削減
事業全体で1,890億円以上の市場獲得（研究開発項目①,③,⑤）
国内業務コスト2,000億円の削減（研究開発項目②,④）

（設定理由・根拠）
• 短期目標については、アウトプット目標として、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化又は制度化に資するデジタルインフラの整備」を研究開発項目毎

（研究開発項目⑥についてはサブ項目毎）に1件以上構築することを定めており（合計8件以上）、それに対応した標準化または制度化を進めていくため。
• 長期目標については、以下の合計値。
➢ 研究開発項目①や③は、自律移動ロボットの安心・安全な環境作りに直接的に寄与するものであり、自動運転システム、ドローン配送、空飛ぶクルマの市場成長が期待され

る。各種調査によると、2030年までに、ドローン配送では5.3兆円（グローバルインフォメーション社レポート）、ドローン検査・モニタリングでは3.4兆円（グローバルインフォメー
ション社レポート）の市場成長が期待されている。3次元空間情報基盤等を日本において早期に整備することで、海外に先んじて日本における早期市場拡大に貢献し、日本
企業が優位な状態で海外市場へ参入することが期待されることから、この寄与率を 1%と仮定し、870億円の市場獲得を目指す。

➢ 研究開発項目②や④では、現行の非効率な取引関連業務の効率化によるコスト削減、データ利活用による新たなビジネスの創出が想定される。コスト削減効果について、北
欧諸国7カ国において本事業と同様、受発注や請求書の電子化環境整備や、取引データ利活用のエコシステム化に取り組む Nordic Smart Government 構想
（NSG）では、これらの取組による2025年時点での中小企業のコスト削減効果を5億ユーロ（約670億円）と試算している。これを元に、日本とNSG参加諸国の経済規
模差（GDP比で約3倍）を踏まえると、日本においても2030年までに少なくとも2千億円の業務コスト削減を目指す。また、サプライチェーンの可視化による在庫や機会ロス改
善に伴うサプライチェーンコスト改善（7～20％の改善）、サプライチェーン分析の市場創出に貢献する。

➢ スマートビルが他システムと連携してスマートシティの構成要素となり、地域の活性化をはじめ、社会的課題の解決等が想定される中、スマートスペースに係る市場は2030年ま
でに10.2兆円（Report Ocean）の市場成長が期待されている。研究開発項目⑤により、スマートビル基盤等を日本において早期に整備することで、海外に先んじて日本
における早期市場拡大に貢献し、日本企業が優位な状態で海外市場へ参入することが期待されることから、この寄与率を 1%と仮定し、1,020億円の市場獲得を目指す。

➢ 研究開発項目⑥では、デジタルライフライン全国総合整備計画と目標を共有し、計画に沿ったアウトプットを単年ごとに設定することとする。
（計測方法）
• 事業終了後に実施する追跡調査等を通じた事業者へのヒアリング。

研究開発項目：①3次元空間情報基盤 ②次世代取引基盤 ③システム安全 ④SCM基盤 ⑤スマートビル基盤 ⑥先行実装基盤 実施項目： ⑦技術動向調査



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

アウトカム目標の達成見込み
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アウトプット 短期アウトカム達成見込み 長期アウトカム達成見込み 課題

状況：〇

企業や業種をまた
がるデータ連携を円
滑に行うための標準
化又は制度化」に
資するデジタルインフ
ラの整備を、研究開
発項目毎（研究
開発項目⑥につい
てはサブ項目毎）
に1件以上構築

状況：〇
以下の取り組みにより目標達成が見込まれる。

①各ユースケースにおける3次元空間IDの活用をガイド
ブックとしてまとめ公開し普及を図る。また、空間IDの国
際標準化に向けた取組をDADCとともに進めていく。
NEDO講座として空間ID・3次元空間情報基盤を実
践的に活用できる技術者の養成を図る。
②今後の法規制・業界ルール等に対応した維持メンテ
ナンスを継続、利用者への訴求と市場形成を進める。
③ASIL(Automotive Safety Integrity Level)のような安全規
格、複数の移動体システム間の情報授受の基準や標
準が必要であり、それらの検討や管理できる公益な団
体の設立もしくは参加を進めていく。
④DADCにて国際標準化を進めるODS-RAMとの整
合性を保ちながら、海外プラットフォーム等との相互接続
やユースケースの拡大を目指す。
⑤新たに設立した「スマートビルディング共創機構」を通
した活動のなかでスマートビルの普及促進に努める。今
後のサービスの拡大に向けてビルOS間のインタフェースの
標準化をDADCデータモデル分科会にて推進していく。
⑥DADCとともに標準化・制度化を進め、デジタルライフ
ラインとして普及を図る。

状況：〇
以下の取り組みにより目標達成が見込まれる。

①3次元空間情報基盤等を日本において早期に整
備することで、海外に先んじて日本における早期市場
拡大に貢献し、日本企業が優位な状態で海外市場
へ参入することを目指す。
②取引作業に要する時間の削減を見込み、事業
化・市場形成を進める。企業信用リスク評価モデル
構築により承諾率の改善を図り、ファイナンス実行金
額増加を目指す。ソフトウェア商取引を基にSBOMを
形成し、効率的な脆弱性配信による保守部門の工
数削減を目指す。
③事業化に向けて参画企業によるSOS関連サービ
ス製品のサービ設計を実施。SoSガイドラインに基づく
アジャイルガバナンス実施体制の運用によるSoSの社
会実装とユースケースの拡大を進める。
④協調領域として広く利用できるデータ連携基盤とし
て普及させ、個々の事業毎での都度開発を控える。
⑤大学発ベンチャー企業（大阪公大）を設立し、
DADC発行のスマートビルガイドラインに準拠したビル
OS、インターフェース、APIを提供することを目指す。
⑥デジタル全総として後続プロジェクトを進めていく。

②デジタル決済の中小企業
や零細企業への普及には導
入企業経営者および担当者
のITリテラシーや運用保守体
制を含めて検討が必要であ
り、継続的な普及の後押し
を行う必要がある。

②商取引データを基にした
ファイナンスサービス与信評
価のデータ活用にはポジティ
ブな声を得るも金融機関側
のリスク選好の変化は中長
期的な取り組みが必要。

研究開発項目：①3次元空間情報基盤 ②次世代取引基盤 ③システム安全 ④SCM基盤 ⑤スマートビル基盤 ⑥先行実装基盤 実施項目： ⑦技術動向調査

各研究開発項目毎のアウカム達成状況は
Appendix 73-81ページに記載



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

費用対効果
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◆国費投入実績額（総額及び年度毎）

◆費用 （単位：百万円）

研究開発項目 2022年度 2023年度 2024年度 合計

①3次元空間情報基盤 994 1,124  1,111  3,230

②次世代取引基盤 520 387 － 907

③システム安全 140 219 225 584 

④SCM基盤 － 326  319  646 

⑤スマートビル基盤 20 147  220  387 

⑥先行実装基盤 － － 9,116 9,116

⑦技術動向調査 － － 18 18

合  計 1,675 2,203  11,010  14,887



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

費用対効果
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⚫インプット
➢プロジェクト費用の総額 149億円（3年）

⚫アウトカム
➢自律移動ロボット等の代表的な市場として8.7兆円（2030年）

うち、本事業における市場獲得の貢献を1%と仮定すると、870億円

➢国内における業務コスト削減効果として2,000億円

（研究開発項目④はこの一部）

➢スマートビルが他システムと連携して形成する市場規模は10.2兆円（2030年）

 うち、本事業における市場獲得の貢献を1%と仮定すると、1,020億円

（研究開発項目⑤）

費用対効果

• プロジェクト全体の総額（NEDO負担分：149億円）に対し、市場獲得及び業務コスト削減効果は
少なくとも25倍となり、費用対効果は高い。



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

前身事業との関連性
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前身プロジェクト 取組の成果とその評価

Connected 
Industries推進のた
めの協調領域データ
共有・AIシステム開発
促進事業

2019～2021年度に実施。
既存産業とデジタル技術の「つながり」をはじめとして、機械、データ、技術、
ヒト、組織など様々なものの繋がりによって新たな付加価値の創出や社
会課題の解決に貢献するデータ共有/活用プラットフォームの先行事
例構築に取り組んだ。
当初は企業の自前主義や囲い込み体質により企業内にデータが留まる
「データの死蔵」が課題であったが、プラットフォームと連携するインセンティ
ブの構築や、オープンな設計等が功を奏し、多くの企業等と連携するプ
ラットフォームの優れた事例が複数構築された。結果、ある業種または
限定された業種横断の領域においてデータやシステムの連携は進展して
いる。

前身プロジェクトの取組の成果とその評価について

前身プロジェクトではユースケース毎でのデータ共有/活用プラットフォーム先行事例構築に
取り組んだ。このボトムアップの事例創出により地盤を固め、本事業ではトップダウンでの業
界・業種をまたいだデジタルインフラ整備を行う。



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

前身事業との関連性
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（参考）前身プロジェクトでの成果の一例



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

前身事業との関連性 ◆前身プロジェクトを踏まえた本事業のアプローチ

１．産業界のニーズ（デジタル市場基盤整備会議等でのヒアリング結果）
➢ 道路と同様、デジタル時代における「インフラ」が求められている。
➢ 他方で、個社ではインフラや標準の整備はできず、国が音頭を取って取り組む必要。

２．Connected Industries事業の成果と反省点

３．本事業の観点

＜成果＞

① 業界共通価値に着目し、Connected Industries重点5分野で
先行事例を創出。

② 不競法の限定提供データやAI契約ガイドラインなど、法律・契約に
関するルール整備は進展。

＜反省点＞

① 既存業界の努力をあと押ししたが、成長していく産業を支援する
観点が弱かった。

② 次世代のルールでもある、デジタルインフラや標準を整備するとこ
ろまで至らず。

①ユースケースを前提に、データ、システム、制度を再設計するという
点まで広げる。

②成長性や生産性向上の観点で特に重要な分野のインフラにフォーカスする

国土の空間データの基礎と
なり、経済安保の基盤に

技術の進展に合わせ柔
軟にルール見直し

＜将来像＞

＜本予算事業のテーマ＞

「３次元空間ID」による、
自律移動ロボットの環境
整備

安全性確保のための、
「システム」と「法」の融合
領域の検討

※法律、制度、アーキテクチャは各省庁やDADCと連携。技術検証やシステム開発、実証等をNEDOが実施。

あらゆる企業が連携でき
るデジタル取引基盤に

企業間取引・決済のゼ
ロストップ化による、サー
ビス間連携促進

←①自律移動ロボットの本格活用→
←②企業間取引・決裁→
  のゼロストップ化

50



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況
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本事業における研究開発項目の位置づけ

研究開発項目①：
3次元空間情報基盤に関する
研究開発

研究開発項目③：
複雑なシステム連携時に安全
性及び信頼性を確保する仕組
みに関する研究開発

研究開発項目⑤：
人・ロボット・システムを有機的
に結合するスマートビル基盤に
関する研究開発

連携

①の基盤を適宜活用 ③の仕組みを適宜活用

3次元空間情報基盤 システム安全

スマートビル基盤

研究開発項目②：
受発注・請求・決済の各システ
ムの情報連携を可能とする次
世代取引基盤の構築

研究開発項目④：
サプライチェーンマネジメント基
盤に関する研究開発

派生
②で構築する基盤の一部を活用

次世代取引基盤

先行実装基盤

研究開発項目⑥-1,-2,-3：
デジタルライフラインの先行実
装基盤

サプライチェーン
マネジメント基盤
（SCM基盤）

連携

④で構築する基盤を活用

連携

研究開発項目⑦：
複雑かつ機微な情報を扱うデー
タ連携システムに関する調査

技術動向調査

連携
④で構築するデータ基盤の

将来のあり方を深堀

後継PJ デジタルライフライン整備事業

後継PJ ウラノス・エコシステムの実現のためのデータ連携システム構築・実証事業

FY22 FY23

FY24FY23 FY24

FY24

FY22 FY24FY23 FY22 FY24FY23

FY24FY23

FY25

・FY22～24の3ケ年にて研究開発項目を徐々に追加しており、先行した研究開発項目の成果を後発の研究開発項目に活用していく。

・アウトプット目標：「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化又は制度化」に資するデジタルインフラの整備を、研究開発項
目毎（研究開発項目⑥についてはサブ項目毎）に1件以上構築する。

・各研究開発項目にて整備したデジタルインフラをふまえて標準化または制度化を進める際には、各事業の実施者のみでなく、独立行政法人情
報処理推進機構デジタルアーキテクチャ・デザインセンターの活動とあわせて行い、官として継続的な後押しを行う。

・アウトカム目標：2027年度まで、企業・業種間データ連携に係る標準化または制度化を8件以上達成する。2030年度まで、1,890億円の市
場獲得と国内業務コスト2,000億円の削減を目指す。



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット（終了時）目標の設定及び根拠

52

• 本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジタル
インフラの整備を、研究開発項目毎に1件以上構築する。

• 各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ
毎にKGI（Key Goal Indicator）及びKPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。
その際、UI/UXに優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な
利用を通じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実
施すること（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。

各研究開発項目の共通目標

各研究開発項目の個別目標

• 各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。

上記目標の設定根拠

• 独立行政法人情報処理推進機構デジタルアーキテクチャ・デザインセンター(DADC)にて作成したガイドライン
等をもとに、本事業において先ずは各ユースケース毎のデジタルインフラの整備を実装し有効性を実証する。



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発
項目

目標(2025年3月)
※研究開発項目②のみ2024年3月

主な成果(2025年3月) 達成度
(見込み)

達成の根拠
/解決方法

①3次元空
間情報基盤
に関する研
究開発

実空間における位置情報を統一的な基準で表現する
ための共通の技術仕様（3次元空間をグリッド状に分
割しアドレスを付与した3次元空間ID（以下「空間
ID」という。））を策定する。また、空間IDを通じて利
用者が活用しやすい形であらゆる空間情報を簡単に取
得できる仕組み（3次元空間情報基盤）の実証及び
その有効性の検証を行う。

空間IDを通じた「3次元空間ID基盤」の構築にむけて、ユース
ケース（ドローン（送電線設備点検、橋梁点検、物資輸送）、
スマートシティ（屋内外の人やモノとの位置情報の連携によるシス
テムの効率化）、建築現場のロボット等）にて有効性の検証を
行った。

〇 各研究開発
テーマごと

②受発注・
請求・決済
の各システム
の情報連携
を可能とする
次世代取引
基盤の構築

即時・多頻度の契約とそれを支える決済をワンストップ
化するために、受発注・請求・決済の各取引に必要な
データ連携アーキテクチャデータの策定、データの標準化
などの情報連携のルールや機能を整備し、本ルールや
機能を踏まえた次世代取引基盤の構築を行う。また、
本次世代取引基盤の実証のため、次世代取引基盤を
活用した周辺システムの開発や改修を行い、そのシステ
ムと連携させるためのインターフェース標準、データ利活
用ガバナンス等を整理し、本次世代取引基盤を用いて
商習慣やEDIの利用状況が異なる複数の企業間取引
が可能であることを実証する。

大企業の利用する業種別EDIと中小企業共通EDIの間での商
取引を実現するための、各EDI間での項目の変換や読み替え手
法を整理し、次世代取引基盤の元となりうるEDI間変換ゲート
ウェイを介して電子商取引として利用可能であることの検証に成
功した。次世代取引基盤のログを収集・解析することで新たな
サービスが創出できることを実証した。また、ソフトウェア商取引のロ
グを収集・解析しBOMとすることにより、ソフトウェアの保守性が向
上できることを実証した。

〇 各研究開発
テーマごと

各研究開発項目毎のアウトプット目標詳細説明および
達成状況は  Appendix 82-122ページに記載



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発
項目

目標(2025年3月) 主な成果(2025年3月) 達成度
(見込み)

達成の根拠
/解決方法

③複雑なシ
ステム連携
時に安全性
及び信頼性
を確保する
仕組みに関
する研究開
発

AIを含む異なるシステムが複雑に相互接続して短期間
で更新されるシステム全体の安全性及び信頼性を確保
する仕組みとして必要な機能設計を完了する。また、ド
ローン等の自律移動モビリティによる事故が発生した場
合に、システム間の相互作用も含めて事後的に検証可
能であることや事故の抑制が可能であることについて、実
証及びその有効性の検証を行う。

大学キャンパス全体をリビングラボとし自律移動ロボットやドローン
の運用データを収集・管理・共有するデジタルインフラを開発し実
証を通しその有効性を示した。また更なる複雑化が予想される
SoSにおいて、複数のロボットや異なる管制システムのシミュレータ
を連成させた横断型のシステム連成シミュレーション技術を開発し、
事故シナリオ解析等に活用することでSoS構築における省力化が
可能になることを実証した。

〇 各研究開発
テーマごと

④サプライ
チェーンマネ
ジメント基盤
に関する研
究開発

サプライチェーンマネジメントに係るデジタル基盤について、
企業・業種横断的な基盤となるよう拡張性に留意しな
がら、喫緊のニーズの高い自動車（車載用蓄電池）に
対する適用を念頭に具体化する。具体的には、事業
者・事業所・商材の識別子や関連データのデータモデル
の標準化、そうしたデータを連携するためのインターフェー
ス／検索機能の開発、データを共有する範囲・粒度に
関するルール整備、データトラスト・データガバナンスに係
る検討及びそれらの有効性検証を行う。なお、構築する
デジタル基盤は、汎用的で広く活用されうるものとして構
築し、製品品質の確保や向上、不具合発生時の対応
負荷軽減等に加え、環境対策等の新たな社会的要請
に対応できるよう、特定分野の工業製品に限らずバ
リューチェーン全体で製品・サービスのトレーサビリティを管
理するような取組を目指す。

データスペースとして活用可能なデータ連携のルールや規約を整
理し、データ連携基盤として公開した。
欧州Catena-Xと日本ウラノス・エコシステムの両データスペース間
において、双方に運用可能な形で、双方向のデータやりとりを含め
た接続実証に成功。本事業成果を含めた「ウラノス・エコシステ
ム」による自動車および蓄電池サプライチェーン企業間でのデータ
連携サービスの事業開始や実績を評価いただき、第54回 日本
産業技術大賞の最高位「内閣総理大臣賞」を受賞、データス
ペースの取組や実績が高く評価された。ファーストユースケースとし
た車載用蓄電池の製品化までに排出される炭素量の集計では、
サプライチェーンに関わる企業各社からの報告を順につなぎあわせ
ることにより効率的に集計できるプラットフォームを構築しており、欧
州規制を踏まえ日本から欧州への輸出の際に求められる報告に
活用していく。また、化学物質の含有調査など他の業種業態へ
横展開を推進していく。

◎ 各研究開発
テーマごと

各研究開発項目毎のアウトプット目標詳細説明および
達成状況は  Appendix 82-122ページに記載



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発
項目

目標(2025年3月) 主な成果(2025年3月) 達成度
(見込み)

達成の根拠
/解決方法

⑤人・ロボッ
ト・システム
を有機的に
結合するス
マートビル基
盤に関する
研究開発

スマートビルに係るデジタル基盤について、業界横断で
多数のシステムが繋がるシステム全体のアーキテクチャを
設計しながら、データモデルの標準化や、そうしたデータを
連携するためのインターフェース／検索機能の開発、そ
して、データを共有する範囲・粒度に関するルール整備、
データトラスト・データガバナンスに係る検討及びそれらの
有効性検証を行う。なお、構築するデジタル基盤は、汎
用的で広く活用されうるものとして構築し、街中に点在
しているビルが都市リソース（ヒト・モノ・エネルギー・情報
等）を流通させるバランサーとなり、データ活用により地
域全体を調整・最適化するような取組となることを目指
す。

スマートビルOSの社会実装に向けて、大規模、中小規模のビル
においてビルOSを介した空調、エレベータ・ロボット（配送ロボット・
掃除ロボット・警備ロボット）の制御や人流を考慮した制御の効
果と有用性の検証に成功した。本成果は、各事業者を通じて事
業化に結び付けていく予定。（新虎安田ビルでは2025年3月よ
り実運用が開始された。）

〇 各研究開発
テーマごと

各研究開発項目毎のアウトプット目標詳細説明および
達成状況は  Appendix 82-122ページに記載



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発
項目

目標(2025年3月) 主な成果(2025年3月) 達成度
(見込み)

達成の根拠
/解決方法

⑥デジタルラ
イフラインの
先行実装に
資する基盤
に関する研
究開発

研究開発項目①の成果を一部取り込みながら、人口
減少が進む中でも生活必需サービスを維持し、国民生
活を支えることを目的としたデジタル時代の社会インフラ
である「デジタルライフライン」の全国整備に資する基盤
の構築を行う。具体的には、次の3点。
⑥-1. ドローン航路
⑥-2. インフラ管理DX
⑥-3. 自動運転サービス支援道

ドローン航路では、環境整備（ドローン航路の運用方法の策定、
データ連携の仕様策定、ドローン航路利用にむけたガイドラインの
策定）とともに、安全管理および情報配信を統合的に行うための
運行管理システムを開発し実証を行った。世界初となる「ドローン
航路」を2025年3月25日から静岡県浜松市と埼玉県秩父エリ
アで開通し、社会実装した。
インフラ管理DXでは、事業者が、各社の機微情報を統制下にお
きながら共通のデータ形式で情報を公開するためのデータ整備
ツールを開発し、各社の公開データを元に相互に占有状況を照
会可能にするインフラ管理DXシステムを開発した。
自動運転サービス支援道では、自動運転の普及を後押しするた
めの情報配信の仕組みを開発し、有効性を確認した。共同輸配
送では複数の輸送事業者と、複数の荷主の間でマッチングを取る
仕組みを開発し、配送率の向上について実際の配送データを元
に効果測定を行った。

〇 各研究開発
テーマごと

実施項目⑦
複雑かつ機
微な情報を
扱うデータ連
携システムに
関する調査

より複雑かつ機微情報の慎重な取扱が求められるデー
タ連携に必要な要素を検討し、「ウラノス・エコシステム」
の高度化に向けて今後優先的に実施すべき技術開発
内容及び技術開発がもたらす効果等の整理を行う。

今後優先的に実施すべき技術開発内容及び技術開発がもたら
す効果等の整理を行い公開した。内容は今後のDADCによる制
度化・標準化や、各実施者による事業化の際の取組にフィード
バックを行う。

〇 各研究開発
テーマごと

各研究開発項目毎のアウトプット目標詳細説明および
達成状況は  Appendix 82-122ページに記載



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 
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①3次元空間情報基盤に関する研究開発

Ouranos GEX <https://github.com/ouranos-gex>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) 4次元時空間情報基盤 関連リポジトリ

④サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発

Ouranos-Ecosystem-IDI <https://github.com/ouranos-ecosystem-idi>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) サプライチェーンデータ連携基盤 関連リポジトリ

⑥デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発

ODS-IS-CAVC <https://github.com/ODS-IS-CAVC>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) 自動運転支援道データ連携基盤 関連リポジトリ

ODS-IS-UASL <https://github.com/ODS-IS-UASL>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) ドローン航路システム 関連リポジトリ

ODS-IS-IMDX <https://github.com/ODS-IS-IMDX>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) インフラ管理DXデータ連携基盤 関連リポジトリ

⑥デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発

ODS-DFS-L1 <https://github.com/ODS-DFS-L1>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) データスペーシズ DFS L1 関連リポジトリ

ODS-DFS-L2 <https://github.com/ODS-DFS-L2>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) データスペーシズ DFS L2 関連リポジトリ

ODS-DFS-L3 <https://github.com/ODS-DFS-L3>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) データスペーシズ DFS L3 関連リポジトリ

ODS-DFS-L4 <https://github.com/ODS-DFS-L4>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) データスペーシズ DFS L4 関連リポジトリ

ODS-DFS-CF <https://github.com/ODS-DFS-CF>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) データスペーシズ DFS 共通機能関連リポジトリ

ODS-DCS <https://github.com/ODS-DCS>

Ouranos Ecosystem (ウラノス・エコシステム) データスペーシズ DCS 関連リポジトリ

各リポジトリの名称についてはDADC様サイトで公開されているウラノス・エコシステム・データスペーシズ リファレンスアーキテクチャモデル(ODS-RAM)をあわせて参照ください。

https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/reports/ouranos-ecosystem-dataspaces-ram-white-paper.html

各事業にて開発したプログラムや関連資料等は、下記サイトにてOSSとして公開した。

今後協調領域にあたるデジタル基盤として各システムへ横串で活用されるよう制度化・標準化や普及活動を進めていく。
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2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

特許出願及び論文発表

研究開発項目①～⑦合計 2022年度 2023年度 2024年度 計

特許出願（うち外国出願、PCT出願） 0(0) 2(0) 2(1) 4(1)

意匠権 0 0 5 5

著作権 0 1 36 37

論文 0 2 6 8

研究発表・講演 0 23 62 85

受賞実績 0 0 2 2

展示会への出展・リリース発出 1 13 40 54

新聞・雑誌等への掲載 0 0 28 28

※2025年9月1日現在
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＜評価項目３＞マネジメント

（１）実施体制

 ※ 受益者負担の考え方

（２）研究開発計画

59



報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

ページ構成

60

※本事業の位置づけ・意義 
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)実施体制
※受益者負担の考え方 

(2)研究開発計画

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況

• NEDOが実施する意義
•  実施体制
• マネジメント方針
•  個別事業の採択プロセス
•  研究データの管理・利活用
※予算及び受益者負担
•  目標達成に必要な要素技術
•  研究開発のスケジュール
•  進捗管理
•  進捗管理：事前/中間評価結果への対応
•  進捗管理：動向・情勢変化への対応
•  進捗管理：成果普及への取り組み
• モティベーションを高める仕組み



3. マネジメント (1) 実施体制

NEDOが実施する意義

61

• 多数のステークホルダーとの連携や調整を複数・同時並行で進める大規模なプロジェクトとなることが想定される。

• 関係する各ステークホルダーが広く汎用的に共同利用できるような協調領域にあたるデジタルインフラ基盤にあたる成果物の創出が重要。

• 研究開発項目②において、商習慣や電子的データ交換（EDI）の仕組みが大きく異なるケース、規制によるガバナンスが省庁ごとに縦割り

となっているケース等、複数関係者の利害調整が必要。

• 研究開発項目⑥において、データ連携システムを構築する委託事業者、特定のユースケース及び先行実装地域に資する有効性検証を行う

補助事業者間の連携はもちろんのこと、実装地域となる自治体、関係する複数の省庁など、多数のステークホルダとの連携や利害調整を複

数・同時並行で進める大規模なプロジェクト。また、すでにNEDOがマネジメントを行っている研究開発項目①との連携も発生。

NEDOがもつこれまでの知識、実績を活かして推進すべき事業

上記により、民間のみでは実施が困難と想定



3. マネジメント (1) 実施体制

実施体制

62

経済産業省

IPA
DADC NEDO

デジタル庁

その他関係省庁

株式会社日立製作所
等

株式会社竹中工務店

株式会社トラジェクトリー

宇宙サービスイノベーショ
ンラボ事業協同組合等

①3次元空間情報基盤

EYストラテジー・アンド・コ
ンサルティング株式会社

株式会社ネクスティエレク
トロニクス

ラトナ株式会社
※委託契約中途解除

②次世代取引基盤

学校法人立命館

④SCM基盤

株式会社NTTデータ
グループ

清水建設株式会社
等

鹿島建設株式会社

株式会社アンドパッド

公立大学法人大阪

学校法人立命館

PwCコンサルティング合
同会社

日本電気株式会社
等

グリッドスカイウェイ有
限責任事業組合等

株式会社フジヤマ

株式会社NTTデータ
等

③システム安全 ⑤スマートビル基盤 ⑥先行実装基盤

東日本電信電話株
式会社

東京電力パワーグリッ
ド株式会社

東京ガスネットワーク
株式会社

株式会社ＥＡＲＴＨ
ＢＲＡＩＮ

ソフトバンク株式会社

株式会社ティアフォー
等

ダイナミックマッププラッ
トフォーム株式会社等

Society5.0の実現に向けたデジタル市場基盤整備会議
デジタルライフライン全国総合整備計画

Ouranos Ecosystem（ウラノス・エコシステム）の取組 等

各種 検討会・
ワーキンググループ

⑦技術動向調査

株式会社NTTデータ
経営研究所

事業毎のPMOおよびアーキテクトを設定し連携

本事業のアウトプットとして整備したデジタルインフ
ラをふまえて標準化または制度化を後押しする
IPA DADCと事業期間中から密に連携し、技術
アドバイスを得ながら事業を実施した。
各種検討会・WGを介して有識者の意見を取り
入れながら事業を実施した。
研究開発項目⑥についてはサブ項目毎にPMO
およびアーキテクトを設定し実施者間の連携を
スムーズにするための窓口とした。

⑥-1 ドローン航路

⑥-2 インフラ管理DX

⑥-3 自動運転サービス支援道



3. マネジメント (1) 実施体制

各種検討会・ワーキンググループについて
研究開発項目 研究開発項目・実施項目それぞれに関連して開催された検討会・ワーキンググループ情報

①3次元空間情報基盤
FY22～FY24

DADC 4次元時空間情報基盤アーキテクチャ検討会 第1回2021年12月28日～現在も継続(第11回 2025年9月29日)
※第7回より検討会名称を、3次元空間情報基盤アーキテクチャ検討会から、4次元時空間情報基盤アーキテクチャ検討会へと変更

②次世代取引基盤
FY22～FY23

DADC 契約・決済アーキテクチャ検討会  第1回 2021年10月13日～第3回 2022年3月22日
DADC 決済テクニカルミーティング          第1回 2023年5月15日および第2回 2023年6月26日

③システム安全
FY22～FY24

実施者 事業実施者の実施体制にて外部有識者(DADC含む)を登録し必要に応じてワーキンググループを開催

④SCM基盤
FY23～FY24

DADC 企業間取引将来ビジョン検討会 第1回 2022年11月7日～第4回 2023年5月9日

⑤スマートビル基盤
FY23～FY24

DADC スマートビル将来ビジョン検討会情報 第1回 2022年9月20日～第6回 2024年10月31日
一般社団法人スマートビルディング共創機構 2025年3月～現在も継続

⑥先行実装基盤
FY24

・METI デジタルライフライン全国総合整備実現会議 第1回令和6年9月12日、第2回令和7年6月23日
・METI デジタルライフライン全国総合整備実現会議普及戦略ワーキンググループ

ドローン航路普及戦略ワーキンググループ               第1回 令和6年11月6日、第2回 令和7年5月15日
自動運転サービス支援道普及戦略ワーキンググループ 第1回 令和6年12月18日、第2回 令和7年6月6日
インフラ管理ＤＸ普及戦略ワーキンググループ          第1回 令和6年12月19日、第2回 令和7年5月26日

⑦技術動向調査
FY24

METI ウラノス・エコシステムの拡大及び相互運用性確保のためのトラスト研究会 第１回2024年11月20日～第４回2025年3月5日

参考URL
DADC 検討会・ワーキンググループ https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/conferences/index.html
METI デジタルライフライン全国総合整備実現会議 https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/lifeline.html
METI ウラノス・エコシステムの拡大及び相互運用性確保のためのトラスト研究会 https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/ouranos/ouranos_trust.html
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マネジメント方針

64

プロジェクト実施にあたっては、成果最大化を目指すために超上流の設計にこだわるべきである。具体的には、プロジェクト終了後も有用な省庁・業界・企業間を自由に横断して成果を
出せる仕組み、BTD(Business, Technology, Design)融合を意識したプロジェクトチームの組成、特にUX/UIを中心としたデザインへのこだわり、柔軟性を持ったプロジェクトマネジ
メント体制を準備し、必要なリソースを投じた上で推進する。

目指す姿と取組内容

1. エコシステムの構築
各テーマで成功事例を作るだけでなく、当該領域での社会システム・市場を作り上げる

2. UI/UXに優れたシステムの開発
（１）KGI/KPIの整理（ブラッシュアップ）
（２）ステークホルダー含めた具体的な実証計画の立案
（３）仮説・検証のサイクルを複数回す（アジャイル開発）

3. 基盤システムの開発
（１）具体的な想定アーキテクチャのAs-Is、To-Beの整理（ブラッシュアップ）
（２）協調領域（基本機能、ベース技術）及び競争領域の整理
（３）協調領域の共有の仕組みを整理（SDK/ライブラリ）

全研究開発項目で共通して、1.～3.の観点で、ビジョン、実施内容等を定めることを徹底する。その際、本事業の成果となるソフト的な手段だけでなく、社会システム全体での検証も
必要に応じて実施する。

インターフェース(APIやデータモデルなど)の利用効率を上げるためには汎用性を高くすることが望ましく、そのためにはこのインターフェースを使うことが想定される様々な上位システムやサー
ビスが求める機能を十分に考慮して仕様を決定する。特定ベンダへのロックインとなることをさけ汎用となる開発を行う。開発された協調領域としての成果物はOSSとして公開し広く普及
を図る。

アーキテクチャの抽象化や具体化を図りつつ、要件定義から実証までの推進が求められることから、アジャイル的な柔軟な研究開発体制を推進する。

複数実施者間での事業進捗の整合ととるためPMOを設置し密に連携して事業を遂行するとともに、事業終了後の事業化に向けた当事者同士の横の連携、ビジネスマッチングを図る。
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個別事業の採択プロセス

65

各研究開発項目毎の採択プロセスはAppendixに記載します。

• 公募を開始する1ヶ月以上前からNEDOのHPで公募予告を行った。また、公募開始後に事業内容の説明会を行うことで、広く応募を募った。

• 前進事業や関連事業がある場合には、事業者が固定とならないよう、提案に必要となる関連情報の事前一般公開に努めた。

• 事業終了後に実施者による事業化が行われることを最重要視し、事業化に向けた体制や能力があることを採点条件に加えた。

• 中小企業、ベンチャー企業、若手研究者、女性研究者が含まれる応募に加点した。

• 採点項目を事前に公開し、採点項目に沿った提案作成をいただくことにより平等性に考慮した。

• 採択審査委員会での採択・不採択決定は、公募時に公開した審査基準により複数委員による採点を行い、最も高い得点を得た実施者を
優先として委員会全員一致を条件に採択を行った。また、提案内容に不明確な部分が含まれる場合には採択条件を付すなどして契約前に
確認をすることとした。

• 研究の健全性・公正性の確保に係る取組として、公募の際にその他の研究費の応募・受入状況を確認し、不合理な重複及び過度の集中が
ないか確認した。

各研究開発項目毎の採択プロセスは
Appendix 123-128ページに記載
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研究データの管理・利活用
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• 委託事業については、「NEDOプロジェクトにおけるデータマネジメントに係る基本方針（委託者指定データを指定しない場合）」※

を適用。
（１）データマネジメントの体制の整備
（２）本プロジェクトの研究開発データの第三者への開示の事前承認
（３）データマネジメントプランの作成及び研究開発データの利用許諾
（４）本プロジェクト期間中の研究開発又は本プロジェクトの成果の事業化のための研究開発データの利用許諾

• 知財方針と同様に、通常は委託事業者内でデータ戦略を策定するが、本件は補助事業者も含めデータ戦略を策定。

• 本事業で取得するデータは、主に実証地域に特有のデータとなることが想定されるためオープン化が重要にならないこともあるが、他
地域展開を推進するにあたって参考になりうるデータについては積極的に公開を進める。

※NEDOプロジェクトにおけるデータマネジメントに係る基本方針
 https://www.nedo.go.jp/content/100969766.pdf



3. マネジメント ※受益者負担の考え方（終了時評価においては評価対象外）

予算及び受益者負担

67

• 委託事業は、様々な地域に展開可能となるデータ連携システム開発（協調領域）。

⇒ 「法令の執行又は国の政策の実施のために必要なデータ等を取得、分析及び提供することを目的とし
た研究開発・実証研究」に相当。

• 補助事業は、特定のユースケース及び先行実装地域に資する有効性検証（競争領域）。
大企業は1/2もしくは1/3補助、中小企業は2/3補助。

⇒ 企業の規模に応じて、補助率を変動。



3. マネジメント ※受益者負担の考え方（終了時評価においては評価対象外）

予算及び受益者負担

68（単位：百万円）

研究開発項目
事業
種別

2022年度 2023年度 2024年度 合計 理由

研究開発項目①：3次元空間情報基盤に関する研究開発 委託
100%

994 1,124 1,111 3,230 
複数ステークホルダの利害調整が必要で、民間のみで
開発困難な複雑な「協調領域」基盤の調査・開発

研究開発項目②：受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世代取引基盤の構築 委託
100%

520 387 0 907 同上

研究開発項目③：複雑なシステム連携時に安全性及び信頼性を確保する仕組みに関する研究開発 委託
100%

140 219 225 584 同上

研究開発項目④：サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発 委託
100%

0 326 319 646 同上

研究開発項目⑤：人・ロボット・システムを有機的に結合するスマートビル基盤に関する研究開発 委託
100%

20 0 0 20 同上

研究開発項目⑤：人・ロボット・システムを有機的に結合するスマートビル基盤に関する研究開発 補助率
2/3

0 16 60 77 
特定のユースケース及び先行実装地域に資する有効
性検証「競争領域」のうち、中小企業

研究開発項目⑤：人・ロボット・システムを有機的に結合するスマートビル基盤に関する研究開発 補助率
1/2

0 130 159 290 同上、大企業

研究開発項目⑥：デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発-1. ドローン航路 委託
100%

0 0 2,413 2,413 
複数ステークホルダの利害調整が必要で、民間だけで
は開発が困難な複雑な協調領域基盤の調査・開発

研究開発項目⑥：デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発-1. ドローン航路 補助率
2/3

0 0 141 141 
特定のユースケース及び先行実装地域に資する有効
性検証「競争領域」のうち、中小企業

研究開発項目⑥：デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発-1. ドローン航路 補助率
1/3

0 0 59 59 同上、大企業

研究開発項目⑥：デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発-2. インフラ管理DX 委託
100%

0 0 1,988 1,988 
複数ステークホルダの利害調整が必要で、民間だけで
は開発が困難な複雑な協調領域基盤の調査・開発

研究開発項目⑥：デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発-2. インフラ管理DX 補助率
1/3

0 0 205 205 
特定のユースケース及び先行実装地域に資する有効
性検証「競争領域」のうち、大企業

研究開発項目⑥：デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発-3. 自動運転サービス支援道 委託
100%

0 0 4,300 4,300 
複数ステークホルダの利害調整が必要で、民間だけで
は開発が困難な複雑な協調領域基盤の調査・開発

研究開発項目⑥：デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発-3. 自動運転サービス支援道 補助率
2/3

0 0 10 10 
特定のユースケース及び先行実装地域に資する有効
性検証「競争領域」のうち、中小企業

実施項目⑦：複雑かつ機微な情報を扱うデータ連携システムに関する調査 委託
100%

0 0 18 18 
複数ステークホルダの利害調整が必要で、民間だけで
は開発が困難な複雑な協調領域基盤の調査・開発

合計 1,675 2,203 11,010 14,887 



3. マネジメント (2) 研究開発計画

目標達成に必要な要素技術：空間ID

「空間ID」とは
・3次元空間をボックス状に切り分けることで、空間情報の基準が異なる場合でも、一意に位置を特定できる規格
「空間ID」を活用した仕組み
・空間IDに静的・動的な情報を紐付けることで、空間IDをキーにして空間情報を簡易に統合・検索したり、データを高速で処理したりすることが可能

✓ 「空間ボクセル」とは空、地上、地下、屋内、海を含む地球上のあらゆる空
間を直方格子状に分割した際の個々の直方体の空間領域

空間IDの構成要素

ズームレベルが 1 つ増える
ごとに空間ボクセル の8分
割を繰り返す階層構造

空間IDを活用するした仕組みの例

69
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目標達成に必要な要素技術：空間ID



3. マネジメント (2) 研究開発計画

研究開発のスケジュール

71

2025202420232022研究開発項目

①3次元空間
情報基盤

②次世代
取引基盤

③システム
安全

④SCM基盤

⑤スマート
ビル基盤

⑥先行実装
基盤

要件定義、プロトタイプ開発等 システム実証等

要件定義、プロトタ
イプ開発等

システム実
証等

要件定義、プロトタイプ
開発等

システム実証

システ
ム実証

要件定義、プロ
トタイプ開発等

要件定義、プロトタ
イプ開発等

システム実
証等

システ
ム実証

要件定義、プロ
トタイプ開発等

終
了
時
評
価

システ
ム実証
等

要件定義、プロ
トタイプ開発等

要件定義、プロトタイプ開発等 システム実証等要件定義、プロトタイプ
開発等

システム実証

要件定義、プロトタ
イプ開発等

システム実
証等

システ
ム実証

要件定義、プロ
トタイプ開発等

⑦技術動向
調査

要件定義、
調査

事前調査



3. マネジメント (2) 研究開発計画

進捗管理

72

• 事業開始の際に各テーマ毎のKGI/KPIを設定することにより事業の目標を関係者間で明確化したうえで事業を進めた。

• 経済産業省および独立行政法人情報処理推進機構デジタルアーキテクチャ・デザインセンターの担当者を交えた定例会を各事業の進捗にあわ
せて月次/隔週/週次等の適切な頻度で行い、関係者間で密に連携を取りながら進めることにより、手戻りなく最大の事業成果が得られるよう進
めた。技術的手法や内容をアジャイルに見直すことも含め、結果として最大の成果がえられるよう関係者間で合意を取りながら事業を進めた。

• 研究開発項目④サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発で開発するデータ連携基盤を研究開発項目⑥デジタルライフラインの先行
実装に資する基盤に関する研究開発へ横展開するなど、互いの関連性が強い事業については合同の定例会を行い、事業間の連携を確認しな
がら事業を進めた。その他の研究開発項目についても他研究開発項目の成果が活用できるよう事業間の連携ポイントや進捗マイルストンを確
認・調整しながら事業を進めた。

• 研究開発項目⑥デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発の3テーマ（ドローン航路、インフラ管理DX、自動運転サービ
ス支援道）については、採用する技術や進捗状況についてテーマ間の連携を深める目的で、窓口となるプロジェクトマネジメントオフィスを設けて、
関係者間で密に連携を取りながら事業を進めた。

• 実施者の予算消化状況や労務状況の確認を月次で行い、事業遂行に適切な体制構築や予算管理が行われていることを確認しながら事業を
進めた。また、実施者の作成した事業スケジュールやWBS等から適切な開発シナリオや確認ステップが設定されていることを確認しながら事業を
進めた。

• 最終的に実施者による事業化が行われ、研究開発された技術を生かして社会実装されることが目的であることをふまえて事業を進めた。また、事
業終了後はイベント会場にて一般来場者にも参加いただく形で各テーマ毎の成果報告会を行い、事業成果を広く発信するとともに事業化にむけ
た関係者間での関係・連携構築の場を設けた。
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進捗管理：事前評価結果への対応 研究開発項目①～③

73

問題点・改善点・今後への提言 対応

1

Society 5.0で掲げるデジタル社会の実現に向けた技術開発は重要であり、3次元空
間IDを中心としたデジタルインフラの構築は今後の急速な経済成長が見込まれることか
ら国として取り組む意義は大きく、アウトカムに対する期待感も高まる。一方、国際的な
開発競争の中でこの分野の市場動向の変化のスピードは速くなっており、海外との兼ね
合いも視野に入れる必要がある。部分的な技術開発だけでなく、社会実装を意識して
セキュリティなども含めた大局的な観点での技術開発が重要であり、技術的な観点以
外からも国際標準化、ビジネス、法整備までを統合的にカバーして頂きたい。産業DXと
の関係も含めて取り組み内容を明確化し、関係省庁・機関そして民間事業者との連
携を密にして推進していくことが求められる。

Society5.0で掲げるデジタル社会の実現に向けたデジタルインフラの構築にあたっては、社会実
装を意識して大局的な観点で取り組む必要があるため、海外との兼ね合いも念頭に、技術開
発だけではなく、セキュリティ、国際標準化、ビジネス、法整備までを統合的に考慮のうえ事業を
運営することとした。産業DXとの関係性を含めた取組内容の明確化を行い、基本計画に反映
させるとともに、事前の検討並びに事業実施の段階においては、関係省庁・機関や民間事業者
と連携を密にして推進した。
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問題点・改善点・今後への提言 対応

1

本事業は「経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心社会」を目指している
ことから、経済発展の側面、特にグローバルの取り組みと比較して、我が国の産業競争
力の維持・強化へどのように寄与するのか踏み込んで分析し、事業を推進してほしい。
また、社会システム・エコシステム構築を目指すためにも、事業推進プロセスにおける従
来の事業評価に加え、社会・産業の幅広いステークホルダーとの議論の場をつくるような
マネジメント体制を追加されることを望む。

サプライチェーンマネジメント基盤については、Catena-X、mobi等の同種の動きや欧州電池規
則等の規制関係の動きなど、スマートビル基盤については海外のビルOS関連の標準化動向など
について、必要に応じて調査事業も活用して状況調査・分析を行い、公募要領等やその後の事
業内容に反映した。
「社会・産業の幅広いステークホルダーとの議論の場」については、基本計画に以下の文言を記
載するとともに、事業を遂行した。
「UX/UIに優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者等の社会・
産業の幅広いステークホルダーによる試験的な利用・議論を通じて、同者からのフィードバックを踏
まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施すること（アジャイル開発）を
原則とし、目標を適宜最適化するものとする。」

2
アウトプット目標に書かれている「構築する」だけでは研究開発成果の質が担保できない
ので、客観的に判断可能な基準を追記するのが望ましい。(研究開発項目① 3次元
空間情報基盤はそのような記述になっているので参考にしていただきたい)

構築するデジタル基盤は汎用性を有し、広く活用されうることが重要であり、その観点を満たすこ
とが読めるように基本計画を修正すると共に、3次元空間情報基盤の記述に倣って記述を見直
した。また、さらに具体的な成果の基準については、実施するテーマの単位で設定・管理するべく、
基本計画に以下の文言を記載した。構築だけではなくユースケースにそった実証を行うことを事業
内容に含めた。
「各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目
標としてテーマ毎にKGI（Key Goal Indicator）及びKPI（Key Performance 
Indicator）を設定し、実証を行う。」

3

本研究開発を通じて整備されていくデジタルインフラは、マルチステークホルダーの合意形
成や場づくりも含めて重要になる。本研究開発の実施・マネジメント体制として掲げてい
るIPA（DADC）やデジタル庁、他の関係省庁との具体的な協議・国際標準化・成
果展開の場づくりについても期待したい。

「場づくり」については、DADCが実施する有識者検討会（オブザーバに関係省庁が参加）の場
を活用するほか、コメントNO1の「反映状況」に記載したアジャイル開発の中で、経済産業省や
DADC、その他マルチステークホルダーとの協議、合意形成等を実施し必要に応じて開発方法や
範囲を調整しながら事業を進めた。



3. マネジメント (2) 研究開発計画

進捗管理：事前評価結果への対応 研究開発項目⑥
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問題点・改善点・今後への提言 対応

1
ドローンにおける配送ロボットなど異種ロボットとの連携、MCS-AI動的連携モデル等の
独自AI技術の導入など、グローバルの技術トレンド等を踏まえ、ユースケースの見直しが
なされると良い。

実施体制に、関連するグローバル動向の調査・分析を行う機能を持たせ、その分析結果を本事
業あるいは後継となる事業の方針に反映するよう努めた。現時点では提言いただいたような高度
なユースケース実装より、デジタルライフラインとしてベースとなる協調領域を先ず事業内容とした。

2

人口減少が著しい地域を含め、社会実装に向けて「点の実証」から「線・面の実装」を
実現するための継続的で具体的な支援策が示されていれば尚良い。規制改革や国際
標準化などを伴う面も多く、関係府省と連携し、社会実装を加速できる体制づくりが不
可欠。

デジタルライフライン全国総合整備計画において、 制度面を含めて社会実装を加速するための
体制確保を明記するとともに、 引き続き関係府省との連携体制を維持することで、本計画の
フォローアップに努める。次年度以降の事業については後続プロジェクトであるデジタルライフライン
整備事業にて継続とする。

3
「オープンでグローバルにも連携可能」という観点でのデータプラットフォームの具体的な目
標があれば尚良い。また、今回のサブ項目に入っていない領域、人材、広く社会や産業
への影響も含め、本事業の意義、波及効果を説明できるとより良い。

データプラットフォームの具体的な目標については事業全体の目標ではなく、 実施者が設定する 
KGI KPIの中で具体化し数値目標を設定した。 研究開発項目⑥で共通利用している空間
IDやデータ連携基盤の概念・技術についてはDADCを通じてガイドラインとして広く公開するとと
もに、後続プロジェクトにて国際標準化を目指していく。

4
本事業は制度的な調整などを伴うものであり、必ずしも会計処理上の期間で成果がま
とめられるとは限らない。その点（複数年度で支援するなど）を考慮した取組を期待す
る。

デジタルライフライン全国総合整備計画に基づき、次年度以降の事業については後続プロジェク
トであるデジタルライフライン整備事業にて継続とし、また、必要に応じて複数年契約を検討する
こととした。

5
ガイドライン整備は過去の成果を活かし、二度手間な作成・整備にならない事を期待
する。

DADCを中心として、DADC内外にある類似のガイドライン等を参照しながら、合理的な策定を
進めた。

6
本事業の協調領域の成果物はOSS等で公開されることとなっているが、グローバルに広
く普及させるための体制や仕組みも必要である。

協調領域の成果物をOSS等として公開した。後続プロジェクトであるウラノス・エコシステムの実
現のためのデータ連携システム構築・実証事業では公開OSSをもとにデータスペース入門用
SDK作成やハッカソン形式での体験会を催し、成果普及を図っていく活動を継続している。

7
サブ項目に関連するグローバル動向の調査・分析ができる機能を体制の中に入れ、その
分析結果をもとにアーキテクチャを構築されるとよい。

実施体制に、関連するグローバル動向の調査・分析を行う機能を持たせ、その分析結果を本事
業あるいは後継となる事業の方針に反映するよう努めた。

8
委託事業者・補助事業者がNEDOへの資料提出やエビデンス提出などの事務負荷を
軽減することを実施して頂きたい。

2024年度は原契約書を除く全ての文書で押印を不要にするなど、事務手続きの簡素化・効
率化を実施した。 また、 事業者等の意見も踏まえて継続的に事務負荷軽減を検討する。
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進捗管理：動向・情勢変化への対応
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• 欧州電池規則（EUバッテリー規則）によるカーボンフットプリント（CFP）の表示義務導入などは、研究開発項目④を開始した際の当初想定
よりも導入スケジュールが遅れたが、経済産業省および独立行政法人情報処理推進機構デジタルアーキテクチャ・デザインセンターの担当者を交
えた定例会を各事業の進捗にあわせて週次等の適切な頻度で行い、関係者間で密に連携を取りながら進めることにより、手戻りなく最大の事業
成果が得られるよう進めた。技術的手法や内容をアジャイルに見直すことも含め、結果として最大の成果がえられるよう関係者間で合意を取りな
がら事業を進めた。デューデリジェンスの義務への対応なども導入想定時期を見据えながら技術的対応時期を検討することとした。

• 急速な進歩を遂げたAIによる議事録作成や会議文字起こしなどが実用できるレベルに達したことをふまえ、これらを活用することを推奨し、会議
体の運営にかかる実施者の負担を削減、本来の研究開発に専念いただけるように努めた。



3. マネジメント (2) 研究開発計画
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進捗管理：成果普及への取り組み（シンポジウム開催）

⚫ 「３次元情報基盤によるインフラモニタリングの最前線」（2023年5月23日 13:30～17:30）
⚫ 超スマート社会におけるインフラ管理DXとデジタルツインが創る新たな世界」（2024年11月11日 13:30～17:30）
と題してシンポジウムを2回開催し、デジタルツインの活用事例や社会実装に向けた取り組みを紹介、空間IDの有効性をPRした。
（2023年度：会場参加：56名、オンライン参加：383名、2024年度：会場参加：63名↑：オンライン参加：441名↑）

シンポジウム会場と講演の様子

2023年度開催パンフレット 2024年度開催パンフレット

NEDO PM挨拶



3. マネジメント (2) 研究開発計画
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進捗管理：成果普及への取り組み（CEATECの展示）

⚫ CEATEC（2023年度～2024年度）にて、研究開発成果をタイムリーに発信
  (CEATEC NEDOブース来場者（2023年度：19,914名、2024年度：17,454名）

展示内容（パネル等）



3. マネジメント (2) 研究開発計画
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進捗管理：成果普及への取り組み（成果報告会）
（１）日時・場所：2025年4月23日（水）10時00分～18時00分、

東京ビッグサイト 東展示棟第4ホール（Japan DX Weekエリア内）カンファレンス会場B
（２）目的：METI、IPA、NEDO、事業者から講演実施。これまでの成果や取組・今後の社会実装に向けた計画を広く共有。

成果報告講演の様子 約240名以上の一般来場者が参加

・事業成果を広く一般に向けて発表、NEDO事業全体に関する認知度を向上できた
・一般参加者からの質疑も活発に行われ、興味を引けた
・ビジネスマッチングブースを設け、実施者同士や一般参加者との間での事業相談の場を 創出することができた



3. マネジメント (2) 研究開発計画
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進捗管理：成果普及への取り組み（NEDO特別講座）
１．事業目的

インフラメンテナンスの領域を主対象に、3 次元空間情報基盤に関する研究開発」を通じて検討・構築した
3 次元空間情報基盤に関する基礎知識の修学、活用方法の実践と実業務への導入に向けた手順の試行
を目的とし、①人材育成講座の開講と②人材交流機会の創出に取り組む。本事業の特徴として、特別講座に
産官の両者の参加を促し、人材育成と同時に人材交流の活性化を促進することで、空間 ID・3 次元時空間
情報基盤の活用機運を醸成する。

２．事業内容（講座名： 「空間ID・３次元空間情報基盤の活用人材育成に係る特別講座」）
・人材育成講座の開講、受講者の募集・人的交流等の展開・セミナーの開催による成果普及

３．事業期間：2024年９月～2026年３月末

講座のパンフレット

当講座はCPD※認証制度対象講座で受講者はCPD単位を取得できます
※Continuing Professional Development、当講座URL:https://spatialid-dtw.jp/
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モティベーションを高める仕組み
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• 経済産業省やDADC等が参加する進捗報告等を軸に事業進捗を把握、外部状況や事業進捗にあわせてアジャイルに事業目標等を見直す
など必要な措置を講じたうえで、さらなる成果が見込める場合においては、一定程度確保した予算から状況等に応じて加速的な予算措置を
行った。

年度 対象 加速件数

2022年度 研究開発項目② 受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世代取引基盤の構築 1

2023年度

研究開発項目① 3次元空間情報基盤に関する研究開発 2

研究開発項目③ 複雑なシステム連携時に安全性及び信頼性を確保する仕組みに関する研究開発 1

研究開発項目④ サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発 1

2024年度

研究開発項目① 3次元空間情報基盤に関する研究開発 4

研究開発項目③ 複雑なシステム連携時に安全性及び信頼性を確保する仕組みに関する研究開発 1

研究開発項目④ サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発 1

研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に結合するスマートビル基盤に関する研究開発 1

研究開発項目⑥-1 デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発 ドローン航路 5

研究開発項目⑥-2 デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発 インフラ管理 DX 2

研究開発項目⑥-3 デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発 自動運転サービス支援道 3
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各研究開発項目毎の事業背景・目的
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1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

事業の背景・目的・将来像
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◆事業の目的（①空間ID）

実空間における位置情報を統一的な基準で表現するための共通の技術仕様（3次元空間をグリッド状に分割しアドレスを付与した3次元
空間ID（以下、「空間ID」という。））を策定する。また、空間IDを通じて利用者が活用しやすい形であらゆる空間情報を簡単に取得で
きる仕組み（3次元空間情報基盤）の実証及びその有効性の検証を行う。



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

事業の背景・目的・将来像
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即時・多頻度の契約とそれを支える決済をワンストップ化するために、受発注・請求・決済の各取引に必要なデータ連携
アーキテクチャデータの策定、データの標準化などの情報連携のルールや機能を整備し、本ルールや機能を踏まえた次世代取引基盤の構築を行う。
また、本次世代取引基盤の実証のため、次世代取引基盤を活用した周辺システムの開発や改修を行い、そのシステムと連携させるためのインター
フェース標準、データ利活用ガバナンス等を整理し、本次世代取引基盤を用いて商習慣やEDIの利用状況が異なる複数の企業間取引が可能で
あることを実証する。

◆事業の目的（②次世代取引基盤）

取引のデジタル完結を実現 データ利用活用を可能とするデータスペースの貢献



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

事業の背景・目的・将来像
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AIを含む異なるシステムが複雑に相互接続して短期間で更新されるシステム全体の安全性及び信頼性を確保する仕組みとして必要な機能設計
を完了する。また、ドローン等の自律移動モビリティによる事故が発生した場合に、システム間の相互作用も含めて事後的に検証可能であることや
事故の抑制が可能であることについて、実証及びその有効性の検証を行う。

◆事業の目的（③システム安全）



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

事業の背景・目的・将来像
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◆事業の目的（④サプライチェーンマネジメント基盤）

⚫ 企業のサプライチェーンを取り巻く環境は複雑化・不安定化。サプライチェーンの変動に対応するためには、データドリブンでサプライチェーンの
変化を捕捉して、迅速に対応をとることが重要。他方、多くの企業にとって、サプライチェーン構造の多層化・サプライヤーのデジタル化遅れ・
データ共有を忌避する文化などの背景によって、サプライチェーンデータを取得するハードルは依然として高い。

⚫ サプライチェーンに係るデータ連携基盤の構築は業界横断的な課題であるが、欧州の電池規則対応、半導体の需給逼迫といった業界固
有の喫緊の課題も有している。業界横断的な対応と自動車等の個別のユースケースに係る対応を同時並行的に推進することが重要。

（出典）経済産業省 HP https://www.meti.go.jp/press/2022/07/20220701006/20220701006-a.pdf
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◆事業の目的（⑤スマートビル基盤）

⚫ 建物は人々の生活基点としてサイバーフィジカルシステム(CPS)の主要な構成要素であり、それに関わる技術・サービスの開発は人々の
生活の質に直結。※CPS:実世界（フィジカル空間）にある多様なデータをセンサーネットワーク等で収集し、サイバー空間で大規模データ処理技術等を
駆使して分析／知識化を行い、そこで創出した情報／価値によって、産業の活性化や社会問題の解決を図っていくもの。

⚫ 2020年後半から国内においてゼネコン各社、メーカーが次々とビルOSを発表。一方でインターフェースやアーキテクチャに関する議論は
ほとんどなく、拡張性や同業種・異業種間連携、ビジネスモデルに課題。

⚫ スマートビルの協調領域として、ビルOSを中心にAPIやデータモデルなどを設定することで、異なるOSをまたいで機能するサービスが提供
可能。この効果はサービス創出・スケールアップの促進にとどまらず、ビルOSの普及や協調領域のさらなる拡大へと派生するため、業界を
活性化するような好循環が期待できる。

（出典）DADC HP https://www.ipa.go.jp/dadc/architecture/lab/doc/lab_report_no02smartbuilding_detail_20220215.pdf
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◆事業の目的（⑤スマートビル基盤）
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◆事業の目的（⑥先行実装基盤）

• 研究開発項目①および④の成果を一部取り込みながら、(1) ドローン航路、(2) インフラ管理DX、(3) 自動運転支援道、という3つの先
行実装領域を定め、それぞれで複数の主体（企業・業種等）を横断して必要なデータ連携が可能となるデジタル基盤を開発する。

• 上記基盤を活用し、特定のユースケース及び先行実装地域において、従来と比較して効率性、安全性等に優位性のあるサービス等の提供
が可能な仕組みの実証及びその有効性検証を行う。

データ連携システム データ連携システム データ連携システム

ドローン航路 インフラ管理DX 自動運転サービス支援道

地下埋設物照会

掘削に係るMG

災害情報共有

インフラ等の巡視・点検

配送
自動運転サービス支援道

研究開発項目①：3次元空間情報基盤
研究開発項目④サプライチェーンマネジメント基盤

特定のユースケース実証
（補助）

データ連携システム開発
（委託） ・上下水道インフラ情報

・電力インフラ情報
・ガスインフラ情報
・通信インフラ情報 等

・インフラ側センサ情報
・自動走行情報
・事故・ヒヤリハット情報 等

・地上・上空の各種空間属性情報
・航路リスク情報
・モビリティ・ハブ（ドローンポート）情報
・ UTMS、DIPS、フィールド系システム情報 等
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⑥-1 ドローン航路

• ドローン運航のための地上・上空環境が整備された空域（航路）において、グランドリスク・エアリスクを低減するための各種データを連携・変換・統合し、異なる
航路を跨いだ乗り換えも可能な飛行経路の予約及び安全・効率的な運航を支援するデータ連携システム及びツール、ビューアー等を開発・検証する。

• 早期の実装に向けた航路内の安全・効率的な運航のための航路容積の設計ならびに運航量の管理手法及びルールの研究・検証や、将来的な航路の網目
状の面的展開を見据えたネットワークトポロジーや航路に係る識別子の設計等についての調査・研究を行う。

• 上記データ連携システムを既存のドローン運航管理システムに搭載し、複数の具体的な実証地域において河川の巡視や送電設備等のインフラの点検サービス、
ドローン配送サービス等を行うため、航路のデータ整備やシステムのサーバーサイドの改修等を行い、平時・災害時を想定した飛行準備に係る時間の短縮、安
全な運航等の実証を行う。

⑥-2 インフラ管理DX

 上下水道・電力・ガス・通信の各事業者が管理する地下インフラについて、その占有状況を共有・管理するためのデータ連携システムを開発する。
 上記データ連携システムを活用し、地下インフラ情報の連携に係る具体的なユースケース（地下埋設物照会、掘削に係るマシンガイダンス、災害時における被

害状況把握・共有等）を検証するためのシステム開発や、その検証に必要となる地下インフラのデータ整備等を行い、業務効率化等の実証を行う。

⑥-3 自動運転支援道

 高速道路、一般道それぞれにおいて、インフラ側に設置したセンサ等から得られるデータを変換・統合し、自動運転車が処理、検索しやすい形式でデータを提
供し、安全な走行を支援するデータ連携システムを開発する。

 具体的な実証地域において、運行に必要となる3次元地図データの整備等を行った上で、上記データ連携システムが低遅延かつ高精度に自動運転車に情報
を提供し、物流等のユースケースへの利用等の実証を行う。

 実証地域において、仮想環境を構築し自動運転システムの開発、改善が行える共通シミュレーション基盤を開発する。さらに蓄積した走行データからシミュレー
ション用のシナリオモデルを作成する実証を行う。
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＜評価項目２＞目標及び達成状況

（１）各研究開発項目毎のアウカム達成状況
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研究開発項目① 3次元空間情報基盤に関する研究開発

達成見込み 課題

短期目標
標準化または
制度化
状況：〇

・オープンで透明性の高いデータやシステムの連携を実現するための空間の
ID（以下、空間ID）を定義。
・協調・競争領域を定め、協調領域にあたるソースコードをGitHubで公開し
て成果を公開。
・空間IDの国際標準化に向けた検討をDADCですすめており、成果を事例
としてインプット。

・データ利用時のセキュリティに関する合意形成やルール策定。
・空間IDに関わる技術者育成と標準化。
（NEDO特別講座の継続開催（2025年度））

長期目標
事業化
状況：〇

・空間IDに基づいたインフラモニタリングシステムを開発し、静岡県をはじめと
する4県7団体に配布し自治体で利用可能とした。
・空間IDにより指定したルートの移動を実現複数フロア、屋内外の移動に
成功。ロボットを活用した施工管理手法の事業化の見通しを得た。
・開発したリスクアセスメント手法より、リスク低減が可能となり、ドローン保険
を低コストで提供することが可能と判断した。
・3次元空間情報基盤等を日本において早期に整備することで、海外に先
んじて日本における早期市場拡大に貢献し、日本企業が優位な状態で海
外市場へ参入することが期待されることから、この寄与率を1%と仮定し、
870億円の市場獲得が見込まれる。

・事業化に向けて各ユースケースでの空間ID導入による投資対効
果の見極め。
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研究開発項目② 受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世代取引基盤の構築

達成見込み 課題

短期目標
標準化または
制度化
状況：〇

・中小企業共通EDIと4つの業界標準EDI（流通BMS、CI-NET、
ECALGA、鉄鋼EDI）の間でデータ読み替え手法を定め、同読み替え手
法を実装した次世代取引基盤プロトタイプを開発、双方向で商取引に成
功した。
・次世代取引基盤での商流情報を蓄積・解析した企業信用リスク評価モデ
ルの構築に成功した。
・ソフトウェア商取引データを基にSBOMを作成し、利用しているソフトウェア
に関する脆弱性のみを配信する基盤の構築に成功した。

・今後の業界ルール等に対応した維持メンテナンスが必要。
・利用者への訴求と市場形成が必要。

長期目標
事業化
状況：〇

・次世代取引基盤による取引システム導入効果による労務費削減として単
年500億円削減（2028年度）、取引作業に要する
時間の削減割合64％（2028年度）を見込み、事業化・市場形成を進
めていく。
・次世代取引基盤での商流情報を捕捉した企業信用リスク評価モデル構
築により承諾率の改善を図り、ファイナンス実行金額約3,900億円増
（2028年度）、ファイナンス申込率 14.8％
（2028年度）を見込む。
・自動車市場SDV開発に係るソフトウェア商取引を基にSBOMを形成し、
効率的な脆弱性配信による保守部門の工数削減等として、65億（2027
年度）、131億(2028年度)、263億円(2029年度)、394億円(2030
年度)を見込む。

・中小企業や零細企業への普及は、導入企業経営者および担当
者のITリテラシーや運用保守体制を含めて検討が必要であり、継続
的な普及の後押しを行う必要がある。
・商取引データを収集し解析を行うためには既存の規約変更等が必
要となる。
・商取引データを基にしたファイナンスサービス与信評価のデータ活用
にはポジティブな声を得るも金融機関側のリスク選好の変化は中長
期的な取り組みが必要。
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研究開発項目③ 複雑なシステム連携時に安全性及び信頼性を確保する仕組みに関する研究開発

達成見込み 課題

短期目標
標準化または
制度化
状況：〇

・SOSガイドガイドラインを作成完了。ガイドラインに基づくガバナンスの普及
に着手。（サービスロボットやドローンなどの自律移動体を色々な組織や団
体に普及させる為には、ASILのような安全規格、複数の移動体システム間
の情報授受の基準や標準が必要であり、それらの検討や管理できる公益な
団体の設立もしくは参加が必要であることが分かった。）
・インシデント管理における可視化用のインターフェース開発、ロボット、人の
精度評価およびインシデントを検知する基準の設計、任意のエリアごとのイン
シデントを検知する基準の設計完了。

・今後基準や標準を検討できる公益団体の参加。
・ASIL※のような安全規格、複数の移動体システム間の情報授受
の基準の策定。
※Automotive Safety Integrity Level

長期目標
事業化
状況：〇

・大学キャンパス全体をリビングラボとし自律移動ロボットやドローンの運用
データを収集・管理・共有するデジタルインフラを開発し実証を通しその有効
性を示した。
・大学(立命館大学)、企業（ソフトバンク、NEXTY Electorics）、行政、
一部市民を巻き込んだSOSガイドラインに基づくアジャイルガバナンスの実施
体制と運用に向けたテストベット構築の準備が完了した。
・事故原因調査の作業をシミュレーターで置き換え実機評価テストの目標の
24%以上のテスト項目を削減して効率化を図ることができた。
・日本企業が優位な状態で海外市場へ参入することが期待されることから、
この寄与率を1%と仮定し、870億円の市場獲得に貢献する。

・事業化に向けて参画企業によるSOS関連サービス製品のサービ設
計を実施。
・大学、企業、行政、一部市民を巻き込んだSoSガイドラインに基づ
くアジャイルガバナンス実施体制の運用によるSoSの社会実装とユー
スケースの拡大。
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研究開発項目④ サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発

達成見込み 課題

短期目標
標準化または
制度化
状況：〇

・複数企業間にてサプライチェーンマネジメントを行う際のデータ流通に関連
するデータ流通およびユーザ認証システム機能の標準として普及を目指す。
・DADCにて作成するデータスペースのアーキテクチャモデルODS-RAMへ本
事業成果を基に仕様整理の提言を行った。

・具体的な標準化・普及活動は後続の「ウラノス・エコシステムの実
現のためのデータ連携システム構築・実証事業」およびIPA DADC
の活動へ引継ぎとしている。
・今後の事業方針により大きな変更が生じる可能性があり、本事業
にて開発した基本アプリケーション等を基に早期の事業化が行われた
際に、新しい標準ガイドラインに沿った変更修正の必要性が生じる
可能性がある。

長期目標
事業化
状況：〇

・他分野・産業へ横展開することにより、自動車、化学、機械、電気等の主
に製造業を対象とした複数企業間でのサプライチェーンマネジメント上のデー
タ流通に関連する新規ビジネスを創出し事業化していく。最大1,000社の
大企業、5,000社の中小企業の参加、事業規模や提供機能に応じ、段
階的なサービスニューに応じた利用料を想定する。日本、及び諸外国のデー
タ連携市場の状況から、26年度までは各業界向け実証、27年度以降に
本格的な市場の立ち上がりを想定する。市場規模として2029年度274億
円を見込む。

・本来は公開されていない各社の産業データを相互に提供しあい活
用していくためには、データを公開する必然性、もしくは公開することで
得られるメリットが必要となる。特定の分野・産業にて各社の産業
データを共有しあうことの必然性、システム基盤の運営者たる公益デ
ジタルプラットフォーマーになりえる母体組織の在り方など、
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研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に結合するスマートビル基盤に関する研究開発

達成見込み 課題

短期目標
標準化または
制度化
状況：〇

・実証の成果をとりこみ、新たに設立された「スマートビルディング共創機構」
に参加。
・異なるビルOS間で連携可能となるようデータモデルの標準化に向け、空調、
照明、ロボットに関して、ユースケースにもとづいた共通データモデルを策定し
た。

・今後のサービスの拡大に向けてビルOS間のインタフェースの標準化
をDADCデータモデル分科会にて推進していく。

長期目標
事業化
状況：〇

・スマートビルOSの社会実装に向けて、大規模、中小規模のビルにおいてビ
ルOSを介した空調、エレベータ・ロボット（配送ロボット・掃除ロボット・警備
ロボット）の制御や人流を考慮した制御の効果と有用性の検証に成功。
・他社製ビル OS （2種類）の API・データ連携の実証に成功。
（鹿島建設、ダイキン工業株式会社）
・中小規模ビルOSのプロトタイプを完成させ、施工段階での現場活用、点
検等日常管理業務、その他の現場業務の効率化に有効であることを実証
した。（施設管理、計画修繕の生産性：20％向上/人）
・新虎安田ビルでは2025年3月より実運用が開始。
・スマートビル基盤等を日本において早期に整備することで、海外に先んじて
日本における早期市場拡大に貢献し、日本企業が優位な状態で海外市
場へ参入することが期待されることから、この寄与率を 1%と仮定し、1,020
億円の市場獲得を目指す。

・スマートビルOSの事業展開に向けては業界における更なる価値づく
りの共創(教育・共同研究)の場の構築・運営が必要となる。
・新たに設立された「スマートビルディング共創機構」を通した活動の
なかで、スマートビルの普及促進。
・大学発ベンチャー企業（大阪公大）を設立し、IPA DADC発行
のスマートビルガイドラインに準拠したビルOS、インターフェース、APIを
提供することを目指す。



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

アウトカム目標の達成見込み
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研究開発項目⑥-1 デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発 ドローン航路

達成見込み 課題

短期目標
標準化または
制度化
状況：〇

・ドローン航路の運用方法の策定、データ連携の仕様策定、ドローン航路利
用にむけたガイドラインの策定し、ドローン航路の環境を整備。

・異なるドローン航路運営者同士のドローン航路の相互乗入に向け
たガイドライン、仕様・規格、ドローン航路システムのアップデート。
・ドローン航路/航路運営の適合性認証、ドローン航路システムの運
用に係る認定「ドローン航路登録制度(仮名)」が必要。
・ドローン航路の国際標準化（ドローン航路システムの仕様・規格に
ついては、デジュール（ISO等）/フォーラム（ASTMINTEL、
EUROCAE等）に対して国際標準化団体による標準化推進。

長期目標
事業化

・ドローン航路の安全な運用に必要な安全管理および情報配信を統合的
に行うための運行管理システムを開発し、実証。
・世界初となる「ドローン航路」を2025年3月25日から静岡県浜松市と埼
玉県秩父エリアで開通。今後、河川巡視や物資輸送、送電線点検等に活
用しビジネス展開予定。
・各種調査によると、2030年までに、ドローン配送では5.3兆円（グローバ
ルインフォメーション）、ドローン検査・モニタリングでは3.4兆円（グローバル
インフォメーション）の市場成長が期待されている。3次元空間情報基盤等
を日本において早期に整備することで、海外に先んじて日本における早期市
場拡大に貢献し、日本企業が優位な状態で海外市場へ参入することが期
待されることから、この寄与率を1%と仮定し、870億円の市場獲得を目指
す。

・ドローン航路の運用拡大に向けては、運営者が異なるのドローン航
路間における直通運航（送電線上空及び河川上空等含む）が必
要となる。
・さらなる事業展開にむけて、マルチパーパスユースの検証と事業の検
討が必要となる。
（医薬品配送を行うドローンで取得した動画・画像の活用など）



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

アウトカム目標の達成見込み
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研究開発項目⑥-2 デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発 インフラ管理 DX

達成見込み 課題

短期目標
標準化または
制度化
状況：〇

・協調領域においてデータ整備ツールを開発することにより、インフラ管理事
業者のデータ整備を効率化し、各事業者データを空間ID形式に変換する
時間を79%削減。
・開発成果については原則OSS化の上公開（セキュリティ面の懸念があるも
のを除く）。

・データの受領・二次利用における運用上制約がある場合や、その
制約の考え方にルールがない場合があり統一的なルール化。

長期目標
事業化

・電気・ガス・通信各社及び自治体（上水・下水）の保有するデータを基
に、200㎢範囲（八王子市及びさいたま市）を対象に設備データ7項目の
データ整備を完了。
・マシンガイダンスアプリを参照しながら建機操作することにより、現場作業者
稼働人数が33%削減可能である旨、事後ヒアリングにて確認
・インフラ管理事業者が、各社の機微情報を統制下におきながら共通のデー
タ形式で情報を公開するためのデータ整備ツールを開発し、各社の公開デー
タを元に相互に占有状況を照会可能にするインフラ管理DXシステムを開発。
・自治体の災害時におけるインフラ被害情報の収集において活用することに
より、災害情報入手に係る時間の短縮（災害情報入手に係る想定時間
短縮率35%程度）

・データ提供企業や対象エリアを拡大し、相互照会による利便性の
さらなる向上の実現。
・インフラ管理DXシステムを活用したデータ流通事業を促進するため、
インフラ管理事業者に広く参画を促すためのエリア展開。
・中長期的に、全国の主要都市50箇所への展開に向け、インフラ
管理事業者のデータ整備負担の軽減や、アプリケーションの活用メ
リット拡大の観点から、都道府県単位等の広域・面的なデータ整備
をする必要がある。（「デジタルライフライン全国総合整備計画」で推
進）



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

アウトカム目標の達成見込み
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研究開発項目⑥-3 デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発 自動運転サービス支援道

達成見込み 課題

短期目標
標準化または
制度化
状況：〇

・環境情報連携システムを開発し、道路脇カメラやLiDAR等の路側デバイ
スの所在、種別、センサ情報を管理し遠隔から参照可能とし、複数社にまた
がった自動運転車両の間で共有可能とした。
・車両情報連携システムにより、交通情報や気象情報等を統合し3次元地
図と関連付けて低遅延で配信する基盤を開発した。
・ニアミス情報共有システムにより、自動運転車の開発を後押しするシミュ
レーション環境の基盤を開発した。
・共同輸送システムにて荷主側の輸送需要と物流事業者側の輸送能力を
事業者横断で需給マッチングを行う基盤を開発した。

・環境情報連携システムの商用利用可能なレベルまで品質を向上
させ、アーリーハーベストの対象地域で優先的に実装を進め、また、
過去に多数の地域で自動運転の実証実験を実施している際のノウ
ハウを活用し、他の地域にも順次導入を進める。

長期目標
事業化

・路側デバイス情報の共有と活用を起点にL4相当の自動運転バス実現を
後押しし、短期的にはドライバー代替や運行本数の増加、安全性向上を
図る。中期的には事業効率化や新規需要の創出、最終的には自由な移
動と交通事故死傷者数の低減、モビリティ関連市場の拡大などの効果を追
求する。
・車両情報連携システムの想定利用者との間で、利用への合意形成や受
信方法など詳細を詰めたうえで事業化を進める。
・ニアミス情報共有システムの対応シナリオ・ケースを充実させるためのデータ
拡充を進め、OEMメーカーの要望に応えていく。
・共同輸配送システムを活用し幹線輸送の積載率を向上させ、自動運転
トラック普及とあわせて全体物流量を維持拡大していく。

・自動運転レベル4の技術開発は進んでいるものの、早期の社会実
装には課題が残る。自動運転車の技術開発と、本事業で開発した
自動運転サービスを後押しする各種情報基盤と、他プロジェクトや業
界との連携を深めながら複数の取組を同時並行で推進する必要が
ある。



Appendix
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＜評価項目２＞目標及び達成状況

（２）各研究開発項目毎のアウトプット目標詳細説明および達成状況



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

３次元空間IDの普及戦略

102

実現すべきサービス

必要なデータ（NEDO事業で実施）

1

2

＜法律・制度＞
• ベース・レジストリとの連携（地番情報、不動産番号等）
• 空間IDについて、国土地理院に監督業務を追加（測量法）

＜利用ルール整備＞
• ドローンの運行管理システムでの利用を義務づけ（運行管理システム

の開発・提供者向けのガイドライン等に記載）
• ３D都市モデルデータへの紐付け 等

＜インセンティブ設計＞
• 公的データとして公共財化（空間ID自体もベース・レジストリ化）
• 利用者は無料で利用可能

制度（関係省庁等と連携）3

＜設計コンセプト＞
• コンピューティングパワーがないデバイスでも処理可能な軽い設計

＜認証・セキュリティ＞
• データアクセスには法人・個人IDで認証
• 安全保障に関わるデータのため、アクセシビリティコントロール機能を実装

＜ネットワーク・クラウド基盤＞
• インターネットベースで専用回線は不要
• クラウド上にIDデータを格納、頻繁に使われるデータはキャッシュ化して高

速利用可能に

システム・アーキテクチャ（NEDO事業で一部実施）4

• 航空レーザデータや衛星データ等の公的
データを最大限に活かし、低コストで取得し
たデータを元に、日本全国の全空間を３
次元に分割しIDを付与（広域ID）

• 目的やエリア別に、必要に応じて高精度な
3次元IDを付与（狭域ID）

• 人が見る前提のあらゆる地図サービスが出ている一方で、今後は
マシンやシステム側が環境を読み取るための基盤情報が必要

• 自律型モビリティが現実空間に関するデータを自ら検索し、自律
的に運行判断が可能になることで、多数の台数を同時に利用す
ることができ、物流・警備・点検など様々な用途で活用、人々の
生活の利便性が維持・向上される

現状

• 過疎地のみ
• 承認を受けた経路・エリア
• 専用レーンや空域分離（高度150m以下）

• 低密度（目視の範囲：数台）

• 頻繁に停止

2030年（Society5.0）

• 過疎地＋地方都市＋大都市
• 日本全国の陸海空での自由な飛行
• 第三者や他のモビリティとの空間共有
• 高密度（1時間100フライト/㎢）

• 止まらずに運行

• 運行に必要な環境データなし
✓ 地上にある地物等のデータが各種DBに散在
✓ 工事・渋滞・気象状況等のデータも散在
✓ リアルタイムな障害物の情報がない

• 複雑な空間や何もない空間を示す方法がない

・３次元空間IDを整備し、必要な環境データを紐付け
ー 地物等のデータを各種DBから一括検索可能に
ー 工事・渋滞・気象状況等のデータも重ね合わせ可
ー 障害物情報を即時性高く共有する仕組み

・空間上にバーチャルな道や部屋を作成できる

現状 2030年（Society5.0）



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

研究開発項目① 3次元空間情報基盤におけるKGI、KPIの設定例
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2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

研究開発項目①アウトプット目標
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研究開発項目 研究開発目標 根拠

研究開発項目①
3次元空間情報基盤に関する
研究開発
（委託事業）

⚫民間の3次元地図情報や国・自治体が持つ施設やインフラの3次
元情報等を互いに正しく連携するために、実空間における位置情報
を統一的な基準で表現するための共通の技術仕様（3次元空間
をグリッド状に分割しアドレスを付与した3次元空間ID（以下、「空
間ID」という。））の策定を行う。また、配送ロボットやドローン等の
モビリティが、空間IDをキーとして情報を収集・活用し、自律的に運
行できるような運行基本ソフトを構築し、空間IDと実空間に関する
データとの連携が可能であることを実証する。さらに、空間IDの活用
が新たなサービスの創出やビジネスの活性化の観点での有効性につ
いて検証する。

⚫自律移動ロボットが連携する通信、交通インフラ、他社の自律移動
システム等の周辺システムからの影響で事故が起こった場合に、責
任の所在や分配を明らかにするために、システム間の相互作用も含
めて事後的に検証可能とするような、データロガーのプロトタイプシ
ステムを試作し、インターフェース設計や各システムに実装すべき機
能設計を完了する。

⚫官民の様々な3次元の地理空間
情報を連携するために必要となる
共通的な仕組み（空間ID）を活
用したデータ流通基盤の構築だけ
でなく、実ユースケースを想定した
実証と効果測定まで実施するため、
妥当である。

⚫安全規制に関係するシステムアー
キテクチャを踏まえたプロトタイプシ
ステムの構築だけでなく、将来的な
利用を想定してインターフェースや
機能設計まで完了するものであり、
妥当である。



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

105

■研究開発項目②【契約・決済・税務の各システムの情報連携による次世代取引基盤】
商習慣の違いや旧来の業界単位のEDIシステムなど個別バラバラの非効率なシステム群（As isの図）の改善を目的として、

即時・多頻度の契約とそれを支える決済をワンストップ化するデータ標準など情報連携のルールを整備し、本標準を用いた次
世代取引基盤（To beの図）の構築を行う。また、本次世代取引基盤を用いて、商習慣やEDIの利用状況が異なる複数
の企業間取引が可能であることを実証する。
IT総合戦略室（デジタル庁）、経産省、金融庁と連携し実施。

研究開発項目②アウトプットイメージ



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況
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研究開発項目 研究開発目標 根拠

研究開発項目②
受発注・請求・決済の各
システムの情報連携を可
能とする次世代取引基
盤の構築
（委託事業）

⚫即時・多頻度の契約とそれを支える決済をワンストップ
化するために、必要なデータ標準の作成および本標準
を踏まえた次世代取引基盤の構築を行う。また、本次
世代取引基盤を用いて、商習慣やEDIの利用状況が
異なる複数の企業間取引が可能であることを実証する。

⚫個別バラバラで非効率となっ
ているシステム群を相互接
続するための標準の検討お
よび本標準を活用し、既存
のシステムの連携実証まで
実施するものであり、妥当で
ある。

研究開発項目②アウトプット目標



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況
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研究開発項目③アウトプット目標

研究開発項目 研究開発目標 根拠

研究開発項目③
複雑なシステム連携時
に安全性及び信頼性を
確保する仕組みに関す
る研究開発
（委託事業）

⚫SoSの特性である「事故の予見が困難」「原因特定が困難」「原
因が複数存在」に対応するため、SoS運用時のデータの収集・管
理・共有が可能となるシステムを構築し、そのシステムの有効性を
検証する。また、SoS（市民が自ら社会課題の解決に取り組むた
めのテクノロジーとしてのシビックテックを含む。）も活用しながら、ス
テークホルダーと双方向の対話を行い、価値やリスクを共有するな
どして、社会受容性を高める方法についても検討する。

⚫SoSの安全性・信頼性評価の省力化を実現するシミュレータを
開発する。具体的には、実機（自律移動ロボットや運行管理シ
ステム等）試験による評価と並行して、異常条件やイレギュラー
ケースなど実機では実施困難なケースや運用開始後にOTA
（Over the Air）試験等を通じて自律移動ロボットに関するシ
ステムを更新するケース等をシミュレータで評価するなど、実機とシ
ミュレータを組み合わせた効率的な評価モデルを想定している。そ
の際には、入力データの信頼性を確保する方法についても検討す
る。

⚫SoSの特性である「事故の予見
が困難」「原因特定が困難」
「原因が複数存在」であるため、
SoS運用時のデータの収集・管
理・共有が可能となるシステム
を構築し、そのシステムの有効
性を検証するものであり、妥当
である。

⚫SoSでは、連携するシステムの
数の増大、各システムの高頻度
更新やAIによる判断の増大等
するため、安全性・信頼性を担
保しながらもイノベーションを促
すことに繋がるようなシミュレータ
を開発は、重要である。



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況
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研究開発項目④アウトプットイメージ

■研究開発項目④ SCM基盤
企業・業種横断的な基盤となるよう拡張性に留意しながら、喫緊のニーズの高い自動車（車載用蓄電池、半導体）
を念頭に取組を具体化する。具体的には、事業者・事業所・商材の識別子や関連データのデータモデルの標準化、そう
したデータを連携するためのインターフェース/検索機能の開発、データを共有する範囲・粒度に関するルール整備、データ
トラスト・データガバナンスに係る検討及びそれらの有効性検証を行う。

（出典）経済産業省 HP https://www.meti.go.jp/press/2022/07/20220701006/20220701006-a.pdf

サプライチェーンマネジメントのシステムはすでに多くの企業に導
入されているので、これらの既存システムに対して本事業の成
果をどのようにビルトイン(活用)するかについて事前に考慮して
おかないとせっかくの成果が使われない可能性がある。

具体的な課題を軸として基盤を構築することで、利用の
メドを立てながら事業を推進する。他方、汎用的に構築
する研究開発項目②の基盤を一部活用するなどにより、
拡張性には十分留意しながら進める。



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況
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研究開発項目④アウトプット目標

研究開発項目 研究開発目標 根拠

研究開発項目④
サプライチェーンマネジメン
ト基盤に関する研究開発
（委託事業）

⚫サプライチェーンマネジメントに係る企業・業
種横断のデータ連携を円滑に行うためのデ
ジタル基盤を1件以上構築し、標準化また
は制度化に繋げる。

⚫企業・業種横断的な基盤となるよう拡張
性に留意しながら、喫緊のニーズの高い自
動車（車載用蓄電池、半導体）を念頭
に取組を具体化する。具体的には、事業
者・事業所・商材の識別子や関連データの
データモデルの標準化、そうしたデータを連
携するためのインターフェース/検索機能の
開発、データを共有する範囲・粒度に関す
るルール整備、データトラスト・データガバナ
ンスに係る検討及びそれらの有効性検証を
行う。

⚫データモデルの標準、インターフェースの開
発等の協調領域の構築を目指すもので
あるものであり、妥当である。

⚫具体的な検討対象として自動車（車載
用蓄電池、半導体）を選定していること
については、欧州の電池規則対応、半
導体の需給逼迫といった喫緊の課題へ
の対応という観点で妥当である。構築す
る基盤は特定の業界に閉じることなく汎
用性を確保することが重要となる。

⚫また、自動車は、既に欧州において、バ
リューチェーン全体でデータを流通させるプ
ラットフォームCatena-Xが立ち上がるな
ど、海外のプラットフォームへの対抗あるい
は連携・調和のあり方を至急検討するこ
とが重要。



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況
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研究開発項目⑤アウトプットイメージ

ヒト・モビリティ・ビルをはじめとしたフィジカルアセットより収集されたデータがデジタルツインを構成する。これらのデータ
活用によって、建物の空間価値が向上し、データドリブンなサービスによって多くの関係者に利益をもたらす。さらにビ
ル同士の相互接続がスマートシティの構成要素となり、地域の活性化をはじめ、社会的課題を解決する。

スマートビルによって実現する社会システム

（出典）DADC HP https://www.ipa.go.jp/dadc/architecture/pdf/pj_report_smartbuilding_doc-appendix_202209_1.pdf
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研究開発項目⑤アウトプットイメージ

（出典）DADC HP https://www.ipa.go.jp/dadc/architecture/pdf/pj_report_smartbuilding_doc-appendix_202209_1.pdf

スマートビル将来ビジョン（案）
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研究開発項目⑤アウトプットイメージ
■研究開発項目⑤ スマートビル基盤

業界横断で多数のシステムが繋がるシステム全体のアーキテクチャを設計しながら、データモデルの標準化や、そうしたデー
タを連携するためのインターフェース/検索機能の開発、そして、データを共有する範囲・粒度に関するルール整備、データ
トラスト・データガバナンスに係る検討及びそれらの有効性検証を行う。

（出典）DADC HP https://www.ipa.go.jp/dadc/architecture/lab/doc/lab_report_no02smartbuilding_detail_20220215.pdf



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況
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研究開発項目⑤アウトプット目標

研究開発項目 研究開発目標 根拠

研究開発項目⑤
人・ロボット・システムを
有機的に結合するス
マートビル基盤に関する
研究開発
（補助事業）

⚫スマートビルに係る同業種・異業種間
連携、ビルと多様なサービスとの連携
を実現するためのデジタル基盤を1件
以上構築し、標準化または制度化に
繋げる。

⚫業界横断で多数のシステムが繋がる
システム全体のアーキテクチャを設計し
ながら、データモデルの標準化や、そう
したデータを連携するためのインター
フェース/検索機能の開発、そして、
データを共有する範囲・粒度に関する
ルール整備、データトラスト・データガバ
ナンスに係る検討及びそれらの有効性
検証を行う。

⚫システム群を相互接続するための
アーキテクチャや標準等の協調領域
の構築を目指すものであり、妥当で
ある。

⚫具体的に検討を進めるデータモデル
の標準化やデータ連携基盤等につ
いては、国内外の関係者、有識者
のヒアリングを通じて、未確立である
こと、データ連携等を前提にした機
能拡張性やソフトウェアの再利用性
が考慮されていないこと等の課題認
識がなされている。
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研究開発項目⑥アウトプット目標
アウトプット指標 アウトプット目標

中間目標 － －

最終目標
2024年度

「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑
に行うための標準化又は制度化」に資する
デジタルインフラの整備

• サブ項目（ドローン航路、インフラ管理DX、自動運転支援道）毎に1件以上
• 社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎にKGI及びKPI

を設定し、実証を行う。その際、UX/UIに優れたシステムとするべく、開発の途中
段階で潜在的な利用者や提供者等の社会・産業の幅広いステークホルダーによ
る試験的な利用・議論を通じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の
具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施すること（アジャイル開発）を原則
とし、目標を適宜最適化するものとする。

（設定理由・根拠）
• 期間の短い単年度事業となるため、中間目標は設定しない。
• 委託事業においてアウトカムに繋がる協調領域の基盤を構築し、補助事業において特定のユースケースにおける有効性検証を行う。ユース

ケースについてはNEDO側から例示はするが、事業者（提案者）の裁量とする。

（計測方法）
• 少なくとも月次で進捗状況をモニタリングし、達成状況を確認。
• ドローン航路、インフラ管理DX、自動運転支援道等の社会実装に必要な、標準的な技術仕様等を記載した上で、実際にガイドライン等と

して公表した数を計測。



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発項目① 3次元空間情報基盤に関する研究
開発

実施項目
目標

（2025年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根
拠／解決

方針

①ドローン等の自律
移動ロボットに係る3
次元空間情報基盤
等の研究開発

・協調・競争領域を定め、協調領域を広く活用可能な
形態での整備
 ・3次元空間情報基盤の有効性を検証するためのプロ
トタイプシステムの開発

・協調・競争領域を定め、協調領域にあたるソースコードを
GitHubで公開した。
（https://github.com/ODS-IS-STID）
 ・プロトタイプシステムを用いて、実証を行い、3次元空間
情報基盤として必要なボクセルサイズや機能などの有効性

と課題を確認した。

◯
2025年3月
に達成済み

3次元空
間情報基
盤の有効
性を検証

②自律移動ロボット、
空間ID及び3次元
空間情報基盤を活
用したユースケースの
事業性及び有効性
検証

3次元空間情報基盤を活用したユースケース実証にて将来社会
実装が出来るかどうかの指標の定性/定量的評価
【設備点検】
ドローンによる撮影映像品質
現行業務との時間の比較

【物資輸送】
利用シナリオ及び飛行経路

・短時間かつ品質の高い巡視が可能であることを確認
・河川、海岸線上空を飛行経路とした自律飛行による処
方薬の当日配送が可能であることを確認した。

〇
2025年3月
に達成済み

有識者の実
現可能性な
ど評価実施

③3次元空間情報
基盤を活用したド
ローンの飛行に関す
るリスクアセスメント等
の研究開発

・航行可能なリスクスコアの達成
（リスクの低減）
・現地サーベイの工数削減（3人日を0.5人日）

・リスクを制御し、その状況を評価できるリスクアセスメント手
法を開発した。
・３次元空間情報基盤の活用による現地サーベイ工数を
削減した。

◯
2025年3月
に達成済み

・設定したすべ
ての基準のリ
スクを制御で
きたため。

・現地サーベイ
工数が削減で

きたため。

（１）３次元空間情報基盤活用による自動移動ロボット普及に向けた実証実験



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発項目① 3次元空間情報基盤に関する研究
開発

実施項目
目標

（2025年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根
拠／解決

方針

①空間ID でロボット
のルート設定を行う
システムに関する開
発・実装・実証

•空間IDをルート設計へ活用する仕様の確立
•空間IDからロボットの座標系へ変換と、変換精度の検
証
•屋内外空間ロボットが移動可能か検証

•指定したルートをロボットが自律移動出来ることを
確認。 
•空間IDの高さ情報を用いて複数フロアを跨いだ
自律移動ができることを確認した。

◯
2025年3月
に達成済み

空間IDにより
指定したルート
の移動を実現。
複数フロア、屋
内外の移動を
実現

②現場空間管理ア
プリとロボットの空間
ID を使った連携・実
証

•空間IDを活用したtateras（建設空間管理システ
ム）とRNS（ロボットナビゲーションシステム）の連携方
法を検証

•tatersの情報をRNSに取り込み可能なことの確
認した。

〇
2025年3月
に達成済み

空間IDによる、
「tateras」と
「RNS」の情報
連携を実現

③複数異種ロボット
の空間ID を使った
制御・実証

•複数異種ロボットが共通して空間IDを利用することで
連携・処理し、自律走行が可能か検証

•tattersの情報をRNSに取り込み可能なことの確
認した。

◯
2025年3月
に達成済み

「Spot」と
「RICE」の２種
類のロボットの
自律移動を実
施

（２）スマートシティに向けた空間ID/３次元空間情報基盤の研究・開発



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 
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研究開発項目① 3次元空間情報基盤に関する研究
開発

実施項目
目標

（2025年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根
拠／解決

方針

①空間ID汎用ライブ
ラリの開発 

空間ID汎用ライブラリの開発、及びオープン化環境を構
築

一般の開発者が空間IDを用いたアプリケーション
の開発が可能となった。

◯
2025年3月
に達成済み

オープン化
環境公開済み

のため

②空間IDを用いた
静的、準動的、動的
な空間の管理機能
の開発

複数種類の静的・動的な情報を空間IDの形式で管理
する基礎的な機能の開発

複数種類の静的・動的な情報の空間ID形式化
とDB化することにより、幅広い組織で管理される
情報の空間ID化が可能となった。

〇
2025年3月
に達成済み

情報の空間
IDの管理を

実現したため。

③空間ID API 
(UTM/GCS間)の
開発 

空間IDを用いたAPIの開発、検証 
・APIを用いた連携を可能とする

幅広いアプリケーションで空間IDによる連携を可能
とした。

◯
2025年3月
に達成済み

APIによるア
プリケーション
連携を可能
としたため。

④アプリケーションの
開発 ヘリコプターの情報を空間IDの形式で登録可能とする

ドローンと飛行高度が近いヘリコプターとの空域の
調整といった連携を可能となった。
・ヘリコプターの動的な位置情報について空間ID形式で取り込
みを行った
・ドローンとヘリコプターの接近を検出しドローンの飛行を中断する
機能開発を行った

◯
2025年3月
に達成済み

ヘリコプターと
ドローンの空
域連携を可
能としたため

（３）効率的なボクセル化を通じた空間情報管理手法及びドローン等自動型移動モビリティにおけるボクセルの利活用に係る研究

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 
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研究開発項目① 3次元空間情報基盤に関する研究
開発

実施項目
目標

（2025年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根
拠／解決

方針

⑤空間IDの参照
/登録UIの開発

構造物情報などを入力するための空間IDビューアプリ
ケーションを開発

一般のユーザーが使用可能なアプリケーションを開
発に成功した。

◯
2025年3月
に達成済み

一般のユーザ
が構造物や土
地の利用を把
握できるビュー
アの開発に成

功した。

⑥機体サイズに応
じた空間予約に
関する理論研究

機体サイズに応じた適切なセパレーションの設定に関す
る研究開発

異なるサイズのボクセルの取り扱いを可能とした。
〇

2025年3月
に達成済み

セパレーション
設定によるド
ローンの安全
の保障を可能

とした。

⑦実証実験
空間ＩＤを汎用ライブラリやUIを用いた段階的な実証
実験を行う

複数回の実証実験を実施して研究開発に反映
することができた。

◯
2025年3月
に達成済み

実証実験の
結果を反映
した開発に
成功した。

（３）効率的なボクセル化を通じた空間情報管理手法及びドローン等自動型移動モビリティにおけるボクセルの利活用に係る研究

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発項目① 3次元空間情報基盤に関する研究
開発

実施項目
目標

（2025年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根
拠／解決

方針

①3次元空間情報
基盤の開発

アーキテクチャを設計し、空間IDに関連付けて管理するメタデータを定
義し、仕様書を策定する。既存データのない地点においても地物属性
の補完手法を考案する。ユーザAPIのアルゴリズムを設計し、3次元空
間情報基盤を構築する。

地図と点群データを用いることで、建物、鉄塔・高圧線、鉄道、
水域、道路の3次元空間情報基盤を開発した。また、地図がな
い地域においてもAIによる地物識別AIを導入した。さらには、膨
大な空間情報を高速に解析・配信できる空間ボクセル構造を
考案し、外部APIを開発することで、各ユースケースにおける利
活用基盤を構築できた。

◯
2025年3月
に達成済み

知物識別AI活
用の導入と高
速に解析・配
信可能な空間
ボクセル構造を
開発に成功

②ドローン等の自律
移動モビリティに係る
3次元空間情報基
盤の開発

運航リスク評価Webシステムと人流・Spoofing攻撃などの動的なリス
ク情報を統合し、空間ID連携によるリスクアセスメントシステムを実現す
る。

空間情報基盤連携により、衝突リスクの低減、計画工数の低
減が実現できた。具体的には、不可視であった送電線との衝突
リスクをドローン運航画面において、可視化を実現し、衝突リスク
に加えて、パラメータ（操縦者、機体、運用体制等）設定によ
り、より安全な実証飛行を実現した。また、ドローンの安全航行
に寄与する特殊な人流データ集計仕様を定義し、空間IDへの
接続APIを開発し、ドローン用の信号認証機能の開発、及び
Spoofing検知の実証を行った。

〇
2025年3月
に達成済み

衝突リスクの可
視化など安全
航行に寄与す
る３次元空間
情報基盤の開
発に成功した。

③空間ID汎用ライブ
ラリやUIを用いた、段
階的な実証実験を
行う

都市環境デザイン工学科の学科目にて教育環境を構築し、試行・導
入する。モデル地区で平常時・災害時における利用シーンの実証実験
を実施して有用性を検証する。空間ID対応点検結果データベースの
構築。

実際に静岡県下や法政大学のデジタルツイン環境を構築した。
そして、それらを活用した教育教材を作成し、学科目に導入した。
これにより、ゼミナールにてデジタルツインに関する研究が進行した。
また、空間IDに基づいたインフラモニタリングシステムを開発し、静
岡県をはじめとする4県7団体に先行配布した。

〇
2025年3月
に達成済み

デジタルツインに
関する研究推
進の貢献とイン
フラモニタリング
システムの先行
配布まで実施。

（４）情報容量が可変するセマンテックデータ連携空間IDからなる３次元空間I基盤構築と基盤を通じた二拠点でのドローン
自律移動の安全・効率的な運行の実現



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発項目① 3次元空間情報基盤に関する研究
開発

実施項目
目標

（2025年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根
拠／解決

方針

ア)関連事業①の工程
管理の実施

•定期的な情報収集
•適宜個別打合せでの情報収集

•月2回でコミュニケーションを設定
•柔軟な進捗管理の実施

◯
2024年3月
に達成済み

マイルストーン
に遅延ないた
め

イ)空間IDの体系化 •空間IDのルールについてユースケース横断の共通部分を明確化
•空間IDの特性と意義を整理
•各開発事業者へヒアリングし技術的課題を整理

〇
2025年3月
に達成済み

ルールの明確
化完了

ウ)インターオペラビリティ
確保に係る検討・検証

•接続性検証を行う環境構築
•関連事業者が開発した各システムの接続性検証を行い、結果を(エ)
にフィードバック

•インターオペラビリティ評価軸を作成し、開発事業者のシステム
の評価を実施

◯
2025年3月
に達成済み

インターオペラ
ビリティ評価軸
に基づく評価
を実施

エ)3次元空間情報基
盤の技術仕様の取りまと
め

•関連事業者の開発進捗・実証結果等を踏まえ、(イ)(ウ)のアップデー
トを図る。

•GitHubでの共通ライブラリ公開・運用
•運用体制検討支援

◯
2025年3月
に達成済み

技術仕様取り
まとめ結果を
共通ライブラリ
で展開

オ)空間IDおよび3次元空
間情報基盤の活用に係る
ガイドラインの作成

•ガイドライン記載事項について、産官学の目線から示唆を得る。
•各開発事業者・有識者へのヒアリングにより示唆を得た。
•一部章の執筆・更新を担当した。

○
2023年4月に

達成

各開発事業者・
有識者へのヒアリ
ングにより得た示
唆をガイドラインに
反映

（５）空間IDを活用した３次元空間情報基盤に関する調査



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発項目① 3次元空間情報基盤に関する研究
開発

実施項目
目標

（2025年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根
拠／解決

方針

カ)進捗報告会の実施 進捗状況、課題、その後の進め方の共通理解の形成 •月次でNEDO／METI／DADCを交え報告会を実施
〇

2025年3月
に達成済み

月次進捗報告
会開催・議論に
て共通理解形成
に貢献したため。

キ)空間IDおよび3次元空
間情報基盤の普及に向け
た施策の検討・実施支援

空間IDおよび3次元空間情報基盤の普及に向けた課題を整理し、ア
クション案の策定や実施支援により推進

•デジタル技術展へ出展、記事公開
•空間ID普及施策検討のための課題抽出・整理の実施

◯
2025年3月
に達成済み

普及に向けた
課題の抽出と
支援等実施し
て空間IDの普
及に貢献した。

（５）空間IDを活用した３次元空間情報基盤に関する調査



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 
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研究開発項目② 受発注・請求・決済の各システムの
情報連携を可能とする次世代取引基盤の構築

実施項目
目標

（2023年1月）
成果（実績）
（2024年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

①ワンストップ企業間取
引を可能とする受発注・
請求・決済取引ネット
ワークの研究開発

小企業共通EDIを標準案に業界標準EDIや個別Web-EDI
のデータ規格との差異を補完する取引ネットワークのプロトタイプ
を製作、複数システム間に跨る試行的な取引を実行し、取引
作業時間の削減を評価し、文書化

中小企業共通EDIと4つの業界標準EDI（流通BMS、
CI-NET、ECALGA、鉄鋼EDI）間で業務メッセージが授
受できることを確認した。
同プロトタイプを使用し、ユーザーに最大62％の業務削減
効果を確認した。

〇
2024年3月に

達成済み

業務削減効果
は確認

②受発注-請求-決済
に係る業務・取引のデジ
タル完結を可能とする業
務システムの研究開発

業務・取引のデジタル完結を可能とする業務プロセス改革を基
に、ERPベンダーの機能範囲についても比較検討し、業務プロ
セス一覧を基に標準的なデータモデル案を策定

標準データモデルを策定し、データ蓄積／参照基盤の
プロトタイプにも実装した。

〇
2024年3月に

達成済み

関係者にて検収
済

③取引デジタル化に係
る業務プロセス改革支
援体制の研究開発

デジタルツール導入支援の展開に必要となる、要求事項定義
を実施し、IT導入支援の拡大的な展開に係る要求事項を報
告書に取りまとめ

IT導入支援の担い手に係る要求事項を整理し報告書とし
た。

〇
2024年3月に

達成済み

関係者にて検収
済

④ワンストップ参照を可
能とするデータ蓄積/参
照基盤の研究開発

データ蓄積/参照基盤のプロトタイプを製造、 商流ファイナンス
サービス基盤との接続による取引実行プロトタイプを製作、上
述①並びに後述⑤と接続し、試行的な取引を少なくとも1件
以上実行

プロトタイプを構築し下段の商流ファイナンス基盤と接続した
取引試行を実施した。
標準的なデータモデルに基づいて商流ファイナンス以外への
応用可能性を発見した。

〇
2024年3月に

達成済み

ユースケースが広
がり、実用化の

確度向上

⑤取引データ活用によ
る商流ファイナンスシステ
ムの研究開発

商流ファイナンス基盤を活用した取引実行及びEDI過去取引
を活用した信用リスク評価モデルを試作、商流ファイナンスの実
現可能性を評価

組み込み型での提供による利便性や金融サービスへのアク
セス向上に係る提供価値仮説は一定に正しいものと評価で
きた。
ユーザー側からの与信評価のデータ活用にはポジティブな声
を得るも金融機関側のリスク選好の変化は中長期的な取り
組みが必要とした。

△
2024年3月に
一部達成済み
継続取組中

与信評価時の
金融機関側のリ
スク選好について
自主的取組を

継続

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達

（１）次世代取引基盤の構築並びに取引データの商流ファイナンスへの利活用



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 123

研究開発項目② 受発注・請求・決済の各システムの
情報連携を可能とする次世代取引基盤の構築

実施項目
目標

（2023年6月）
成果（実績）
（2024年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

① データ連携基盤シス
テムと周辺業務システム 
の研究開発

様々なシステムをデジタル環境において連携可能にすることで、
取引のデジタル完結を実現可能とするデータ連携基盤の要件
を定義する。 

一元管理可能な取引データの統一フォーマッ トを策定した。
〇

2024年3月に
達成済み

要件定義完了
し関係者レビュー

済み

② 取引データ蓄積盤の 
研究開発

あらゆる取引先とのデジタル化されたリアルタイムな取引及びデ
ジタル化された取引データの参照が可能となるような仮想的な
データ蓄積基盤を構築する。 

データレイクハウスと仮想データプラットフォームにより「データ蓄
積基盤」 を構築し、システムテストを実施した。

〇
2024年3月に

達成済み

システムテスト実
施し関係者レ

ビュー済み

③ 取引データ利活用シ
ステムの研究開発

次世代取引基盤を利用した取引における取引データ等を利活
用したサービスを提供するデータ利活用システムを構築する。 

蓄積データをサービスに活用するための 「データ利活用シス
テム」 を構築し、システムテストを実施した。
ソフトウェア取引状況を基にソフトウェア部品表（SBOM）
を作成し、基盤利用者へ内包するソフトウェアの脆弱性
/OSS更新情報をタイムリーに配信する自動通知機能を開
発した。

〇
2024年3月に

達成済み

システムテスト実
施し関係者レ

ビュー済み

④ 取引データ蓄積・利
活用の実証

適切な実証ユースケースを設定し、本研究開発の目標である
「基盤利用者におけるソフトウェア開発・保守工数の20%削 
減」が達成できていることを実証する。 

あらかじめ合意した課題解決ユースケースにあてはめた実証
によりソフトウェア開発・保守工数の削減率を算出した。
ソフトウェア商取引データから生成したSBOMを基に実際に
利用しているソフトウェアのみを対象とした脆弱性アラートの
配信が可能となり、事前想定を上回る保守工数の削減が
見込まれる結果を得た。

〇
2024年3月に

達成済み

・実証における工
数削減率目標

値達成
・年あたり効果

試算算出

（２）仮想的な次世代取引基盤における総合的なシステムの開発と有効性の実証



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

124

研究開発項目③ 複雑なシステム連携時に安全性
及び信頼性を確保する仕組みに関する研究開発

実施項目
目標

（2025年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根
拠／解決

方針

①SoS 運用データの収
集・管理・共有及び社
会受容性に配慮した横
断的な「アジャイル・ガバ
ナンスPF」

SoS運用時のデータ収集・管理・解析・共有が可能となるシステ
ムの構築（１．データ信頼性の定義/データ確保/管理、２.事
故やヒヤリハット発生時の短時間による状況推定、３．配送サー
ビスに対する主観データ解析によるサービスの社会受容性評価）

1.データ信頼性の定義/データ確保/管理、2.事故やヒヤリハッ
ト発生時の短時間による状況推定、3.配送サービスに対する主
観データ解析によるサービスの社会受容性評価が可能にとなっ
た。（ロボット・人の精度評価およびインシデントを検知する基準
の設計など）

◯
2025年3月
に達成済み

インシデントの
発生を検知す
る機能設計が

完了

②SoS運用「ガイドラ
イン」の開発

エリア特性・社会受容性を踏まえたソフトローの規定
（SoSガイドライン）の作成と運用スキームの構築

2度の更新を経てSoSガイドラインVer 3.0が完成、チェックリス
ト及び運用マニュアル完成。さらに、普及動画の作成とアウトリー
チ実施開始。

〇
2025年3月
に達成済み

ガイドライン作
成と運用を実

現

③社会受容性を醸成
する「デジタル共創技
術」

ユーザを含むマルチステイクホルダを包括した社会受容性の醸成に
向けた、製品やサービスのリスク及び価値のバランスよい評価の仕
組みの開発

ユーザの主観データからサービスに求められる 価値とリスクを評
価し、ステークホルダにフィードバックする手法の開発が完了した。
（便益・リスクを推定する機能と結果を人々に共有・共感する
仕組みを実装できた。）

◯
2025年3月
に達成済み

リスク評価と結
果の共有の仕
組みの実装

④SoSの安全性・信頼
性評価の省力化を実現
する横断的な「シミュレー
ションPF」の研究開発

シミュレーション関連の以下3点の開発
１． 送受信コンフォーマンステスト環境、２．事故再現環境、
３．テストシナリオ検証環境

•事故原因調査の作業をシミュレータに置き換え、実機評
価テスト項目を削減できた。（目標テスト項目削減：数項
目数比 24％以上）

•テストシナリオによるシミュレーションによりSoSの安全性関
連の実機評価テスト項目を削減できた。

〇
2025年3月
に達成済み

テスト項目の
削減が図れた

⑤立命館版ガイドライン
及びリビングラボ運用に
向けた取り組み

アジャイルガバナンスに基づくテストベッドの構築と運用
担当行政部署を設置し、ガイドラインに基づきアジャイルガバナン
スを実現するスキーム完成。実運用を前倒し実施。

◯
2025年3月
に達成済み

テストベットの
運用開始

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

実施項目
目標

（2024年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

①データ流通システム及
びユーザ認証システムの
開発

・初期開発及び運用設計を実施
・APIの提供/カスタマイズ、機能追加を実施
・サンプルアプリケーション（CFPアプリ参考実装例）開発を実
施
・Catena-Xとの接続機能開発を実施

・蓄電池トレーサビリティプラットフォーム構築済み(2024/3)
・APIの提供/カスタマイズ、来歴管理機能追加済み
・CFPアプリ参考実装例の開発及び提供済み
・Catena-Xとの接続機能開発済み

〇
2024年3月＋
2025年3月に

達成済み

実証にて関係者
含め動作確認し
OSSとして公開

済

②データ流通システム及
びユーザ認証システムの
実証

・蓄電池トレーサビリティシステムにおける運用/非機能観点の
実証（受入試験等含む）を実施
・Catena-Xとの接続実証を実施
・Catena-X以外のデータスペースに関する概要調査を実施を
実施

・蓄電池トレーサビリティプラットフォーム実証完了(2024/3)
第54回 日本産業技術大賞の最高位「内閣総理大臣賞」
を受賞、データスペースの取組や実績が高く評価された
・Catena-Xとの国境をまたくデータスペースとして初の相互
接続実証を実施済み(2024/12-2025/1)
・データスペース（EDC/FIWARE/DATE-EX)に関する概
要調査を実施済み

◎
2024年3月＋
2025年3月に

達成済み

実証にて関係者
含め動作確認

済

③国内外データスペース
との相互接続に向けた
調査・検討

・サプライチェーンデータ連携基盤の接続先候補となるデータス
ペースを選定し、相互接続に必要な要件等を整理
・将来のトラストサービスとの連携に向けた調査を実施

・データスペースを選定し、相互接続に必要な要件等を報
告書に整理済み。
・将来のトラストサービスとの連携に向けた調査を実施し、報
告書に整理済み。

〇
2025年3月に

達成済み

関係者へ
公開済

④技術仕様書の作成
・データ流通/ユーザ認証システムのAPI仕様書の整理、提供
・設計・開発のガイドラインの整理を実施

・データ流通/ユーザ認証システムのAPI仕様書の整理、提
供を実施済み(2024/5初版、2025/3更新版)
・ガイドライン文書として整理済み

〇
2024年5月＋
2025年3月に

達成済み

公開済

⑤OSS 管理・維持方
針の策定

・実施項目1で開発した成果物をOSSとして公開
・実施項目2の実証完了後、必要に応じて公開済みOSSを改
修し、最終版としてリリース

・実施項目1で開発した成果物をOSSとして公開済み
(2024/5初版)
・実施項目2の実証完了後、公開済みのOSSを改修し、
最終版としてリリース済み(2025/3更新版)

〇
2024年5月＋
2025年3月に

達成済み

公開済

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 125

研究開発項目④ サプライチェーンマネジメント基盤に
関する研究開発



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

126

研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に
結合するスマートビル基盤に関する研究開発

実施項目
目標

（2024年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

⓪ユースケースのフィール
ドである複合ビル選定

オフィス・商業テナントからなる複数のビルを所有するビルオー
ナーの協力を得る

オフィス・商業テナントからなる複数のビルを所有するビル
オーナー（安田不動産株式会社）の協力を得た。

〇
2025年3月に達成

済み

人流回復・賑わい
創出となるビルオー

ナの協力をえたため。

①詳細要件定義
エリア全体及び特定オーナー所有ビルの人流マネジメントを可
能にする

エリア全体及び特定オーナー所有ビルの人流マネジメントを
可能とすることに成功した。安田生命ビルにて実証。

〇
2025年3月に達成

済み

安田生命ビルのテナ
ントにて実証したた

め。

②デタ送受信・保存機
能の開発・試験

DX-Core・Horai連携だけではなく、BIツール等の外界システ
ムとの連携まで行う

DX-Core・Horai連携だけではなく、BIツール等の外界シ
ステムとの連携に成功した。

〇
2025年3月に達成

済み

外界システムと連携
し有効性を検証した。

③DX-Core・Horai連
携だけではなく、BIツー
ル等の外界システムとの
連携まで行う

DX-Coreから送信される人流データ等を解析できる DX-Coreから送信される人流データ等の解析を実施した。
〇

2025年５月に達成
済み

外界システムと連携
し解析に成功した。

④ ビルアプリ街アプリの
追加機能の開発・試験

両システムのユーザー連携・管理を可能とする 両システムのユーザー連携・管理を可能とすること
〇

2025年3月に達成
済み

ビルアプリと街アプリ
のユーザ連携を実証

したため。

⑤フィールドへ実装・実
証

実フィールドへのサービスが提供可能となる 実フィールドへのサービスが提供可能とした。
〇

2025年５月に達成
済み

実フィールドでの有
効性検証ができた。

⑥【取組拡大】⑦他ビル
OSまたは仮想的なビル
OSとの連携

各ビルOSとHoraiのデータ連携・評価を行う 各ビルOSとHoraiのデータ連携・評価を行うこと
〇

2025年3月に達成
済み

各ビルOSとHoraiの
データ連携・評価に

成功したため。

（１）人の行動履歴等、人流データ活用によるスマートビルを中心としてにぎわい創出および地域の活動意欲活性化検証事業

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達

127

研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に
結合するスマートビル基盤に関する研究開発

実施項目
目標

（2024年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

①サービスロボット制御
の環境適合システムの
開発

気象/人流データを基に配膳ロボットの走行経路判断を行う環
境適合システムを開発する。

環境適合システムを開発し、サービスの継続性向上およびイ
ンシデント抑制効果など有効性を確認できた。

〇
2025年3月に達成

済み

サービスの継続性
向上とインシデント
の抑制効果を確

認した

②エネルギー使用状況
の分析・レポート作成の
自動化システムの開発

電力使用量を収集/可視化し、エネルギーレポートを自動作成
するシステムを開発する。

レポート作成自動化システムを開発し、レポート作成工数の
削減などの有効性を確認できた。

〇
2025年3月に達成

済み

レポート作成工数
の削減を確認

③AI制御によるエレベー
ター運行制御最適化シス
テムの改良

開発済みのAI運行制御システムのAIアルゴリズム部分を最適
化する。

AIアルゴリズムの改良による待ち時間および平均運転間隔
の短縮効果を確認した。

〇
2025年3月に達

成済み

待ち時間、平均
運転時間の短縮

効果を確認

④可視化プラットフォー
ムとビルOSを連携させる
標準APIの開発

ロボット位置情報をビルOSに集約し、ビルOSと可視化PFの連
携を標準APIで行う。

ビルOSとの連携による位置情報および混雑情報の可視化
を実現するとともに、開発工数の削減を確認した。

〇
2025年５月に達成

済み

開発工数の削減
確認できたため

⑤データモデルの標準仕
様の作成

RealEstateCoreに基づいた標準データモデルをAzure 
Digital Twinsで作成する。

標準データモデルの仕様策定とADT上での実運用を実現し
た。

〇
2025年3月に達成

済み

標準仕様の作
成とADT上の実

運用を実現

⑥BIMからRDFへ変換
するツールの評価・検証

IPA DADC作成のBIMから」RDFへの変換するツールの評価・
兼用を行い、課題や改善点を抽出する。

ツールの実行および評価・検証による改善点と改善案を抽
出した。

〇
2025年５月に達

成済み

ツールの修正および
BMIからのデータモ
デルの作成に成功

（２）ビルOSによるビル内サービスロボットの有効活用と外部システム連携の実証



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達

128

研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に
結合するスマートビル基盤に関する研究開発

実施項目
目標

（2024年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

⑦ビルOSと事業性①～
③で開発するシステムと
のインターフェイス（標準
API）の開発

ビルOSと研究開発項目①～③で開発するアプリケーションを連
携する標準APIを開発する

標準API仕様の策定とビルOSへの実装と実運用に成功し
た。

〇
2025年3月に達成

済み

実運用に成功し
た。

⑧ビルOSの実装
スマートビルガイドラインに準じた協調領域を持ったビルOSの開
発を行う。

ビルOSの実装し、実運用に成功し、大阪公立大学と共同
により、協調領域をもったビルOSの相互運用性を実証した。

〇
2025年3月に達成

済み

ガイドラインに準
じて相互運用性
が確認できた。

⑨相互運用性を検証す
るテストツールの整備

ビルOSの相互運用性を検証するテストツールの作成および整
備を行う。

相互運用性検証ツールの開発と整備し、他助成先企業か
らの意見収集を行いツールにフードバックした。

〇
2025年3月に達

成済み

意見収集し、
ツールにフィード
バックしため。

（２）ビルOSによるビル内サービスロボットの有効活用と外部システム連携の実証



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達

129

研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に
結合するスマートビル基盤に関する研究開発

実施項目
目標

（2024年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

①詳細な業務分析

パートナによるステークスホルダーを特定し、業務ヒアリングを行う。
ヒアリング結果をもとに業務分析を行い、業務フローとそれにとも
なる課題の特定を行う。
・2023年度：解決すべき課題、達成すべきKGI※１、KPI※２の精査
・2024年度：解決すべき課題、達成すべきKGI、KPIの再精査

※１：KGI:１人あたりの担当案件を20%増加する。
※２：KPI:詳細な業務分析と設計、対象物件

ANDPAD登録、対象物件の設備・備品登録

プロジェクトのパートナーである多店舗展開小売業者、冷蔵
機器メータ等の取引先にインタビューを対面で実施（首都
圏エリア：14名、九州エリア：17名）し業務フローにて課
題特定を行った結果、共通する課題は、「情報の分散」、
「属人管理」であるとが課題を特定し、中小規模ビルにおけ
るビルOS化の初期ステップとして「情報の一元管理」、「情
報の構造化」に加え「既存システムとの連携性」であり、ビル
包括的にモニタリング/コントロールする機能が求められると分
析できた。

〇
2025年3月に達成

済み

中小規模ビルお
ける課題を特定
し、業務分析を
完了したため。

②要件定義・IF開発

業務分析に基づく、要件定義、インターフェースの開発を実施
する。
・2023年度：要件定義を反映したIFの完成。
・2024年度：追加要件定義を反映したIFの完成。

課題を解決する機能などを、「ANDPAD」アプリに追加実装
する形で、プロトタイプを新規開発し、実現した。
・店舗竣工図等の検索機機能、・改装/修繕情報の抽出
機能、・改装店舗の最新図の管理機能、工事の完了報告
管理機能など

〇
2025年3月に達成

済み

要件定義を完
了し、インター

フェースの開発を
完成したため。

③プロトタイプの設計

要件定義・IF開発に基づき、ADPADビルOS(仮称)のプロトタ
イプを開発し、パートナーからフィードバックを得る。
・2023年度：要件定義を反映したデザインモックの完成。
・2024年度：要追加要件を反映したデザインモックの完成。

課題を解決する機能などを、「ANDPAD」アプリに追加実装
する形で、プロトタイプを新規開発し、実現した。
・店舗竣工図等の検索機機能、・改装/修繕情報の抽出
機能、・改装店舗の最新図の管理機能、工事の完了報告
管理機能など

〇
2025年3月に達

成済み

プロトタイプにて、
パートナの良好
な評価を得たた

め。

（３）既存中小規模ビル向けOSに関する研究プロジェクト



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達

130

研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に
結合するスマートビル基盤に関する研究開発

実施項目
目標

（2024年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

④プロトタイプの開発・
試用

要件定義・IF開発、及びプロトタイプのフィードバックを基に、
ANDPAD ビルOS（仮称）を開発する。
・2023年度：最小限の機能を備えたβ版の完成。
・2024年度：2023年度機能の改善により、他社提供機能
可能な最小限の機能の実現

課題を解決する機能などを、「ANDPAD」アプリに追加実装
する形で、プロトタイプを新規開発し、実現した。
・店舗竣工図等の検索機機能、・改装/修繕情報の抽出
機能、・改装店舗の最新図の管理機能、工事の完了報告
管理機能など

〇
2025年３月に達成

済み

プロトタイプにて、
パートナの良好
な評価を得たた

め。

⑤検証・フィードバック・
エンハンス

開発した製品についてパートナーと共に検証を行い、フィードバッ
クを得る。開発の過程で、追加機能エンハンスも検討する。
・他社にも提供できる提供できる最小減の機能の実現。

検証を多店舗展開小売業者、北関東エリア、東北エリア、
九州エリアの新点、改装店で実施した。結果として、施工時
の記録、報告機能として十分活用できることが現場検証とア
ンケートから明らかにするこができた。業務効率化が可能とい
うフィードバックを得ることができた。

〇
2025年3月に達成

済み

施行段階での現
場活用の価値が
立証され、その
他点検業務など
現場業務でも十
分活用できる見
通しと得たため。

（３）既存中小規模ビル向けOSに関する研究プロジェクト



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達

131

研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に
結合するスマートビル基盤に関する研究開発

実施項目
目標

（2024年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

①アーキテクチャ・API設
計

本事業で設計するビルOSアーキテクチャの全体設計と必要とな
るAPIの設計、およびプロトタイプの設計を行う。

ビルOS全体およびプロフィールド層との連携に必要となるドラ
イバについて開発完了。ドライバ当初想定よりも対応種類を
増加。

◎
2025年3月に達成

済み

ドライバ種類は
当初想定の５
種類から15種
類に増加。

ドライバ追加によ
る追加機器・設
備種類の追加。

②ハイブリッドOSの実証
既存の開発他社開発OSとの共存により、連携動作するビル
OS全体（ここでは、ハイブリッドビルOSと呼ぶ）の実証を行う。

DK-CONNECTおよび鹿島建設が運用するビルOSとの
API・データ連携動作検証を完了。

◎
2025年3月に達成

済み

当初計画のDK-
CONNECTに加
え他事業者のビ
ルOSとの連携も

確認

③データモデル・オントロ
ジ標準化

異なるビルOS間で連携可能となるようなオントロジおよびデータ
モデルの標準化を行う。

空調、照明、ロボットに関して、ユースケースにもとづいた共
通データモデルを策定。DADCデータモデル分科会で事例
紹介。

〇
2025年3月に達

成済み

当初の計画通り
の成果が得られ

たため。

④認証・認可・監査にも
とづくアクセス制御設計

協調領域において各ステークスホルダーが適切にAPIの使用及
びデータの参照が行えるよう、認証・認可機能を導入するととも
に、監査によるトレーサビリティを確保する。

OAuth２トークスコープと次元認可テーブルの組み合わせに
よる柔軟な認可機構の実現と、監査の実装

〇
2025年５月に達成

済み

当初の計画通り
の成果が得られ

たため。

（４）協調領域の解放により多様なサービスを創出可能なスマートビルOS



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に
結合するスマートビル基盤に関する研究開発

実施項目
目標

（2024年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

⑤サンドボックス環境の
実現

本番稼働中ビルOSにおいて、全体への影響を与えることなく実
験環境を簡便に構築可能であるとするため、サンドボックス機構
を導入する。

サンドボックスに求められる機能要件を定め、それらを達成し
うるための機構を実装。

◎
2025年3月に達成

済み

当初の計画通り
の成果が得られ

たため。

⑥OSSリファレンスモデル
の策定

ビルOS構築のためのコスト低減を行うことと同時に、可能な限り
簡便に構築可能であることを実証するため、ビルOSの構成要
素をオープンソフトウェア（OSS）の活用により実現する手法に
ついて検討する。

主要機能についてはOSSの活用による実装完了。検討内
容および選択結果はリファレンスモデルとして文書化。

◎
2025年3月に達成

済み

当初の計画通り
の成果が得られ

たため。

⑦検証プロセス及び手
順の標準化

ビルに関する情報（設備、オントロジ等）に基づきAPIインタ
フェース群の自動生成を行う過程において、生成されたIDLを
入力としたCI（継続的インテグレーション）ツールを用いた検証
自動化を行う。

OpenAPI記述からAPIの自動生成とCI/CDツールへの連
動による自動の実証を完了。

〇
2025年3月に達

成済み

当初の計画通り
の成果が得られ

たため。

⑧ユースケース１：建
物運用情報の活用によ
る空調最適化

エアコン設備及び喚起設備について、建物の設備管理上取得
可能な情報に加え、他システムで管理されている建物運表情
報を活用することで、さらなる空調の最適化を行う。本項目で
は、建物情報として「会議室予約システム」と「教務情報システ
ム」を想定して実証を行う。

CO２センサとの連携による喚起システムの動的な制御と、
学務情報システムからの授業時間に関するデータ連携によ
る空調制御を実証。

〇
2025年５月に達成

済み

当初の計画通り
の成果が得られ

たため。

（４）協調領域の解放により多様なサービスを創出可能なスマートビルOS



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に
結合するスマートビル基盤に関する研究開発

実施項目
目標

（2024年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

⑨ユースケース２：ビル
OSと自立走行ロボット
の連携実証

ビルOSの協調領域として今後その可能性が大いに期待される
自立走行ロボットとの連携実証を行う。

ビルOSによるアプリケーションからロボット制御が行えるデモを
実証。

◎
2025年3月に達成

済み

対象ロボットの増
加、エレベータ、
自動ドア連携な
どの機能を追加

➉サンドボックスを用いた
実学演習

開発するビルOSの特徴であるサンドボックス環境を活用し実際
の施設を対象とした実学演習プログラムを導入し、実際に学生
への教育プログラムとして組み込むことを予定。

シラバス設計および関連教材の作成
〇

2025年3月に達成
済み

当初の計画通り
の成果が得られ

たため

⑪ユースケース３：大
学アプリケーション連携

フィールド層であるセンシング情報などを収蓄積し、施設空間内
の環境情報、混雑状況、滞在状況などを可視化

アプリケーションによる建物情報の可視化実証を完了
〇

2025年3月に達
成済み

当初の計画通り
の成果が得られ

たため

（４）協調領域の解放により多様なサービスを創出可能なスマートビルOS



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に
結合するスマートビル基盤に関する研究開発

実施項目
目標

（2024年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

①-1 ガバナンスと要
件の整備

スマートビルにおけるデータ利活用のルール・ガバナンス
の策定と試験運用・評価

ルールの策定を完了し、その手順書を作成。既に
実証に入っているユースケースごとのヒアリングを実施
手順書の作成を完了し、実働したユースケースでの
検証を実施できた

〇
2025年3月に達成

済み

手順書の作成を
完了し、実働し
たユースケースで
の検証を実施で
きた

①-2 データ連携基
盤の開発

データ連携プラットフォームの要件定義、構築、運用、
評価

データ連携プラットフォームを構築し、複数のユース
ケースのためのサービスを開発、検証、評価を実施。
ユースケース実証のサービスを構築、運用できた。
特に、複数サービス運用時の個人情報同意管理
機能も実装、機能評価ができた。

◎
2025年3月に達成

済み

個人情報同意
管理機能の実
装と、機能評価

①-3 ビルシステム開
発

ビルシステムを構成するセンサ・インフラの構築と6000
ポイントのデータを連携するゲートウェイ及びビルOS構
築

「ビルコミ」ビルOSをOICのH棟を含め構築し運用、
約6000ポイントデータをAPIを介してデータ連携。
見える化アプリを開発、運用、評価を実施

◎
2025年3月に達

成済み

実施項目にない
「見える化アプリ」
を構築、運用、
大幅達成

（５）新サービス創出に向けたデータ連携基盤



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発項目⑤ 人・ロボット・システムを有機的に
結合するスマートビル基盤に関する研究開発

実施項目
目標

（2024年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

②-1 ビル管理業務
のユースケース実証

現状のビル管理業務の運用基準の可視化、予測の
ためのデータ整理・活用によるユースケース実証と事業
性検証

施設管理、清掃業務、警備業務にビルシステムも
しくはビルデータに基づくサービスを運用し、それらの
効率化を実証した。

〇
2025年3月に達成

済み

適用前後での効
率化を確認でき

た

②-2 ビル間リソース
融通の実証アプリ・
システム開発

個人の行動データ取得による属性に基づく人流分析
を元にしたサービス開発・評価

被災時の要支援者対策、デリバリーロボット連携、
既設棟を含む人流分析を実装、評価した。

〇
2025年3月に達成

済み

新サービス事例
として警備ARア
プリによる業務改
善を確認できた

（５）新サービス創出に向けたデータ連携基盤



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発項目⑥-1 デジタルライフラインの先行実装に
資する基盤に関する研究開発 ドローン航路

実施項目
目標

（2024年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

A-1
ドローン航路システム等
の開発

ドローン航路を支える連携サービスシステムおよびデータ流通システ
ムを開発する。
データ流通システムのデータモデル設計に連動した初期開発（仕
様書作成・開発）を行い、A-1の各開発の機能検証及びA-3のド
ローン航路の在り方に係る調査・研究成果（仕様及びガイドライン
策定）、A-4のドローン航路システム等の妥当性検証成果を基に、
改善・改修したドローン航路システムを開発する。

ドローンの安全かつ効率的な運航を実現するための運航管理シ
ステムとの連携を見据えたドローン航路システムを開発した。本シ
ステムの開発にあたり、デジタルライフライン全国総合整備計画
で示されたドローン航路の社会実装指針を基にConOps策定
を行い、利用ユーザー目線でのシステム開発を推進した。

※Con Ops:Concept of Operation

〇
2025年3月に

達成済み

CoｎOps策定し、
ユーザ目線の

開発を実現できた。

A-2
ドローン領域における
データ流通システムの研
究開発

A-1のドローン航路システムと連携して、ドローン航路に係るシステ
ムアーキテクチャの各社システム層、アプリケーション層、データ流通
層、連携サービス層、関係サービス層と連携した検証を実施する。
空間IDを用いてドローン航路の画定に必要なデータの連携を行うと
ともに、データを流通するための仕組みを構築する。

C. 自動運転支援道の構築したデータ流通システムを利用して
、ドローン航路システムとの接続検証を実施した。また、空間ID
をキーとして、航路予約・安全管理、ポート・機体管理と、各種
空間データ（地形、気象、建築物等）を統合する設計を実施
し評価を行った。

〇
2025年3月に達成済み

各種空間データ
（地形、気象、建
築物等）を統合
する設計を実現し
評価したため。

A-3
ドローン航路のあり方に
係る調査・研究

全国津々浦々への導入及び国際展開を見据えた際に必要となる
ドローン航路やモビリティ・ハブ等に係る仕様・規格設計及びガイドラ
インを作成する。

ガイドライン素案、調査報告書を作成した。
〇

2025年3月に達成済み

ガイドライン素案を
作成し、今後の標
準化活動等に活
用可能としたため。

A-4
ドローン航路システム等
の実証

委託事業の成果物及びデータ流通システムと連携したユースケース
検証の実施およびその成果を対外訴求する。
次年度以降のドローン航路のネットワークの全国展開に向けた方策
を検討する。

開発したシステムを用いて、先行実装地域におけるドローン航路
システムの社会実装を行い、各ユースケースにおいてドローン航
路システムが有効に機能することを確認した。

〇
2025年3月に達成済み

送電線上空のド
ローン航路、河川
上空のドローン航
路におけるユース
ケースを実証しPR
し、ガイドラインを

整備した。

（１）ドローンサービス等に係る開発・実証



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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研究開発項目⑥-1 デジタルライフラインの先行実装に
資する基盤に関する研究開発 ドローン航路

実施項目
目標

（2024年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

A-1 ドローン航路シ
ステム(委託事業)

ドローン航路システムの完成と以下航路での実装
・秩父エリア送電線上空： ドローン航路150km
・浜松市天竜川上空： ドローン航路180km

・ドローン航路システムをOSSとして公開
・同システムを活用した秩父エリア、浜松市での航路整備完
了

〇
2025年3月に

達成済み

秩父エリア
150km,浜松市
180kmにて、

世界初のドローン
航路の商業運用
を開始したため。

A-2
ドローン領域における
データ流通システムの研

究開発(委託事業)

〇
2025年3月に達

成済み

A-3
ドローン航路のあり方に
係る調査・研究

(委託事業)

以下ドキュメントの作成
・ドローン航路及びモビリティハブの仕様・規格提案書
・ドローン航路に係るシステムの仕様書
・航路運営者向けのドローン航路導入ガイドライン（ConOps 等を
含む）素案
・航路運航者向けの航路運航ガイドライン素案
・災害時のドローン航路活用調査報告書の作成

以下ドキュメント類を作成及び公開
・ドローン航路運営者向けドローン航路導入ガイドライン
（ConOps等含む）素案
・運航事業者向けドローン航路運航ガイドライン素案
・災害時のドローン航路活用調査報告書

〇
2025年3月に達

成済み

ドローン航路運航
者向け、ドローン航
路運営者向けガイ
ドラインを作成・効
果を実証したため。

A-4
ドローン航路システム等
の実証（助成事業）

浜松市 天竜川上空に河川ドローン航路180kmを整備
浜松市 天竜川上空に河川ドローン航路180km※1を整備済み

〇
2025年3月に達

成済み

目標距離を達
成したため

（２）ドローン運行管理等に係る開発・実証



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 138

研究開発項目⑥-2 デジタルライフラインの先行実装に
資する基盤に関する研究開発 インフラ管理 DX

実施項目
目標

（2025年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根
拠／解決

方針

①インフラ管理DXシステ
ムの開発

インフラ管理事業者が持つデータの主権を保持しながら、現状以
上の効率で適切にデータのやり取りが出来るインフラ管理DXシス
テムを構築する。

インフラ管理DXシステムを完成し、8事業者（民間3社、自治
体5課）のデータを流通し、4件のアプリケーション流通実績を得
た。

◯
2025年3月
に達成済み

データを流通
するシステム
構築を達成

②データ整備ツールの開
発

データ変換ツールの構築完了、およびインフラデータの整備時間・
コスト削減

インフラ事業者が保有する設備データから空間IDを生成する
ツールの構築を完了。データ変換に係る時間を79%削減した。

◎
2025年3月
に達成済み

データ整備に
係る時間削

減目標を大き
く上回ったため

③地下インフラ情報の
データ整備及び効率性
検証

通信、電気、ガス、上水道、下水道で、200㎢範囲の7項目の
データ整備完了する。

200㎢範囲の７項目のデータ整備が完了した。
◯

2025年3月
に達成済み

データ整備
目標の範囲を

達成

④地下インフラ情報の連
携に係るユースケース実
証

埋設物照会の申請業務に係る稼働工数を50%削減する。
WEB化による移動時間の削減や同時申請機能によって従来
の申請業務に係っていた稼働時間を82%削減した。

◎
2025年3月
に達成済み

稼働時間削
減目標を大き
く上回ったため

空間IDを活用したマシンガイダンスによって掘削業務の稼働人員
を30%削減する。

空間IDを実装したマシンガイダンスを使用することで、工事時に
配置していた補助者を3名から2名に削減した。

◯
2025年3月
に達成済み

稼働人員削
減 目標達成

事業所の営業継続判断に必要な災害情報を入手するまでの時
間を50%短縮する。

構築したシステムを利用した改善後の業務フローにて、事業所
の営業継続に必要な情報入手の時間を67%短縮した。

◯
2025年3月
に達成済み

災害情報入
手時間短縮
目標達成

自治体職員の災害情報入手に係る想定時間を30%短縮する。
構築したシステムが実装された場合、災害情報関連の業務に
係る時間がどの程度効率化されるかヒアリングし、35%程度削
減できる可能性を明らかにした。

◯
2025年3月
に達成済み

災害情報入
手時間短縮
目標達成



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

実施項目
目標

（2025年３月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根
拠／解決

方針

⑤インフラ管理DXに係
るモデル規約の検討 データ共有時の主権者の要求踏まえたモデル規約（α版）の完

成を実現する。

・モデル規約（α版）作成及びデータ共有時の主権者に
よる評価を完了した。
・モデル規約（α版）作成及びデータ共有時の主権者に
よる評価を完了した。

◯
2025年3月
に達成済み

モデル規約α
版の作成・評

価を完了

⑥インフラ管理DXに係
る運営モデルの検討

全国展開に向けた展開方針の作成、及び関係者と合意する。

・全国展開も見据えた運営主体の条件や運営課題の抽
出を完了した。
・候補自治体及びインフラ管理事業者18団体に対してヒ
アリングを実施した。
・2025年度に4都市で事業を実施するための方針を検討
した。

◯
2025年3月
に達成済み

4都市での
事業実施に
向けた方針
検討を達成

⑦他自治体への普及に
向けた課題の検討

自走に向けたビジネスモデルの整理と条件抽出、及び関係者と合
意する。

・公益DPFの収支シミュレーション検討（EHPを対象）及
び黒字化に向けた施策検討を完了した。
・公益DPFの収入基盤強化のため新たに3つのユースケー
スを検討した。

◯
2025年3月
に達成済み

インフラ管理
DXの収支構
造を検討、方
針提示完了

・設備データ
シェアリングに
よる新規ユー
スケースを提

示完了

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 139

研究開発項目⑥-2 デジタルライフラインの先行実装に
資する基盤に関する研究開発 インフラ管理 DX



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

実施項目
目標

（2024年10月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

一般道①自動運転支
援システムの実証

アーリーハーベストプロジェクト対象地域である日立市内一般道
にて、複数台運行を含む自動運転移動サービスの実現に向け
た事業性のサービス観点ならびに自動運転支援システムとして
技術観点の2つの観点から実証を行う。車両性能評価および
インフラ連携が必要とされる事象の一覧化を行う。

実証を通じて確認した課題をもとに、走行環境側への要求
事項を整理した。

〇
2025年3月に

達成済み

要件定義完了
し関係者レビュー

済み

一般道②路側カメラ、
LiDAR 等データ連携シ
ステムの開発

環境情報連携システムの開発、環境情報連携システムと接続
可能な路側デバイスの開発、環境情報連携システムの通信イ
ンターフェース開発を行う。その際、汎用性、情報の更新頻度、
情報の軽量化、個人情報の除去に配慮する。

汎用性、情報の更新頻度、情報の軽量化、個人情報の
除去に配慮したうえで、環境情報連携システム、環境情報
連携システムと接続可能な路側デバイス、環境情報連携シ
ステムの通信インターフェースを開発し、システム実証と結果
とりまとめを行った。

〇
2025年3月に

達成済み

複数メディア含む
自動運転バス試
乗会にて開発シ
ステムの動作を

確認済み

一般道③自動運転車
とデータ連携基盤間のイ
ンターフェースの開発

車両情報を提供するために、データ連携基盤（車両情報連
携システム）と自動運転車間の接続インターフェースを開発す
る。また、異なる自動運転システムとの接続検証を行う。

データ連携基盤と自動運転車間の接続インターフェースを開
発し、自社製バス・ロボタク、 他社製バス、他社製ロボタクを
用いて、接続実証を行い結果とりまとめを行った。 

〇
2025年3月に

達成済み

複数メディア含む
自動運転バス試
乗会にて開発シ
ステムの動作を

確認済み

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

実施項目
目標

（2024年10月）
成果（実績）
（2025年3月）

達成度
（見込み※）

達成の根拠
／解決方針

高速道①自動運転運
行に係るデータ連携シス
テムの開発

交通情報や気象情報等の準静的・準動的・動的情報を統合
し3次元地図データと関連付けて低遅延で配信する車両情報
連携システムを開発する。

車両情報連携システムを開発し、一般道大甕ルートや高
速道での走行にて実証を行った。経路上情報の事前配信
により出発前ODD判定や走行中に運転手介入操作の必
然性先読み判断など活用できることが確認された。

〇
2025年3月に

達成済み

要件定義完了
し関係者レビュー

済み

高速道②データ連携基
盤のシステムアーキテク
チャ

研究開発項目④の初年度成果を活用して、連携サービスシス
テムに対して定義されたデータ構造の読込・書込を行うコネクタ
機能、ならびに連携サービスシステムへの接続を行うアダプタ機
能を有するデータ流通システムを開発する。開発した成果は研
究開発項目⑥-1,⑥-2および⑥-3一般道とも横展開する。

研究開発項目④にて昨年度作成したデータ連携コネクタを
基に、2025年度の研究開発項目⑥で利用される全ての
データ連携コネクタを作成し、他事業へ横展開し、各コネクタ
はそれぞれの事業にて稼働実証が行われた。

〇
2025年3月に

達成済み

関係者にて開発
システムの動作
を確認済み

高速道③シミュレーショ
ンを用いたニアミス情報
共有システムの開発

ニアミス事象をシミュレーション環境で再現可能とするニアミスシ
ナリオ生成アプリ、シナリオを利用するためのニアミスシナリオ利用
アプリを開発する。

ニアミスシナリオ作成アプリ、ニアミスシナリオ利用アプリを開発
し事前に動作検証を行ったうえ、複数のOEMメーカーにも試
用いただき事業化した際の利用者であるOEMメーカーとして
のコメントを回収できた。

〇
2025年3月に

達成済み

複数メディア含む
自動運転バス試
乗会にて開発シ
ステムの動作を

確認済み

高速道④物流サービス
データ連携システムの開
発

荷主側の輸送需要と物流事業者側の輸送能力に関する情
報を流通させ、事業者横断での需給マッチングを行うための共
同輸送システムを開発する。

共同輸送システムを開発し、過去3ケ月間の実輸送データ
を基にしたシミュレーションにて積載率の向上(1台あたり平均
40%→44%)が見込めることを確認できた。

〇
2025年3月に

達成済み

関係者にて開発
システムの動作
を確認済み

高速道⑤実証
上記①②④で開発したシステムおよび助成事業で作成した3
次元地図データを用いて複数回の実走による実証を行う。
（③の実証は③の枠組みで別途行う）

新東名高速自動運転車両優先レーンを活用して実証走
行を行い、開発したシステムの稼働を実証した。
（自動運転にかかるシステムそのものは本事業の対象外）

〇
2025年3月に

達成済み

関係者にて開発
システムの動作
を確認済み

アウトプット目標の達成状況 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達
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【公募1】研究開発項目①
産業DXのためのデジタルインフラ整備事業／3次元空間情報基盤に関する研究開発[空間IDを活用した3次元空間情報基盤の開発]
公募予告(2022年4月8日) → 公募(2022年5月13日) → 公募〆切(2022年6月13日) → 実施者公開(2022年8月16日)

【採択1】
• 採択審査委員会（2022年7月19日）
• 採択審査項目；NEDOの標準的採択審査項目に加え、女性活躍推進法に基づく認定企業(えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業)、次世代育成支援対策推進

法に基づく認定企業(くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業)、若者雇用促進法に基づく認定企業（ユースエール認定企業）に対しては加点、中堅・中小・ベンチャー
企業が直接委託先であり、研究開発遂行や実用化・事業化にあたっての重要な役割を担っている場合に加点、また、若手研究者（40 歳以下）や女性研究者が研究開発
責任者候補もしくは主要研究者として実施体制に含まれ、当該研究者の実績や将来性等を加味した提案になっている場合に加点した。

• 採択条件；採択審査委員会では、公募時に公開した審査基準により複数委員による採点を行い、最も高い得点を得た実施者を優先として委員会全員一致を条件に採択
を行った。

• 留意事項；研究の健全性・公正性の確保に係る取組；公募の際にその他の研究費の応募・受入状況を確認し、不合理な重複及び過度の集中がないか確認した。

【公募2】研究開発項目①
産業DXのためのデジタルインフラ整備事業／3次元空間情報基盤に関する研究開発[空間IDを活用した3次元空間情報基盤に関する調査]
公募予告(2022年4月20日) → 公募(2022年5月19日) → 公募〆切(2022年6月17日) → 実施者公開(2022年8月16日)

【採択2】
• 採択審査委員会（2022年7月19日）
• 採択審査項目；NEDOの標準的採択審査項目に加え、女性活躍推進法に基づく認定企業(えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業)、次世代育成支援対策推進

法に基づく認定企業(くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業)、若者雇用促進法に基づく認定企業（ユースエール認定企業）に対しては加点した。
• 採択条件；採択審査委員会では、公募時に公開した審査基準により複数委員による採点を行い、最も高い得点を得た実施者を優先として委員会全員一致を条件に採択

を行った。
• 留意事項；研究の健全性・公正性の確保に係る取組；公募の際にその他の研究費の応募・受入状況を確認し、不合理な重複及び過度の集中がないか確認した。
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【公募3】研究開発項目②
産業DXのためのデジタルインフラ整備事業／受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世代取引基盤の構築 
公募予告(2022年4月28日) → 公募(2022年6月3日) → 公募〆切(2022年7月4日) → 実施者公開(2022年9月5日)

【採択3】
• 採択審査委員会（2022年7月29日）
• 採択審査項目；NEDOの標準的採択審査項目に加え、女性活躍推進法に基づく認定企業(えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業)、次世代育成支援対策推進

法に基づく認定企業(くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業)、若者雇用促進法に基づく認定企業（ユースエール認定企業）に対しては加点、中堅・中小・ベンチャー
企業が直接委託先であり、研究開発遂行や実用化・事業化にあたっての重要な役割を担っている場合に加点、また、若手研究者（40 歳以下）や女性研究者が研究開発
責任者候補もしくは主要研究者として実施体制に含まれ、当該研究者の実績や将来性等を加味した提案になっている場合に加点した。

• 採択条件；採択審査委員会では、公募時に公開した審査基準により複数委員による採点を行い、最も高い得点を得た実施者を優先として委員会全員一致を条件に採択
を行った。

• 留意事項；研究の健全性・公正性の確保に係る取組；公募の際にその他の研究費の応募・受入状況を確認し、不合理な重複及び過度の集中がないか確認した。

【公募4】研究開発項目③
産業DXのためのデジタルインフラ整備事業／複雑なシステム連携時に安全性及び信頼性を確保する仕組みに関する研究開発 
公募予告(2022年7月8日) → 公募(2022年8月12日) → 公募〆切(2022年9月12日) → 実施者公開(2022年11月7日)

【採択4】
• 採択審査委員会（2022年10月14日）
• 採択審査項目；NEDOの標準的採択審査項目に加え、女性活躍推進法に基づく認定企業(えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業)、次世代育成支援対策推進

法に基づく認定企業(くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業)、若者雇用促進法に基づく認定企業（ユースエール認定企業）に対しては加点、中堅・中小・ベンチャー
企業が直接委託先であり、研究開発遂行や実用化・事業化にあたっての重要な役割を担っている場合に加点、また、若手研究者（40 歳以下）や女性研究者が研究開発
責任者候補もしくは主要研究者として実施体制に含まれ、当該研究者の実績や将来性等を加味した提案になっている場合に加点した。

• 採択条件；採択審査委員会では、公募時に公開した審査基準により複数委員による採点を行い、最も高い得点を得た実施者を優先として委員会全員一致を条件に採択
を行った。

• 留意事項；研究の健全性・公正性の確保に係る取組；公募の際にその他の研究費の応募・受入状況を確認し、不合理な重複及び過度の集中がないか確認した。
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【公募5】研究開発項目⑤※2千万以内調査委託
産業DXのためのデジタルインフラ整備事業／スマートビルを核としたビル外データ連携に関する調査
公募予告(2022年11月24日) → 公募(2022年12月8日) → 公募〆切(2022年12月22日) → 実施者公開(2023年1月13日)

【採択5】
• 採択審査委員会（2千万以内調査委託のため書面審査）
• 採択審査項目；NEDOの標準的採択審査項目に加え、女性活躍推進法に基づく認定企業(えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業)、次世代育成支援対策推進法

に基づく認定企業(くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業)、若者雇用促進法に基づく認定企業（ユースエール認定企業）に対しては加点した。
• 採択条件；採択審査委員会では、公募時に公開した審査基準により複数委員による採点を行い、最も高い得点を得た実施者を優先として委員会全員一致を条件に採択

を行った。
• 留意事項；研究の健全性・公正性の確保に係る取組；公募の際にその他の研究費の応募・受入状況を確認し、不合理な重複及び過度の集中がないか確認した。

【公募6】研究開発項目⑤
産業DXのためのデジタルインフラ整備事業／人・ロボット・システムを有機的に結合するスマートビル基盤に関する研究開発」に係る公募について 
公募予告(2023年3月24日) → 公募(2023年4月24日) → 公募〆切(2023年5月24日) → 実施者公開(2023年10月20日)

【採択6】
• 採択審査委員会（2023年6月23日）
• 採択審査項目；NEDOの標準的採択審査項目に加え、賃上げを実施することを表明した企業等に対して加点、中堅・中小・ベンチャー企業が直接補助先であり、研究開発

遂行や実用化・事業化にあたっての重要な役割を担っている場合に加点、また、若手研究者（40 歳以下）や女性研究者が主要研究者として実施体制に含まれ、当該研
究者の実績や将来性等を加味した提案になっている場合に加点した。

• 採択条件；採択審査委員会では、公募時に公開した審査基準により複数委員による採点を行い、最も高い得点を得た実施者を優先として委員会全員一致を条件に採択
を行った。

• 留意事項；研究の健全性・公正性の確保に係る取組；公募の際にその他の研究費の応募・受入状況を確認し、不合理な重複及び過度の集中がないか確認した。
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【公募7】研究開発項目④
産業DXのためのデジタルインフラ整備事業／サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発」に係る公募について 
公募予告(2023年3月31日) → 公募(2023年6月12日) → 公募〆切(2023年7月12日) → 実施者公開(2023年9月1日)

【採択7】
• 採択審査委員会（2023年8月3日）
• 採択審査項目；NEDOの標準的採択審査項目に加え、、女性活躍推進法に基づく認定企業(えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業)、次世代育成支援対策推進

法に基づく認定企業(くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業)、若者雇用促進法に基づく認定企業（ユースエール認定企業）に対しては加点、中堅・中小・ベンチャー
企業が直接委託先であり、研究開発遂行や実用化・事業化にあたっての重要な役割を担っている場合に加点、また、若手研究者（40 歳以下）や女性研究者が研究開発
責任者候補もしくは主要研究者として実施体制に含まれ、当該研究者の実績や将来性等を加味した提案になっている場合に加点した。

• 採択条件；採択審査委員会では、公募時に公開した審査基準により複数委員による採点を行い、最も高い得点を得た実施者を優先として委員会全員一致を条件に採択
を行った。

• 留意事項；研究の健全性・公正性の確保に係る取組；公募の際にその他の研究費の応募・受入状況を確認し、不合理な重複及び過度の集中がないか確認した。

【公募8】研究開発項目⑥
産業DXのためのデジタルインフラ整備事／デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発 
公募予告(2024年2月1日) → 公募(2024年3月1日) → 公募〆切(2024年4月10日) → 実施者公開(2024年7月23日)

【採択8】
• 採択審査委員会（2024年4月26日）
• 採択審査項目；NEDOの標準的採択審査項目に加え、女性活躍推進法に基づく認定企業(えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業)、次世代育成支援対策推進法

に基づく認定企業(くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業・トライくるみん認定企業)、若者雇用促進法に基づく認定企業（ユースエール認定企業）に対しては加点、補
助事業の提案者の中に賃上げを実施することを表明した企業等が含まれる場合は、その提案に対して加点した。

• 採択条件；採択審査委員会では、公募時に公開した審査基準により複数委員による採点を行い、最も高い得点を得た実施者を優先として委員会全員一致を条件に採択
を行った。

• 留意事項；研究の健全性・公正性の確保に係る取組；公募の際にその他の研究費の応募・受入状況を確認し、不合理な重複及び過度の集中がないか確認した。
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【公募9】研究開発項目⑦ ※2千万以内調査委託
産業DXのためのデジタルインフラ整備事業／複雑かつ機微な情報を扱うデータ連携システムに関する調査 
公募予告(2024年5月31日) → 公募(2024年6月14日) → 公募〆切(2024年6月27日) → 実施者公開(2024年8月1日)

【採択9】
• 採択審査委員会（2千万以内調査委託のため書面審査）
• 採択審査項目；NEDOの標準的採択審査項目に加え、女性活躍推進法に基づく認定企業(えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業)、次世代育成支援対策推進法

に基づく認定企業(くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業・トライくるみん認定企業)、若者雇用促進法に基づく認定企業（ユースエール認定企業）に対しては加点した。
• 採択条件；書面審査では、公募時に公開した審査基準により採点を行い、最も高い得点を得た実施者を優先として審査参加者の全員一致を条件に採択が行われた。
• 留意事項；（例）研究の健全性・公正性の確保に係る取組；公募の際にその他の研究費の応募・受入状況を確認し、不合理な重複及び過度の集中がないか確認した。
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3. 目標及び達成状況の詳細 

3.1. 研究開発項目①３次元空間情報基盤に関する研究開発 

3.1.1. ①-1 空間ＩＤを活用した３次元空間情報基盤に関する調査 

テ ー

マ名 
空間ＩＤを活用した３次元空間情報基盤に関する調査 達成状況 〇 

実 施

者名 
PwC コンサルティング合同会社 

達 成

状 況

の 根

拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

 
 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

システムが自律移動制御を行うための高速処理に適したデジタルインフラの必要性が高まっているなか、

本調査事業では、3 次元空間情報のさらなる有効活用に向け、空間 ID および 3 次元空間情報基盤の普及を目

指す。具体的には、地球上の特定の空間領域を一意に識別するための識別子である空間 ID を体系化し、事

業者間の共同利用を前提とした自律・分散・協調型システムとしての 3 次元空間情報基盤が持つべき機能・

データに関する協調領域と競争領域の明確化を行う。および、3 次元空間情報基盤普及に関する課題を整理

し、空間 ID および 3 次元空間情報基盤が社会に資する道筋を見出す。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジタ

ルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎に

KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、UI/UX

に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通じて、同

者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施すること（ア

ジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 
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3.1.2. ①-2 ３次元空間情報基盤活用による自律移動ロボット普及に向けた実証実験 

 
 

●実施体制 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

・空間 ID および 4 次元時空間情報基盤を活用したユースケースが社会に普及することを目的とした、 

METI、NEDO、DADC、国土交通省、国土地理院によるガイドライン作成・更新の支援を実施した。（ガイド

ライン 1.0beta 版が公開済み） 

・実証実施中のユースケースでの課題について机上調査を実施し、有識者・事業者・団体等に対して意見交

換会を実施した結果から、普及施策検討のための課題を抽出した。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

空間 ID の社会実装に向けて、今年度は本事業の調査内容をもとに普及施策と国際標準化の両面を網羅し

た一元的なアプローチを進める計画である。空間 IDおよび 3次元空間情報基盤の普及に向けた施策の検討・

実施支援について関係者間でのさらなる議論が必要である。 

●期間・

予算 
(単位:百

万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

40 40 40 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

テーマ名 
３次元空間情報基盤活用による自律移動ロボット普及に向けた実

証実験 
達成状況 〇 

実施者名 株式会社日立製作所、損害保険ジャパン株式会社 

NEDO 

PwC コンサルティング合同会社 

委託 

株式会社 Geolonia 

再委託 
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達成状況

の根拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

「ドローン領域」を対象にした 3 次元空間情報基盤の構築を行い、ドローン運行管理システムに適用した

上で各ユースケースにおける 3 次元空間情報基盤の有効性の検証を行う 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

 
●実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

株式会社日立製作所では、3 次元空間情報基盤に関する協調領域・競争領域の定義の具体化を図るとと

もに、取り込むべき情報及び取り込んだ情報を空間 ID に紐づけるための変換 や紐づけ方法を検討した。

取り込んだ情報を、UTM で利用しやすい形とするためのアルゴ ズムやデータ形式を検討し、3 次元空間情

報基盤のプロトタイプとして開発した。また、3 次元空間情報基盤を活用したドローンの自律飛行の挙動

を検証するため、UTM プロトタイプ を開発し 3 次元空間情報基盤に連接した。さらに、株式会社日立製

NEDO 

株式会社日立製作所 

委託 

損害保険ジャパン株式会社 
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3.1.3. ①-3 情報容量が可変するセマンティックデータ連携空間ＩＤからなる３次元空

間情報基盤構築と基盤を通じた二拠点でのドローン自律移動の安全・効率的な運行の実現 

作所では、3 次元空間情報基盤の有効性を検証するために、開発した 3 次元空間情報基盤プロトタイプ

とそれに接続する UTM プロトタイプを使用して設備 点検及び物資輸送のユースケース実証を行った。設

備点検としては、送電設備点検、橋梁点 検、河川巡視、ダム点検・巡視、海岸線巡視の各ユースケース

での実証を行い、物資輸送としては、医薬品配送のユースケースでの実証を行った。これらの実証を通し

て、3 次元空間 情報基盤の有効性の評価と課題の抽出を行うことができた。 損害保険ジャパン株式会社

では、DID 地区におけるレベル 4 飛行のようなリスクが高いド ローン飛行を社会実装する際に、必要に

なると想定されるリスクアセスメント手法を開発した。また、空間 ID に紐づく情報の活用により、リス

クアセスメントで大きな工数を占める現地サーベイ工数を、大幅に削減可能であることを確認した。損害

保険については、今回 開発したリスクアセスメント手法や類似の手法によってリスク低減が確認できれ

ば、既存 に利用されているドローン保険と同じ保険料で補償できることが検証できた。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

各ユースケースの社会実装には、以下のような課題が残されているため、関係省庁と連携して解決を目指

す。 

 
 

●期間・

予算 
(単位:百万

円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

249 258 241 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

1 件 0 件 1 件 1 件 著作権 1 件 

テー

マ名 

情報容量が可変するセマンティックデータ連携空間ＩＤから

なる３次元空間情報基盤構築と基盤を通じた二拠点でのド

ローン自律移動の安全・効率的な運行の実現 

達成状況 〇 

実施

者名 

宇宙サービスイノベーションラボ事業協同組合、株式会社ゼンリン、LocationMind 株式会社、

Intelligent Style 株式会社、スウィフト・エックスアイ株式会社 
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達成

状況

の根

拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

 
 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

様々な産業の DX の推進において地理空間情報へのニーズは高まる一方であり、近年は関連する情報の

オープン化の社会的潮流が生じている。例えば、国土に関するデータや経済活動・自然現象に関するデー

タを公開する国土交通データプラットフォーム、国土の地盤情報を公開する KuniJiban、日本全国のオー

プンな 3D 都市モデルを公開する PLATEAU、衛星データを公開する Tellus 等がある。また、これらの情報

を分野横断的に検索可能な G 空間情報センターもあり、空間情報に関わる新たなビジネスやサービスを構

築するためのデータを容易に入手可能な社会が実現しつつある。しかし、①プラットフォームはややもす

ると乱立気味であり、サービス構築時に必要なデータをサービス事業の主体者が探し出す必要がある点、

②特定の対象地点周辺の空間情報を即座に入手する環 境がなく、必要に応じて生データを解析する必要が

ある点、③データアクセスおよびデータ解析（空 間解析）のシステムを各種データフォーマットに合わせ

て開発する必要がある点が課題となっている。 

課題の解決のためには、様々な事業主体が保有するデータを分野横断的にアクセスが可能で、データプ

ラットフォームとなる空間 ID を共通インデックスとした 3 次元空間基盤の構築が必要となる。そこで、

空間 ID の技術仕様に準じた、社会実装可能な 3 次元空間基盤の開発を目的とする。異なる分解能にス

ケーラブルに対応可能で、空間 ID ボクセルにて管理された 3 次元空間情報データストレージ、リアルタ

イムなデータへのアクセス要求に対応するための高速検索インデックスおよび地物属性などの空間 ID ボ

クセルの詳細を示すメタデータを保持した 3 次元空間情報基盤を開発し、空間 ID を用いた具体的なユー

スケースとして、①ドローンでの自律航行に向けた安全・効率的な飛行実証、②デジタルツインを用いた

データサイエンティストの教育、③デジタルツインを用いたインフラ管理の実証を行った。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 
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実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

空間 ID をコアとした 3 次元(4 次元)空間情報基盤を構築し、ドローンなどの自律移動モビリティをはじ

め、教育、インフラモニタリングなど多様な分野での活用を目指し遂行した。3 次元空間情報基盤の開発

にあたり、実務者へのヒアリングから、ドローン運行管理、インフラ管理、災害対策、教育分野などの

ユースケースを整理した。具体的には、ドローン等の自律移動モビリティに係る 3 次元空間情報基盤の開

発として、飛行ルート上の危険箇所を定量的に評価するシステムを構築した。このリスクアセスメントシ

ステムは、ユーザーが指定したウェイポイントをもとに経路評価エンジンがルートの危険箇所を判定し、

SORA ガイドラインに沿って地上および空中リスクを数値化し表示する。2022 年度から 2023 年度にわた

り、兵庫県、静岡県の各地域で試験飛行を実施し、ドローン搭載の EO/IR カメラにより災害時想定データ

（道路、斜面、河川、ダム周辺など）を収集後、4 次元時空間情報基盤、リスクアセスメントシステムと

ドローンの地上管制局を連携させ、2024 年度に静岡県で実証飛行を実施した。これより、空間 ID の活用

により、事前調査が困難な災害時などにおいても、ドローンによる安全な運用が期待できることが確認さ

れた。さらに、リスクアセスメントの高度化のため、人流データを活用して、地上の人や車の流量をリア

ルタイムに把握し、飛行計画のリスク評価（動的リスク管理）する技術を開発した。広域な空間情報の利

活用を推進する基盤技術として、高い社会的・経済的インパクトを有することを示した。教育の分野に

て、空間 ID に基づくデジタルツインを活用した 3 次元空間情報教材を作成した。法政大学で試行導入さ

れ、学内でキャンパス全体の点群データ計測と 3 次元空間情報基盤の構築により、データサイエンティス

ト養成に貢献した。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

各ユースケースの社会実装には、以下のような課題が残されているため、関係省庁と連携して解決を目指

す。 

NEDO 

委託 

宇宙サービスイノベーションラボ事業協同組合 

株式会社ゼンリン 

LocationMind 株式会社 

Intelligent Style 株式会社 

スウィフト・エックスアイ株式会社 
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3.1.4. ①-4 スマートシティに向けた空間ＩＤ／３次元空間情報基盤の研究・開発 

 

 

 

●期

間・

予算 
( 単

位 :

百 万

円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

185 338 304 

●特許出願及び論文発表 

特許

出願 

論文

発表 
発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 5 件 7 件 受賞 1 件 

テー

マ名 

スマートシティに向けた空間ＩＤ／３次元空間情報基盤の研究・開

発 
達成状況 〇 

実施

者名 
株式会社竹中工務店 

達成

状況

の根

拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

本テーマでは、スマートシティへの貢献を目指し、空間 ID の活用が進んでいなかった建設分野及びエ

ンターテイメント分野におけるユースケースの実証を行い、その利用可能性を検証しつつ、必要となる空

間 ID 定義及び基盤機能を検討・開発した。 具体的には、3 つのユースケースを設定し、それぞれに対し

て『①空間 ID 定義』 『②3 次元空間情報基盤の開発』『③ユースケース実証による有効性検証』の 3 

点を 統合する形で取組みを実施した。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

 
 

●実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

建設現場における空間調整業務を支援する現場アプリを導入し、空間 ID と紐付けた空間利用実績の取

得を可能にする仕組みを構築した。その効果を、現場アプリ単体による価値、空間 ID を利用する価値、

空間 ID を流通する価値という 3 つの視点から実証した。結果として、各要素が現場運営の改善に寄与す

ることを定量的に示した。また、現場アプリで管理される空間利用情報と、ロボットナビゲーションシス

テムで管理される移動経路情報を空間 ID を介して双方向連携させることで、ロボット制御の高度化を図

る仕組みを構築した。実際の建設現場でロボットの自律移動の実証実験を行い、空間 ID を活用すること

で建設ロボットの利便性と実用性が向上することを示した。空間エンタメユースケースにおいては、グ

ローバル空間 ID とローカル空間 ID を連携させながら、技術的な検討ポイントを示しつつ、エンターテイ

メント分野における新たな体験 創出の可能性を探求した。異なる場所にいる利用者がリアルタイムで共

通の敵と戦 えるゲームを開発し、それぞれの特性に応じたグローバル空間 ID とローカル空間 ID の使い

分けによって、両者の共存価値を実証した。また、ヒューマンスケールの VR コンテンツを開発し、VR デ

バイスによる位置特定誤差など、今後考慮すべき技 術的課題について議論を提示した。 

NEDO 

委託 
株式会社 Geolonia 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

 国立大学法人東京大学  

再委託 

株式会社竹中工
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3.1.5. ①-5 効率的なボクセル化を通じた空間情報管理手法及びドローン等自律型移動

モビリティにおけるボクセルの利活用に係る研究開発 

●実用化・事業化への道筋と課題 

ロボットを活用した施工管理手法の事業化をめざす。アプリに関しては「tateras」の活用と、「RNS」を

改善および事業化し、ロボットは市販の機体を活用する。エンターテイメント分野で空間 ID を活用する

ことを想定したとき、本実証の中で行なってきたようにグローバル空間 ID とローカル空間 ID の位置合わ

せは重要なポイントであると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●期

間・

予算 
( 単

位 :

百万

円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

280 278 283 

●特許出願及び論文発表 

特許

出願 
論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

2 件 0 件 4 件 1 件 著作権 1 件 

テー

マ名 

効率的なボクセル化を通じた空間情報管理手法及びドローン等自律

型移動モビリティにおけるボクセルの利活用に係る研究開発 
達成状況 〇 

実施

者名 
株式会社トラジェクトリー 

達成

状況

の根

拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

 本テーマでは、3 次元空間 ID を媒体として空間情報をボクセル単位で一元的に管理・運用する情報基盤

を構築し、これを自律型移動モビリティ（ドローン、ヘリコプター等）の運航 管理や都市空間の多主体連

携に応用することを目的としている。具体的には、国土交通省が推進する「PLATEAU」等の 3 次元都市モ

デル、電力・通信イ ンフラ設備、地形情報（DEM）、位置情報（GPS）といった多様な空間情報を 3 次元

空間 ID に紐づけて統合・管理し、これを用いた空間情報基盤を整備する。加えて、空間 ID に 対応した 

API の開発・公開を通じて、GCS を用いたドローン運航事業者、自治体、電力・ 通信事業者、防災機関な

ど多様なステークホルダー間でのデータ連携・活用を可能とする仕組みを構築する。また、これらの空間 

ID をライブラリとして整備・オープン化し、標準化された空間管 理の枠組みを社会に普及させること

で、UTM との統合的運用に資する技術基盤の確立を目指している 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 
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●実施体制 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

本テーマでは、ドローン航行におけるボクセル（3D 空間内の区画）を利用した航路設計や管理システムを

開発した。既存のインフラ産業（電力会社や鉄道会社等）と連携し、4 次元空間情報を安価かつ 容易に活

用できるデジタルインフラの構築を実施した。また、実証実験では、自治体職員が催事情報や工事情報を

空間データとして登録できることを確認した。これにより、自治体で把握している催事の情報やインフラ

事業者による工事・点検の実施状況が可視化され、飛行許可・禁止等の情報共有において一定の効果が得

られた。また、データの共有に際して「必要情報は掲載し、秘匿情報は保護する」仕組みが構築され、公

益性の高い情報のオープン化がスムーズに進められることも明らかになった。空間 ID の仕様・アーキテク

チャが広く浸透することで、異なる形式で保持されている多様な情報を共通のプラットフォームで統合

し、データの効率的な利用が可能となる。これにより、社会課題である労働力不足への対応が可 能とな

り、デジタル化や AI・ロボット 技術を活用した自動化も進展すると期待される。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

日本では、広域の施設や土地を管理する自治体やインフラ事業者の情報が紙などのアナログ情報で管理

されている場合が未だ多くあり、空間 ID によるデジタル化を推進していく。自治体やインフラ事業者が利

用しているアプリケーションなどへ空間 ID の対応を普及させていく。 

●期

間・

予算 
( 単

位 :

百万

円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

241 212 243 

●特許出願及び論文発表 

特許

出願 
論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 

NEDO 

株式会社トラジェクトリー 

委託 
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3.2. 研究開発項目②受発注·請求·決済の各システムの情報連携を可能とする次世代取

引基盤の構築 

3.2.1. ②-1 仮想的な次世代取引基盤における総合的なシステムの開発と有効性の実証 

テーマ名 
仮想的な次世代取引基盤における総合的なシステムの開発と有

効性の実証 
達成状況 〇 

実施者名 株式会社ネクスティ エレクトロニクス 

達成状況の根拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

実証項目 成果 達成度 達成の根拠 

/解決方針 

①データ連携基盤

システムと周辺業

務システムの研究

開発 

一元管理可能な取

引データの統一

フォーマットを策

定 

〇 要件定義完了 

②取引データ蓄積

基盤の研究開発 

• データレイクハ

ウス仮想データプ

ラットフォームに

より構築し「デー

タ蓄積基盤」 

•  蓄積データを

サービスに活用す

るための「データ

利活用システム」 

〇 システムテスト実

施 

③取引データ利活

用システムの研究

開発 

④取引データ蓄

積・利活用の実証 

• 課題解決ユース

ケース作成 

• 実証による数値

目標達成 

〇 • 実証における工

数削減率 

目標値達成 

• 年あたり効果試

算算出 
 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

アウトカム目標を踏まえ、A)受発注・請求・決済等の一連の取引プロセスのデジタル完結に係るシステム

の開発・実証 (短期アウトカムへ寄与)、B)第 3 者の取引データを利活用した新たな価値創出に係るシス

テムの開発・実証(長期アウトカムへ寄与)の 2 領域について事業を行う。 

A)業界・業種をまたいだ受発注・請求・決済の各取引について、データ規格、識別子等の標準案を策定

し、コネクタ技術を用いたデータ連携基盤に求められる要件定義と、次世代取引基盤で発生するデータを

生成する治具の開発を行う。 

B) 取引データ蓄積並びに参照基盤のプロトタイプを構築すると共に、そのデータガバナンスに係る標準

案を策定する。また、利活用サービスソリューション（ライセンス管理、トレース情報を活かしたリコメ

ンド/アラートサービス等を想定）を開発し、それらの有効性を検証する。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

実証項目 概要 目標 根拠 

① データ連携基盤シ

ステムと周辺業務

システムの研究開

発 

データ連携基盤の要件

定義 

様々なシステムをデジ

タル環境において連携

可能にすることで、取

引のデジタル完結を実

本研究開発の目的であ

る効率的な取引業務の

遂行、取引データを活

用した新たなサービス
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現可能とする基盤の要

件を定義する。 

創出にあたり、受発

注、請求、決済に関わ

る一連の企業間取引を

デジタル完結するため

の取引基盤構築。 

② 取引データ蓄積基

盤の研究開発 

データ蓄積基盤の構築 あらゆる取引先とのデ

ジタル化されたリアル

タイムな取引及びデジ

タル化された取引デー

タの参照が可能となる

ような仮想的な基盤を

構築する。 

③ 取引データ利活用

システムの研究開

発 

データ利活用システム

の構築 

次世代取引基盤を利用

した取引における取引

データ等を利活用した

サービスを提供するシ

ステムを構築する。 

④取引データ蓄積・利

活用の実証 

ソフトウェア疑似取引

用治具の構築 

課題解決ユースケース

群に沿った実証 

データ連携基盤の代替

機能を構築する。 

 • 適切な実証ユース

ケースを設定する。 

• 本研究開発の目標で

ある「基盤利用者にお

けるソフトウェア開

発・保守工数の 20%削

減」が達成できている

ことを実証する。 

実証実施にあたり、統

一フォーマットの取引

データを生成する機能

が必要なため。 

ソフトウェア業界の課

題解決に資する実証と

する。 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

商取引のデジタル完結を実現可能とする次世代取引基盤とそのデータ連携基盤に求められる要件を定義で

きた。ソフトウェアの商取引ログをブロックチェーン技術で紐づけることにより Software BOM を生成

し、この SBOM が自動車向けソフトウェア開発事業にて想定される複数のユースケースそれぞれに与える

業務削減効果を実証により算出できた。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

本事業にて開発したソフトウェア商取引情報を基にした SBOM 生成等の技術等を自社の既存製品

「moderix」(自動車開発にかかるシミュレーションを支援するクラウドサービス)に組み込み、事業化に

向けた取り組みを推進していく。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

173 212 - 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

NEDO 

株式会社ネクスティ エレクトロニクス 

委託 
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3.2.2. ②-2 次世代取引基盤の構築並びに取引データの商流ファイナンスへの利活用 

テーマ名 
次世代取引基盤の構築並びに取引データの商流ファイナンスへ

の利活用 
達成状況 〇 

実施者名 EY ストテラジー・アンド・コンサルティング株式会社 

達成状況の根拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

実施項目 成果 達成度 達成の根拠 

／解決方針 

①ワンストップ企

業間取引を可能と

する受発注・請

求・決済取引ネッ

トワークの研究開

発 

• 中小企業共通

EDI と 4 つの業界

標準 EDI（流通

BMS、CI-NET、

ECALGA、鉄鋼

EDI）間で業務

メッセージが授受

できることを確認 

• 同プロトタイプ

を使用し、ユー

ザーに最大 62％の

業務削減効果を確

認 

〇 業務削減効果は確

認 

②受発注-請求-決

済に係る業務・取

引のデジタル完結

を可能とする業務

システムの研究開

発 

• 標準データモデ

ルを策定し、デー

タ蓄積／参照基盤

のプロトタイプに

も実装 

〇 目標の通りの成果 

③取引デジタル化

に係る業務プロセ

ス改革支援体制の

研究開発 

• IT 導入支援の担

い手に係る要求事

項を整理 

〇 目標の通りの成果 

④ワンストップ参

照を可能とする

データ蓄積/参照

基盤の研究開発 

• プロトタイプを

構築し下段の商流

ファイナンス基盤

と接続した取引試

行を実施 

• 標準的なデータ

モデルに基づいて

商流ファイナンス

以外への応用可能

性を発見 

〇 ユースケースが広

がり、 

実用化の確度向上 

⑤取引データ活用

による商流ファイ

ナンスシステムの

研究開発 

• 組み込み型提供

による利便性や金

融サービスへのア

クセス向上に係る

提供価値仮説は一

定に正しいと評価 

• ユーザー側から

の与信評価のデー

タ活用にはポジ

ティブな声を得る

も金融機関側のリ

スク選好の変化は

中長期的な取り組

みが必要 

△ 自主的に取り組み

継続 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

アウトカム目標を踏まえ、A)受発注・請求・決済等の一連の取引プロセスのデジタル完結に係るシステム

の開発・実証 (短期アウトカムへ寄与)、B)第 3 者の取引データを利活用した新たな価値創出に係るシス

テムの開発・実証(長期アウトカムへ寄与)の 2 領域について事業を行う。 

A) 業界・業種をまたいだ受発注・請求・決済の各取引について、データ規格、識別子等の標準案を策定

し、中小企業共通 EDI と各種業界標準 EDI および独自 EDI 間を連携するデータ連携基盤を開発する。ま

た、中小企業共通 EDI 対応業務システム（受発注・請求・決済業務 ERP 等）および EDI で必要な改修を行

い、取引のデジタル完結が実現できることを実証し、その有効性を検証する。 

B) 取引データ蓄積並びに参照基盤のプロトタイプを構築すると共に、そのデータガバナンスに係る標準

案を策定する。また、企業信用リスク評価の高度化に繋がるような、取引データを活用した商流ファイナ

ンスサービス基盤を開発し、それらの有効性を検証する。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

実施項目 概要 目標 根拠 

①ワンストップ企業間

取引を可能とする受発

注・請求・決済取引

ネットワークの研究開

発 

中小企業共通 EDI を標

準案に依拠しつつ、業

界標準 EDI や個別の

Web-EDI のデータ規格

との差異を補完する 

取引ネットワークのプ

ロトタイプを製作し、

複数システム間に跨る

試行的な取引を実行 

本ネットワークの活用

による取引作業時間の

64％削減（従来比）の

実現可能性を評価し、

文書化 

KGI 設定に照らして、

研究開発後の実用化検

討にも有用な示唆導出

が重要との認識のため 

②受発注-請求-決済に

係る業務・取引のデジ

タル完結を可能とする

業務システムの研究開

発 

実利用者の業務プロセ

ス改革を基に、業務シ

ステムの導入を検討範

囲に含めて、ERP ベン

ダーの機能範囲につい

ても比較検討 

業務プロセス一覧を基

に標準的なデータモデ

ル案を策定 

試行的な BPR やインタ

ビュー調査等を通じて

整理、文書化するため 

③取引デジタル化に係

る業務プロセス改革支

援体制の研究開発 

実利用者の業務実態ア

セスメントに基づき、

デジタルツール導入支

援の展開に必要となる

要求事項定義を実施 

IT 導入支援の拡大的な 

展開に係る要求事項を

報告書に取りまとめ 

研究開発後の実用化検

討にも有用な示唆導出

が重要との認識のため 

④ワンストップ参照を

可能とするデータ蓄積/

参照基盤の研究開発 

データガバナンスに留

意しつつ、データ蓄積/

参照基盤のプロトタイ

プを製造、 商流ファイ

ナンスサービス基盤と

の接続による試行的な

取引実行 

プロトタイプを製作、

上述①並びに後述⑤と

接続し、試行的な取引

を少なくとも 1 件以上

実行 

上述①と後述⑤接続の

前提となる機能のため 

⑤取引データ活用によ

る商流ファイナンスシ

ステムの研究開発 

実際のユーザーによる

本商流ファイナンス基

盤を活用した取引実行

及び EDI 過去取引を活

用した信用リスク評価

モデルの試作 

商流ファイナンス実行

額の約 3,900 億増の実

現可能性を評価 

KGI 設定に照らして、

研究開発後の実用化検

討にも有用な示唆導出

が重要との認識のため 
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3.2.3. ②-3 コンテナオーケストレーション技術を活用した受発注・請求・決済等にお

ける次世代取引基盤の構築と活用 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

次世代取引基盤となりえる大企業業種別 EDI(4 種)と中小企業共通 EDI の間での変換 GW を構築し、双方向

で商取引の実証を行うことができた。事業期間中から金融庁やデジタル庁とも事業内容を共有しており、

同時並行で進んでいた政府相互運用性フレームワーク（GIF）金融分野実装データモデル策定へ、本事業

成果の一部を共有することで標準化・制度化にも貢献ができている。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

本事業を通じて得たビジネス・技術的知見に基づいて、事業領域としていたファイナンス領域に限らず、

コンプライアンス対応や調達デューデリジェンス等の文脈でも取引デジタル化及び利活用の事業シードを

発見しており、事業化に向けた開発活動を継続していく。 

課題として、デジタル決済の中小企業や零細企業への普及には導入企業経営者および担当者の IT リテラ

シーや運用保守体制を含めて検討が必要であり、継続的な普及の後押しを行う必要がある。また、商取引

データを基にしたファイナンスサービス与信評価のデータ活用にはポジティブな声を得るも金融機関側の

リスク選好の変化は中長期的な取り組みが必要である。 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

169 175 - 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

テーマ名 
コンテナオーケストレーション技術を活用した受発注・請求・

決済等における次世代取引基盤の構築と活用 
達成状況 × 

実施者名 ラトナ株式会社 

達成状況の根拠 

NEDO から委託費を受けて実施した本事業において、労務費及び外注費が実態とは異

なっていたことを確認したため、委託契約を解除し返還請求を行った。 

初年度の要件定義のみ実施し次年度契約を解除したため、実質的な成果は見込めな

い。 

NEDO 

EY ストテラジー・アンド・コンサルティング株式会社 

委託 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

アウトカム目標を踏まえ、A)受発注・請求・決済等の一連の取引プロセスのデジタル完結に係るシステム

の開発・実証 (短期アウトカムへ寄与)の領域について事業を行う。 

A)業界・業種をまたいだ受発注・請求・決済の各取引について、データ規格、識別子等の標準案を策定

し、コンテナ オーケストレーション技術等を用いて汎用性および拡張性に富んだ信頼性の高いデータ連

携基盤を開発する。また、 業務システム（受発注・請求・決済業務 ERP 等）に対して、データ連携基盤

とデータ交換可能となるよう API 連 携等を行い、取引のデジタル完結が実現できることを実証し、その

有効性を検証する。  

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

実施項目 概要 目標 根拠 

1.次世代取引基盤を利

用しているあらゆる組

織とのデジタル化され

た取引を可能にする

データ連携基盤の設

計、開発（A-1） 

次世代取引基盤の開発 初年度にて要件定義を

行い、次年度にて開発

を行う。 

本研究開発の目的であ

る効率的な取引業務の

遂行、取引データを活

用した新たなサービス

創出にあたり、受発

注、請求、決済に関わ

る一連の企業間取引を

デジタル完結するため

の取引基盤構築。 

2.受発注～請求～決済

に係る業務・取引のデ

ジタル完結を可能とす

る周辺業務システムの

設計、 開発（A-2） 

周辺業務システムの開

発 

3.取引のデジタル完結

の検証 

データ連携基盤（A-1）

と売り手および買い手

側の業務システム

（ERP）を用いて、受発

注～請求～ 決済までの

一連の業務がデジタル

完結し、業務改善効果

が見込まれることを検

証する。 

業務効率化への寄与度

合を検証する。 

A-1 および A-2 で開発

システムによる業務効

率化への寄与について

有効性検証を行う。 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

初年度の要件定義のみ実施し次年度契約を解除したため、本事業としての成果は見込めない。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

初年度の要件定義のみ実施し次年度契約を解除した。本事業としての成果は見込めないが、実施者が個別

に実施しているクライアント企業向け個別 EDI 開発などには本事業で得た知識等が活用される。 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

178 
- 

(契約解除) 
- 

NEDO 

ラトナ株式会社 

委託 
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3.3. 研究開発項目③複雑なシステム連携時に安全性及び信頼性を確保する仕組みに関

する研究開発 

3.3.1. ③-1 ＳｏＳ時代のシステムの安全性・信頼性とイノベーションの両立に向けた

デジタルインフラ整備及びガバナンスのあり方に係わる研究開発 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

テーマ名 

ＳｏＳ時代のシステムの安全性・信頼性とイノベーションの両立

に向けたデジタルインフラ整備及びガバナンスのあり方に係わる

研究開発 

達成状況 〇 

実施者名 学校法人立命館 

達成状況

の根拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

 運用者の異なるシステムが複雑に相互接続し、短期間で更新される SoS に係わる事 故が生じた場合、

原因特定や事故の予見が困難である。現状では、データによる管理 やそれに基づく運用が未整備であ

り、各ステークホルダーが個別的、事後的に都度現 場でやり取りしている状況にある。それらの運用の

ためには、各システムのデータを 連携させ、モニタリングによる現状把握を行うことで、安全で信頼性

の高いシステム 運行の実現につながり、事故発生時は原因把握や検証もスムーズかつリモートでも実 施

できるデジタルインフラが必要となる。デジタルインフラの要件を明らかにするためには、複数エリアに

分散されたデータを利活用する仕組み、共有されるデータが適 切に運用される仕組み（信頼性確保等）

を目指すことが重要であり、安全性の評価や 再発防止策の妥当性の評価が、即時に行われることが望ま

れる。 

 必要なデータの共有及び利活用に向けたアジャイル・ガバナンス・プラットフォー ムの要件を明らか

にし、ユースケース実証を通じて、その有効性の検証を実施する。 実証実験に際しては学生・教職員、

地域住民が往来する大学をリビングラボとして活用することで、データ連携プラットフォームのリアルタ

イム性・即時性に必要な仕組 みについて、検証と実装を繰り返しながら開発を進める。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

本テーマでは、SoS から生みだされるイノベーションの価値とスクのバランスを図り、SoS の社会実装の

推進に資するガバナンス・モデルの構築を進めた。その中身は、テストベッドによる「技術システム」の

NEDO 

学校法人立命館 

委託 

ソフトバンク株式会社 

株式会社ネクスティ エレクトロニクス 

再委託 
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3.4. 研究開発項目④サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発 

3.4.1. ④-1 データ連携基盤の構築と業界横断的なデータ流通の実用性検証並びに国際

連携に関する研究開発 

研究開発に留まらず、大学をリビングラボとして活用しながら、ソフトロー（例：SoS 運用ガイドライ

ン）を策定したり、ソフトローの運用に伴う組織的トランスフォーメーションのあり方を模索したりする

など、「社会システム」の研究開発についても同時に進めることができた。さらに、SoS の時代には、

ハードローだけでなくソフトローを上手く活用しながら、「安心・安全とイノベーションの両立」を図る

ことのできる「アジャイ ル・ガバナンス」の構築が求められており、本テーマでは、その効果検証を通

じて成果目標を達成することにより、「安心・安全とイノベーションの両立」を図ることのできる制度

的・技術的基盤を構築することができた。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

大学、企業、行政、一部市民を巻き込んだ SoS ガイドラインに基づくアジャイルガバナンス実施体制の

運用により SoS の社会実装とユースケースを拡大するとともに、事業化に向けては、参画企業による SOS

関連サービス製品のサービ設計を実施していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●期間・

予算 
(単位 :百

万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

140 219 225 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 7 件 61 件 5 件 著作権 9 件 

テーマ名 
データ連携基盤の構築と業界横断的なデータ流通の実用性検証

並びに国際連携に関する研究開発 
達成状況 〇 

実施者名 株式会社 NTT データグループ 

達成状況の根拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

実施項目 成果 達成度 

①データ流通システム及

びユーザー認証システム

の開発 

蓄電池トレーサビリティ

プラットフォームを構築 

以下を実施済み 

・API の提供/カスタマイ

ズ、来歴管理機能追加 

・CFP アプリ参考実装例

〇 

事業化の取り組み 

事業化の戦略・取

組 
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の開発及び提供 

・Catena-X との接続機能

開発 

②データ流通システム及

びユーザ認証システムの

実証 

蓄電池トレーサビリティ

プラットフォームの提供

を開始 

Catena-X との接続実証を

実施済み(2024/12-

2025/1) 

データスペース

（EDC/FIWARE/DATE-EX)に

関する概要調査を実施 

◎ 

③国内外データスペース

との相互接続に向けた調

査・検討 

データスペースを選定

し、相互接続に必要な要

件等を報告書に整理済

み。 

将来のトラストサービス

との連携に向けた調査を

実施し、報告書に整理済

み。 

〇 

④技術仕様書の作成 データ流通/ユーザ認証シ

ステムの API 仕様書の整

理、提供を実施済み 

ガイドライン文書として

整理済み 

〇 

⑤OSS 管理・維持方針の

策定 

実施項目 1 で開発した成

果物を OSS として公開済

み 

実施項目 2 の実証完了

後、公開済みの OSS を改

修し、最終版としてリ

リース済み 

〇 

 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

アウトカム目標をふまえ「ウラノス・エコシステム」の取組の元で標準化・制度化に資するデータ連携基

盤を構築し協調領域として横展開を推進、事業都度での個別開発を避け、業務コストの削減を目指す。 

• 企業間取引等のサプライチェーンに関係する企業・業界の垣根を越えたデータ流通を円滑・安心に実現

するデータ連携基盤の構築に向け、その根幹部分に該当するデータ連携システム等を開発する。開発にあ

たり、汎用なインタフェース、柔軟なアーキテクチャを採用するとともに、実証結果や社会から広く募る

意見を活かした取組を実施する。 

• 実証では、欧州バッテリ規則対応等、喫緊の課題を抱える自動車業界と他ユースケースに適用し、普及

可能性の高い国内外のデータスペースとの相互接続ができることに加え、合意形成・契約条件等の諸条件

にもとづいたデータ交換がデータ主権を保持した状態でできることを確認し、データ流通における当該基

盤の実用性を評価する。 

• 本事業で作成する技術仕様やプログラムは適宜公開し、関係者から広く意見を受け付ける等データ流通

ビジネスのステークホルダーを巻き込み、早期に関心・関与を促進する等の取組も行い、データの掛け合

わせにより生まれる新たなビジネス市場の創出に貢献する。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 
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各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

実施項目 概要 目標 根拠 

①データ流通システム

及びユーザ認証システ

ムの開発 

データ流通/ユーザ認証

システムを構築する。 

データスペース間を接

続する機能を開発す

る。 

データ流通/ユーザ認証

システムに関する以下

を実施 

・初期開発及び運用設

計 

・API の提供/カスタマ

イズ、機能追加 

・サンプルアプリケー

ション（CFP アプリ参

考実装例）開発 

・Catena-X との接続機

能開発 

業際を跨る連携が可能

な仕組みを提供し、ま

た実施項目 2 の実証で

利用するための対応 

②データ流通システム

及びユーザ認証システ

ムの実証 

実施項目 1 で開発した

システムを用いた各種

実証を実施する。 

データ流通/ユーザ認証

システムを用いた以下

の実機実証を実施 

・蓄電池トレーサビリ

ティシステムにおける

運用/非機能観点の実証 

（受入試験等含む） 

・Catena-X との接続実

証 

Catena-X 以外のデータ

スペースに関する概要

調査を実施 

欧州バッテリ規則への

対応を見据えた蓄電池

のトレーサビリティ管

理の実現のための対応 

③国内外データスペー

スとの相互接続に向け

た調査・検討 

サプライチェーンデー

タ連携基盤の接続先候 

補のデータスペースを

選定する。 

トラストサービスの将

来的な連携について検 

討する。 

サプライチェーンデー

タ連携基盤の接続先候

補を選定し、データス

ペースとの相互接続に

必要な要件等を整理 

将来のトラストサービ

スとの連携に向けた調

査を実施 

サプライチェーンデー

タ連携基盤と国内外の

データスペースの相互

接続に向けた調査対応 

④技術仕様書の作成 実施項目 1 で開発した

成果を API 仕様書と 

して整理して提供する 

ウラノス・エコシステ

ムのガイドラインを整

理する。 

データ流通/ユーザ認証

システムの API 仕様書

の整理、提供 

設計・開発のガイドラ

インの整理【加速】 

蓄電池のトレーサビリ

ティ管理実現のための

対応 

ウラノス・エコシステ

ムにおいて統一的な

API とするための対応 

⑤OSS 管理・維持方針

の策定 

実施項目 1 で開発した

成果を OSS 公開する。 

●実施項目 1 で開発し

た成果物を OSS として

公開 

●実施項目 2 の実証完

了後、必要に応じて公

開済みの OSS を改 

修し、最終版としてリ

リース 

様々なステークホル

ダーからのフィード

バックを起点にした機

能改善サイクル実現の

ための対応 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

NEDO 

株式会社 NTT データグループ 

委託 
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3.5. 研究開発項目⑤人·ロボット·システムを有機的に結合するスマートビル基盤に関

する研究開発 

3.5.1. ⑤-1 スマートビルを核としたビル外データ連携に関する調査 

●成果とその意義 

データスペースとして活用可能なデータ連携のルールや規約を整理し、データ連携基盤として公開した。 

欧州 Catena-X と日本ウラノス・エコシステムの両データスペース間において、双方に運用可能な形で、

双方向のデータやりとりを含めた接続実証に成功。本事業成果を含めた「ウラノス・エコシステム」によ

る自動車および蓄電池サプライチェーン企業間でのデータ連携サービスの事業開始や実績を評価いただ

き、第 54 回 日本産業技術大賞の最高位「内閣総理大臣賞」を受賞、データスペースの取組や実績が高く

評価された。ファーストユースケースとした車載用蓄電池の製品化までに排出される炭素量の集計では、

サプライチェーンに関わる企業各社からの報告を順につなぎあわせることにより効率的に集計できるプ

ラットフォームを構築しており、欧州規制を踏まえ日本から欧州への輸出の際に求められる報告に活用し

ていく。また、化学物質の含有調査など他の業種業態へ横展開を推進していく。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

今後、ユーザのニーズに合わせた最適な機能を迅速に提供することで、複数のユースケースへのサービス

提供による事業拡大を狙う。 

2024 年度、本サービスを利用して構築された「バッテリートレーサビリティプラットフォーム」と

「Catena-X」の接続実証に成功している。今後、複数のデータスペースを接続し、国際間データ連携を

サービス化し、グローバルレベルに事業拡大することを目指す。 

自動車業界に続くサービス提供先として化学業界等の製造業界など、サプライチェーン上の多数の企業間

でデータ連携を行う業界で、本事業の成果が展開されることにより、2029 年度までにデータ連携サービ

スとして数百億円規模の市場が創出されると見込んでいる。 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

- 326 319 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 4 件 9 件 
著作権 1 件 

受賞 1 件 

テーマ名 スマートビルを核としたビル外データ連携に関する調査 達成状況 〇 

実施者名 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

達成状況の根拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

実施項目 成果（実績） 達成度 達成の根拠／解決

方針 

①スマートビル及び

ビル外データ連携

に係る政策動向調

査 

調査報告書および

成果報告書を取り

まとめ公開 

〇 調査報告書をとり

まとめ関係者レ

ビュー済み 

②ビル外データ連

携に係る先行事例

調査 

③ビル外データ連

携に係る技術動向

調査 
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④関連する企業・

有識者に係るヒア

リング調査 

⑤総合分析 

 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

デジタル田園都市国家構想基本方針では、スマートビルに関するアーキテクチャ設計に取り組む方針が

示され、スマートビルのアーキテクチャに関する検討が開始されている。しかしながら、スマートビルに関する

事例は多くある一方で、拡張性や同業種・異業種間連携等に課題を抱え、「ビル外」データと連携した可視化

や高度な利活用については十分に進展していない。 

本調査では、上記「ビル外」に係る取組、具体的には街中に点在しているビルが都市リソースを流通させる 

バランサーとなり、データ活用により地域全体を調整・最適化するような取組に着目し、政策、先行事例、関連

技術等について調査を行い、課題等を整理することを目的とする。 
「ビル外データ連携」に関する政策・先行事例・関連技術等について調査を行った上で、我が国が実施すべき事項

等を整理する。2023 年度以降に実証事業が計画されていることを踏まえて、ソリューション、ユースケース、事業対

象者を具体的に想定した実証事業の構想案を作成することを目標に設定する。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

実施項目 概要 目標 根拠 

①スマートビル及びビル

外データ連携に係る政策

動向調査 

取り巻く状況の調査 調査レポートにまとめ

る 

技術動向調査のため 

②ビル外データ連携に

係る先行事例調査 

現状の事例調査 調査レポートにまとめ

る 

技術動向調査のため 

③ビル外データ連携に

係る技術動向調査 
 

求められる技術要素調

査 

調査レポートにまとめ

る 

技術動向調査のため 

④関連する企業・有識

者に係るヒアリング調

査 

求められる技術要素調

査 

調査レポートにまとめ

る 

技術動向調査のため 

⑤ 総合分析 現状課題と対応 

優先開発対象技術 

市場創出効果 など 

調査レポートにまとめ

る 

技術動向調査のため 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

 デジタルインフラ整備のさらなる対象であるスマートビルについて課題を整理し、今後優先的に実施す

べき技術開発内容及び技術開発がもたらす効果等の整理できた。 

 

NEDO 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

委託 
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3.5.2. ⑤-2 ビルＯＳによるビル内サービスロボットの有効活用と外部システム連携の

実証 

●実用化・事業化への道筋と課題 

調査事業なので実用化・事業化は行わない。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

20 - - 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

テーマ名 
ビルＯＳによるビル内サービスロボットの有効活用と外部システ

ム連携の実証 
達成状況 〇 

実施者名 鹿島建設株式会社 

達成状況

の根拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

 
 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

 スマートビル事業の中核をなすビル OS については、ゼネコン各社・メーカー当がそれぞれの独自ビル

OS を発表しているが、これらは協調領域をもたず相互運用性が十分とは言えない。本テーマでは、「ス

マートビルガイドライン」に従い協調領事業域を持ったビル OS を開発する。ビル OS 独自アプリケーショ

ンを標準 API で接続して運用することでビル OS の相互運用性とスマートビル事業の有効性を実証的に検

証し、その成果をもってスマートビル事業の活性化に寄与する。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する
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こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

スマートビル業界の課題である「ビルＯＳの相互運用性」および「アプリの事業性」に対し、９つの実

施項目を通じて、両機能の向上を目指した。ビルＯＳ自体の相互運用性の向上として、ガイドラインに基

づいた協調領域機能の実装を目指し、データモデルの標準化および各アプリとの連携性向上のため標準Ａ

ＰＩを開発した。また、相互運用性のレベルを測定するツールを開発することで、ビルＯＳ自体が持つ相

互運 用性を定量的に評価することを可能とした。大阪公立大学とのビルＯＳ連携においては、開発した

標準ＡＰＩを用いたデータ連携に行い、他社製ビルＯＳ間とのデータ連携に成功した。これらの取り組み

は、ビルＯＳ自体が持つ協調領域のみならず、各アプリや他社製ビルＯＳ間との連携という、ビルＯＳが

持つ広義の相互運用性のモデルケース例になったと考える。各アプリにおいてはその事業性向上を目標と

し、運搬ロボット管理システムに自律的な判断機能を追加するシステムを開発することにより、事業的な

メリットと省力化を得ることができた。エネルギーレポートの作成については、中央監視データを用いて

オフィスフロアの電力使用量を測定しつつ、レポートを自動で作成することで、建物管理業務の省力化に

成功 した。ＡＩ制御によるエレベーター運行制御最適化においては、ＡＩアルゴリズムの改良を 行い、

ＥＬＶの待ち時間の改善に成功した。アプリはユーザに最も近い位置にあるため、その有効性や費用対効

果を問われることが多く、本検証を通じてユーザの指向性を把握することができた。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

 データ連携が持つ機能は、経済的・社会的に大きな効果を生むと期待されているが、スマートビル業界

は各規格が統一されていないため、導入時のコストが大きな壁となっている。スマートビル業界の更なる

市場拡大のためには、本事例で実装した標準規格の統一が重要であり、協調領域やデータモデルの標準化

の早期実現が必要となる。事業化の面では、協調領域を持つビル OS は競合製品との差別化に繋がり、強

い競争力となる。国内における自社設計・施工・ビル管理を受注するプロジェクトでの導入を想定。 

 

 

●期間・

予算 
(単位:百万

円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

- 7 44 

NEDO 

鹿島建設株式会社 

補助 

Solid Surface株式会社 

アジアクエスト株式会社 

株式会社アクシス  

委託 
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3.5.3. ⑤-3 人の行動履歴等、人流データ活用によるスマートビルを中心としたにぎわ

い創出および地域の活動意欲活性化検証事業 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

テーマ名 
人の行動履歴等、人流データ活用によるスマートビルを中心とし

たにぎわい創出および地域の活動意欲活性化検証事業 
達成状況 〇 

実施者名 清水建設株式会社、scheme verge 株式会社 

達成状況の根

拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

2022 年度実施されたスマートビル将来ビジョン検討会に依れば、ビ ルのスマート化において、ビル

OS 及び関連システムは、空間・環境データの連携による利用者のニーズや外界の変化への柔軟な対応を

可能とする、デジタル社会におけるフィジカル・サイバー間の主要なインター フェースとして期待され

ているとの言及がある。また、2025 年 4 月に設立された一般社団法人スマートビ ルディング共創機構の

設立趣意書には、建物に関わるあらゆるデータの可視化により、様々なステークホ ルダーへの新たな価

値提供や IoT、AI、クラウド、ロボット等の活用・推進がより一層求められるとの記載 があり、その中

心的役割をビル OS が担うものと考えられる。 本テーマにおいて、清水建設株式会社（以下「シミズ」と

いう）及び scheme verge 株式会社は、上記背景に基づいて、第一にスマートビルに係るデータ連携に必

要なインターフェース と関連するアプリを開発し、ビル内の空間・環境データとしてオフィス・商業施

設複合型スマートビル内の人流データと、外界のシステムから収集する周辺地域での人流データの連携を

目指すものとした。また、連携によって生み出されたデータを活用し、スマートビル内外の商業施設の利

用の促進やにぎわいの創出など、スマートビルを中心とした地域活動の長期的な維持、地域経済の拡大を

図ることを第二の目的とした。これらの成果を踏まえ、社会に対しビル OS の有用性を訴えることで、ビ

ル OS に係るプレイヤーの増 加、ビル OS の更なる普及等に寄与することも併せて目標として掲げた。 

上述の目的・目標を達成するために、シミズが開発したビル OS である DX-Core（以下「DX-Core」と

いう）に集約する建物内施設利用データや行動履歴データを、 scheme verge 株式会社の人流解析プラッ

トフォームである Horai（以下「Horai」という）と連携し、解析した結果をもとにリアルタイムでター

ゲティン グ情報を DX-Core に付随するアプリ（以下「DX-Core アプリ」という）や Horai のエンドユー

ザー向け アプリ（以下「Horai アプリ」という）経由で提供し、ビル内商業施設の利用頻度を上げるため

データドリブンな人流誘導を図ることした。具体的には、検証先ビルのワーカーや検証先ビル外の同一

オーナーが所有するビル内のワーカーによる検証先ビル内商業施設の利用頻度を高めるべく、DX-Core 

アプリ上に、検証先ビル商業施設クーポンや Horai アプリ連携ウィジェットを作ったり、Horai アプリ上

に（DXCore 経由で）検証先ビルの混雑情報・クーポンを掲載したりして、実店舗に誘導することができ

ないか を評価・検証した。（実証フィールドは、新虎安田ビルにて実施） 
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●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

事業目標の KPI・KGI に関する達成状況としては、相互接続性を証するため、KGIを開発するビル OS の

データ連携用 API の活用により、外界システムとの相互接続が 100%可能であること、KPI を外 界システ

ムとの連携試験２件以上実施と定めていたが、本事業においては、DX-Core を３件の外界システムと連携

することに成功したため、所期の目標は達成したと言える。また、事業の有効性を証するために、KGI を

商業施設の利用人数 10%増、KPI を検証先ビル内のテナントオフィス従業員全体の 30％ が、ビル OS アプ

リ・街アプリの登録を行うとしていたが、定量的な評価としては、ビル OS アプリ登録数のみ達成となっ

た。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

本年４月には一般社団法人スマートビルディング共創機構が発足するなどビル OS 普及の機運が高まっ

ており、ある程度のサイズのビルには、ビル OS を入れることが当たり前の社会が到来しつつある。 

市場の拡大も加味して、両社共同事業としての人流ソフトウェアパッケージで上表のとおりの売上を目指

す。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

- 13 40 

NEDO 

清水建設株式会社 

補助 

scheme verge 株式会社 
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3.5.4. ⑤-4 新サービス創出に向けたデータ連携基盤 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 

テーマ名 新サービス創出に向けたデータ連携基盤 達成状況 〇 

実施者名 学校法人立命館 

達成状況の根

拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す 

 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

 本研研究テーマの目的は、ビルサービスの高度化に係わる「新サービスの創出ができるデータインフラ

基盤（技術インフラ）」の構築および「データの取り扱いに関するガバナンス・ルール」のあり方への提

言となる。ビルは社会活動の拠点として、オフィス、商業施設等の産業/経済の場や、研究施設を含む教

育・文化的な人材/交流の場である。更には、非常時の防災・災害の場に至るまで、デジタル社会におけ

る地域経済の発展を担うものであり、その使途や利用ニーズはますます多様化している。そのため、本で

テーマでは、「提供者基点（プロダクトアウト）でなく「利用者基点（マーケットイン）」によりビルの

使われ方を把握しながらデマンドに応じて物理セットを管理・制御できるようなデジタルインフラを整備

する。ビルシステム開発にあたってはハードウエアとソフトウェアの分離の上、設備のデータを統合する

基盤を構築し、ビルに係わるデータの一元管理とオープンなアプリケーション創出環境の構築を図る。ま

た、技術基盤を社会に実装していくためのデータの取り扱いに関するガバナンス・ルール（社会制度のイ

ンフラ）のあり方を提言する。技術インフラの構築とガバナンス・ルールの策定にあたっては、学生・教

職員他、地域住民が往来する大学とリビングラボとて活用する。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 
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●実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

実施項目 意義 

① スマートビルに係るデータ連携基盤システム

の開発 

 

・データ連携プラットフォームを構築し、複数の

ユースケースのためのサービスを開発、検証、評

価を実施。ユースケース実証のサービスを構築、

運用できた。特に、複数サービス運用時の個人情

報同意管理機能も実装、機能評価ができた。 

・ガバナンス・ルールの策定を完了し、その手順

書を作成。既に実証に入っているユースケースご

とのヒアリングを実施し、手順書の作成を完了

し、実働したユースケースでの検証を実施でき

た。 

・「ビルコミ」ビル OSを OICの H棟を含め構築し

運用、約 6000ポイントデータを APIを介してデー

タ連携。見える化アプリを開発、運用、評価し

た。 

②スマートビルに係るデータ連携基盤システムの

事業性と有効性の検証 

 

・施設管理、清掃業務、警備業務にビルシステム

もしくはビルデータに基づくサービスを運用し、

それらの効率化を実証した。 

・被災時の要支援者対策、デリバリーロボット連

携、既設棟を含む人流分析を実装、評価した。 

 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

事業化に向けて、センサーネットワーク、サービスロボット等を用いて、ビル管理業務を効率化する手

法についてコンサルティングおよび運用支援する（コンサルティング（現状調査・改善プランの提案

等）、ソフトウェア導入支援（スマートビルに係るデータ連携基盤システム等）、ハードウェア導入支援

（建物管理に係るロボット、IoT センサ等）、ガバナンス構築・構築支援（ソフトウェア、ハードウェア

運用に係るルールの策定等）、オペレーション業務・業務サポート等、）。また、スマートビル建設およ

び DADC のガイドラインに準拠したビル OS の展開を推進し、ユニークなアプリケーションの構築し、MSI

（ Master System Integration）として機能できる事業を推進する。また開発したビル OS の

API(Application Programming Interface)を活用するコミュニティの運営を実施する。 

 

 

NEDO 

学校法人立命館 

補助 

株式会社竹中工務店 

ソフトバンク株式会社 

委託 



 

178 

 

 

3.5.5. ⑤-5 協調領域の開放により多様なサービスを創出可能なスマートビルＯＳの開

発 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

- 112 88 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 6 件 8 件 0 件 

テーマ名 
協調領域の開放により多様なサービスを創出可能なスマートビ

ルＯＳの開発 
達成状況 〇 

実施者名 公立大学法人大阪 

達成状況の根拠 

 

 

実施項目 成果 達成度 達成の根拠 

／解決方針 

① ア ー キ テ ク

チャ・API 設計 

 

ビル OS全体および

プロフィールド層

との連携に必要と

なるドライバにつ

いて開発完了。ド

ライバ当初想定よ

りも対応種類を増

加。 

◎ ドライバ種類は当

初想定の５種類か

ら 15種類に増加。 

ドライバ追加によ

る追加機器・設備

種類の追加 

②ハイブリット OS

の実証 

 

DK-CONNECT および

鹿島建設が運用す

る ビ ル OS と の

API・データ連携

動作検証を完了。 

◎ 当初計画の DK-

CONNECT に加え他

事業者のビル OS

との連携も確認 

③データモデル・

オントロジ標準化 

 

空調、照明、ロ

ボットに関して、

ユースケースにも

とづいた共通デー

タモデルを策定。

DADC データモデル

分科会で事例紹

介。 

〇 当初の計画通りの

成果が得られたた

め。 

④認証・認可・監

査にもとづくアク

セス制御設計 

 

OAuth２トークス

コープと次元認可

テーブルの組み合

わせによる柔軟な

認可機構の実現

と、監査の実装 

〇 当初の計画通りの

成果が得られたた

め。 

 

⑤サンドボックス

環境の実現 

 

サンドボックスに

求められる機能要

件を定め、それら

を達成しうるため

の機構を実装。 

〇 当初の計画通りの

成果が得られたた

め 
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⑥OSS リファレン

スモデルの策定 

 

主要機能について

は OSS の活用によ

る実装完了。検討

内容および選択結

果はリファレンス

モデルとして 

文書化。 

〇 当初の計画通りの

成果が得られたた

め。 

 

⑦検証プロセス及

び手順の標準化 

 

OpenAPI 記述から

API の自動生成と

CI/CD ツールへの

連動による自動の

実証を完了 

〇 当初の計画通りの

成果が得られたた

め。 

 

⑧ユースケース

１：建物運用情報

の活用による空調

最適化 

CO２センサとの連

携による喚起シス

テムの動的な制御

と、学務情報シス

テムからの授業時

間に関するデータ

連携による空調制

御を実証。 

〇 当初の計画通りの

成果が得られたた

め。 

 

⑨ユースケース

２：ビル OSと自立

走行ロボットの連

携実証 

ビル OSによるアプ

リケーションから

ロボット制御が行

えるデモを実証。 

 

◎ 対象ロボットの増

加、エレベータ、

自動ドア連携など

の機能を追加 

➉サンドボックス

を用いた実学演習 

シラバス設計およ

び関連教材の作成 

〇 当初の計画通りの

成果が得られたた

め 

⑪ユースケース

３：大学アプリ

ケーション連携 

アプリケーション

による建物情報の

可視化実証を完了 

〇  

 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

本テーマでは、ビル OS の協調領域を広く開放することでアプリケーション開発障壁を取り除 き、ビ

ルの管理運用にとどまらないデータドリブンな新しいサービス・アプリケーションの創出の促進を通じ、

ビル単独の資産価値向上のみならず都市の重要アセットとして社会課題解決にも貢献可能なビル OS を実

現するための要素モジュールの開発を行う。また既存ビル OS との共存及び OSS によるリファレンスモデ

ルの策定、協調領域における API・データガバナンスを実現するセキュリティ機構（認証認可、監査）、

安全なアプリケーション開発を支援するサンドボックス機構の導入などにより、幅広いビル OS の普及に

貢献するとともに、大学施設を対象としたビル OS のサンドボックス環境を用いた実践的教育を通じ、ビ

ル OS 人材の育成 を目指す。なお、本事業で対象とするビルの属性は、事業期間中においては新築・中

規模の施設を対象 とするが、本事業の成果は大阪公立大学森之宮キャンパス学舎（新築・大規模）の本

番運用へ の適用を前提としており、それに基づいた開発を実施する。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

 

 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 
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実施項目 目標 根拠 

① アーキテクチャ・API 設計  本事業で設計するビル OS アーキ

テクチャ全体の設計と必要とな

る API の設計、およびプロトタ

イプの実装を行う。  

ビル OS 構築に必要となる基本機

能であるため。 

② ハイブリッドビル OS 実証  既存の他社開発ビル OS との共存

により連携動作するビル OS 全体

（ここでは、ハイブリッドビル

OS と呼ぶ）の実証を行う。  

ビル OS の実装においては他プ

ラットフォームとの連携は必須 

③ データモデル・オントロジ標

準化  

異なるビル OS 間で連携可能とな

るようオントロジおよびデータ

モデルの標準化を行う。 

異なるベンダによる同一機能の

設備を統合的に扱うためには

データのモデル化が重要 

④ 認証・認可・監査にもとづく

アクセス制御設計  

協調領域において各ステークホ

ルダーが適切に API の使用及び

データの参照が行えるよう、認

証・認可機構を導入するととも

に、監査によるトレーサビリ

ティを確保する。 

プラットフォーム連携において

異なるステークホルダが適切に 

API・データへのアクセスを提供

するためにはセキュリティガバ

ナンスが求められる。 

⑤ サンドボックス環境の実現 

  

本番稼働中のビル OS において、

全体への影響を与えることなく

実験環境を簡便に構築可能とす

るため、サンドボックス機構を

導入する。 

本番環境に影響を与えない、安

全な開発・実証環境の実現のた

めに必要。 

⑥ OSS リファレンスモデルの策

定 

  

ビル OS 構築のためのコスト低減

を行うことと同時に、可能な限

り簡便に構築可能であることを

実証するため、ビル OS の構成要

素をオープンソースソフトウェ

ア（OSS）の活用により実現する

手法について検討する。  

ビル OS 構築の導入コスト軽減と

普及に向けて必要。 

⑦ 検証プロセス及び手順の標準

化  

ビルに関する情報（設備、オン

トロジ等）に基づき API インタ

フェース群の自動生成を行う過

程において、生成された IDL を

入力とした CI（継続的インテグ

レーション）ツールを用いた検

証自動化を行う。 

複雑化するビル OS API のテス

トを安全かつ漏れなく行えるよ

うにするため。 

⑧ ユースケース 1：建物運用情

報の活用による空調最適化 

（担当： ダイキン工業株式会

社） 

エアコン設備及び換気設備につ

いて、建物の設備管理上取得可

能な情報に加え、他システムで

管理されている建物運用情報を

活用することで、さらなる空調

の最適化を行う。本項目では、

建物運用情報として「会議室予

約システム」と「教務情報シス

テム」を想定して実証を行う。 

施設管理目的以外のデータと連

携しながらより効率的な最適化

を実現するため 

⑨ ユースケース 2：ビル OSと自

律走行ロボットの連携実証 

（担当： 公立大学法人大阪、株

式会社竹中工務店） 

ビル OS の協調領域として今後そ

の可能性が大いに期待される自

律走行ロボットとの連携実証を

行う。 

ビル OS の有効性を明らかにす

るため 
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⑩ サンドボックスを用いた実学

演習  

開発するビル OS の特徴であるサ

ンドボックス環境を活用し実際

の施設を対象とした実学演習プ

ログラムを導入し、実際に学生

への教育プログラムとして組み

込むことを予定している。 

ビル OS の発展にはビル OS 開

発人材育成が必須となるため。 

⑪ ユースケース 3：建物運用情

報の活用による空調最適化  

ビル OS におけるフィールド層で

あるセンシング情報、による読

み取り情報などを収集、蓄積

し、ビル OS アプリケーションと

して、施設空間内の環境情報、

混雑状況、滞在状況などを可視

化する 

ビル OS の有効性を明らかにす

るため 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

実施項目 意義 

① アーキテクチャ・API 設計 ビル OS の導入により異なるベンダのさまざまな

設備・機器を統合的・統一的に制御・データ取得

することが可能となった。 

② ハイブリットビル OS 実証 他社製ビル OS （2 種類）の API・データ連携の

実証を完了、ビル OS 連携による協調領域の拡大

が期待できることとを実証した。 

③ データモデル・オントロジ標準化 DADC データモデル分科会にて実例を元にしたデー

タモデル検討結果を紹介、多くの関心を集めデー

タモデル・オントロジの標準化に貢献した。 

④ サンドボックス機構 特定の部屋・時間帯に限定してアクセス権を分離

することで、共用環境中に開発環境を容易に構築

できることが検証できた。 

⑤ ビル OS と自律走行ロボットの連携実証 2 社のロボットをエレベータ、自動ドアと連携し

ながらタスクを実施するユースケース実証を完了

した。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

大学発ベンチャー企業を設立し、IPA DADC 発行のスマートビルガイドラインに準拠したビル OS、イン

ターフェース、API を提供することを目指す。開発したスマートビル OS をビル設備に構築・導入するた

めの支援（コンサルティング含む）、および運用管理サービスを展開の予定。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

- 11 23 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

NEDO 

公立大学法人大阪 

補助 

ダイキン工業株式会社 

株式会社竹中工務店 

委託 
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3.5.6. ⑤-6 既築中小規模ビル向けビルＯＳに関する研究開発プロジェクト 

テーマ名 既築中小規模ビル向けビルＯＳに関する研究開発プロジェクト 

達

成

状

況 

〇 

実施者名 株式会社アンドパッド 

達成状況

の根拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

 
 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

 Society5.0 の実現に向け、スマートシティの構成要素であるスマートビル及び住宅・建物のデジタル

ツイン化が重要であるが、一部事業者により独自 OS が構築され、新規・大規模のビルを中心に導入がな

されている。一方、その価格と高機能性いよって、既築・中小規模のビルにまで広く進むものではないた

め、別途、既築・中小規模のビルにも導入しやすい「中小事業者に手が届くビルＯＳ」が求められる。 

 本テーマでは、ＤＡＤＣが示す「第３回スマートビル将来ビジョン検討会事務局資料」や「スマートビ

ルガイドライン」に位置付けられているスマートビル将来ビジョンの実現のうち、特に、既設・中小規模

のビルをターゲットとし、それらのビル及びビルオーナーが抱える課題を解決すると同時に、それらのビ

ル提供可能な価値の向上を目指す。具体的には、①中小規模のビルオーナーが最低限必要な機能を備え、

②継続活用できる価格帯で、③企業や業種をまたがるデータ連携が可能なビルＯＳの開発により、既築・

中小規模のビルの持続可能な管理の実現を目指す。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 
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各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

最も情報量の多い施工段階で実証実験を実施し、現場のライブ情報を入力いただく取引先の方々がアプ

リで簡単に情報を入力できることは、プロダクトの展開に不可欠となるがこの部分に関しては十分な評価

を頂くことができた。合わせて、納品物作成工数の削減や、検収工数の削減など副次的なメリットも見出

すことができた。施工段階での現場活用の価値が立証されたことで、点検等日常管理業務、不具合などそ

の他の現場業務でも十分活用していける可能性が高い。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

広義のビル OS で検討されている「デジタルツイン」によって解決されるような空間や空調等 エネル

ギーの管理等以前に、中小ビルにおいては建物自体の情報がアナログに管理されている ことに起因する

課題が散見され、これらの解決がユーザ視点ではより求められることが分かった。 

 

●期間・

予算 
(単位 :百

万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

- 3 25 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

NEDO 

株式会社アンドパッド 
補助 
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3.6. 研究開発項目⑥デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発 

3.6.1. ドローン航路 

3.6.1.1. ⑥-1-1 ドローンサービス等に係る開発・実証 

テ ー

マ名 
ドローンサービス等に係る開発・実証 達成状況 〇 

実 施

者名 

日本電気株式会社、KDDI スマートドローン株式会社、Intent Exchange 株式会社、宇宙サービス

イノベーションラボ事業協同組合 

達 成

状 況

の 根

拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

 
 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

研究開発項目①の成果を一部取り込みながら、人口減少が進む中でも生活必需サービスを維持し、国民

生活を支えることを目的としたデジタル時代の社会インフラである「デジタルライフライン」の全国整備

に資する基盤の構築を行う。 

具体的には、⑥-1. ドローン航路、⑥-2. インフラ管理 DX、⑥-3. 自動運転支援道という 3 つの先行実

装領域を定め、それぞれで複数の主体（企業・業種等）を横断して必要なデータ連携が可能となるデジタ

ル基盤を開発する。また、上記基盤を活用し、特定のユースケース及び先行実装地域において、従来と比

較して効率性、安全性等に優位性のあるサービス等の提供が可能な仕組みの実証及びその有効性検証を行

う。なお、構築するデジタル基盤は、先行実装地域以外への拡張性にも留意し、汎用的で広く活用されう

るものとする。 

本テーマでは、ドローン航路※１を支える連携サービスシステムおよびデータ流通システムを 開発する

ことを目指す。これらのシステムは、事業者ごとに必要とされる公益的なデータや機 能を提供・共有

し、各社が共通機能を個別に保有することなく、業務の共通化や自動化、リソースの最適活用を図ること

を可能にする。これにより、ドローン航路のネットワークの拡大と、ドローンを活用したサービスの社会

実装の加速に貢献することを目的とする。なお本事業は、「ドローン航路：ドローンサービス等に係る開

発・実証」に係る委託業務を実施する本コンソーシアム(以下 NEC コンソ)と、「ドローン航路：ドロー

ン運行管理等に係る開発・実証」に係る委託業務を実施する GSW コンソーシアム※２（以下 GSW コンソ）

が連携し実施する。ドローン航路に係るシステムは事業者毎の業務に共通して必要な公益的なデータや機

能等を提供することで、個社が共通機能を個別に保有することなく、協調領域としての業務共通化・ 自

動化やリソースの最適活用等を図ることを目指す。ドローン航路に係るシステムは、地形、障害物、風

速、天候、電波、人流、鉄道運行、規制、イベント情報といった様々な空間情報を用いた仮想的な空間デ

ジタルツインの構築、地上及び 上空のリスク要因に基づいた航路の画定、未来方向の分析及び評価等に

より、安全な飛行支援を可能とするとともに、航路からの逸脱を はじめとしたヒヤリハットが発生した

際の空間情報を用いた分析等、実績データと空間情報等 を用いた過去方向の分析及び評価等により、更

に安全性の高い飛行の実現に貢献する。なお、本事業の実施に際して「デジタルライフライン全国総合整

備計画」における検討状況等を踏まえ、助成事業における実証を行う先行実装地域は秩父エリア及び浜松

市とする。 
※１ドローン航路は、ドローン運航のための社会的理解の醸成が進んだ範囲において、地上及び上空制約要因に基づいて立体的に最外縁が画定された

運航環境であり、その整備によりドローンの安全かつ高密度な運航が簡便に可能になる。 
※２ グリッドスカイウェイ有限責任事業組合が全体まとめのコンソーシアム 
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●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

 
 

●実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

本テーマにおいて開発したドローン航路システムの実証試験を秩父エリアおよび浜松市で実施した。ま

た、同システムを活用し、アーリーハーベストプロジェクトの KPI である送電線上空のドローン航路およ

び天竜川上空のドローン航路のサービス実装を達成した。ドローン航路 ConOps（運用概念）案をはじ

め、ガイドライン素案、調査報告書等の成果物 を作成した。これらの成果物により、ドローン航路の仕

様・規格の統一による運用基準の明確化やドローン航路の理解促進による参入障壁の低減につながり、全

国津々浦々への導入および 国際展開への土台形成に貢献できる。 

 

 

NEDO 

日本電気株式会社 

KDDI スマートドローン株式会社 

Intent Exchange 株式会社 

宇宙サービスイノベーションラボ事業協同組合 

日本電気株式会社 

KDDI スマートドローン株式会社 

Intent Exchange 株式会社 

ブルーイノベーション株式会社 

東京海上日動火災保険株式会社 

株式会社 Geolonia 

委託 

補助 

再委託 
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3.6.1.2. ⑥-1-2 ドローン運航管理等に係る開発・実証 

●実用化・事業化への道筋と課題 

従来のドローン事業は構造的に採算性の確保が難しく、売上向上とコスト削減両面から収益を改善する

必要がった。ドローン航路の取り組みによって、コスト構造のうち飛行に関する調査や各種申請事務に係

る費用の削減が期待できる見通しを得ており、運航事業者はドローン航路によるコスト削減が可能にな

る。また、ドローン航路運営者は複数の運航事業者から航路利用を請け負うことで売上・利益が期待でき

る。すなはち、ドローン航路の社会実装により、運航事業者及びドローン航路運営者の両者が利益を得ら

れる、今後のドローンビジネスの発展を見込むことができる。次年度以降はドローン航路の全国展開に向

けて、単線間の相互乗り入れを含めた航路の高度化を図るとともに、①事業・技術開発、②全国・国際展

開、③ガバナンスの三位一体で取り組みを推進する。デジタルライフライン全国総合整備計画に基づき、

次年度以降の事業を推進していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 期

間 ・

予算 
( 単

位:百

万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

- - 1,456 

●特許出願及び論文発表 

特許

出願 
論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

1 件 1 件 0 件 14 件 
著作権 10 件 

意匠権 5 件 

テーマ名 ドローン運航管理等に係る開発・実証 達成状況 〇 

実施者名 
グリッドスカイウェイ有限責任事業組合、株式会社トラジェクトリー、国立大学法人

東京大学、株式会社フジヤマ 

達成状況の根拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

研究開発項目①の成果を一部取り込みながら、人口減少が進む中でも生活必需サービスを維持し、国民

生活を支えることを目的としたデジタル時代の社会インフラである「デジタルライフライン」の全国整備

に資する基盤の構築を行う。 

具体的には、⑥-1. ドローン航路、⑥-2. インフラ管理 DX、⑥-3. 自動運転支援道という 3 つの先行実

装領域を定め、それぞれで複数の主体（企業・業種等）を横断して必要なデータ連携が可能となるデジタ

ル基盤を開発する。また、上記基盤を活用し、特定のユースケース及び先行実装地域において、従来と比

較して効率性、安全性等に優位性のあるサービス等の提供が可能な仕組みの実証及びその有効性検証を行

う。なお、構築するデジタル基盤は、先行実装地域以外への拡張性にも留意し、汎用的で広く活用されう

るものとする。 

 本テーマでは、ドローンの普及に向けた「ソフト面及びルール面の標準化及び整備」を行うべく、こ 

れまでドローンでの電力会社施設の点検サービスの社会実装に向けた検討を進めており、かつ、 全国に

おける電力会社や鉄道会社施設におけるユーザ視点の知見を持つグリッドスカイウェイ有限責任事業組合

や再委託先である株式会社ＮＴＴデータ、株式会社日立製作所に加えて浜松市役 所並びに浜松地域にお

ける企業と連携し、河川上空のドローン航路を活用した物流サービスや河 川点検サービスの社会実装に

向けて検討を進めており、かつ、浜松エリアでのユーザ視点の知見 を持つ株式会社トラジェクトリーや

株式会社フジヤマ、これまでのドローン業界の黎明期から今日に至るまでドローン運用に関わる様々な規

制における整備やルールの標準化や国際化への取り 組みを推進してきた国立大学法人東京大学でコン

ソーシアムを形成し、各社で蓄積してきた知見 やサービスを活用・切り出し、協調領域として標準化を

図ることとした。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

 

実施項目 概要 目標 根拠 

①A-1 ドローン 

航路システム 

(委託事業) 

 

・本事業において、以下

の機能を有するドローン

航路システムを開発す

る。 

 

ドローン航路システム等

の構築、機能の有効性検

証を完了し、社会実装可

能な状態とする。 

 

将来の積極的な機能改善

を促進するために、個々

の機能を航路運営事業者

等が改良を容易に行える

よう、また、全国展開を

見据え、先行実装地域以

外への拡張性や UI/UXにも

留意する。 

②A-2 

データ流通システム開

発 

(委託事業) 

 

・ドローン航路・機体・

離着陸場の予約情報等の

リソース予約に資する

データと空間情報・リス

ク評価及びヒヤリハット

情報・飛行データ等の分

析に資するデータを蓄積

し流通させるためのシス

テム連携の仕組みを整備

する。 

・ドローン領域における

データ流通システムの構

築、機能の有効性検証を

完了し、社会実装可能な

状態とする 

 

(A-2-1)ドローンの運用で

は、ドローン航路のデジ

タルライフライン活用に

おいて必要となる情報を

利活用するために、ド

ローン航路システムが保

持する情報に対して外部

アプリケーションからシ

ステム連携の仕組みを具

備する。 

(A-2-2)ドローン航路シス

テム等及びデータ流通シ

ステムを適切なユーザや

適切なシステムのみ接

続・利用できるようにす

るため、安心安全なデー

タ連携を認可、保証する

機能を提供する。 
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③A-3 

調査研究 

(委託事業) 

ドローン航路内の安全・

効率的な運航を目指し、

管理手法やルールの調

査・研究を行う。 

調査・研究の結果は、ガ

イドライン及びその付属

書として整理する。 

ドローン航路及びモビリ

ティ・ハブの仕様・規格

提案書、ドローン航路に

係るシステムの仕様書、

航路運営事業者向けのド

ローン航路導入ガイドラ

イン（ConOps 等を含

む）、航路利用運航者向

けの航路運航ガイドライ

ン等の作成 

ドローン航路のあり方に

係る調査・研究による成

果物を標準として位置付

け、ドローン航路に係る

システムを介して様々な

事業者が運営するドロー

ン航路を相互に乗り入れ

ることで、ドローン航路

のネットワークを拡大

し、全国津々浦々に面的

な展開を進め、ドローン

を活用したサービスの社

会実装の加速に貢献す

る。 

A-4 

実証 

(助成事業) 

A-1、A-2、A-3 の成果物を

活用し、複数の運航事業

者が介在するドローン航

路において、河川巡視や

送電設備等のインフラ点

検サービスやドローン配

送サービスを実施するた

めに、ドローン航路シス

テムの妥当性を実証す

る。実証は次の自治体 / 

ユースケースで実施す

る。 

静岡県浜松市が抱える地

域課題の解決につながる

河川の点検、及び配送

サービス用ドローン航路

を整備する 

 

人口減少、少子高齢化に

伴う働き手不足から、浜

松市天竜区でも過疎化が

深刻化しており、住民の

医療や買い物といった生

活インフラの維持が課題

となっているため。 

 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

ドローン航路の実装により調整・周知の一元化によるコストを削減（通常の経路開拓・申請/調整業

務・関係者周知から約 70％削減）し、共通の航路整備による安全性確保が実現できた。（航路の適合性

評価や閉塞管理、逸脱モニタリング等実施）また、将来的なドローン航路の網目状の面的展開に必要なド

ローン航路運営者向けドローン航路導入ガイドライン素案及び運航事業者向けドローン航路運航ガイドラ

イン素案を作成し、ドローン航路の普及に向け「協調領域」として公開した。（ドローン航路システムの

参照実装を OSS として公開（https://github.com/ODS-IS-UASL）） 

最終的には、事業期間中に、浜松市は一級河川（天竜川）上空約 180km※1、秩父エリアは送電設備上空

約 150km にドローン航路を整備し、2025 年 3 月 25 日にドローン航路開通式を浜松・秩父で実施した。 

天竜川上流では、地域の物流業者の配送サービス開始となった。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

デジタルライフライン全国総合整備計画に基づき、次年度以降の事業を推進していく。 

公益デジタルプラットフォームとしての在り方や運営主体についても整理検討を進めていく。 

NEDO 

委託 
グリッドスカイウェイ有限責任事業組合 

株式会社トラジェクトリー 

国立大学法人東京大学 

株式会社トラジェクトリー 

株式会社フジヤマ 

株式会社日立製作所 

株式会社 NTT データ 

補助 

再委託 

https://github.com/ODS-IS-UASL
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3.6.2. インフラ管理ＤＸ 

3.6.2.1. ⑥-2-1 デジタルライフラインにおける地下インフラ情報の流通 

今後は、送電線上空のドローン航路の全国津々浦々への展開に向けて「秩父実装 150 ㎞」を更に拡張 

するとともに、浜松市のビジネスモデルを典型とした、物流サービス及び河川巡視・点検サービスを基軸

に全国へ展開していく。従来は、ドローン事業者がドローンを目視外飛行させるためには、各事業者が航

路を構築するため、飛行ルートを人による調査を実施したうえで、実際にドローンを現地でテストフライ

トさせること で安全を確認し、飛行させる地域における飛行許可取得ため、自治体や地域住民との交渉 

を事業者自身が行う必要があり、ドローン事業者に多大なコストと時間がかかっていたところ、協調領域

としてドローン航路の整備により、ドローン事業者がドローンを長距離飛 行させることにおけるコスト

や、飛行までに必要なリードタイムが拡大に下がることから、ドローン航路を活用したドローン物流にお

けるコスト競争力は、既存の物流事業に対 して高まる傾向になり、今後のドローン航路の全国的な拡張

をもって、コストは削減傾向 になると考えられる。  

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

- - 1,157 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 4 件 12 件 著作権 4 件 

テーマ名 デジタルライフラインにおける地下インフラ情報の流通 
達成状

況 
〇 

実施者名 

株式会社 NTT データ、エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社、東日本電信電話

株式会社、東京電力パワーグリッド株式会社、東京ガスネットワーク株式会社、株式

会社 EARTHBRAIN、ソフトバンク株式会社 

達成状況の根拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

実施項目 成果 達成度 達成の根拠 

／解決方針 

① インフラ管理 

DX システムの開発 

 

インフラ管理 DXシ

ステムを完成し、

8 事業者（民間 3

社、自治体 5 課）

のデータを流通

し、4 件のアプリ

ケーション流通実

績を得た。 

〇 データを流通する

システム構築を達

成。 

 

② データ整備 

ツールの開発 

インフラ事業者が

保有する設備デー

タから空間 IDを生

成するツールの構

築を完了。データ

変換に係る時間を

79%削減した。 

◎ データ整備に係る

時間削減目標を大

きく上回ったた

め。 

③通信、電気、ガ

ス、上水道、下水

道で、200 ㎢範囲

の 7 項目のデータ

整備を完了する。 

200 ㎢範囲の７項

目のデータ整備が

完了した。 

〇 データ整備 

目標の範囲を達成 
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④地下インフラ情

報の連携に係る

ユースケース実証 

 

 

 

 

WEB 化による移動

時間の削減や同時

申請機能によって

従来の申請業務に

係っていた稼働時

間 を 82% 削 減 し

た。 

◎ ・稼働時間削減目

標を大きく上回っ

たため 

 

 

 

・空間 IDを実装し

たマシンガイダン

スを使用すること

で、工事時に配置

していた補助者を

3 名から 2 名に削

減した。 

〇 稼働人員削減 目標

達成 

 

 

・構築したシステ

ムを利用した改善

後の業務フローに

て、事業所の営業

継続に必要な情報

入手の時間を 67%

短縮した。 

〇 災害情報入手時間

短縮目標達成 

構築したシステム

が実装された場

合、災害情報関連

の業務に係る時間

がどの程度効率化

されるかヒアリン

グし、35%程度削

減できる可能性を

明らかにした。 

〇 災害情報入手時間

短縮目標達成 

 

 

⑤インフラ管理 DX

に係るモデル規約

の検討 

 

・モデル規約（α

版）作成及びデー

タ共有時の主権者

による評価を完了

した。 

・モデル規約（α

版）作成及びデー

タ共有時の主権者

による評価を完了

した。 

〇 モデル規約α版の

作成・評価を完了 

 

⑥インフラ管理 DX

に係る運営モデル

の検討 

・全国展開も見据

えた運営主体の条

件や運営課題の抽

出を完了した。 

・候補自治体及び

インフラ管理事業

者 18団体に対して

ヒアリングを実施

した。 

・2025 年度に 4 都

市で事業を実施す

るための方針を検

討した。 

〇 4 都市での事業実

施に向けた方針検

討を達成 

 

⑦他自治体への普

及に向けた課題の

・公益 DPF の収支

シミュレーション

〇 ・インフラ管理 DX

の収支構造を検
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検討 

 

検 討 （ EHP を 対

象）及び黒字化に

向けた施策検討を

完了した。 

・公益 DPF の収入

基盤強化のため新

たに 3 つのユース

ケースを検討し

た。 

討、方針提示完了 

・設備データシェ

アリングによる新

規ユースケースを

提示完了 

 

 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

研究開発項目①の成果を一部取り込みながら、人口減少が進む中でも生活必需サービスを維持し、国民生活

を支えることを目的としたデジタル時代の社会インフラである「デジタルライフライン」の全国整備に資す

る基盤の構築を行う。 

具体的には、⑥-1. ドローン航路、⑥-2. インフラ管理 DX、⑥-3. 自動運転支援道 という 3 つの先行実

装領域を定め、それぞれで複数の主体（企業・業種等）を横断して必要なデータ連携が可能となるデジタル

基盤を開発する。また、上記基盤を活用し、特定のユースケース及び先行実装地域において、従来と比較し

て効率性、安全性等に優位性のあるサービス等の提供が可能な仕組みの実証及びその有効性検証を行う。 

なお、構築するデジタル基盤は、先行実装地域以外への拡張性にも留意し、汎用的で広く活用されうるもの

とする。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジタ

ルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎に

KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、UI/UX

に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通じて、同

者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施すること（ア

ジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 
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●実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

本テーマでは、インフラ管理 DX システム及びデータ整備ツールを開発し、地下インフラ設備情報の デー

タ整備及び流通を行い、埋設物照会、マシンガイダンス、災害時情報共有の 3 つのユースケースを、EHP の

先行実装地域であるさいたま市、八王子市において実利用に向けた実証を実施した。併せて、インフラ管理 

DX に係る運営モデル、インフラ管理 DX に係るモデル規約、全国展開に向けた課題、及び設備データの循

環に関する検討を完了した。結果、KGIを達成した。具体的には、インフラ設備の維持管理の高度化/災害時

における情報共有の迅速化等に資するシステム構築、インフラ設備の維持管理の高度化等に資するシステム

構築、災害時における情報共有の迅速化等に資するシステム構築、それぞれの機能実証を実現して有効性を

検証した。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

実用化・事業化に向けて、インフラ管理 DX システムを活用したデータ流通事業を促進するため、インフ

ラ管理事業者に広く参画を促すためのエリア展開を実施していく。具体的に今後の展開においては、、イン

フラ管理事業者におけるデータ整備の負担を軽減するため、データ整備ツールの充実やデータ整備作業の一

部をインフラ管理ＤＸシステム側で実施する等の対策を検討する。さらに、データを活用する AP の創出に

多くの事業者が取り組み易いよう、データ活用がしやすい機能や UI の改良等に取り組む 

今後は、デジタルライフライン全国総合整備計画に基づき、事業を推進していく。 

公益デジタルプラットフォームとしての在り方や運営主体についても整理検討を進めていく。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

- - 2,193 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 0 件 7 件 著作権 1 件 

NEDO 

株式会社 NTT データ 

補助 

委託 

東京電力パワーグリッド株式会社 

東京ガスネットワーク株式会社 

ソフトバンク株式会社 

株式会社 NTT データ 

エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社 

株式会社 EARTHBRAIN 

エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社 

東日本電信電話株式会社 
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3.6.3. 自動運転サービス支援道 

3.6.3.1. ⑥-3-1 路側カメラ、ＬｉＤＡＲ等データ連携システムの開発 

テーマ名 路側カメラ、ＬｉＤＡＲ等データ連携システムの開発 達成状況 〇 

実施者名 株式会社ティアフォー 

達成状況の根拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

実施項目 成果 達成度 達成の根拠 

／解決方針 

①自動運転支援シ

ステムの実証 

実証を通じて確認

した課題をもと

に、走行環境側へ

の要求事項を整理

した。 

〇 要件定義完了し関

係者レビュー済み 

②路側カメラ、

LiDAR 等データ連

携システムの開発 

汎用性、情報の更

新頻度、情報の軽

量化、個人情報の

除去に配慮したう

えで、環境情報連

携システム、環境

情報連携システム

と接続可能な路側

デバイス、環境情

報連携システムの

通信インター

フェースを開発

し、システム実証

と結果とりまとめ

を行った。 

〇 複数メディア含む

自動運転バス試乗

会にて開発システ

ムの動作を確認済

み 

③自動運転車と

データ連携基盤間

のインターフェー

スの開発 

データ連携基盤と

自動運転車間の接

続インターフェー

スを開発し、自社

製バス・ロボタ

ク、 他社製バ

ス、他社製ロボタ

クを用いて、接続

実証を行い結果と

りまとめを行っ

た。  

〇 複数メディア含む

自動運転バス試乗

会にて開発システ

ムの動作を確認済

み 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

デジタルライフライン全国総合整備計画のアーリーハーベストプロジェクトとして以下を行う。 

• 道路上に設置したカメラや LiDAR 等の路側デバイス情報を連携するシステムを開発する。 

デジタルライフライン全国総合整備計画として事業を継続していくためアウトカム設定は行わない。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

実施項目 概要 目標 根拠 

①自動運転支援システ

ムの実証 

アーリーハーベストプ

ロジェクト対象地域で

ある日立市内の一般道

に於いて実証を行っ

た。複数台運行を含む

自動運転移動サービス

の実現に向けた事業性

の観点ならびに自動運

転支援システムとして

技術観点の 2 つの観点

を持って行った。 

車両性能評価およびイ

ンフラ連携が必要とさ

れる事象の一覧化 

自動運転サービス支援

道のうち、I2N として

有効なユースケースを

整理するため 

②路側カメラ、LiDAR

等データ連携システム

の開発 

以下の開発を行った。 

環境情報連携システム

の開発、環境情報連携

システムと接続可能な

路側デバイスの開発、

環境情報連携システム

の通信インターフェー

ス開発 

汎用性、情報の更新頻

度、情報の軽量化、個

人情報の除去 

特定のインフラ事業者

に依らず、広くデータ

を共有・活用するため 

③自動運転車とデータ

連携基盤間のインター

フェースの開発 

車両情報を提供するた

めに、データ連携基盤

（車両情報連携システ

ム）と自動運転車間の

接続インターフェース

インターフェースを開

発した。 

異なる自動運転システ

ムとの接続検証 

特定の自動運転車両に

依らず、広くデータを

共有・活用するため 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義  
実施項目 意義 

⑥ 自動運転支援システムの実証 現在、自動運転バスの仕様は路駐車や工事のよう

な障害物を検出すると安全のために停止するよう

に設計している。実証をもとに生産性の高い遠隔

監視型 L4 の実現に向け、継続して運行する仕組

委託 

NEDO 

株式会社ティアフォー スマートモビリティインフラ技術研究組合 

再委託 
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3.6.3.2. ⑥-3-2 自動運転運行に係るデータ連携システムおよび高速道路におけるユー

スケースの開発・実証 

み＝路側デバイスによる先読み支援の有用性があ

らためて確認できた。 

②路側カメラ、LiDAR 等データ連携システムの開

発 

データをクラウド経由で収集・配信する共通基盤

を整備したことで、複数のサービス事業者が同じ

路側デバイス情報を参照するための枠組みが整

い、持続的かつ拡張性の高いデジタルライフライ

ン基盤を構築するための要件を整理できた。 

③自動運転車とデータ連携基盤間のインター

フェースの開発 

運行事業者が特定の自動運転システムを搭載した

バス・タクシーのみを運用するとは限らない。そ

こで、データ連携基盤としては、多様な自動運転

システムと連携できることを確認し、相互運用性

の向上に寄与した。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

デジタルライフライン全国総合整備計画に基づき、次年度以降の事業を推進していく。 

公益デジタルプラットフォームとしての在り方や運営主体についても整理検討を進めていく。 

まずは環境情報連携システムの商用利用可能なレベルまで品質を向上させ、アーリーハーベストの対象地

域で優先的に実装する。次いで、環境情報連携システムが有効な走行環境を有する他の地域にも順次導入

を進める。導入に際しては、2016 年以降に日本全国 97 を超える地域で自動運転の実証実験を実施してい

る際のノウハウを活用する。 

世界的に自動運転レベル 4 の技術開発は進んでいるものの、早期の社会実装には研究開発や安全性、イン

フラ、事業モデルなど多くの課題が残っている。そのため、早期実用化には複数の取り組みを同時並行で

進める必要があり、他のプロジェクトや業界との連携を深めながら推進していく。 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

- - 1,564 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 1 件 2 件 著作権 3 件 

テーマ名 
自動運転運行に係るデータ連携システムおよび高速道路におけ

るユースケースの開発・実証 
達成状況 〇 

実施者名 
ダイナミックマッププラットフォーム株式会社、BIPROGY 株式会社、NEXT Logistics 

Japan 株式会社、ヤマト運輸株式会社 

達成状況の根拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

実施項目 成果（実績） 達成度 達成の根拠／解決

方針 

①自動運転運行に

係るデータ連携シ

ステムの開発 

車両情報連携シス

テムを開発し、一

般道大甕ルートや

高速道での走行に

て実証を行った。

経路上情報の事前

配信により出発前

ODD 判定や走行中

に運転手介入操作

の必然性先読み判

〇 要件定義完了し関

係者レビュー済み 
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断など活用できる

ことが確認され

た。 

②データ連携基盤

のシステムアーキ

テクチャ 

研究開発項目④に

て昨年度作成した

データ連携コネク

タを基に、2025 年

度の研究開発項目

⑥で利用される全

てのデータ連携コ

ネクタを作成し、

他事業へ横展開

し、各コネクタは

それぞれの事業に

て稼働実証が行わ

れた。 

〇 関係者にて開発シ

ステムの動作を確

認済み 

③シミュレーショ

ンを用いたニアミ

ス情報共有システ

ムの開発 

ニアミスシナリオ

作成アプリ、ニア

ミスシナリオ利用

アプリを開発し事

前に動作検証を

行ったうえ、複数

の OEM メーカーに

も試用いただき事

業化した際の利用

者である OEM メー

カーとしてのコメ

ントを回収でき

た。 

〇 複数メディア含む

自動運転バス試乗

会にて開発システ

ムの動作を確認済

み 

④物流サービス

データ連携システ

ムの開発 

 

共同輸送システム

を開発し、過去 3

ケ月間の実輸送

データを基にした

シミュレーション

にて積載率の向上

(1 台あたり平均

40%→ 44%)が見込

めることを確認で

きた。 

〇 関係者にて開発シ

ステムの動作を確

認済み 

⑤実証 新東名高速自動運

転車両優先レーン

を活用して実証走

行を行い、開発し

たシステムの稼働

を実証した。（自

動運転にかかるシ

ステムそのものは

本事業の対象外） 

〇 関係者にて開発シ

ステムの動作を確

認済み 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

デジタルライフライン全国総合整備計画のアーリーハーベストプロジェクトとして以下を行う。 

•既存の交通情報提供者、路側インフラや車両等から提供される各種情報と 3 次元地図データを関連付

け、その統合 情報を低遅延で配信し、自動運転車両の安全走行を支援するシステム等を開発する。 

•輸送需要を踏まえたダイヤ計画やルート計画について、連携可能となる共同輸送システムを開発する。 

 • 先行実装地域（日立市及び新東名高速道路）において、自動運転支援、物流サービス等のユースケー

ス実証を通じて、成果物の有効性検証を行う。 

デジタルライフライン全国総合整備計画として事業を継続していくためアウトカム設定は行わない。 

 

●アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化または制度化」に資するデジ

タルインフラの整備を、研究開発項目毎に 1 件以上構築する。 

各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わる検証可能な目標としてテーマ毎

に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、

UI/UX に優れたシステムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者による試験的な利用を通

じて、同者からのフィードバックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施する

こと（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

 

各研究開発項目の実施項目毎に目標を設定する。 

実施項目 概要 目標 根拠 

①自動運転運行に係る

データ連携システムの

開発 

システム層の開発 交通情報や気象情報等

の準静的・準動的・動

的情報を統合し 3 次元

地図データと関連付け

て低遅延で配信する車

両情報連携システムを

開発する。 

自動運転車両の走行を

後押しする情報配信

サービスを構築するた

め。 

②データ連携基盤のシ

ステムアーキテクチャ 

データ連携層の開発と

横展開 

研究開発項目④の初年

度成果を活用して、連

携サービスシステムに

対して定義されたデー

タ構造の読込・書込を

行うコネクタ機能、な

らびに連携サービスシ

ステムへの接続を行う

アダプタ機能を有する

データ流通システムを

開発する。開発した成

果は研究開発項目⑥-1,

⑥-2 および⑥-3 一般道

とも横展開する。 

ウラノス・エコシステ

ムの取組のもと、デー

タ連携層を横展開する

ため。 

③シミュレーションを

用いたニアミス情報共

有システムの開発 

ニアミス情報のシナリ

オ作成と管理共有シス

テムの開発 

ニアミス事象をシミュ

レーション環境で再現

可能とするニアミスシ

ナリオ生成アプリ、シ

ナリオを利用するため

のニアミスシナリオ利

用アプリを開発する。 

自動運転車両の開発や

テストに必要なニアミ

ス情報シナリオを作成

し共有するため。 

④物流サービスデータ

連携システムの開発 

共同輸送システムの開

発 

荷主側の輸送需要と物

流事業者側の輸送能力

に関する情報を流通さ

せ、事業者横断での需

給マッチングを行うた

めの共同輸送システム

を開発する。 

幹線輸送の積載率を向

上させ、全体としての

輸送能力・量を保つた

め。 
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3.7. 実施項目⑦複雑かつ機微な情報を扱うデータ連携システムに関する調査 

3.7.1. ⑦-1 複雑かつ機微な情報を扱うデータ連携システムに関する調査 

⑤実証 高精度３次元地図を用

いた自動運転車両によ

り上記開発物の実証走

行を行う 

上記①②④で開発した

システムおよび補助事

業で作成した 3 次元地

図データを用いて複数

回の実走による実証を

行う。（③の実証は③

の枠組みで別途行う） 

アーリーハーベストプ

ロジェクトとしてシス

テムが実装できたこと

を検証するため。 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

デジタルライフライン全国総合整備計画のアーリーハーベストプロジェクトとして見込んでいた、路側デ

バイス情報や自車周辺情報を活用して自動運転車の運行を支援するためのデジタルインフラ基盤や、ニア

ミスシナリオを共有して自動運転車の開発・テストを支援するためのデジタルインフラ基盤、また、幹線

での共同輸配送によって積載率を向上し自動運転車の運行と組み合わせるためのデジタルインフラ基盤

等々を構築し実証によってそれぞれの有効性を検証することができた。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

デジタルライフライン全国総合整備計画に基づき、次年度以降の事業を推進していく。 

公益デジタルプラットフォームとしての在り方や運営主体についても整理検討を進めていく。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

- - 2,747 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 2 件 4 件 著作権 7 件 

テーマ名 複雑かつ機微な情報を扱うデータ連携システムに関する調査 達成状況 〇 

実施者名 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

NEDO 

委託 

ダイナミックマッププラットフォーム株式会社 

BIPROGY 株式会社 

NEXT Logistics Japan 株式会社 

ヤマト運輸株式会社 

ダイナミックマッププラットフォーム株式会社 

株式会社ＮＴＴデータ 

学校法人幾徳学園 神奈川工科大学 

Intent Exchange 株式会社 

再委託 

補助 
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達成状況の根拠 

実施項目ごとの達成状況を以下に示す。 

実施項目 成果（実績） 達成度 達成の根拠／解決

方針 

①データ流通に係

る各国動向調査 

調査報告書および

成果報告書を取り

まとめ公開 

〇 調査報告書をとり

まとめ関係者レ

ビュー済み ②複雑かつ機微情

報を扱うデータ連

携に係る技術動向

調査 

③ 総合分析 
 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

• デジタル化の急速な進展に伴い、データの活用は社会課題の解決や企業の付加価値創造に不可欠な要素

となっており、日本は 2019 年に DFFT（Data Free Flow with Trust）というコンセプトを提唱し、WTO に

おける電子商取引ルールの交渉をはじめとして関連の取組を進めてきた。 

• その中で経産省では、社会課題の解決に必要な、企業や業界を横断しデータを連携・活用するデータ連

携に関する取組を「ウラノス・エコシステム」と命名し、「産業 DX のためのデジタルインフラ整備事

業」において、データ連携基盤の構築やそれに資するデジタルインフラの開発等を推進している。 

• 他方、データ連携基盤を巡る状況は複雑化しており、複数のサプライチェーンに跨るトレーサビリティ

確保、自律移動ロボット等の安全な運行など、複数のステークホルダーが相互に連携してシステムの運用

を行う必要がある分野が増えている。そして、安全性・信頼性・相互運用性の担保等、より複雑なデータ 

連携を実現するための技術要素・ルールを確保するニーズが増大している。 

• 上記の背景を踏まえ、より複雑かつ機微情報の慎重な取扱が求められるデータ連携に必要な要素を検討

し、「ウラノス・エコシステム」の高度化に向けて今後優先的に実施すべき技術開発内容及び技術開発が

もたらす効果等の整理を行うことを目的とする。調査委託であるため、アウトプット目標は調査報告書お

よび成果報告書とし、アウトカムは設定しない。 

 

●アウトプット目標 

以下の調査を行い報告する。 

実施項目 概要 目標 根拠 

①データ流通に係る各

国動向調査 

取り巻く状況の調査 調査レポートにまとめ

る 

技術動向調査のため 

②複雑かつ機微情報を

扱うデータ連携に 

係る技術動向調査 

求められる技術要素の

調査 

調査レポートにまとめ

る 

技術動向調査のため 

③総合分析 現状課題と対応 

優先開発対象技術 

市場創出効果 など 

調査レポートにまとめ

る 

技術動向調査のため 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

●成果とその意義 

「ウラノス・エコシステム」の高度化に向けて今後優先的に実施すべき技術開発内容及び技術開発がもた

らす効果等の整理できた。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

調査委託であり実用化・事業化は行わない。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2022FY 2023FY 2024FY 

- - 18 

NEDO 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

委託 
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●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
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添付資料 

●基本計画 

 

 

  



 

 

Ｐ２２００６ 

 

「産業 DXのためのデジタルインフラ整備事業」基本計画 

 

半導体・情報インフラ部 

 

１． 研究開発の目的・目標・内容  

（１）研究開発の目的 

 ①政策的な重要性 

我が国は Society5.0 の実現に向けて、産業競争力を高め、自由で開かれた

安全・安心なデータ流通の実現を目指し、デジタルトランスフォーメーション

の推進を目指している。しかし、新型コロナウイルス感染症の対応において、

我が国の構造的課題に帰因するデジタルトランスフォーメーションの遅れが

露呈した。諸外国ではコロナ渦において急激にデジタル基盤の構築が進み、新

しいデジタルビジネスが生まれやすい環境を一気に構築しているのに対し、日

本国内においては、省庁や業界・企業の縦割りにより、それぞれの目的別に、

似たようなシステムにバラバラで投資が行われ、かつ、相互にデータやシステ

ムを連携するためのルールや標準が存在しないため、横串でのデジタル市場の

インフラ整備が遅れ、新しいデジタル活用やサービスの開発が困難な状況に陥

っている。 

今後、Society5.0 の実現に向けて、横串でのデジタル市場のインフラ整備、

企業のデジタルトランスフォーメーションを進めていく必要がある。こうした

取組の必要性については、デジタル社会の実現に向けた重点計画（2021 年 6

月 18日閣議決定）や科学技術・イノベーション基本計画（2021年 3月 26日

閣議決定）等でも示されている。 

こうした状況を踏まえて、経済産業省において「Society5.0 に向けたデジタ

ル市場基盤整備会議」が設置され、今後のデジタル市場の基盤整備の方針につ

いて議論されるとともに、デジタル庁や関係省庁と連携していく方針を示して

いる。また、社会課題解決や産業発展のデジタルによる恩恵を全国津々浦々に

行き渡らせるための 10年計画（デジタルライフライン全国総合整備計画）が

検討され、その先行的な取組として「アーリーハーベストプロジェクト」の推

進が位置づけられている。 

 

②我が国の状況 

 政策的な重要性でも述べたとおり、日本においては全体を俯瞰しながらルール

策定を主導する機関がなく、また、様々な関係者がシステムを連携して運用する

ような大規模かつ複雑なシステムの基本設計書・共通技術仕様であるアーキテク

チャが欠如しているため、データやシステムの連携が必要となる新たなデジタル

ビジネスの展開に関して、海外に比して大きく環境整備が遅れている。 

民間企業のみの取組では全体設計を行う能力・リソース・リーダーシップ等を

欠き、「Society5.0」や「Connected Industries」の実現に向けて国が関与し環

境整備を加速させることが必要である。 
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③世界の取組状況 

 海外では、複数のステークホルダーが相互に連携して運用する必要があるシス

テムについては、システム連携のためのアーキテクチャの設計が先行している。 

例えば米国では、連邦研究機関である米国標準技術研究所（NIST）が政府機

関や民間からの求めに応じ、スマートグリッド、IoT、サイバーセキュリティ等

の分野でアーキテクチャの設計を行っている。NISTが実施したスマートグリッ

ドフレームワークは、データプロファイル、用語の定義、通信規格等を標準化し、

システム間での双方向のデータ連携を実現したため、ディマンドリスポンスなど

の新たなサービスの創出に貢献したと言われている。その他、ドイツでは政府の

政策の下、Plattform Industries 4.0 がスマートマニュファクチャリングを実現

するアーキテクチャとして RAMI4.0を設計した。またインドでは政府が民間の

非営利団体の iSpirtに主導させ、India Stackという公的なデジタルサービス基

盤を整備し、中立性や専門性が保たれたアーキテクチャに基づくパブリックイン

フラの構築に成功している。 

 

④本事業のねらい 

Society 5.0 を実現するための我が国の産業が目指すべき姿として、経済産業

省は「Connected Industries」を提唱し（2017年 3月）、NEDOにおいては 2019

年度より「Connected Industries推進のための協調領域データ共有・AIシステ

ム開発促進事業」を開始し、既存産業とデジタル技術の「つながり」をはじめと

して、機械、データ、技術、ヒト、組織など様々なものの繋がりによって新たな

付加価値の創出や社会課題の解決に貢献するデータ共有/活用プラットフォーム

の先行事例構築に取り組んだ。当初は企業の自前主義や囲い込み体質により企業

内にデータが留まる「データの死蔵」が課題であったが、プラットフォームと連

携するインセンティブの構築や、オープンな設計等が功を奏し、多くの企業等と

連携するプラットフォームの優れた事例が複数構築された。このように、ある業

種又は限定された業種横断の領域においてデータやシステムの連携は進展して

いる。 

しかし、商習慣や EDI（Electronic Data Interchange）の仕組みが大きく異

なるケースや、規制によるガバナンスが省庁ごとに縦割りとなっているケース、

法的論点もセットで議論が必要であるケース、複数の関係者の利害調整が必要な

ケース等、民間企業主導の取組ではなかなか進展しない領域も存在する。 

そこで本事業では、「Society5.0 に向けたデジタル市場基盤整備会議」で示さ

れている方針のもと、様々なステークホルダーが利用するインフラやルール形成

に寄与し、生活者の利便性や経済成長に寄与する、国が関与するべき重点テーマ

として「3次元空間情報基盤の構築」、「受発注・請求・決済に係る次世代取引基

盤の構築」、「安全性や信頼性を担保する総合的な仕組みの設計」、「サプライチェ

ーンマネジメント基盤の構築」、「スマートビル基盤の構築」とし、企業や業種を

またがるデータ連携を円滑に行うことができるデジタル基盤の構築及びその標

準案の検討や、イノベーションを促しながら、システム全体の安全性や信頼性を

向上させるガバナンスを実現するために必要な技術仕様の検討を行う。また、そ

れらの成果も一部活用しながら、「デジタルライフライン全国総合整備計画」の

「アーリーハーベストプロジェクト」の一環で「デジタルライフラインの先行実

装に資する基盤の構築」を行う。 
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実施にあたっては、経済産業省を中心にデジタル庁をはじめとした各省との連

携に加え、アーキテクチャの知見・設計ノウハウを有する独立行政法人情報処理

推進機構のデジタルアーキテクチャ・デザインセンター（DADC）と密に連携し

て実施する。 

これにより、より広範囲から多様なデータ収集を可能とし、高度なデータ分析

や洞察、それに基づく新たなサービス開発が可能となり、また、人出を介さなく

なることで、リアルタイムで少量多頻度な取引が可能となったり、モノの時間的・

空間的制御が最適化されたり等、社会全体としてのヒト・モノ・カネ・情報の流

れの高度化や最適化が図られ、ひいては我が国企業の競争力向上にも貢献するこ

とを目指す。また、世界的な標準の動向を把握しつつ基盤システムの構築を行う

ことで、国内だけでなくグローバルでのシステム連携を容易に行えるようにする。 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 

本事業では、「企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標準化又は

制度化」に資するデジタルインフラの整備を、研究開発項目毎（研究開発項目⑥

についてはサブ項目毎）に 1件以上構築する。 

また、各研究開発項目で実施するテーマの中で、社会価値及び経済価値に関わ

る検証可能な目標としてテーマ毎に KGI（Key Goal Indicator）及び KPI（Key 

Performance Indicator）を設定し、実証を行う。その際、UX/UI に優れたシステ

ムとするべく、開発の途中段階で潜在的な利用者や提供者等の社会・産業の幅広

いステークホルダーによる試験的な利用・議論を通じて、同者からのフィードバ

ックを踏まえ、開発内容の具体化や修正等を行うサイクルを複数回実施すること

（アジャイル開発）を原則とし、目標を適宜最適化するものとする。 

 

 

研究開発項目①：3次元空間情報基盤に関する研究開発（委託事業） 

 

実空間における位置情報を統一的な基準で表現するための共通の技術仕様（3 次

元空間をグリッド状に分割しアドレスを付与した 3 次元空間 ID（以下「空間 ID」

という。））を策定する。また、空間 ID を通じて利用者が活用しやすい形であらゆ

る空間情報を簡単に取得できる仕組み（3 次元空間情報基盤）の実証及びその有効

性の検証を行う。 

 

研究開発項目②：受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世代

取引基盤の構築（委託事業） 

 

即時・多頻度の契約とそれを支える決済をワンストップ化するために、受発注・

請求・決済の各取引に必要なデータ連携アーキテクチャデータの策定、データの標

準化などの情報連携のルールや機能を整備し、本ルールや機能を踏まえた次世代取

引基盤の構築を行う。また、本次世代取引基盤の実証のため、次世代取引基盤を活

用した周辺システムの開発や改修を行い、そのシステムと連携させるためのインタ

ーフェース標準、データ利活用ガバナンス等を整理し、本次世代取引基盤を用いて

商習慣や EDIの利用状況が異なる複数の企業間取引が可能であることを実証する。 
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研究開発項目③：複雑なシステム連携時に安全性及び信頼性を確保する仕組みに関

する研究開発（委託事業） 

 

AI を含む異なるシステムが複雑に相互接続して短期間で更新されるシステム全

体の安全性及び信頼性を確保する仕組みとして必要な機能設計を完了する。また、

ドローン等の自律移動モビリティによる事故が発生した場合に、システム間の相互

作用も含めて事後的に検証可能であることや事故の抑制が可能であることについ

て、実証及びその有効性の検証を行う。 

 

研究開発項目④：サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発（委託事業） 

 

サプライチェーンマネジメントに係るデジタル基盤について、企業・業種横断的

な基盤となるよう拡張性に留意しながら、喫緊のニーズの高い自動車（車載用蓄電

池）に対する適用を念頭に具体化する。具体的には、事業者・事業所・商材の識別

子や関連データのデータモデルの標準化、そうしたデータを連携するためのインタ

ーフェース／検索機能の開発、データを共有する範囲・粒度に関するルール整備、

データトラスト・データガバナンスに係る検討及びそれらの有効性検証を行う。な

お、構築するデジタル基盤は、汎用的で広く活用されうるものとして構築し、製品

品質の確保や向上、不具合発生時の対応負荷軽減等に加え、環境対策等の新たな社

会的要請に対応できるよう、特定分野の工業製品に限らずバリューチェーン全体で

製品・サービスのトレーサビリティを管理するような取組を目指す。 

 

研究開発項目⑤：人・ロボット・システムを有機的に結合するスマートビル基盤に

関する研究開発（助成事業） 

 

スマートビルに係るデジタル基盤について、業界横断で多数のシステムが繋がる

システム全体のアーキテクチャを設計しながら、データモデルの標準化や、そうし

たデータを連携するためのインターフェース／検索機能の開発、そして、データを

共有する範囲・粒度に関するルール整備、データトラスト・データガバナンスに係

る検討及びそれらの有効性検証を行う。なお、構築するデジタル基盤は、汎用的で

広く活用されうるものとして構築し、街中に点在しているビルが都市リソース（ヒ

ト・モノ・エネルギー・情報等）を流通させるバランサーとなり、データ活用によ

り地域全体を調整・最適化するような取組となることを目指す。 

 

研究開発項目⑥：デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発

（委託事業、助成事業） 

 

研究開発項目①の成果を一部取り込みながら、人口減少が進む中でも生活必需サ

ービスを維持し、国民生活を支えることを目的としたデジタル時代の社会インフラ

である「デジタルライフライン」の全国整備に資する基盤の構築を行う。 

具体的には、 

⑥-1. ドローン航路 

⑥-2. インフラ管理 DX 

⑥-3. 自動運転支援道 

という 3つの先行実装領域を定め、それぞれで複数の主体（企業・業種等）を横断
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して必要なデータ連携が可能となるデジタル基盤を開発する。また、上記基盤を活

用し、特定のユースケース及び先行実装地域において、従来と比較して効率性、安

全性等に優位性のあるサービス等の提供が可能な仕組みの実証及びその有効性検

証を行う。 

なお、構築するデジタル基盤は、先行実装地域以外への拡張性にも留意し、汎用

的で広く活用されうるものとする。 

 

②アウトカム目標 

本事業の成果により、企業や業種をまたがるデータ連携を円滑に行うための標

準化又は制度化が 2027年度までに 8件以上行われることを目指す。 

中長期的には、研究開発項目①では、地理空間情報や 3 次元空間データの利用

の簡素化が進み、自律移動ロボットを用いた業種・業界での生産性向上や新たな

サービスの創出が想定される。また、研究開発項目①や③は、自律移動ロボット

の安心・安全な環境作りに直接的に寄与するものであり、自動運転システム、ド

ローン配送、空飛ぶクルマの市場成長が期待される。各種調査によると、2030年

までに、ドローン配送では 5.3兆円（グローバルインフォメーション）、ドローン

検査・モニタリングでは 3.4 兆円（グローバルインフォメーション）の市場成長

が期待されている。3次元空間情報基盤等を日本において早期に整備することで、

海外に先んじて日本における早期市場拡大に貢献し、日本企業が優位な状態で海

外市場へ参入することが期待されることから、この寄与率を 1%と仮定し、870億

円の市場獲得を目指す。 

また、研究開発項目②や④では、現行の非効率な取引関連業務の効率化による

コスト削減、データ利活用による新たなビジネスの創出が想定される。コスト削

減効果について、北欧諸国 7 カ国において本事業と同様、受発注や請求書の電子

化環境整備や、取引データ利活用のエコシステム化に取り組む Nordic Smart 

Government 構想（NSG）では、これらの取組による 2025 年時点での中小企業

のコスト削減効果を 5億ユーロ（約 670億円）と試算している。これを元に、日

本と NSG参加諸国の経済規模差（GDP比で約 3倍）を踏まえると、日本におい

ても 2030 年までに少なくとも 2 千億円の業務コスト削減を目指す。また、サプ

ライチェーンの可視化による在庫や機会ロス改善に伴うサプライチェーンコスト

改善（7～20％の改善）、サプライチェーン分析の市場創出に貢献する。 

さらに、スマートビルが他システムと連携してスマートシティの構成要素とな

り、地域の活性化をはじめ、社会的課題の解決等が想定される中、スマートスペ

ースに係る市場は 2030年までに 10.2兆円（Report Ocean）の市場成長が期待さ

れている。研究開発項目⑤により、スマートビル基盤等を日本において早期に整

備することで、海外に先んじて日本における早期市場拡大に貢献し、日本企業が

優位な状態で海外市場へ参入することが期待されることから、この寄与率を 1%

と仮定し、1,020 億円の市場獲得を目指す。 

 

③アウトカム目標達成に向けての取組 

費用対効果が高く、かつ実効的な取組となるよう、以下の点に留意しつつ、

状況に応じて望ましい軌道修正を図りつつ事業を進めることとする。 

 

⚫ 事業実施者の研究計画と、事業化計画や企業化計画書に記載される事業終了
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後の社会実装計画との関係性が明確となっていること 

⚫ 事業成果の社会実装に向けたフィージビリティの検証が着実になされる計

画であること 

⚫ 事業の進捗や成果を可能な限り公開し、関連する取組の呼び水とすること 

⚫ 国内外の国際標準化等の動向を踏まえること 

 

また、事業実施にあたっては、経済産業省商務情報政策局情報経済課やその他関

係者とも着実に連携するものとする。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙 1 の研究開発

計画及び別紙 2の研究開発スケジュールに基づき研究開発を実施する。 

 

研究開発項目① 3次元空間情報基盤に関する研究開発（委託事業） 

研究開発項目② 受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世 

代取引基盤の構築（委託事業） 

研究開発項目③：複雑なシステム連携時に安全性及び信頼性を確保する仕組み

に関する研究開発（委託事業） 

研究開発項目④：サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発（委託

事業） 

研究開発項目⑤：人・ロボット・システムを有機的に結合するスマートビル基

盤に関する研究開発（助成事業） 

研究開発項目⑥：デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究

開発（委託事業、助成事業） 

 

研究開発項目①、②、③、④及び⑥の一部は、国の政策の実施に必要なデータ等

を取得、分析及び提供することを目的とした研究開発事業に合致するため、委託

事業として実施する。また、研究開発項目⑤及び⑥の一部は、成果の社会実装に

向けて企業の積極的な関与により推進されるべき研究開発であり、助成事業とし

て実施する（⑤の NEDO負担率：大企業 1/2助成、中堅・中小・ベンチャー企業

2/3助成、⑥の NEDO負担率：大企業 1/3助成、中堅・中小・ベンチャー企業 2/3

助成）。 

 

２．研究開発の実施方式  

（１）研究開発の実施体制 

プロジェクトマネージャー（以下「PMgr」という。）として、研究開発項目①、

③、⑤、⑥-1、⑥-2については NEDO 半導体・情報インフラ部 栗原廣昭を、研究

開発項目②、④、⑥-3については NEDO 半導体・情報インフラ部 坂間則幸を任命

して、本事業の進行全体を企画・管理し、その事業に求められる技術的成果及び政

策的効果を最大化させる。 

NEDO は公募により研究開発実施者を選定する。必要に応じて、実施期間中に

複数回公募を行う。外部環境の変化に機動的に対応するため、必要に応じて調査事

業を実施する。 

研究開発実施者は、企業や大学等の研究機関等（以下「団体」という。）のうち、

原則として日本国内に研究開発拠点を有するものを対象とし、単独又は複数で研究
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開発に参加するものとする。ただし、国外の団体の特別の研究開発能力や研究施設

等の活用等の観点から必要な場合は、当該の研究開発等に限り国外の団体と連携し

て実施することができるものとする。 

 

（２）研究開発の運営管理 

NEDO は、研究開発全体の管理、執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外

部環境の変化等を適時に把握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理は、効

率的かつ効果的な方法を取り入れることとし、次に掲げる事項を実施する。 

 

① 研究開発の進捗把握・管理 

PMgr は、研究開発実施者と緊密に連携し、研究開発の進捗状況を把握する。ま

た、技術推進委員会等の外部有識者で構成される委員会等において定期的に評価を

受け、目標達成の見通しを常に把握することに努める。 

 

② 外部環境の把握 

PMgr は、本事業で取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政策動向、

市場動向等について調査し技術の普及方策を分析、検討する。 
 

３．研究開発の実施期間  

2022年度から 2024年度までの 3年間 

 

４．評価に関する事項   

NEDO は技術評価実施規程に基づき、技術的及び政策的観点から研究開発の意

義、目標達成度、成果の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、プ

ロジェクト評価を実施する。 

評価の時期は、終了時評価を 2025年度とし、当該研究開発に係る技術動向、政

策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとす

る。 

 

５．その他重要事項  

（１）研究開発成果の取扱い 

① 共通基盤技術の形成に資する成果の普及 

研究開発実施者は、研究成果を広範に普及するよう努めるものとする。NEDOは、

研究開発実施者による研究成果の広範な普及を促進する。 

研究開発成果のうち共通基盤技術に係るものについては、プロジェクト内で速や

かに共有した後、NEDO及び実施者が協力して普及に努めるものとする。 

 

② 標準化施策等との連携 

得られた研究開発成果については、評価手法の提案、データの提供等、標準化活

動を積極的に行う。 

 

③ 知的財産権の帰属、管理等取扱い 

委託事業として実施する研究開発項目①、②、③、④及び⑥の一部については、

研究開発成果に係る知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構 新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づ
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き、原則として、全て委託先に帰属させることとする。なお、開発の初期の段階か

ら、事業化を見据えた知財戦略を構築し、適切な知財管理を実施する。 

 

④ 知財マネジメントに係る運用 

委託事業として実施する研究開発項目①、②、③、④及び⑥の一部については、

「NEDOプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」を適用する。 

 

⑤ データマネジメントに係る運用 

委託事業として実施する研究開発項目①、②、③、④及び⑥の一部については、

「NEDOプロジェクトにおけるデータマネジメントに係る基本方針（委託者指定デ

ータを指定しない場合）」を適用する。 

 

（２）「プロジェクト基本計画」の見直し 

PMgrは、当該研究開発の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内

外の研究開発動向、政策動向、研究開発費の確保状況等、プロジェクト内外の情

勢変化を総合的に勘案し、必要に応じて目標達成に向けた改善策を検討し、達成

目標、実施期間、実施体制等、プロジェクト基本計画を見直す等の対応を行う。 

 

（３）根拠法 

本事業は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15条第

2号、第 3号及び第 9 号に基づき実施する。 

 

（４）その他 

本事業の実施を通じて、イノベーションの担い手として重要な若手研究員及び

女性研究員の育成を支援することとする。 
 

６．基本計画の改定履歴  

（１）2022年 1月 制定 

（２）2022年 5月 研究開発項目②の事業形態変更及び PMgr交代による改定 

（３）2023年 2月 研究開発項目④、⑤の追加等による改定 

（４）2024年 1月 研究開発項目⑥の追加等による改定 

（５）2024年 7月 部署名変更、PMgr交代による改定 

（６）2025年 2月 PMgr交代による改定 
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（別紙１）研究開発計画 

 

１．研究開発の必要性 

デジタル技術の進展に伴い、人による判別だけでなく機械の高速処理に適した

デジタルインフラの必要性が高まっている。しかし、現状は業界ごとの産業構造

に応じてデジタルインフラが個別に整備され、また規制等によるガバナンスも縦

割りとなっており、サイバー空間ではなくフィジカル空間を前提としている。ば

らばらのデジタルインフラの下ではデータ活用コストが高くなり、データ駆動型

のサービスやビジネスの社会実装が進まない要因となっている。また、デジタル

インフラの整備が遅れると、海外のプラットフォーマーに人・機械・空間等のあ

らゆる情報を押さえられ、安全・安心を保証できないデジタルインフラが構築さ

れる恐れがある。 

以上の背景から、デジタル市場の将来像を見据え、システム同士がつながるた

めの全体の見取り図（アーキテクチャ）に基づき、業界によらず横串で連携可能

で全体最適化された新たなデジタルインフラが必要である。 

 

２．研究開発内容 

本事業では、業界を横断した形で多数のシステムが整合的に連携する新たなデ

ジタルインフラの実現ために必要な研究開発を実施する。 

 

研究開発項目①では、DADCが設計したアーキテクチャに基づき、空間 IDを

活用した 3次元空間情報基盤に関する研究開発を実施する。具体的には、以下の

とおり。 

⚫ 民間の 3 次元情報や国・自治体が持つ施設やインフラの 3 次元情報等を互

いに正しく連携するために、実空間における位置情報を統一的な基準で表

現して実空間に関するデータ・メタデータの登録・参照・更新・削除を行

うための共通の技術仕様として、空間 IDの策定を行う。 

⚫ その有効性を実証するため、ドローン等の自律移動モビリティが空間 IDを

キーとして情報収集・活用を行うための 3 次元空間情報基盤や運行基本ソ

フトを開発し、これらを用いて自律的な運行が可能であることを検証する。 

⚫ 空間 ID の活用による新たなサービスの創出やビジネスの活性化の観点で

の有効性について検証する。 

 

研究開発項目②では、民間企業等において作られた技術や基盤を相互に連携す

ることによるシステム全体の効率、利便性の向上、信頼性の確保及び新たな価値

創出を目的として、DADCが設計したアーキテクチャに基づき、以下の研究開発

を実施する。 

⚫ 受発注・請求・決済の各取引に必要なデータ連携アーキテクチャデータの

策定、データの標準化などの情報連携のルールや機能を整備し、本ルール

や機能を踏まえた次世代取引基盤の構築を行う。 

⚫ 次世代取引基盤に蓄積された取引データを利活用するシステムに係るイン

ターフェース標準、データ利活用ガバナンス等の整理を実施する。 

⚫ 本研究成果を実装した次世代取引基盤を構築し、データ連携の仕組みや周

辺システムが有効かつ安全に活用できるかを確認するために、システム全

体の評価を行う。 
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研究開発項目③では、ドローン等の自律移動モビリティが連携する通信、交通

インフラ、他社の自律移動システム等の周辺システムからの影響その他の原因で

事故が起こった場合に、事後の原因・対策や責任の所在・分配を明らかにするべ

く、システム間の相互作用も含めて事後的に検証可能とするとともに、日常的に

リスクマネジメントを適切に行うことができるようにするため、データ収集・管

理・共有を行うシステムのプロトタイプシステムを試作し、インターフェース設

計や各システムに実装すべき機能設計を行い、実証及びその有効性の検証を行う。 

 

研究開発項目④では、DADCが設計したアーキテクチャに基づき、サプライチ

ェーンマネジメント基盤に関する研究開発を実施する。具体的には、以下のとお

り。 

⚫ 民間企業等の既存の取組や研究開発項目②で構築する次世代取引基盤を一

部活用し、企業・業種横断的な基盤となるよう拡張性に留意しながら、欧

州の電池規則対応、半導体の需給逼迫といった業界固有の喫緊の課題を有

する自動車（車載用蓄電池）分野を念頭にサプライチェーンマネジメント

基盤を構築する。 

⚫ 事業者・事業所・商材の識別子や関連データのデータモデルの標準化、そ

うしたデータを連携するためのインターフェース／検索機能の開発、デー

タを共有する範囲・粒度に関するルール整備、データトラスト・データガ

バナンスに係る検討等を行う。 

⚫ 本研究成果を実装したサプライチェーンマネジメント基盤により、データ

連携の仕組みや周辺システムが有効かつ安全に活用できるかの確認、及び

新たなサービスの創出やビジネスの活性化の観点での有効性について検証

する。 

 

研究開発項目⑤では、DADCが設計したアーキテクチャに基づき、スマートビ

ル基盤に関する研究開発を実施する。具体的には、以下のとおり。 

⚫ スマートビルに係る同業種・異業種間連携、ビルと多様なサービスとの連

携を実現するために、ビル OS を中心に API、データモデルの標準化、イ

ンターフェース／検索機能の開発、データを共有する範囲・粒度に関する

ルール整備、データトラスト・データガバナンスに係る検討等を行う。 

⚫ 本研究成果を実装したスマートビル基盤を構築し、データ連携の仕組みや

周辺システムが有効かつ安全に活用できるかの確認、及び新たなサービス

の創出やビジネスの活性化の観点での有効性について検証する。 

 

研究開発項目⑥では、DADCが設計したアーキテクチャ等に基づき、自動運転

やドローン、インフラ管理のデジタル化等、先行実装が期待されるデジタル技術

について、その実現に資するデータ連携システム等を開発する。 

 

⑥-1 ドローン航路 

⚫ ドローン航路及びその周辺の地物情報等を含む各種情報を集約・提供する

ための機能や、航路リスク情報の配信機能、ドローン運航に関係する各シ

ステムの相互接続を容易にするための機能等を有するデータ連携システム

やツール等を開発する。 
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⚫ 上記データ連携システム等を活用し、複数の運航事業者が介在するドロー

ン航路においてインフラ等の巡視・点検や配送等を行うためのドローン運

航管理システムの改修や航路のデータ整備等を行い、飛行準備に係る時間

の短縮、安全な運航等の実証を行う。 

 

⑥-2 インフラ管理 DX 

⚫ 上下水道・電力・ガス・通信の各事業者が管理する地下インフラについて、

その占有状況を共有・管理するためのデータ連携システムを開発する。 

⚫ 上記データ連携システムを活用し、地下インフラ情報の連携に係る具体的

なユースケース（地下埋設物照会、掘削に係るマシンガイダンス、災害時

における被害状況把握・共有等）を検証するためのシステム開発や、その

検証に必要となる地下インフラのデータ整備等を行い、業務効率化等の実

証を行う。 

 

⑥-3 自動運転支援道 

⚫ 高速道路、一般道それぞれにおいて、インフラ側に設置したセンサ等から

得られるデータを変換・統合し、自動運転車が処理、検索しやすい形式で

データを提供し、安全な走行を支援するデータ連携システムを開発する。 

⚫ 具体的な実証地域において、運行に必要となる 3 次元地図データの整備等

を行った上で、上記データ連携基盤が低遅延かつ高精度に自動運転車に情

報を提供する等の実証を行う。 

⚫ 実証地域において、仮想環境を構築し自動運転システムの開発、改善が行

える共通シミュレーション基盤を開発する。さらに蓄積した走行データか

らシミュレーション用のシナリオモデルを作成する実証を行う。 

 

 

３．達成目標 

 

研究開発項目①：3次元空間情報基盤に関する研究開発 

 

実空間における位置情報を統一的な基準で表現するための共通の技術仕様（3

次元空間をグリッド状に分割しアドレスを付与した空間 ID）を策定する。また、

空間 ID を通じて、利用者が活用しやすい形であらゆる空間情報を簡単に取得で

きる 3次元情報基盤の実証及びその有効性の検証を行う。 

 

研究開発項目②：受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世代

取引基盤の構築 

 

即時・多頻度の契約とそれを支える決済をワンストップ化するために、受発注・

請求・決済の各取引に必要なデータ連携アーキテクチャデータの策定、データの標

準化などの情報連携のルールや機能を整備し、本ルールや機能を踏まえた次世代

取引基盤の構築を行う。また、本次世代取引基盤の実証のため、次世代取引基盤を

活用した周辺システムの開発や改修を行い、そのシステムと連携させるためのイ

ンターフェース標準、データ利活用ガバナンス等を整理し、本次世代取引基盤を用

いて商習慣や EDI の利用状況が異なる複数の企業間取引が可能であることを実証
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する。 

 

研究開発項目③：複雑なシステム連携時に安全性及び信頼性を確保する仕組みに関

する研究開発 

 

AI を含む異なるシステムが複雑に相互接続して短期間で更新されるシステム全

体の安全性及び信頼性を確保する仕組みとして必要な機能設計を完了する。また、

ドローン等の自律移動モビリティによる事故が発生した場合に、システム間の相互

作用も含めて事後的に検証可能であることや事故の抑制が可能であることについ

て、実証及びその有効性の検証を行う。 

 

研究開発項目④：サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発 

 

サプライチェーンマネジメントに係るデジタル基盤について、企業・業種横断的

な基盤となるよう拡張性に留意しながら、喫緊のニーズの高い自動車（車載用蓄電

池）に対する適用を念頭に具体化する。具体的には、事業者・事業所・商材の識別

子や関連データのデータモデルの標準化、そうしたデータを連携するためのインタ

ーフェース／検索機能の開発、データを共有する範囲・粒度に関するルール整備、

データトラスト・データガバナンスに係る検討及びそれらの有効性検証を行う。な

お、構築するデジタル基盤は、汎用的で広く活用されうるものとして構築し、製品

品質の確保や向上、不具合発生時の対応負荷軽減等に加え、環境対策等の新たな社

会的要請に対応できるよう、特定分野の工業製品に限らずバリューチェーン全体で

製品・サービスのトレーサビリティを管理するような取組を目指す。 

 

研究開発項目⑤：人・ロボット・システムを有機的に結合するスマートビル基盤に

関する研究開発 

 

スマートビルに係るデジタル基盤について、業界横断で多数のシステムが繋がる

システム全体のアーキテクチャを設計しながら、データモデルの標準化や、そうし

たデータを連携するためのインターフェース／検索機能の開発、そして、データを

共有する範囲・粒度に関するルール整備、データトラスト・データガバナンスに係

る検討及びそれらの有効性検証を行う。なお、構築するデジタル基盤は、汎用的で

広く活用されうるものとして構築し、街中に点在しているビルが都市リソース（ヒ

ト・モノ・エネルギー・情報等）を流通させるバランサーとなり、データ活用によ

り地域全体を調整・最適化するような取組となることを目指す。 

 

研究開発項目⑥：デジタルライフラインの先行実装に資する基盤に関する研究開発 

 

研究開発項目①の成果を一部取り込みながら、人口減少が進む中でも生活必需サ

ービスを維持し、国民生活を支えることを目的としたデジタル時代の社会インフラ

である「デジタルライフライン」の全国整備に資する基盤の構築を行う。 

具体的には、 

⑥-1. ドローン航路 

⑥-2. インフラ管理 DX 

⑥-3. 自動運転支援道 
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という 3つの先行実装領域を定め、それぞれで複数の主体（企業・業種等）を横断

して必要なデータ連携が可能となるデジタル基盤を開発する。また、上記基盤を活

用し、特定のユースケース及び先行実装地域において、従来と比較して効率性、安

全性等に優位性のあるサービス等の提供が可能な仕組みの実証及びその有効性検

証を行う。 

なお、構築するデジタル基盤は、先行実装地域以外への拡張性にも留意し、汎用

的で広く活用されうるものとする。 
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（別紙２）研究開発スケジュール 
 

 

 

2025202420232022研究開発項目

①3次元空間
情報基盤

②次世代
取引基盤

③システム
安全

④SCM基盤

⑤スマート
ビル基盤

⑥先行実装
基盤

要件定義、プロトタイプ開発等 システム実証等

要件定義、プロトタ
イプ開発等

システム実
証等

要件定義、プロトタイプ
開発等

システム実証

システ
ム実証

要件定義、プロ
トタイプ開発等

要件定義、プロトタ
イプ開発等

システム実
証等

システ
ム実証

要件定義、プロ
トタイプ開発等

終
了
時
評
価

システ
ム実証
等

要件定義、プロ
トタイプ開発等

要件定義、プロトタイプ開発等 システム実証等要件定義、プロトタイプ
開発等

システム実証

要件定義、プロトタ
イプ開発等

システム実
証等

システ
ム実証

要件定義、プロ
トタイプ開発等
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●各種委員会開催リスト 

 

採択審査委員会 

件名 内容 実施日 

採択審査委員会 

研究開発項目① : 3 次元空間情報基盤に関する研

究開発[空間 ID を活用した 3 次元空間情報基盤の

開発] 

2022 年 7 月 19 日 

採択審査委員会 

研究開発項目① : 3 次元空間情報基盤に関する研

究開発[空間 ID を活用した 3 次元空間情報基盤に

関する調査] 

2022 年 7 月 19 日 

採択審査委員会 
研究開発項目② :受発注・請求・決済の各システム

の情報連携を可能とする次世代取引基盤の構築 
2022 年 7 月 29 日 

採択審査委員会 
研究開発項目③ :複雑なシステム連携時に安全性及

び信頼性を確保する仕組みに関する研究開発 
2022 年 10 月 14 日 

採択審査委員会 
研究開発項目⑤ :人・ロボット・システムを有機的

に結合するスマートビル基盤に関する研究開発 
2023 年 6 月 23 日 

採択審査委員会 
研究開発項目④ :サプライチェーンマネジメント基

盤に関する研究開発 
2023 年 8 月 3 日 

採択審査委員会 
研究開発項目⑥ :デジタルライフラインの先行実装

に資する基盤に関する研究開発 
2024 年 4 月 26 日 

 

ステージゲート委員会 

件名 内容 実施日 

なし   

 

技術委員会 

件名 内容 実施日 

なし   
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●特許論文等リスト 

 

【特許】 

番

号 
出願者 出願番号 

国内・国

外・PCT 
出願日 状態 名 称 

１ 
株式会社日

立製作所 
2025-087759 国内 2025 年 5 月 27 日 

出願継続

中 

リスク評価システ

ム、およびリスク

評価方法 

２ 
株式会社竹

中工務店 
2024-040855 国内 2024 年 3 月 15 日 

出願継続

中 

評価システム、及

び評価プログラム 

３ 
株式会社竹

中工務店 
2024-042956 国内 2024 年 3 月 19 日 

出願継続

中 

管理システム、及

び管理プログラム 

４ 

Intent 

Exchange 株

式会社 

PCT/JP2025/008459 国内・PCT 2025 年 3 月 7 日 
出願継続

中 

情報処理システ

ム、飛行可能空間

算出方法およびプ

ログラム 

（Patent Cooperation Treaty: 特許協力条約） 

 

【論文】 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

１ 

Mao 

Nishira, 

Satoshi 

Ito, Hiroki 

Nishikawa, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大

学 

An Integer 

Programming Based 

Approach to Delivery 

Drone Routing under 

Load-Dependent 

Flight Speed 

Drones 2023 Vol.7 

No.5 
有 2023/5 

２ 

Juncheng 

Wang, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroki 

Nishikawa, 

Qiuyou 

Lian, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大

学 

Dynamic Point-Pixel 

Feature Alignment 

for Multi-modal 3D 

Object Detection 

IEEE Internet of 

Things Journal 2024 

Page:11327-11340 

有 2024/4 

３ 

徳田 昭雄，

稲葉 光行，

山田 希，浅

井 龍男 

立命館大

学 

System of Systems の

特性とステークホル

ダーの分析，及びガバ

ナンスに関する論点整

理の試み 

デザイン科学研究 2024 

Vol.3 Page:215-227 
無 2024/3 
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４ 

Kaito Mori, 

Mao 

Nishira, 

Hiroki 

Nishikawa, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大

学 

Exact and Heuristic 

Approaches to 

Surveillance Routing 

with a Minimum 

Number of Drones 

Drones and Autonomous 

Vehicles 2024 Vol.1 

No.1 

有 2024/3 

５ 

Mao 

Nishira, 

Hiroki 

Nishikawa, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大

学 

An Integer 

Programming Approach 

to Multi-Trip 

Routing of Delivery 

Drones at Load-

Dependent Flight 

Speed 

Drones and Autonomous 

Vehicles 2024 Vol.1 

No.3 

有 2024/9 

６ 

Kaito Mori, 

Hiroki 

Nishikawa, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大

学 

Interval-Aware 

Scheduling of 

Surveillance Drones: 

Exact and Heuristic 

Approaches 

IEEE Access 2025 

Vol.13 Page:5749-5761 
有 2025/1 

７ 

Haimin Yan, 

Xiangbo 

Kong, 

Juncheng 

Wang, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大

学 

ST-YOLO: An Enhanced 

Detector of Small 

Objects in Unmanned 

Aerial Vehicle 

Imagery 

Drones 2025 Vol.9 No.5 有 2025/4 

８ 西沢 俊広 

Intent 

Exchange

株式会社 

ドローンの運航管理シ

ステム 

電子情報通信学会通信ソ

サエティマガジン 2025 

No.73 Page:62-69 

無 2025/6 

 

【外部発表】 

(a) 学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

１ 

中村健二，

梅原喜政，

中原匡哉，

今井龍一 

大阪経済大

学，摂南大

学，大阪電

気通信大

学，法政大

学 

Prototype of Digital Twin 

Environment Using 3D 

Spatial Information 

Infrastructure Based on 

Spatial IDs 

The Conference of 

Digital Life 
2024/9 

２ 中村健二 

Intelligen

t Style

（大阪経済

大学） 

デジタルツインのための 4

次元空間情報基盤の実装 

超スマート社会における

インフラ管理 DX とデジ

タルツインが創る新たな

世界 シンポジウム 

2024/11 

３ 中村健二 

Intelligen

t Style

（大阪経済

大学） 

空間 ID に基づいた 3 次元空

間情報基盤の構築 

3 次元空間情報基盤によ

るインフラモニタリング

の最前線 

2023/11 

４ 

３次元空間

情報基盤構

築・ドロー

ン安全運航

コンソーシ

アム 

宇宙サービ

スイノベー

ションラボ

事業協同組

合 

３次元空間情報基盤による

インフラモニタリングの最

前線 

セミナー（主催） 2023/10 
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５ 

３次元空間

情報基盤構

築・ドロー

ン安全運航

コンソーシ

アム 

宇宙サービ

スイノベー

ションラボ

事業協同組

合 

超スマート社会におけるイ

ンフラ管理・DX とデジタル

ツインが創る新たな世界 

セミナー（主催） 2024/11 

６ 
馬渕 睦実 

他 

株式会社日

立製作所 

NEDO 自律移動ロボット普及

に向けた実証実験 

G7 群馬高崎デジタル・技

術大臣会合 
2023/4 

７ 吉藤 耕太 
株式会社竹

中工務店 

建設現場巡回における生成

AI 活用の可能性 その 1:巡

回業務の整理と LLM を用い

た実現場画像の異常検知検

証 

2024 年度日本建築学会大

会（関東）学術講演会 
2024/9 

８ 松田 耕 
株式会社竹

中工務店 

建設現場巡回における生成

AI 活用の可能性 その 2:生

成 AI による指摘精度を向上

させる方法について 

2024 年度日本建築学会大

会（関東）学術講演会 
2024/9 

９ 吉藤 耕太 
株式会社竹

中工務店 

Method for Extracting Key 

Observations in 

Construction Site 

Inspection Tasks  

 

Using Generative AI 

14th 

ISAIA(International 

Symposium on 

Architectural 

Interchange in Asia) 

2024 KYOTO 

2024/9 

１０ 冨山宏之 立命館大学 

自律移動ロボット／ドロー

ンが溶け込む社会の実現に

向けて 

第 16 回組込み適塾入塾式 2023/6 

１１ 

小坂拓也, 

孔祥博, 嶋

田知泰, 西

川広記, 冨

山宏之 

立命館大学 
自律飛行ドローンのための

深度推定の高速化 

画像の認識・理解シンポ

ジウム 
2023/7 

１２ 

前島匠亨, 

孔祥博, 嶋

田知泰, 西

川広記, 冨

山宏之 

立命館大学 
強化学習を用いたドローン

の経路計画の最適化 

画像の認識・理解シンポ

ジウム 
2023/7 

１３ 

Takuto 

Maejima, 

Xiangbo 

Kong, 

Tomoyasu 

Shimada, 

Hiroki 

Nishikawa, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

Drone Path Planning 

Method to Reduce Energy 

Consumption 

International Symposium 

on Advanced 

Technologies and 

Applications in the 

Internet of Things 

2023/8 

１４ 

Takuya 

Kosaka, 

Xiangbo 

Kong, 

Tomoyasu 

Shimada, 

Hiroki 

Nishikawa, 

立命館大学 

Faster Depth Estimation 

for Autonomous Flying 

Drones 

International Symposium 

on Advanced 

Technologies and 

Applications in the 

Internet of Things 

2023/8 



 

220 

Hiroyuki 

Tomiyama 

１５ 後藤智 立命館大学 

人とロボットが共存する

ディペンダブルなオープン

キャンパス 

第 9 回 DEOS 協会 オープ

ン シンポジウム 「社会

実装に向けたオープンシ

ステムディペンダビリ

ティの取組み〜 変化に対

応する仕組みと枠組みの

提供を目指して 〜」 

2023/6 

１６ 山本寛 立命館大学 

自律移動ロボットと安心し

て共生できるキャンパスを

実現するアジャイル・ガバ

ナンスプラットフォームの

研究開発 

知能化社会デザイン研究

センター セミナー「キャ

ンパス内の活動の見える

化・デジタル化」 

2023/9 

１７ 

西羅真央, 

西川広記, 

孔祥博, 冨

山宏之 

立命館大学 

荷重による飛行速度の変化

を考慮したドローンよる複

数回配送計画 

情報処理学会第 64 回組込

みシステム研究発表会 
2023/11 

１８ 

森海翔, 西

羅真央, 西

川広記, 冨

山宏之 

立命館大学 
最小限の警備ドローンによ

る巡回経路計画 

情報処理学会第 64 回組込

みシステム研究発表会 
2023/11 

１９ 

坂井優斗, 

孔祥博, 西

川広記, 冨

山宏之 

立命館大学 

点群のフィルタリングによ

る 3 次元物体検出の精度向

上 

情報処理学会第 64 回組込

みシステム研究発表会 
2023/11 

２０ 

東内元気, 

孔祥博, 西

川広記, 冨

山宏之 

立命館大学 

単眼深度推定モデル MiDaS

を用いたトイドローン

Tello の障害物回避 

情報処理学会第 64 回組込

みシステム研究発表会 
2023/11 

２１ 

厳海旻, 孔

祥博, 西川

広記, 冨山

宏之 

立命館大学 
ドローンによる駐車場の自

動巡回 

情報処理学会第 64 回組込

みシステム研究発表会 
2023/11 

２２ 

Kaito Mori, 

Mao 

Nishira, 

Hiroki 

Nishikawa, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

Surveillance Routing with 

a Minimum Number of 

Drones 

International Workshop 

on Advances in 

Networking and 

Computing 

2023/11 

２３ 

Mao 

Nishira, 

Hiroki 

Nishikawa, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

Multi-Trip Routing of 

Delivery Drones With 

Load-Dependent Flight 

Speed 

International 

Conference on 

Electronics, 

Information, and 

Communication 

2024/1 

２４ 

Keigo 

Shimatani, 

Hiroshi 

Yamamoto 

立命館大学 

Behavior Estimation 

System for Elderly 

Individuals Based on 3D 

LiDAR and Self-Learning 

Function 

2024 IEEE International 

Conference on Consumer 

Electronics (ICCE) 

2024/1 



 

221 

２５ 

小山 裕介, 

宮地 秀至, 

山本 寛  

立命館大学 

駅ホームを対象とする三次

元 LiDAR を活用した異常行

動検知ネットワークシステ

ムの検討 

2024 年電子情報通信学会

総合大会 
2024/3 

２６ 

首藤 拓人, 

宮地 秀至, 

山本 寛 

立命館大学 

三次元 LiDAR を搭載した

UAV の俯瞰センシングによ

る安全支援ネットワークシ

ステムの検討 

2024 年電子情報通信学会

総合大会 
2024/3 

２７ 
小山 裕介, 

山本 寛 
立命館大学 

三次元 LiDAR を活用した駅

ホームにおける危険行動検

知システムの開発と評価 

電子情報通信学会イン

ターネットアーキテク

チャ研究会 

2023/6 

２８ 

Hiroyuki 

Tomiyama, 

Norikazu 

Hayashi 

立命館大

学、ネクス

ティエレク

トロニクス 

Simulation-Supported 

Agile Governance for 

Robot and Drone 

Deployment on a 

University Campus 

International Forum on 

MPSoC 
2024/7 

２９ 

Haimin Yan, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroki 

Nishikawa, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

Automatic Drone Patrol of 

Parking Lots Using YOLO 

and MiDaS Neural Networks 

International Technical 

Conference on 

Circuits/Systems, 

Computers, and 

Communications 

2024/7 

３０ 

Pinwen 

Wang, 

Xiangbo 

Kong, 

Norikazu 

Hayashi, 

Mei Jiang, 

Noriyoshi 

Kiuchi, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大

学、ネクス

ティエレク

トロニクス 

Indoor 3D Mapping of a 

University Building with 

Tablet LiDAR for Drone 

Flight Simulation 

International Technical 

Conference on 

Circuits/Systems, 

Computers, and 

Communications 

2024/7 

３１ 

Yuto Sakai, 

Hiroki 

Nishikawa, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

EPNet with Self-Attention 

for Fast and Accurate 3D 

Object Detection 

International Technical 

Conference on 

Circuits/Systems, 

Computers, and 

Communications 

2024/7 

３２ 

Genki 

Higashiuchi

, Hiroki 

Nishikawa, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

Obstacle Avoidance using 

Monocular Depth 

Estimation for Small 

Drone Tello 

International Technical 

Conference on 

Circuits/Systems, 

Computers, and 

Communications 

2024/7 

３３ 

森海翔, 西

川広記, 冨

山宏之 

立命館大学 

巡回頻度を考慮した警備ド

ローンの飛行スケジュール

決定手法 

情報処理学会第 66 回組込

みシステム研究発表会 
2024/7 

３４ 

東内元気, 

嶋田知泰, 

西川広記, 

立命館大学 

屋内環境における小型ド

ローンの自己位置推定の精

度評価, 

情報処理学会第 66 回組込

みシステム研究発表会 
2024/7 
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孔祥博, 冨

山宏之 

３５ 

厳海旻, 孔

祥博, 汪峻

丞, 冨山宏

之 

立命館大学 
YOLO-UTS: ドローン向けの

軽量化 YOLO による交通監視 

情報処理学会第 66 回組込

みシステム研究発表会 
2024/7 

３６ 

Haimin Yan, 

Xiangbo 

Kong, 

Juncheng 

Wang, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

Advanced Detector for 

Small Object Detection in 

UAV Aerial Imagery 

画像の認識・理解シンポ

ジウム (MIRU) 
2024/8 

３７ 

Pinwen 

Wang, 

Xiangbo 

Kong, 

Norikazu 

Hayashi, 

Mei Jiang, 

Noriyoshi 

Kiuchi, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大

学、ネクス

ティエレク

トロニクス 

Creation of 3D Indoor 

Maps of a University Hall 

with Tablet LiDAR for 

Drone Flight Simulation 

画像の認識・理解シンポ

ジウム (MIRU) 
2024/8 

３８ 

Genki 

Higashiuchi

, Tomoyasu 

Shimada, 

Hiroki 

Nishikawa, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

Evaluation of Self-

localization Estimation 

in Indoor Environments 

Using Cameras for Small 

Drones 

International Symposium 

on Advanced 

Technologies and 

Applications in the 

Internet of Things 

2024/8 

３９ 後藤智 立命館大学 

人々の価値認識に基づいた

とした便益/リスクの推定手

法 

EdgeTech+ 2024 2024/11 

４０ 

Haimin Yan, 

Juncheng 

Wang, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

YOLO-UTS: Lightweight 

YOLOv5 for UAV Traffic 

Monitoring and 

Surveillance 

International 

Conference on Systems, 

Man, and Cybernetics 

2024/10 

４１ 

Haimin Yan, 

Juncheng 

Wang, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

YOLO-ELD: Efficient and 

Lightweight Detection for 

UAV Aerial Imagery 

International 

Conference on Systems, 

Man, and Cybernetics 

2024/10 

４２ 

Kaito Mori, 

Hiroki 

Nishikawa, 

立命館大学 
Interval-Aware Scheduling 

of a Surveillance Drone 

Global Conference on 

Consumer Electronics 
2024/10 
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Hiroyuki 

Tomiyama 

４３ 

坂井優斗, 

西川広記, 

孔祥博, 冨

山宏之 

立命館大学 

Self-Attention を用いた 3

次元物体検出手法の高精度

化と高速化 

情報処理学会第 67 回組込

みシステム研究発表会 
2024/11 

４４ 

厳海旻, 孔

祥博, 汪峻

丞, 冨山宏

之 

立命館大学 

自律飛行ドローンのための

高性能かつ軽量な物体検出

手法 

情報処理学会第 67 回組込

みシステム研究発表会 
2024/11 

４５ 

森海翔, 西

川広記, 冨

山宏之 

立命館大学 

巡回頻度を考慮した警備ド

ローンの飛行スケジュール

を決定するヒューリス

ティックアルゴリズム 

情報処理学会第 67 回組込

みシステム研究発表会 
2024/11 

４６ 

東内元気, 

嶋田知泰, 

孔祥博, 冨

山宏之 

立命館大学 

単眼深度推定と二値領域解

析に基づく小型ドローンの

障害物回避手法 

情報処理学会第 67 回組込

みシステム研究発表会 
2024/11 

４７ 

伊吹翔, 吉

田政望, 野

口拓 

立命館大学 

LiDAR を用いた動的点群選

択によるリアルタイム広域

マップ生成手法 

電子情報通信学会コミュ

ニケーションクオリティ

研究会 

2025/3 

４８ 

Hiroyuki 

Tomiyama, 

Norikazu 

Hayashi 

立命館大

学、ネクス

ティエレク

トロニクス 

Simulation Platform for 

Agile Governance of 

Mobile Robots and Drones 

in University Campuses 

Design, Automation and 

Test in Europe 

Conference 

2025/4 

４９ 

Haimin Yan, 

Akito 

Ishihara, 

Tomoyasu 

Shimada, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

Enhancing Visual 

Localization Accuracy in 

Dynamic Environments via 

Masking Techniques 

International Technical 

Conference on 

Circuits/Systems, 

Computers, and 

Communications 

2025/7 

５０ 

Genki 

Higashiuchi

, Tomoyasu 

Shimada, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

Adaptive Thresholding for 

Small Drone Obstacle 

Avoidance Using Monocular 

Depth Estimation 

International Technical 

Conference on 

Circuits/Systems, 

Computers, and 

Communications 

2025/7 

５１ 

Yuto Sakai, 

Tomoyasu 

Shimada, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

MCPT: Mixture of CNN and 

Point Transformer for 

Multimodal 3D Object 

Detection 

International Technical 

Conference on 

Circuits/Systems, 

Computers, and 

Communications 

2025/7 

５２ 

Takeru 

Nagahama, 

Tomoyasu 

Shimada, 

Xiangbo 

Kong, 

立命館大学 

Reducing Point Cloud Size 

via Open-Vocabulary 

Segmentation 

International Technical 

Conference on 

Circuits/Systems, 

Computers, and 

Communications 

2025/7 
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Hiroyuki 

Tomiyama 

５３ 

Sumito 

Ishida, 

Tomoyasu 

Shimada, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

Comparison of Pretrained 

Monocular Depth 

Estimation Models for 

Autonomous Drone Obstacle 

Avoidance 

International Technical 

Conference on 

Circuits/Systems, 

Computers, and 

Communications 

2025/7 

５４ 

Yosuke 

Ueda, 

Tomoyasu 

Shimada, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

Recreating Tello Drone 

Flight Scenarios Using 

MATLAB/Simulink 

International Technical 

Conference on 

Circuits/Systems, 

Computers, and 

Communications 

2025/7 

５５ 

Rikiya 

Kimata, 

Tomoyasu 

Shimada, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

Gesture Recognition and 

Flight Control Using a 

Drone Camera 

International Technical 

Conference on 

Circuits/Systems, 

Computers, and 

Communications 

2025/7 

５６ 

Toshikane 

Yamaguchi, 

Tomoyasu 

Shimada, 

Xiangbo 

Kong, 

Hiroyuki 

Tomiyama 

立命館大学 

Drone Collision Avoidance 

Using Deep Reinforcement 

Learning 

International Technical 

Conference on 

Circuits/Systems, 

Computers, and 

Communications 

2025/7 

５７ 

Li 

Zhenghan, 

Hideaki 

Miyaji, 

Hiroshi 

Yamamoto 

立命館大学 

Health Monitoring System 

for Desk Workers using 

Non-Contact Multi-Sensors 

2024 IEEE 48th Annual 

Computers, Software, 

and Applications 

Conference (COMPSAC) 

2024/7 

５８ 

Mao Kubota, 

Hideaki 

Miyaji, 

Hiroshi 

Yamamoto 

立命館大学 

Wide-range sensor network 

system by limited sensors 

based on various image 

analysis method 

2024 IEEE 48th Annual 

Computers, Software, 

and Applications 

Conference (COMPSAC) 

2024/7 

５９ 

Wangyuhao 

Li, Hideaki 

Miyaji, 

Hiroshi 

Yamamoto 

立命館大学 

Fitness Monitoring System 

based on Multimodal 

Perception and Rotation 

Strategy 

2024 IEEE 48th Annual 

Computers, Software, 

and Applications 

Conference (COMPSAC) 

2024/7 

６０ 

Shohei 

Mimoto, 

Hideaki 

Miyaji, 

立命館大学 

Three-Dimensional 

Behavior Observation 

Network System Using 

Multiple LiDARs for 

Indoor Digital-Twin 

2025 IEEE International 

Conference on Consumer 

Electronics (ICCE) 

2025/1 
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Hiroshi 

Yamamoto 

６１ 

Takuto 

Shudo, 

Hideaki 

Miyaji, 

Hiroshi 

Yamamoto 

立命館大学 

Safety Support Network 

System Based on Overhead 

Sensing of UAV Equipped 

with 3D LiDAR 

2025 IEEE International 

Conference on Consumer 

Electronics (ICCE) 

2025/1 

６２ 

Yusuke 

Koyama, 

Hideaki 

Miyaji, 

Hiroshi 

Yamamoto 

立命館大学 

Abnormal Behavior 

Detection Network System 

Using 3D LiDAR for 

Station Platforms 

2025 IEEE International 

Conference on Consumer 

Electronics (ICCE) 

2025/1 

６３ 

Hideaki 

Miyaji, 

Hiroshi 

Yamamoto 

立命館大学 
Proof of Learning using 

Zero-Knowledge Proof 

2025 IEEE International 

Conference on Consumer 

Electronics (ICCE) 

2025/1 

６４ 

Hideaki 

Miyaji, 

Hiroshi 

Yamamoto 

立命館大学 

Privacy-Preserving 

Comparable Commitment 

Scheme for Secure System 

2025 IEEE International 

Conference on Consumer 

Electronics (ICCE) 

2025/1 

６５ 

戸野 陸, 宮

地 秀至, 山

本 寛 

立命館大学 

参加者間での行動履歴共有

機能を備えた避難訓練支援

ネットワークシステムの開

発と評価 

電子情報通信学会イン

ターネットアーキテク

チャ研究会 

2024/6 

６６ 

岩城 謙伸, 

宮地 秀至, 

山本 寛 

立命館大学 

豪雪地帯を対象とした路面

損傷検知センシングシステ

ムの開発と評価 

電子情報通信学会イン

ターネットアーキテク

チャ研究会 

2024/9 

６７ 

小山 裕介, 

宮地 秀至, 

山本 寛 

立命館大学 

駅ホームを対象とする三次

元 LiDAR を活用した異常行

動検知ネットワークシステ

ムの開発と評価 

電子情報通信学会イン

ターネットアーキテク

チャ研究会 

2024/9 

６８ 

首藤 拓人, 

宮地 秀至, 

山本 寛 

立命館大学 

三次元 LiDAR を搭載した 

UAV の俯瞰センシングによ

る安全支援ネットワークシ

ステムの開発と評価 

電子情報通信学会イン

ターネットアーキテク

チャ研究会 

2024/9 

６９ 

三本 祥成, 

宮地 秀至, 

山本 寛 

立命館大学 

屋内デジタルツインを実現

する複数 LiDAR を活用した

三次元行動観測ネットワー

クシステムの開発と評価 

電子情報通信学会イン

ターネットアーキテク

チャ研究会 

2024/9 

７０ 

中嶋 新, 宮

地 秀至, 山

本 寛 

立命館大学 

Wi-Fi センシングとゼロ知

識証明を活用した自律移動

ロボットの移動軌跡検証シ

ステムの基本設計 

電子情報通信学会ネット

ワークシステム研究会 
2025/3 

７１ 西尾 信彦 

学校法人立

命館 立命

館大学 

「生成 AI」時代の空間コン

ピューティング 

PDR ベンチマーク標準化

委員会総会 
2024/7 

７２ 西尾 信彦 

学校法人立

命館 立命

館大学 

立命館大学 OIC におけるス

マートビル基盤研究開発 

国立情報学研究所 #79 教

育機関 DX シンポ 
2024/7 

７３ 

尹淙熙，中

村文彦，木

村朝子，柴

田史久 

学校法人立

命館 立命

館大学 

リアルワールドメタバース

における実空間ユーザの頭

部位置姿勢反映手法の検討 

第 29 回日本バーチャルリ

アリティ学会大会 
2024/9 
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７４ 西尾 信彦 

学校法人立

命館 立命

館大学 

スマートビル基盤による価

値創出に向けて 

スマートビルディング・

カンファレンス 2025: ス

マートビルが当たり前に

なる世界のために 

2025/3 

７５ 

髙橋 雅生，

福本健人，

粕谷貴司 

株式会社竹

中工務店 

スマートビルデータプラッ

トフォーム：ビル OS の開

発・実装と実践的応用 

建設機械施工 2025/5 

７６ 

高橋 雅生，

粕谷 貴司，

越村 翔，中

井 奈保子 

株式会社竹

中工務店 

デジタルツインとビル OS を

活用したスマートビルの構

築とキャンパス DX～立命館

大学大阪いばらきキャンパ

ス H 棟における実践例～ 

機関誌 IBECs 2025/9 

７７ 北條、五島 

株式会社

NTT データ

グループ、

株式会社

NTT データ 

データ起点の社会課題解決

と付加価値創出を支える

「データ連携基盤」の最前

線 

脱炭素経営 EXPO 2023 関

西展 
2023/11 

７８ 

北條、佐

藤、櫻井、

鈴木、五島 

株式会社

NTT データ

グループ、

株式会社

NTT データ 

データ起点の社会課題解決

と付加価値創出を支える

「データ連携基盤」の最前

線 

脱炭素経営 EXPO 2024 春

展 
2024/2 

７９ 天川、濱野 

株式会社

NTT デー

タ、株式会

社 NTT デー

タグループ 

世界・日本におけるデータ

スペースの状況や課題・展

望 

ブロックチェーン推進議

員連盟会合 
2025/3 

８０ 

グリッドス

カイウェイ

有限責任事

業組合 

グリッドス

カイウェイ

有限責任事

業組合 

産業 DX のためのデジタルイ

ンフラ整備事業（ドローン

航路） 

CEATEC 2024/10 

８１ 小関 賢次 

株式会社ト

ラジェクト

リー 

ドローン航路を活用したド

ローン ビジネスについて 

『デジタルライフライン

全国総合整備計画』 地域

浸透・展開イベント 地

域が生き残り、安心して

暮らせるデジタル社会へ 

2024/10 

８２ 小関 賢次 

株式会社ト

ラジェクト

リー 

未来の空を「はかる」 ～

安全・安心なドローン飛行

のための通信評価最前線～ 

CEATEC TOWARD SOCIETY 

5.0 2024 
2024/10 

８３ 
小関 賢

次、山浦 篤 

株式会社ト

ラジェクト

リー、株式

会社フジヤ

マ 

ドローン航路を活用したド

ローン ビジネスについて 

モビリティサービス推進

コンソーシアム・ワーク

ショップ 

2024/11 

８４ 尾原崇文 

ダイナミッ

クマッププ

ラット

フォーム 

デジタル田園都市国家構想

パビリオンにて発表 
CEATEC 2024 2024/10 

８５ 谷口濯也 

ダイナミッ

クマッププ

ラット

フォーム 

German-Japanese 

innovation best practice 

case: 

Tech Innovation 

Challenge with Japan 

(JETRO) 

2024/11 

８６ 
各実施者代

表者 

全実施者、

METI,DADC,

NEDO 

プロジェクト全体成および

各事業成果 

「産業 DX のためのデジタ

ルインフラ整備事業」成

果報告会 

2025/4 
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(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 所属 タイトル 掲載誌名 発表年月 

１ 
株式会社ティア

フォー 

自動運転 一般道で実験 日立 JR 大甕

駅周辺で開始 
読売新聞 2024/9 

２ NEDO 
NEDO／自動運転や物流ドローン普及へ 

産業 DX で実証実験 

物流ニュースのＬＮＥ

ＷＳ 
2025/1 

３ NEDO 

NEDO がドローン航路と自動運転支援道

を実証、デジタルライフライン整備の

端緒に 

MONOist 2025/1 

４ NEDO 
デジタルライフライン月末から実証試

験 産業 DX 分野の社会実装 
建設通信新聞 2025/1 

５ NEDO 

NEDO がドローン航路と自動運転支援道

を実証、デジタルライフライン整備の

端緒に 

Yahoo ニュース 2025/1 

６ NEDO NEDO DX プロで物流実証 
電子デバイス産業新聞

(半導体産業新聞) 
2025/1 

７ 

エヌ・ティ・

ティ・インフラ

ネット株式会社 

地下埋設物を自動照会 NTT 系 東電 PG

など実証協力 
電気新聞 2025/1 

８ 

清水建設株式会

社、scheme verge

株式会社 

安田不動産の新虎安田ビル スマート

ビルを中心に にぎわいと活性化実現 
建設通信新聞 2025/2 

９ 

清水建設株式会

社、scheme verge

株式会社 

まちづくり 人流データを活用 安田不

動産 清水建設ら 都内複合ビルで実証 
日刊建設工業新聞 2025/2 

１０ 
ヤマト運輸株式会

社 

ヤマト運輸、トラック自動運転の実証

実験を開始 
日本ネット経済新聞 2025/2 

１１ 
NEXT Logistics 

Japan 株式会社 

ダブルストレーラー開発 全長 29 メー

トル超 日野子会社 幹線での自動運転

を想定 

日刊自動車新聞 2025/3 

１２ 

グリッドスカイ

ウェイ有限責任事

業組合、株式会社

トラジェクト

リー、国立大学法

人東京大学、株式

会社フジヤマ、日

本電気株式会社、

KDDI スマートド

ローン株式会社、

Intent Exchange

株式会社、宇宙

サービスイノベー

ションラボ事業協

同組合 

河川上空など使った「ドローン航

路」、埼玉・秩父と静岡・浜松で開設 
LOGI-BIZonline 2025/3 

１３ 経済産業省 
国内初 “ドローン航路” 埼玉で開通

式 インフラ整備に活用へ 
NHK 2025/3 

１４ 

グリッドスカイ

ウェイ有限責任事

業組合、株式会社

トラジェクト

リー、国立大学法

人東京大学、株式

ドローン航路が世界初開通 浜松市と

秩父エリアで 

Yahoo ニュース(Impress 

Watch) 
2025/3 
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会社フジヤマ、日

本電気株式会社、

KDDI スマートド

ローン株式会社、

Intent Exchange

株式会社、宇宙

サービスイノベー

ションラボ事業協

同組合 

１５ NEDO 

ドローン航路開通式 世界初の商用運

航 天竜川上空１８０キロと秩父送電

線上空１５０キロ 物流・点検・巡視

担う 

建設通信新聞 2025/3 

１６ 経済産業省 
ドローン航路開通 浜松で式典 天竜

川上空１８０キロ 
静岡新聞 2025/3 

１７ 
株式会社トラジェ

クトリー 

ドローン航路へ いざ 天竜川水系上

空で運用開始 山間部の物流に活用 
中日新聞 2025/3 

１８ 

グリッドスカイ

ウェイ有限責任事

業組合、株式会社

トラジェクト

リー、国立大学法

人東京大学、株式

会社フジヤマ、日

本電気株式会社、

KDDI スマートド

ローン株式会社、

Intent Exchange

株式会社、宇宙

サービスイノベー

ションラボ事業協

同組合 

天竜川ドローン運用開始 全国初、山

間部の物流・防災に活用 
中日新聞 2025/3 

１９ 

グリッドスカイ

ウェイ有限責任事

業組合 

グリッドスカイウェイ ドローン航路 

秩父で開通 送電線を巡視  
電気新聞 2025/3 

２０ 

グリッドスカイ

ウェイ有限責任事

業組合、株式会社

トラジェクトリー 

送電線や河川がドローン航路 東電な

ど埼玉・秩父で運用 
日本経済新聞 2025/3 

２１ 

グリッドスカイ

ウェイ有限責任事

業組合、株式会社

トラジェクト

リー、国立大学法

人東京大学、株式

会社フジヤマ、日

本電気株式会社、

KDDI スマートド

ローン株式会社、

Intent Exchange

株式会社、宇宙

サービスイノベー

ションラボ事業協

同組合 

将来の海外展開も… 世界初「ドロー

ン航路」開通 
テレビ東京 2025/3 
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２２ 公立大学法人大阪 

大阪公立大学が、新たに竣工した「イ

ノベーションアカデミースマートエネ

ルギー棟」のスマートビル OS の実証

実験で Akerun を採用 

産経ニュース 2025/3 

２３ 公立大学法人大阪 
産学官連携施設が完成_大阪公立大ス

マートビル実証 
日刊工業新聞 2025/3 

２４ 
株式会社トラジェ

クトリー 

ドローン航路へ いざ 天竜川水系上

空で運用開始 山間部の物流に活用 
東京新聞静岡版 2025/3 

２５ 

グリッドスカイ

ウェイ有限責任事

業組合、トラジェ

クトリー、東京大

学、フジヤマ、

NEC、KDDI スマー

トドローン、

Intent 

Exchange、宇宙

サービスイノベー

ションラボ事業協

同組合 

世界初 浜松市・秩父市でドローン航

路 デジタルライフライン整備へ躍進 
日刊電波新聞 2025/3 

２６ 
株式会社竹中工務

店 

共通の敵と戦うゲーム考案/空間 ID 発

展へ歩み/竹中工務店と東大豊田研究

室 

建設通信新聞 Digital 2025/3 

２７ 
NEXT Logistics 

Japan 株式会社 

超物流”Z” ～世界を変える革命児た

ちの挑戦～ 
テレビ東京 2025/4 

２８ 
株式会社 NTT デー

タグループ 

バッテリーのトレーサビリティシステ

ム 欧データ基盤との接続実証に成功 

ＮＴＴデータグループなど 

鉄鋼新聞 2025/4 

 

(c)プレスリリース 

番号 所属 タイトル 掲載誌名 発表年月 

１ 
スウィフト・エッ

クスアイ株式会社 

３次元空間情報基盤に関する研究

開発 

国際フロンティア産業メッセ

2023 
2023/9 

２ 
スウィフト・エッ

クスアイ株式会社 

４次元時空間情報基盤に関するド

ローン実証飛行と先進的取り組み 

国際フロンティア産業メッセ

2024  
2024/9 

３ 
スウィフト・エッ

クスアイ株式会社 

４次元時空間情報基盤に関するド

ローン実証飛行と先進的取り組み 

危機管理産業展(RISCON 

TOKYO） 
2024/10 

４ 
スウィフト・エッ

クスアイ株式会社 

４次元時空間情報基盤に関するド

ローン実証飛行と先進的取り組み 

世界災害看護学会

2024_WSDN2024 
2024/11 

５ 

宇宙サービスイノ

ベーションラボ事

業協同組合 

３次元空間情報基盤の構築 G7 群馬高崎デジタル技術展 2023/4 

６ 

宇宙サービスイノ

ベーションラボ事

業協同組合 

3 次元空間情報基盤によるデジタ

ルツインへのパラダイムシフト 
CEATEC 2023 2023/10 

７ 

宇宙サービスイノ

ベーションラボ事

業協同組合 

３次元空間情報基盤によるデジタ

ルツイン社会の未来 
CEATEC 2024 2024/10 

８ 
株式会社日立製作

所 

日立や竹中工務店、空間に「ID」 

街まるごとデジタル化 
日経電子版 2023/8 

９ 東京大学 
共通の敵と戦うゲーム考案 空間

ID 発展へ歩み 
建設通信新聞 4 月 4 日版 1 面 2025/4 

１０ 
株式会社トラジェ

クトリー 

国立研究開発法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構（NEDO）

愛知県豊川市広報サイト き

らっと☆とよかわっ！ 
2023/10 
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「産業 DX のためのデジタルイン

フラ整備事業」 

 

 ドローンや空飛ぶクルマを支え

る 4 次元時空間情報基盤の実証実

験を実施します 

１１ 
株式会社トラジェ

クトリー 

トラジェクトリーの 4 次元時空間

情報基盤「空間情報管理システ

ム」 

CEATEC 2023 2023/10 

１２ 
株式会社トラジェ

クトリー 

空間ボクセルを用いたドローン自

動航路生成と運行管理 

G7 群馬高崎デジタル・技術

大臣会合 
2023/4 

１３ 
株式会社トラジェ

クトリー 

加賀市の空に⾃動ドローンを 実

証実験の成果 都内で発表 
中日新聞 2024/11 

１４ 

立命館大学、ソフ

トバンク株式会

社、株式会社ネク

スティエレクトロ

ニクス 

今、なぜガバナンス・イノベー

ションが求められているのか？ア

ジャイルガバナンス実装に向けた

制度・技術基盤のありかた 

2022 年度立命館大学産業 DX

キックオフシンポジウム 
2023/2 

１５ 

立命館大学、ソフ

トバンク株式会

社、株式会社ネク

スティエレクトロ

ニクス 

イノベーションの社会受容性の醸

成とアジャイル・ガバナンス 

産業 DX 2023 年度公開シンポ

ジウム 
2023/11 

１６ 
立命館大学、ソフ

トバンク株式会社 

System of Systems の社会実装を

促進するアジャイル・ガバナンス

の構築 

自動車技術 2024/1 

１７ 
学校法人立命館 

立命館大学 

未来のキャンパス・リビングラボ

体験会のご案内 

京都大学記者クラブ、草津市

政記者クラブ、大阪科学・大

学記者クラブ、文部科学記者

会 

2024/12 

１８ 
学校法人立命館 

立命館大学 

大阪いばらきキャンパス TRY 

FIELD の可能性 ～未来のキャン

パス・リビングラボのイメージ～ 

産業ＤＸのためのデジタルイ

ンフラ整備事業 2024 年度公

開シンポジウム 

2025/1 

１９ 清水建設株式会社 
人流解析・マネジメントとスマー

トビルの連携による賑わい創出 
CEATEC 2024 2024/10 

２０ 清水建設株式会社 
人流解析・マネジメントとスマー

トビルの連携による賑わい創出 

Japan DX Week における NEDO

「産業 DX のためのデジタル

インフラ整備事業」成果報告

会 

2025/4 

２１ 清水建設株式会社 
人流解析・マネジメントとスマー

トビルの連携による賑わい創出 

安田不動産・清水建設・

scheme verge による 3 社プ

レスリリース「新虎安田ビル

にてスマートビル運営・地域

連携 DX 実証実験を開始」 

2024/7 

２２ 
学校法人立命館 

立命館大学 

新サービス創出が実現できるス

マートビルにおけるデータ連携基

盤 

IoT セキュリティ研究セン

ター 研究交流会 
2023/11 

２３ 
株式会社竹中工務

店 

ビルコミプラスの導⼊事例・導⼊

予定の紹介 
スマートビルディング EXPO 2023/12 

２４ 
学校法人立命館 

立命館大学 

NEDO（国立研究開発法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構）助

成事業採択 大阪いばらきキャン

パス（OIC）でスマートビル実証 

人・モビリティなどのデータを統

学校法人立命館 NEWS 

RELEASE 
2023/12 
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合し、データ連携基盤の構築を目

指す 

２５ 
株式会社竹中工務

店 

竹中工務店のビル OS「ビルコミ

®」 
竹中工務店 HP 2024/8 

２６ 
株式会社竹中工務

店 

見える化アプリケーション等の導

入事例紹介 
スマートビルディング EXPO 2024/9 

２７ 
学校法人立命館 

立命館大学 

未来のキャンパス・リビングラボ

体験会のご案内 

京都大学記者クラブ、草津市

政記者クラブ、大阪科学・大

学記者クラブ、文部科学記者

会 

2024/12 

２８ 
学校法人立命館 

立命館大学 

大阪いばらきキャンパス TRY 

FIELD の可能性 ～未来のキャン

パス・リビングラボのイメージ～ 

産業ＤＸのためのデジタルイ

ンフラ整備事業 2024 年度公

開シンポジウム 

2025/1 

２９ 
株式会社竹中工務

店 

建物におけるビックデータ活用～

ビル OS と建物空間分析基盤～ 

竹中工務店技術研究所技術展

示 
2025/5 

３０ 
株式会社 NTT デー

タグループ 

企業や業界、国境を跨ぐデータ連

携基盤構築に向け、「ウラノス・

エコシステム」に関する公募事業

に採択 

NTT DATA 報道発表 2023/10 

３１ 

株式会社 NTT デー

タグループ、株式

会社 NTT データ 

国内の議論も進む企業間データ流

通インフラの実現構想～ウラノ

ス・エコシステムが目指す国内産

業界のデータ連携基盤～ 

NTT データ DATA INSIGHT 2023/11 

３２ 
株式会社 NTT デー

タグループ 

そのデータ本当にあなたのもので

すか？～データスペースによる

データ管理の革命とその可能性～ 

Findy Tools 特集記事 2025/3 

３３ 
株式会社 NTT デー

タグループ 

データスペースが切り拓く新たな

経済圏～企業・産業・国境を越え

たデータ流通がもたらす価値創造

の未来～ 

日本経済新聞 電子版イン

フィード広告 
2025/3 

３４ 

株式会社 NTT デー

タ、株式会社 NTT

データグループ 

産業データの安全な流通を実現す

る連携プラットフォームの提供開

始～ウラノス・エコシステムの

ファーストユースケースとして電

動車向けバッテリーのカーボン

フットプリント情報を企業間で連

携～ 

NTT DATA 報道発表 2024/5 

３５ 
株式会社 NTT デー

タグループ 

バッテリートレーサビリティプ

ラットフォームと Catena-X との

接続実証に成功～「自動車業界向

けデータ共有における相互運用性

の検証（PoC）に関する覚書」の

実証に貢献～ 

NTT DATA トピックス 2025/3 

３６ 
株式会社 NTT デー

タグループ 

連載：テクノロジー×サステナビ

リティ（9）ホワイトペーパー ～

データ連携基盤～ 

NTT データ DATA INSIGHT 2025/3 

３７ 

株式会社 NTT デー

タグループ、株式

会社 NTT データ 

「ウラノス・エコシステム」によ

る自動車および蓄電池サプライ

チェーン企業間でのデータ連携

サービスが、「第 54 回 日本産業

技術大賞」の最高位「内閣総理大

臣賞」を受賞 

NTT DATA トピックス 2025/4 

３８ 
NTT DATA Group 

Corporation 

NTT DATA Successfully 

Demonstrates Interoperability 
NTT DATA Global News 2025/4 
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between Japan's "Battery 

Traceability Platform" and 

"Catena-X" 

３９ 

日本電気株式会

社、KDDI スマー

トドローン株式会

社、Intent 

Exchange 株式会

社、宇宙サービス

イノベーションラ

ボ事業協同組合 

NEC、KDDI スマートドローン、

Intent Exchange、SSIL が NEDO

のドローン航路の開発・実証事業

に採択 

自社 HP 2024/7 

４０ 

国立研究開発法人

新エネルギー・産

業技術総合開発機

構、グリッドスカ

イウェイ有限責任

事業組合、株式会

社トラジェクト

リー、国立大学法

人東京大学大学院

工学系研究科、株

式会社フジヤマ、

日本電気株式会

社、KDDI スマー

トドローン株式会

社、Intent 

Exchange 株式会

社、宇宙サービス

イノベーションラ

ボ事業協同組合 

世界初の「ドローン航路」を実現

し、新たな空のインフラとして確

立させる 

CEATEC2024 2024/10 

４１ 日本電気株式会社 

埼玉県秩父市でドローン航路運営

者の事業モデルに関する実証を実

施 

PR TIMES 2025/3 

４２ 
Intent Exchange

株式会社 

埼玉県秩父市でドローン航路運営

者の事業モデルに関する実証を実

施 

自社 HP 2025/3 

４３ 

グリッドスカイ

ウェイ有限責任事

業組合、株式会社

トラジェクト

リー、国立大学法

人東京大学大学院

工学系研究科、株

式会社フジヤマ、

日本電気株式会

社、KDDI スマー

トドローン株式会

社、Intent 

Exchange 株式会

社、宇宙サービス

イノベーションラ

ボ事業協同組合 

世界初のドローン航路が浜松市と

秩父エリアに開通 
自社 HP 2025/3 

４４ 

日本電気株式会

社、KDDI スマー

トドローン株式会

NEC、KDDI スマートドローン、

Intent Exchange、SSIL が NEDO

のドローン航路の開発・実証事業

自社 HP 2024/7 
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社、Intent 

Exchange 株式会

社、宇宙サービス

イノベーションラ

ボ事業協同組合 

に採択 

 

～ ドローン航路の仕様や運用方

法の策定及びシステム開発を行

い、浜松市と秩父エリアで実証 

～ 

４５ 
KDDI スマートド

ローン株式会社 

世界初のドローン航路が浜松市と

秩父エリアに開通 
自社 HP 2025/3 

４６ 

日本電気株式会

社、KDDI スマー

トドローン株式会

社、Intent 

Exchange 株式会

社、宇宙サービス

イノベーションラ

ボ事業協同組合 

NEC、KDDI スマートドローン、

Intent Exchange、SSIL が NEDO

のドローン航路の開発・実証事業

に採択 

自社 HP 2024/7 

４７ 

国立研究開発法人

新エネルギー・産

業技術総合開発機

構、グリッドスカ

イウェイ有限責任

事業組合、株式会

社トラジェクト

リー、国立大学法

人東京大学大学院

工学系研究科、株

式会社フジヤマ、

日本電気株式会

社、KDDI スマー

トドローン株式会

社、Intent 

Exchange 株式会

社、宇宙サービス

イノベーションラ

ボ事業協同組合 

世界初の「ドローン航路」を実現

し、新たな空のインフラとして確

立させる 

CEATEC2024 2024/10 

４８ 
Intent Exchange

株式会社 

埼玉県秩父市でドローン航路運営

者の事業モデルに関する実証を実

施 

自社 HP 2025/3 

４９ 

グリッドスカイ

ウェイ有限責任事

業組合、株式会社

トラジェクト

リー、国立大学法

人東京大学大学院

工学系研究科、株

式会社フジヤマ、

日本電気株式会

社、KDDI スマー

トドローン株式会

社、Intent 

Exchange 株式会

社、宇宙サービス

イノベーションラ

ボ事業協同組合 

世界初のドローン航路が浜松市と

秩父エリアに開通 
自社 HP 2025/3 
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５０ 

日本電気株式会

社、KDDI スマー

トドローン株式会

社、Intent 

Exchange 株式会

社、宇宙サービス

イノベーションラ

ボ事業協同組合 

NEC、KDDI スマートドローン、

Intent Exchange、SSIL が NEDO

のドローン航路の開発・実証事業

に採択 

自社 HP 2024/7 

５１ 

国立研究開発法人

新エネルギー・産

業技術総合開発機

構、グリッドスカ

イウェイ有限責任

事業組合、株式会

社トラジェクト

リー、国立大学法

人東京大学大学院

工学系研究科、株

式会社フジヤマ、

日本電気株式会

社、KDDI スマー

トドローン株式会

社、Intent 

Exchange 株式会

社、宇宙サービス

イノベーションラ

ボ事業協同組合 

世界初の「ドローン航路」を実現

し、新たな空のインフラとして確

立させる 

CEATEC2024 2024/10 

５２ 

グリッドスカイ

ウェイ有限責任事

業組合、株式会社

トラジェクト

リー、国立大学法

人東京大学大学院

工学系研究科、株

式会社フジヤマ、

日本電気株式会

社、KDDI スマー

トドローン株式会

社、Intent 

Exchange 株式会

社、宇宙サービス

イノベーションラ

ボ事業協同組合 

世界初のドローン航路が浜松市と

秩父エリアに開通 
自社 HP 2025/3 

５３ 

グリッドスカイ

ウェイ有限責任事

業組合、株式会社

トラジェクト

リー、国立大学法

人東京大学 、株

式会社フジヤマ 

世界初のドローン航路が秩父エリ

アと浜松市に開通 

ドローン航路開通式（秩父エ

リア、浜松市） 
2025/3 

５４ 

株式会社トラジェ

クトリー、株式会

社フジヤマ 

河川上空のドローン航路整備状況

について 

北海道ミライづくりフォーラ

ム 2024 第 3 回ドローンサ

ミット 

2024/10 
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５５ 
株式会社トラジェ

クトリー 

新たな空のインフラとして、世界

初のドローン航路を河川上空に実

装 

CEATEC TOWARD SOCIETY 5.0 

2024 
2024/10 

５６ 

グリッドスカイ

ウェイ有限責任事

業組合、株式会社

トラジェクト

リー、国立大学法

人東京大学 、株

式会社フジヤマ 

世界初のドローン航路が秩父エリ

アと浜松市に開通 

ドローン航路開通式（秩父エ

リア、浜松市） 
2025/3 

５７ 

グリッドスカイ

ウェイ有限責任事

業組合、株式会社

トラジェクト

リー、国立大学法

人東京大学 、株

式会社フジヤマ 

世界初のドローン航路が秩父エリ

アと浜松市に開通 

ドローン航路開通式（秩父エ

リア、浜松市） 
2025/3 

５８ 東京大学 

World's First “UAS Lines” 

Opens in Hamamatsu and 

Chichibu Area 

東京大学工学系研究科英文

ホームページ 
2025/5 

５９ 
株式会社ティア

フォー 
サービス実証 視察会 2024/9 

６０ 
株式会社ティア

フォー 
技術実証・加速提案実証 視察会 2025/2 

６１ 

ダイナミックマッ

ププラットフォー

ム株式会社 

NEDO 公募「産業 DX のためのデジ

タルインフラ整備事業／デジタル

ライフラインの先行実装に資する

基盤に関する研究開発」実施予定

先に採択 

プレスリリース 2024/7 

６２ 

ダイナミックマッ

ププラットフォー

ム株式会社 

新東名高速道路 駿河湾沼津 SA―

浜松 SA にて自動運転トラックの

走行実証を開始 

 

～自動運転と共同輸送により安全

で効率的な物流を実現するシステ

ムを開発～ 

プレスリリース 2025/2 

６３ 

ダイナミックマッ

ププラットフォー

ム株式会社 

駿河湾沼津 SA デモ 

国交省主催新東名高速道路に

おける自動運転トラックの実

証実験 

2025/3 

６４ 

ダイナミックマッ

ププラットフォー

ム株式会社 

高速コンソ実証説明会 高速コンソ実証説明会 2025/3 

 

【その他】 

(a)受賞 

番号 対象 名称 発表年月 

１ LocationMind 株式会社 
一般社団法人電子情報技術産業協会 第 10 回 JEITA

ベンチャー賞 
2025/3 

２ 

一般社団法人 自動車・蓄電池

トレーサビリティ推進セン

ター、株式会社 NTT データグ

ループ、株式会社 NTT デー

タ、株式会社ゼロボード、株

式会社 dotD 

第 54 回日本産業技術大賞 内閣総理大臣賞「ウラノ

ス・エコシステム」による自動車および蓄電池サプ

ライチェーン企業間でのデータ連携サービス 

2025/3 
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(b)意匠権、公開 OSS 著作権 

番号 出願者 名称 
意匠権・

著作権 

１ 株式会社日立製作所 3 次元空間情報基盤に関する協調領域ソースコード 著作権 

２ 株式会社竹中工務店 

再委託先 Geolonia 社が作成したローカル空間 ID に

関するドキュメント、API、ライブラリ及び基盤に対

応したコードやツール 

著作権 

３ 学校法人立命館 
「立命館大学の取り組み System of systems を安全

に運用するために」 SoS 教材 概要版 
著作権 

４ 学校法人立命館 SYSTEM OF SYSTEMS 運用ガイドライン：汎用版 著作権 

５ 学校法人立命館 SYSTEM OF SYSTEMS 運用ガイドライン：立命館版 著作権 

６ 学校法人立命館 
情報送受信コンフォーマンス環境に関するプログラ

ム一式 
著作権 

７ 学校法人立命館 
事故再現シミュレーション環境に関するプログラム

一式 
著作権 

８ 学校法人立命館 地図データ変換に関するプログラム一式 著作権 

９ 学校法人立命館 
SoS テストシナリオ検証シミュレーション環境に関

するプログラム一式 
著作権 

１０ 学校法人立命館 
アジャイルガバナンスプラットフォーム UI に関す

るプログラム一式 
著作権 

１１ 学校法人立命館 
アジャイルガバナンスプラットフォーム データ受信

及び検知に関するプログラム一式 
著作権 

１２ 株式会社 NTT データグループ データ連携基盤コネクタプログラム一式 著作権 

１３ 日本電気株式会社 ドローン航路画定操作用画像 意匠権 

１４ 日本電気株式会社 ドローン航路情報表示用画像 意匠権 

１５ 日本電気株式会社 ドローン航路情報表示用画像 意匠権 

１６ 日本電気株式会社 ドローン航路画定操作用画像 意匠権 

１７ 日本電気株式会社 ドローン航路情報表示用画像 意匠権 

１８ 日本電気株式会社 
日本電気株式会社が開発したドローン航路システム

に係るソースコード及び関連ドキュメント一式 
著作権 

１９ 日本電気株式会社 
Geolonia が開発したドローン航路システムに係る

ソースコード及び関連ドキュメント一式 
著作権 

２０ 日本電気株式会社 

ブルーイノベーションが開発したドローン航路シス

テムに係るポート離着陸準備指示 ポート離着陸準備

受付・準備完了通知 API の yaml ファイル 

著作権 

２１ 
KDDI スマートドローン株式会

社 
ドローン航路予約システム 著作権 

２２ Intent Exchange 株式会社 航路画定システム 著作権 

２３ Intent Exchange 株式会社 安全管理システム 著作権 

２４ Intent Exchange 株式会社 分散型セマンティクス情報管理システム 著作権 

２５ Intent Exchange 株式会社 落下許容範囲自動設定試作 著作権 

２６ Intent Exchange 株式会社 航路最適化システム 著作権 

２７ 
宇宙サービスイノベーション

ラボ事業協同組合 
空間情報 ID に関する登録情報一式 著作権 

２８ 
グリッドスカイウェイ有限責

任事業組合 

グリッドスカイウェイ有限責任事業組合が作成した

事業紹介パネル・PR 動画 
著作権 

２９ 
グリッドスカイウェイ有限責

任事業組合 

株式会社 NTT データが開発したドローン航路システ

ムに係るソースコード及び関連ドキュメント一式 
著作権 

３０ 
グリッドスカイウェイ有限責

任事業組合 

株式会社日立製作所が開発したドローン航路システ

ムに係るソースコード及び関連ドキュメント一式 
著作権 
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３１ 株式会社トラジェクトリー 

トラジェクトリー展示会動画 CEATEC２０２４デジ

タル田園都市国家構想特設パビリオン事業紹介パネ

ル 

著作権 

３２ 
エヌ・ティ・ティ・インフラ

ネット株式会社 

2024 年度開発_インフラ管理 DX システムプログラム

一式 
著作権 

３３ 株式会社ティアフォー 環境情報連携システム 著作権 

３４ 株式会社ティアフォー データ連携システム 著作権 

３５ 株式会社ティアフォー ODD ビューアアプリ 著作権 

３６ 
ダイナミックマッププラット

フォーム株式会社 
データ流通システムに関するソフトウェア一式 著作権 

３７ 
ダイナミックマッププラット

フォーム株式会社 
車両情報連携システムに関するソフトウエア一式 著作権 

３８ 
ダイナミックマッププラット

フォーム株式会社 

車両情報連携システムに関する高速で空間 ID を検

索する技術及びデータ仮想統 合技術のインター

フェース定義 

著作権 

３９ 
ダイナミックマッププラット

フォーム株式会社 
ニアミス管理システムソフトウエア一式 著作権 

４０ 
ダイナミックマッププラット

フォーム株式会社 
データ拡張のためのアーキテクチャ設計方針 著作権 

４１ BIPROGY 株式会社 ニアミス生成アプリ、ニアミス利用アプリ 著作権 

４２ ヤマト運輸株式会社 
物流情報標準ガイドラインで規定したデータモデル

や通信メッセージ構成に準拠した API 
著作権 
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